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○ 大学の概要

（１） 現況
① 大学名

茨城大学
② 所在地

茨城県水戸市
③ 役員の状況

宮田 武雄（平成16年4月1日～平成16年8月31日）
菊池龍三郎（平成16年9月1日～平成17年3月31日）
理事数（非常勤を含む）４名、監事数（非常勤を含む）２名

④ 学部等の構成
学部
人文学部
教育学部

〃 附属小学校
〃 附属中学校
〃 附属養護学校
〃 附属幼稚園
〃 附属教育実践総合センター

理学部
工学部

〃 附属超塑性工学研究センター
農学部

〃 附属農場
大学院

人文科学研究科：修士課程
教育学研究科：修士課程
理工学研究科：博士前期課程、博士後期課程
農学研究科：修士課程
連合農学研究科：参加校：博士課程
特殊教育特別専攻科
図書館
大学教育研究開発センター

学内共同教育研究施設等
共同研究開発センター
機器分析センター
生涯学習教育研究センター
広域水圏環境科学教育研究センター
総合情報処理センター
遺伝子実験施設
留学生センター
学生就職支援センター
保健管理センター
五浦美術文化研究所
地域総合研究所

⑤ 学生数及び教員数（平成16年5月1日現在）
学部・研究科等 学生数 教員数 職員数
役 員 ７人
人文学部 １，７５６人 １２１人
教育学部 １，５８６人 １１８人

理学部 ９９１人 ６８人
工学部 ２，７１６人 １６５人
農学部 ５８８人 ６５人

学部 計 ７，６３７人

人文科学研究科 ６６人
教育学研究科 １２０人 ３人
理工学研究科：修士課程 ６７８人 １４人

：博士課程 １５４人
農学研究科 １３８人
連合農学研究科 ６６人 外数［ ］

大学院 計 １，１５６人

特殊教育特別専攻科 ２８人

附属小学校 ７１１人
附属中学校 ４７７人 ８４人
附属養護学校 ５０人
附属幼稚園 １６１人

共同研究開発センター １人
機器分析センター １人
生涯学習教育研究センター ２人
広域水圏環境科学教育研究センター ５人
総合情報処理センター １人
遺伝子実験施設 １人
留学生センター ５人
保健管理センター ２人

合 計 １０，２２０人 ６６３人 ２８６人

（２） 大学の基本的な目標等
国立大学法人茨城大学（以下茨城大学と称す）は、我が国の先端科学関連の

研究や産業の拠点の一つである首都圏北部に立地する本学の特徴を生かし、人
文・社会科学、理学、工学、農学、教育学の各分野における高等教育と、基礎
・応用両面にわたる多様な研究活動を行う総合大学として、幅広い教養と専門
的能力を備えた社会に有為な人材を育成するとともに、地域と国際社会におけ
る、学術・文化の発展に寄与することを目的として運営される。この目標の実
現のため、半世紀にわたって培われてきた教育や研究における経験と実績を基
に、新しい社会に適合した教育・研究体制を構築するとともに、教養教育、基
礎科学分野の教育研究、教員養成教育の拠点となる水戸地区、それぞれ先端的
科学技術と生命科学分野の教育研究の拠点となる日立、阿見地区の３キャンパ
スが一体となって、本学の教育研究を推進する。

茨城大学
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全 体 的 な 状 況

教養教育では、文系・理系・教育系基礎教育の３分野にＷＧを立ち上げた。数学につい 会議実行委員会が結成された。留学生支援のため、ステューデントアシスタント制度を制
ては実施案を作成し、平成１７年度実施計画に盛り込んだ。科目群に対するガイドライン 定し、留学生２名を採用した。農学研究科では先端農学基礎科目を必修化することで、専
の作成やシラバスのチェックも組織的に取組み、実施した。総合英語の平成１７年度実施 攻横断型授業を実施した。
計画も目的どおりに策定し、年度計画の達成は良好である。教員の成績評価と学生による
自己評価が乖離する授業を抽出し、担当教員へ改善を促した。成績評価のあり方について 学生支援については、学生サービスセンターの整備構想および学生サービスマスタープ
はＧＰＡ対応などの課題が残った。総合英語については「４単位・レベル３の必修化」な ランが答申され、同プランに基づくサービス計画が検討されている。ワンストップでの学
ど年度計画の進行は良好であった。シラバスのチェックは各専門部会が２段階点検方式で 生サービスについて検討中である。学生証のＩＣカード化を決定し、予算措置を行った。
実施し、科目群に対するガイドラインに沿って作成することを指導した。ＦＤは各学部等 教育ローン制度の銀行との提携など独自の経済的支援策を導入した。平成１６年度は共通
で計１２回８１１名の参加があった。昨年と比べると多数の参加者があり、目標の一つは 教育棟２号館の空調設備を集中的に整備した。留学生センターの活動により、ステューデ
達成したが ＦＤへの参加者が特定者にかたよるなどの状況を改善することが課題である ントアシスタントの留学生２名や１１２名のチューターなどを活用して相談支援体制の充、 。
大学教育研究開発センターの抜本的改革案が平成１７年度概算要求として採択された。次 実を図った。留学生用国際交流会館の増築については、茨城県文化振興協会からの寄付金
年度実施に向けて具体的な作業を行った。総合英語プログラムと接続教育への取り組みの で平成１７年度建設予定である。
ための適切な組織化を行った。

研究活動については、核燃料サイクル開発機構との研究協力協議会の設立、茨城県中性
学部専門教育では、ガイダンスやオリエンテーションの改善を行い、教員に意識の向上 子利用促進研究会への参画と「日中科学ワークショップ」の企画開催、超塑性および関連

が認められた。ＪＡＢＥＥへの取り組みも計画どおりである 「工学基礎ミニマム」の充 分野の研究で４件の学術賞受賞、農学関係の８件の学術賞受賞、各地域連携推進事業の研。
、 「 」実については、一部の学科で一定の改善がなされた。各学部での教育プログラム改善には 究成果の公表とシンポジウムの開催 国際交流シンポ 湖沼環境・市民生活の調和と協調

明瞭な進歩があった 出口での学生の満足度や企業側から評価を得る部分で課題が残った の企画開催など、多くの成果をあげた。経費として学長裁量経費を重点的に措置した。ま。 。
各学部においては、教育改善に関する中期計画と年度計画の点検評価を１０月時点と２月 た、学部長裁量経費をもちいて学部内公募研究として措置したところもある 「茨城大学。

」 、 。時点の２回実施し、ＰＤＣＡサイクルに対応させたワークシートの作成と次年度計画の策 研究者情報管理システム を立ち上げ 教員の研究を点検評価する基礎データを収集した
定に活用した。シラバスの充実改善は多くの学部で実施され、改善が進んだものの、学部 情報の総合的管理のため「学術情報局」の設置と総合情報処理センターのＩＴ基盤センタ
間、科目間での格差が残った。学部でのＦＤ活動は回数も増えて昨年度より活発になって ーへの移行を概算要求し、一部が認められた。平成１７年度前期に設置予定で審議中であ
いる。受験者確保のため、県内外で多数回の説明会等の開催など、全ての学部で積極的に る。平成１７年度より共同研究開発センターに知財部門を設置することとした。
取り組んだが、受験者数の減は一部の学科で厳しいものとなった。担任制度とオフィスア
ワーは全ての学部で制度化したが、その運用の改善は十分とは言えない。授業精選は工学 社会連携事業では、茨城産業会議や各自治体の協力を得て、本学に社会連携事業会を設
部以外の学部で進行が遅い。６段階評価は定着したが、ＧＰＡ対応の取組は極めて初期の 置し、広く社会との連携を図ることとした。地域連携と研究推進のために学長特別補佐を
段階にある。成績評価基準は科目によっては明示されたが、未だ多くの科目で不十分な状 設置した。さらに、地域連携推進本部を平成１７年４月に設置することを決定した。
態である。達成基準と成績評価法との整合性の点検も検討段階であり、明らかな取組とな 外部資金獲得では、科学研究費補助金の獲得は前年度とほぼ同じレベルであった。応募
っていない。その中で、ＪＡＢＥＥへの取組を行っている分野では確実な前進があった。 率を上げることが課題である。受託研究、共同研究の件数は前年度と同じレベル、寄付金
平成１７年４月の学部学野制への移行にあわせて、各学部は教育組織の見直しを行った。 は漸減であった。
学長運用教員数の設定も決定し、学部長のもとでのポスト管理が行われるようになった。
教員採用時の教育能力評価については、分野によっては模擬授業を行わせるなどの一定の 運営体制の改善では、多くの重要会議に事務系職員が正式委員として加わった。全学委
進展があった。平成１７年度非常勤講師配分については、授業精選と専任教員による授業 員会の整理統合をはかり、学長および理事のリーダーシップがとれる体制とした。学部学
実施を前提に全学的に２０％減の見直しを行い、削減分については学長裁量で重点配分し 野制への移行にともない、学部教育会議を代議員制とすることを原則にし、教員の管理運
た。平成１８年度以降も大幅減で見直す予定である。一部の学科では、試行的な相互授業 営業務の集中化と軽減を図る規則改正を行った。点検評価のために、学長直属の評価室を
参観制度を実施した。ＴＡに対するオリエンテーションも一部で実施した。全ての学部で 設置した。教員の評価制度については、教育評価について検討した。
学生による授業評価を実施した。教員の教育業績の評価のために、学長の下に教員評価Ｗ
Ｇを設置し、評価方法と評価項目の検討を行った。平成１７年度には試行評価を行うこと 教育組織の改善では、学士課程教育組織（学部）と教員組織（学野）の分離を平成１７
を大学として決定した。 年４月１日に実施する。理学部と工学部は平成１７年４月から学科を改組する。人文学部

は平成１８年度の学科改組を決定した。
大学院教育では、理工学研究科で７の、連合農学研究科阿見キャンパスで１２の講義で

英語での授業を行った。農学研究科の教育プログラム改善はクォーター制を導入するなど 第一期中期目標期間中に１０％の教員数を学長運用教員とし、教育・研究・業務運営に
明瞭な進展があった。他機関との共同研究には特筆すべきものがある。インターンシップ ついて全学的に必要性の高い部門への重点配置及び法人財政の健全化のための人件費削減
プログラムを充実させたが院生の参加は少数であった。連携大学院の活用については課題 などに運用することが決定された。
が多く残り、継続的に取り組むことになった。大学院教育の教育効果や成果の点検はいず
れも進展が遅く、大学院教育の改善は重要課題として残っている。短縮入学や長期履修制 事務の効率化については、学報、広報誌、職員録及び規則等については、ＩＴを活用し
度に基づく院生の受入を実施した。多くの分野で院生の学会発表は定着しつつある。院生 冊子物を廃止した。学内事務情報ツールの「ガルーン」を用いて全教職員が物品請求、予
の外国語能力の育成のために、日中シンポが実施され、さらに平成１７年開催の学生国際 算確認、会議記録確認、会議通知、各種請求書式閲覧、大学規則閲覧等を行うとともに、

茨城大学
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茨城大学

各部局等で会議録等の文書庫として活用を開始した。

施設整備については、省エネルギー化は空調設備などで進んだ。全学共用教育研究スペ
ースの２０％確保は理学部で進んだ。ＩＴインフラの更新は、ＶＣＳで３０％進んだが学
内ＬＡＮなどその他のものは更新できていない。理学部講義棟のＩＴインフラ整備は１０
０％実施された。共通教育棟２号館（講義棟）の１００％空調化、共通教育棟の学務部施

、 、 、 、設整備 理学部Ｅ棟Ｇ棟の空調化と環境改善 人文学部 工学部の一部の講義室の空調化
合宿研修所の改修、図書館事務部の環境改善、養護学校プール施設の改善を実施した。キ
ャンパスの環境保全については、ゴミ処理、廃棄物整理、植栽手入れ、清掃など、重点的
に行った。

安全衛生管理については、本学の全ての建物が禁煙となった。衛生工学衛生管理者の資
格を２名が取得した。安全衛生のための施設改善もある程度進んだが、改善箇所は残って
いる。ＩＴ基盤センターの設置は概算要求で一部認められ、改組への計画が固まった。情
報セキュリティ対策は認証システムの強化など、改善を図った。
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項 目 別 の 状 況

大学の教育研究等の質の向上Ⅰ
１ 教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標

［教育プログラム］
① 現代社会で活動するための教養教育と総合的な専門教育を展開して、豊かな人間性と全人的素中
養を培い、高い教養と専門能力を備えた学生を育てる。
② 学士課程教育カリキュラムを、卒業後の社会での活動や専門性に適合するよう整備充実する。期
③ 科学技術の進歩並びに社会の要請に対応できる課題探求能力を備えた高度専門職業人及び研究
者を育成する大学院教育を行う。目
［教育システム］
④ 教育システムを整備し教育成果の向上を図る。標
［教育改善施策］
⑤ 教育成果の点検・評価を充実させ、教育の質の向上を図る。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○教養教育 ○教養教育
［教育プログラム］ ［教育プログラム］
① ４年一貫カリキュラムをより ○ ４年一貫カリキュラムにおけ 文系・理系・教育系基礎教育の３分野にＷＧを立ち上げ、理系基礎教育につ
実質化するために、各学部の専門 る基礎教育という視点から、２種 いて平成１７年度計画を策定した。年度計画は確実に実施され、中期計画は
教育と連携した教養科目の編成と 類の接続教育、① 専門教育への 順調に進行した。
授業内容の設定を行う。 接続教育（専門科目への移行をス

ムーズに行うための教育 、② ※平成16年7月8日付け「理系接続教育の検討方針について（案 」に基づき、） ）
学生の多様化に対応する接続教育 「平成17年4月にパイロット授業実施（100名程度）を想定して、その実施計

（ 、 、 ） 、 、（大学教育への接続教育の意味が 画案 授業内容 教材 担当者の見通し等 を作り 平成16年12月頃までに
強い）について、(a) 理系基礎教 平成17年4月にパイロット授業実施の準備をする 」ことを目的として、理系。
育、(b) 文系基礎教育、(c) 教育 基礎教育ワーキンググループをつくり検討開始することとした 「文系基礎。
系基礎教育という３つのタイプご 教育」および「教育系基礎教育」についても接続教育を実施するための検討
とに問題整理と基本方針を定め ワーキンググループを立ち上げた。 ※wks：cue：R111a01資料1より抜粋

、 「 （ ）」 、る。特に 「(a) 理系基礎教育」 ※平成16年9月17日付け 理系接続教育の実施計画について 案 に基づき
については、大学教育研究開発セ 理系接続教育の最初の具体化として 「数学（微積分）の基礎教育」につい、

。 、 、 、ンターの構成員と理系関係者から て新しいやり方を企画実施する これをモデルとして今後 線型代数 物理
なるワーキンググループをつく 化学 生物についてもどうするか検討を開始する 教養科目の分野別科目 自、 。 （
り、平成１７年度の実施を想定し 然系）履修枠を使って（2～4単位 、数学（微分積分）の基礎教育を行う。）
て具体的計画案を作成する。 事前テストにより分類された3グループのうち、最も補習的な授業が必要とさ

れるグループを対象として、半期に週2回の授業を行い、上位グループとの格
差をなくすことを目的として、シラバスと授業形態に関する計画を立案し、
実施に向けた取組みが行われた。

パイロット授業は、標準的な見本をつくること、教育効果等の基礎データ
を取ることを目的として、クラス編成、履修形態、授業の基本方針、授業内
容、各回の授業形態の概要、などの設定に基づき実施することとした。 ※w
ks：cue：R111a01資料2より抜粋

② 効果的な４年一貫教育の実現 ○ 教養科目区分ごとに、その科 科目群に対するガイドラインの作成やシラバスのチェックも組織的に取り
のために、教養科目を区分ごとに 目群に対するガイドライン（科目 組まれ、実施された。シラバスのチェックは各専門部会が２段階点検方式で
カリキュラム編成のためのガイド 群全体で満たされるべき条件、学 実施し、ガイドラインに沿って作成することを指導した。年度計画は確実に
ラインの設定等によってその趣旨 部の意向からくる要請事項、科目 実施され、中期計画は順調に進行した。
を明確にし、履修基準を見直す。 群の内訳の種類等）を作成し、そ
積み上げ的な学習が求められる科 れに沿って基本計画案および実施 ※教養科目の実施において、担当教員の裁量に伴う不統一性や他の教科との
目（群）は、体系的なカリキュラ 計画案の作成、シラバスのチェッ 連携性の欠如等をできるだけ排除するために、最低限満たされなければなら

科目ムを組み、授業科目を精選する。 ク、授業の点検評価等を行う。 ない各教科群におけるガイドラインを作成した。このガイドラインは、
区分ごとに、科目の性格付け、科目群全体で満たされるべき条件、学部
の意向からくる要請事項、科目群の内訳の種類等々や授業計画及び実施

茨城大学
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上配慮しなければならない点を取り決めると共に （年次ごとの）実施に、
係わる取り決め事項を明示してあり、各専門部会 責任部局 は、このガイ( )
ドラインに沿って実施計画案の作成、シラバスのチェック、授業の点検

※wks：cue：R111a02資料1～4より抜粋評価等を行った。
※ に基づき、平成16年10月7日付け「シラバス作成に関する申②のガイドライン
し合せ」により、シラバス作成の諸注意作成とシラバスのチェック手順が確
認された。2段階点検方式とは、事務的点検と専門部会における内容点検をい
う。 ※wks：cue：R111a07資料2より抜粋

○ ４年一貫カリキュラムの視点 理系基礎教育の見直しを行い、接続教育も視点に入れて平成17年度計画案を
から、理系基礎教育を見直し、そ 作成した。年度計画は確実に実施され、中期計画は順調に進行した。
の教養科目受け持分について基本

①と同様。的な計画案を作成する。 ※

③ 教養科目の年次履修を適切に ○ ４年一貫カリキュラムの視点 数学については実施案を作成し、平成17年度実施計画に盛り込まれた。年度
配分し、各学部の専門カリキュラ から、理系基礎教育を見直し、そ 計画は確実に実施され、中期計画は順調に進行した。
ムと整合的に配置する。 の教養科目受け持分について基本

①と同様。的な計画案を作成する。 ※

○ 平成１７年度実施計画案作成 総合英語の平成１７年度実施計画を目的どおりに策定し、高学年向けにＥＡ
の際、習熟度別教育の総合英語プ Ｐ(学術英語）を設定した。年度計画の達成は良好である。特定科目では中期
ログラムにおいて、専門科目との 計画は順調に進行した。
接続性を配慮した内容のものを用
意する。 ※総合英語プログラムでは、過去2年間、基礎的な英語運用能力を高めるため

「 、 、 、 」 。の 聴く 話す 読む 書く の4技能の授業の充実が集中的に行われてきた
しかし、各学部の専門教育で必要な英語教育への接続性を配慮した内容の教
育が不十分であるため、より専門的な分野で必要な英語の技能と知識の獲得
の基礎となるような授業を用意し、学部教育に接続させる総合英語プログラ
ムのEAP（学術用英語）を充実させ、各学部に必要な本数を開講する。これに
より、学生の専門的興味にそって学生は英語能力をさらに伸ばすことができ
た。

4技能を総合的に養成する総合英語 の中(Integrated English Program: IEP)
で、基準であるレベル3を達成した学生が、その上位であるレベル4・5以外に
選択し得るコースに、学術用英語 があ(English for Academic Purposes :EAP)
る。

（ ） 、総合英語プログラム専任教員5名 任期付き3名を含む を採用することで
増加した授業を実施した。 ※wks：cue：R111a03資料1、2より抜粋

［教育システム］ ［教育システム］ 教員の成績評価と学生による自己評価が乖離する授業を抽出し、担当教員へ
④ 各科目に学修達成度を設定し ○ 成績評価について、現状の分 改善を促した。年度計画の半分は実施された。成績評価のあり方については、
科目内での成績評価の一貫性をも 析を行い、そのあり方について検 課題が残された。
たせ、各授業科目において成績評 討し、教養科目における成績評価
価の基準化と適正な点検評価を行 の基本方針を定める。 ※平成16年8月5日付け「授業の点検評価の方針について（案 」により、特）
う。 に下位グループにある授業の問題点を把握するとともにその解消を目指すこ

ととして、各教員に依頼した。
平成16年11月11日付け 教養科目における成績評価の現状分析について 依「 （

頼 」により、各専門部会ではこれらを取りまとめ分析した上で、成績評価）
。 、の基本方針を2月15日に開催された教養教育シンポジウムで報告した 同時に

教員の成績評価と学生による自己評価の乖離度の高い授業を抽出し、その原
因と改善のための検討を行い、担当教員へも情報の提供を行った。 ※wks：
cue：R111a04資料2～4より抜粋

○ 平成１７年度教養科目シラバ 到達目標などを記入するガイドラインを作成し、それにしたがってシラバス
スに具体的な学修到達目標を明示 を作成することを指導した。年度計画の達成は良好である。この部分の中期
する。 計画は順調に進行した。

※各教科における目標領域と目標類型の観点（知識・理解、思考・判断、関
心・意欲、態度、技能・表現）から、当てはまる領域・類型ごとに記述する
ようガイドラインを作成し、指導した。 ※wks：cue：R111a04資料2より抜
粋

○ ＪＡＢＥＥ認定に対応した成 学部と協議のうえ継続的に対応した。年度計画の達成は良好である。この部
績評価システムを構築する。 分の中期計画は順調に進行した。

※成績評価に出席点を入れないよう指導した。 ※wks：cue：R111a04より抜
粋

○ ＧＰＡの活用に向けて成績評 成績評価のあり方についてはＧＰＡ対応などの課題が残された。中期計画は
価の基準作成に着手する。 進行している。

茨城大学
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※教養教育に関して成績評価の現状分析を行い、改善策の検討を行った。
※wks：cue：R111a04資料2～4より抜粋

⑤ 科目の特性に応じたクラスサ ○ 授業の理解度と達成度に応じ 習熟度別授業を英語で実施に移し、数学で基本方針を策定した。年度計画の
イズの設定や学生の習熟度を配慮 た柔軟なクラス編成について具体 達成は一部で良好である。中期計画は順調に進行した。
したクラス編成と授業内容にす 的方針を策定する。
る。 ※理系基礎教育は ※wks：cue：R111a05より抜粋①と同様。

○ 平成１７年度教養科目におい 総合英語プログラムについては全ての学部学科で「４単位・レベル３の必
て、全ての学部学科で総合英語プ 修化の決定」など年度計画の進行は良好であった。中期計画は順調に進行し
ログラムを 「４単位・レベル３ た。、
の必修」という設定で導入する。

※平成16年度は人文学部（人文社会科学科 、農学部、理学部（地球生命環）
境科学科 、工学部（機械工学科、都市システム工学科、システム工学科））
で実施した。平成17年度は全学部学科で導入する。 ※wks：cue：R111a05資
料1より抜粋

⑥ 学生の自律的学習を支援する ○ 総合英語プログラムにおいて 平成１７年度に使用すべく教材開発が行われた。年度計画の達成は良好であ、
システムを整備充実する。 自律的学習の教材開発と支援整備 る。

を進める。
（ ） 。 、 。※自律的学習スペース ALS の拡充を実行した また TAの確保も行われた

さらに、もう1室自律的学習に適した教室を整備中である。レベル横断的な自
主学習プログラムの充実については、既存のソフトなどを活用し、充実でき
た。ただし、レベルごとの自主学習プログラムの充実は、レベルにより達成
度が異なっている。レベルによって自習プログラムの充実度が異なるのは、
自習プログラム教材を開発する人材不足が大きな原因である。総合英語5名の
専任教員、また、この5名以外の教養英語担当教員3名で、自律的学習のため
の教材開発を行った。 ※wks：cue：R111a06より抜粋

○ 総合英語プログラムにおいて 総合英語プログラムの指導と支援のため、英語部会を充実し、教員間でのＦ、
自律的学習を指導するためのＦＤ Ｄをやりやすい組織とした。年度計画の達成は良好である。中期計画達成の
活動や教員支援システムを充実す ためには、継続的な取り組みが必要である。
る。

※総合英語プログラムの指導と支援のため、英語部会を充実し、教員間でのF
Dがやりやすい組織とした。英語部会の既存スタッフでFDを3回実施した。4月
14日14名、6月30日30名、11月10日25名の参加があった。 ※wks：cue：R111
a06より抜粋

［教育改善施策］ ［教育改善施策］
⑦ カリキュラムがガイドライン ○ 教養科目区分ごとに、その科 シラバスのチェックは各専門部会が２段階点検方式で実施し、ガイドライン
に沿って編成されていることを点 目群に対するガイドライン（科目 に沿って作成することを指導した。年度計画の達成は良好である。中期計画
検評価する。 群全体で満たされるべき条件、学 は順調に進行した。

部の意向からくる要請事項、科目
群の内訳の種類等）を作成し、そ ※ に基づき、平成16年10月7日付け「シラバス作成に関する申②のガイドライン
れに沿って平成１７年度の基本計 し合せ」により、シラバス作成の諸注意作成とシラバスのチェック手順が確
画案および実施計画案の作成、シ 認された。2段階点検方式とは、事務的点検と専門部会における内容点検をい
ラバスのチェックを行う。 う。 ※wks：cue：R111a07資料2より抜粋

⑧ 個々の授業について点検評価 ○ 授業アンケート結果を各担当 授業アンケートは順調に実施されたが、アンケートに基づく自己点検表な
し、その結果をフィードバックし 者に戻し、それを基にする自己点 どの取り組みには課題が残った。総合英語プログラムでは点検評価の結果、
て教育改善を図るシステムを構築 検表を作って自律的に教育改善を 成果が上がっていることが確認された。
する。 行う。

※学生の授業アンケート結果を通知する過程で、教員側の授業点検評価をフ
ィードバックする実施案を作成した。 ※wks：cue：R111a08資料1、3より抜
粋

○ 「推奨授業」を授業改善のＦ 多数の教員の参加を得て、推奨授業を活用したＦＤを実施し、教員間での共
Ｄ活動に活用し、その授業方法を 有を進めた。年度計画の達成は良好である。中期計画の達成には継続的な取
教員間で共有する。 り組みが必要である。

※平成17年3月9日に推奨授業受賞者を報告者としたFD研究会を実施した。
※wks：cue：R111a08資料2より抜粋

⑨ 教員の教育力向上のために、 ○ 各教養科目専門部会によるＦ 各種ＦＤ活動は昨年と比べると多数の参加者があり（２回、１５２名 、目）
ＦＤ活動を活発にする。 Ｄ活動を活発にする。 標の一つは達成されたが、ＦＤへの参加者が特定者にかたよる、専門部会に

よってはＦＤの内容に問題があるなどの状況を改善することが必要である。
年度計画はおおよそ達成された。

※各教養科目専門部会で、各教科における成績評価の分布状況と学生アンケ
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ート結果の相関性を解析し、その解析結果をもとにFD研修会で成績評価のあ
り方について研修を行うこととして、平成17年2月15日に実施の教養教育シン
ポジウム（テーマ： 適正な成績評価の確立に向けて ）で発表した。 参加「 」
者100名。3月9日に教養教育FD研究会「よい授業を行うためのスキルアップ
教養科目推奨授業受賞者による教授法紹介と討論会」を実施した。 参加者52
名。しかし、FDの実施は、各専門部会の判断に委ねられているため、いつど

、 、こでどのようなFDが実施されたのか 情報の提供に不十分な点が見受けられ
教員による参加が不十分なところもあった。 ※wks：cue：R111a09資料1、2
より抜粋

○ ＦＤを大学の研修と位置づけ 各種ＦＤ活動は昨年と比べると多数の参加者があり、目標の一つは達成され、
全教員の積極的参加を推進する。 たが、ＦＤへの参加者が特定者にかたよるなどの状況を改善することが必要

である。年度計画はおおよそ達成された。
※wks：cue：R111a09資料1、2より抜粋

○学士課程 ○学士課程
［教育プログラム］ ［教育プログラム］
① 大学での基礎教育を、高校ま ○ 新入生ガイダンス、２年生ガ ガイダンスやオリエンテーションの改善は教員の意識の向上とともに充実し
での教育との接続を配慮したもの イダンスの点検評価を行い、新た て実行された。接続教育の視点の導入など、各学部での教育プログラム改善
にする。 な指導体制の整備を検討し、高校 には明瞭な進歩がみられた。年度計画はおおよそ達成されているが、継続的

教育・教養教育・専門教育間の接 な課題が多い。中期計画は進展している。
続の円滑化を目指した学習指導体
制を検討する。 ※農学部では、アンケートによる実態調査から、16年度の新入生ガイダンス

、 。 、及び2年生ガイダンスは ほぼ問題なく行なわれたと言えよう しかしながら
多くの学生がガイダンスの時間を長く感じていることから、この点について
改善していくことが望まれる。

（ 、年度計画のガイダンスに対するアンケート調査は高い回収率 1年次84.4％
2年次生100％）で実施され、ガイダンスについて学生の視点に立った自己点
検評価ができた。学生の入学単位である学科が、学科長のリーダーシップに
よる学習支援体制を構築することは適当である。 ※wks：agr：R111b01資料
より抜粋

② 専門分野の基礎知識・技術を ○ 関連分野で、ＪＡＢＥＥ認定 工学部の２学科での認証へ向けたＪＡＢＥＥへの取り組みは計画どおりであ
修得できるよう教授し、該当する の基準を満たすための条件整備を る。他の学科でも準備が進行している。一部では成績基準が策定された。外
専門分野で順次JABEEの認定を得 行う。ＪＡＢＥＥプログラムでは 部アドバイザー会議を開催した。年度計画は確実に実施された。
る （工学部等） 外部アドバイザー会議を開催す。

る。 ※工学部では、機械工学科、都市システム工学科はJABEE受審に向けて、学習
・教育目標の公開、公開用パンフレットの作成、演習科目講義内容の検討な
どのカリキュラム微調整、学習・教育目標達成度評価方法の検討やカードリ
ーダーシステム導入検討を行い、プログラミング演習Ⅱの教育内容を決定、
達成度評価のためのポートフォリオ充実、カードリーダーシステムの導入な
どを行った。 ※wks：eng：R111b02資料3～22より抜粋

、 。※理学部において 平成17年1月20日第2回外部アドバイザー会議を開催した
※wks：sci：R111b02資料1～7より抜粋

○ 「工学基礎ミニマム」テスト 「工学基礎ミニマム」テストの充実については、一部の学科で進級条件にす
を充実し、専門基礎教育の達成度 るなど具体的に活用する取り組みもなされたが、学科間でテストへの位置づ
を確認する。その結果の進級条件 けが異なっており、今後位置づけを明確にする課題が残った。年度計画は部
等への適用を検討する。 分的に達成された。

※工学部では、数学ミニマム教科書の軽微な変更、物理ミニマム教科書の改
訂版を発行した。第4回「工学基礎ミニマム」試験を実施した。成績の悪いも
のを対象として第1回「工学基礎ミニマム」集中講義を行った。任意受講のた
め38名の受講者数であった。数学6コマ、物理6コマ（1コマ90分）の講義・演
習を行ったが、すべてのミニマム項目をカバーすることができなかった。最
低この2倍程度の授業時間が必要である。第5回「工学基礎ミニマム」試験を
実施。第2回「工学基礎ミニマム」集中講義を行った。受講者は37名。 ※wk
s：eng：R111b02資料2、根拠資料より抜粋

○ 演習・実習科目と講義科目と 演習・実習と講義の連携化は、一部の学科で「ものづくり実習」として効
の連携を一層図り、講義での目的 果的に行われた。取り組みの拡大など継続的課題である。中期計画は全体と
意識を促進する。実習の内容を学 してよく進行している。
生からの要望も入れて点検・評価
し、創造性を育成する内容に改善 ※工学部では、機械工学実習Ⅱ（2年次、後学期）において、機械工学実習Ⅰ
する。 （2年次、前学期）で学んだ機械工作法を応用した「モノづくり」に係わる8

テーマを設定し実施した。参加学生90名。学生を3～4人程度の小グループに
分け、8名の教員と5名の技術職員、3名の非常勤講師、8名のTAで実施した。
授業改善のため、学生から中間アンケートと工作機械使用記録、授業終了時
のアンケートを実施し、次年度以降の教育プログラム改善に役立てた。昨年
度パイロット的に実施した「ものづくり創成実践」が推奨授業に選定された
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ので、H17年2月の教養教育FDで授業内容を紹介した。 ※wks：eng：R111b02
資料23より抜粋

③ 小中高養教員への指向と適性 ○ 小中高養教員への指向と適性 教育学部では「聞く、話す」授業や「小学校英語」授業など特筆すべき取り
を高める教育を行う （教育学部 を高める教育を行う。 組みが行われた。具体的年度計画を設定し、学部全体として中期計画を達成。
等） する必要がある。

※教育学部では、教員採用試験を目的とした特別授業「教師の資質と教職設
計 （担当非常勤講師1名）を開講した。採用試験の二次対策として「面接授」
業 （担当専任教員）を正規の授業とは別に開講した。この授業は全学部向」
けの授業であり、卒業生をも対象にして開講されている。専任教員2名で担当
した。 ※wks：edu：R111b03資料より

④ 人文・社会・自然科学を理解 ○ 理学部の各教育分野に、教科 各分野に教科会議を立ち上げ、教育の質を保証するための教育プログラムの
する基礎学力を修得させ、社会で 会議を立ち上げる。そこで１７年 策定を行った。年度計画は達成された。
専門性を発揮できる人材を育成す 度開始を目途に、高い質の教育プ
る （人文学部・理学部等） ログラムを策定する。 ※理学部では、Ｈ16年5月に暫定教科会議を立ち上げ、この中で各コースの学。

習・教育目標を策定し、それに基づいた教育課程作成の検討に入った。5月27
日に文部科学省国立大学法人支援課と事前審査（伺い）の方法について相談
した。 ※wks：sci：R111b04資料1～8より抜粋

○ 人文学部教育組織の改組を前 平成１８年度学部改組を決定し、新学部のカリキュラム編成に入った。年度
提として、学部教育目標を実現す 計画は達成された。中期計画は進行している。
るためのカリキュラムを編成す
る。 平成18年度実施予定の学部改組案については、当初の予定より遅れ、7月に※

学科編成及び11月にコース編成について教授会の了承を得たところである。
その後、カリキュラムの編成に入ったが、まず将来計画委員会で新カリキュ
ラムの枠組みについて検討を重ね、4年一貫教育の実施、緩やかな積み上げ方
式による教育、学部共通英語カリキュラムの実施、学科間履修の容易化、履
修指導を中心とした学生指導の強化などを柱とする枠組みを作った後、教授
会での議論をへて、将来計画委員会とコースカリキュラム編成委員との間で
会合を持ち、2月にカリキュラム編成委員会を立ち上げた。その後毎週のよう
にカリキュラム編成委員会や新学科単位のコースカリキュラム委員同士の話
し合いなどをもち、かなり議論は進んだものの、3月末の時点で新カリキュラ
ムを完成させることは難しく、平成17年度にずれ込むことになった。 ※wks
：hum：R111b04資料より抜粋

⑤ 生命科学や環境科学について ○ 専門教育では基礎知識・技術 カリキュラムの見直しの中で、検討された。年度計画は継続的課題である。
の基礎知識・技術を修得させ、卒 の修得に重点をおき、卒業後の専
業後の専門性が発揮できる教育を 門性が発揮できるように学習指導 ※wks：agr：R111b05資料より抜粋
行う （農学部等） を行う。。

○ 生物生産科学・資源生物科学 学科改組以来初めてのカリキュラム見直しを行った。授業目的の明確化と
・地域環境科学からなる3学科の 内容の再検討を主に、精力的に取り組み、平成１７年度シラバスに反映させ
カリキュラムの見直しを行い、科 た。年度計画はおおよそ達成されたが、継続的課題は多い。中期計画は進行
学技術の進展と社会的要請に対応 している。
した新しい教育研究システムの構
築を検討する。 ※農学部では、平成12年度の学科改組以来初めてカリキュラムの見直しを行

った。平成16年10月8日付け「 」カリキュラムの見直しについての検討の依頼
授業科目間の連携性と授業の目的の明確化、2カリキュラムの見直しとにより、1

、 。新しい教育研究システム構築の検討を依頼し 平成17年度シラバスに反映させた
※wks：agr：R111b05資料5、6より抜粋

［教育システム］ ［教育システム］
⑥ 各学部はカリキュラムの点検 ○ 自己点検・評価及び外部評価 各学部においては、教育改善に関する中期計画と年度計画の点検評価を１
評価をし、その結果に基づき教育 の結果をもとに、授業改革と授業 ０月時点と１月時点にとりまとめを行い、ＰＤＣＡサイクルに対応させたワ
成果を評価するとともに、教育シ の点検評価システムの整備を進め ークシートの作成と次年度計画の策定に活用した。３つの学部では、平成１
ステムの改善を行う。 る。 ５年度の外部評価結果をもとに、評価システムの改善を図った。年度計画は

達成されたが課題は継続している。

※人文学部の3学科では、アンケート調査等によりカリキュラムの点検･評価
が具体的に着手された。複雑な履修要件をわかりやすく簡素化し、移行期の
学生の履修に混乱が生じることを回避できると考えられる。①専門教育科目
の増設については、外国語科目と専門科目のバランスについて検討し、平成1
7年度に2科目の専門科目の設置を決定した。②英語教育の目標の明確化は、
ツールとしての英語という方針が確認され実行された。③総合研究の偏りに
ついては 「言語認知と社会」を2科目に分けて対応しようとしている。④学、
習効率を優先した未習外国語科目の再編成については、教養未修外国語Ⅲを2
年次に指定して再編成を試みている。 ※wks：hum：R111b06資料より抜粋

、 「 」 。※教育学部では 各講座・コースでの議論を踏まえ 教育目標 を提示した
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教務委員会の中で各講座・コースの教育目標とカリキュラムについて調整を
行う体制を検討した。カリキュラムの見直しについては、平成16年8月9日付
けで「カリキュラムの現状・問題点と改善への提言」を取りまとめた。 ※w
ks：edu：R111b06資料より抜粋
※農学部では、点検評価委員会が授業アンケートを実施（前後期）し、教科
毎に教員へグラフ化した結果をフィードバックすることにより授業改善を進
めることができた。 ※wks：agr：R111b06資料より抜粋
※本学では、中期目標・中期計画とその年度計画に対する実施記録をワーク
シートに記録・蓄積し、外部評価への対応を視野に入れつつ、さらに改善し
ていく必要があるととらえ 「経営戦略情報システム」を構築し、9月に運用、
を開始し、10月末に各部局からの中間報告「P1 「P2 「P3 「D1」を求めデ」 」 」
ータ収集と整理を行い、学術担当理事等のチェックを行っている。また、本

。 、システムについては各部局からの意見を取り入れ随時改良を実施した また
全学として評価を活かすためには、 毎年、必要なデータ等を収集し、得られ
た評価や各種のデータを適切に解析を行うとともに全学に提供していく必要
から、平成16年度内にこれらを支援する組織「評価室」を設置した。 ※wks
：pla：R410001資料より抜粋

○ 現行学生アンケートの項目内 工学部と理学部の一部でＪＡＢＥＥへの取り組みが実施された。出口での学
容を精査・検討する。ＪＡＢＥＥ 生の満足度や企業側から評価を得る部分で課題が残った。年度計画の一部が
プログラムに関して、学生、卒業 未達成である。
生および関連企業へのアンケート
を実施する。 ※理学部では、講義に関する授業アンケートは新しい項目により、前期から

実施し、実験に関する授業アンケートは新しい項目により、後期から実施し
た。授業アンケートは、授業の理解度、予習・復習の内容と時間、シラバス
の利用度を加え10項目に整理した 「地球科学技術者養成プログラム」の卒。
業生、関連企業へのアンケート実施は17年度に持ち越された。 ※wks：sci
：R111b06資料より抜粋

、 。※工学部では 前期授業では160科目の授業についてアンケートが実施された
これは全科目数の50％である。学期末にも実施された。授業アンケートの処
理結果を教員に返却し 「自己申告による授業改善計画」のHP上での公開と、
学科ごとのFD研修によって、教育成果が教員にフィードバックされている。

※wks：eng：R111b07資料より抜粋

○ カリキュラムの見直しに当た 農学部では専門職業人の養成を目的として、カリキュラムの見直しが行われ
っては、専門職業人の養成に向け た。年度計画は達成された。
て専門性と総合性のバランスを考

カリキュラムの見直しについての検討慮して検討する。 ※農学部では、平成16年10月8日付け「
」により、カリキュラム見直しのための授業内容検討用シートの作成の依頼

と授業科目間の連携と一貫性を図るため、相互に授業の詳細な内容のチェッ
ク、とそれに基づく授業内容の見直しを行った。検討結果を平成17年度シラ
バスに反映させた。 ※wks：agr：R111b06資料より抜粋

○ 附属農場を核としたフィール 農場の教育については継続的な課題となっている。中期計画は進行している
ドサイエンス教育の検討を進め が、継続的課題が多い。
る。

農場を核としたフィールドサイエンス教育については 「流域圏フィール※ 、
ド科学センター」構想に基づき検討が進められた。 ※wks：agr：R111b06資
料より抜粋

［教育改善施策］ ［教育改善施策］
⑦ 教育に関する評価結果を担当 ○ 成績評価基準に基づいて学生 学部でのＦＤ活動は回数も増えて（１０回、６５９名）昨年度より活発にな
教員にフィードバックし、ＦＤを の理解度を正確に評価するととも っているが、活動の評価については今後の課題である。人文学部が学生によ
実施して教育改善を図る。 に、授業アンケートにより学生の る個別授業アンケート調査に取り組んだことは特筆できる。大学教育開発研

満足度を確認し、教育成果を点検 究センターが教養教育の評価結果を教員にフィードバックし、改善を求めた
評価して結果をＦＤで教員にフィ ことは特筆できる。年度計画はおおむね達成された。
ードバックする。

※人文学部では、点検・評価委員会において個別授業点検・評価方法を議論
し、平成16年10月27日付け「個別授業のアンケート調査に関する基本的な考
え方」をまとめた。これに基づき、平成17年1月に実施した。講義科目につい
て、教員あたり2科目を上限として、実施した。学部FD委員会の立ち上げはで
きていない。 ※wks：hum：R111b07資料より抜粋
※理学部では、Ｈ16年5月に暫定教科会議を立ち上げ、この中で各コースの学
習・教育目標を策定し、それに基づいた教育課程作成の検討に入った。5月27
日に文部科学省国立大学法人支援課と事前審査（伺い）の方法について相談
した。 ※wks：sci：R111b04資料1～8より抜粋

、 。※工学部では 前期授業では160科目の授業についてアンケートが実施された
これは全科目数の50％である。学期末にも実施された。授業アンケートの処
理結果を教員に返却し 「自己申告による授業改善計画」のHP上での公開と、
学科ごとのFD研修によって、教育成果が教員にフィードバックされている。
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※wks：eng：R111b07資料より抜粋

※平成16年8月5日付け「授業の点検評価の方針について（案 」により、特）
に下位グループにある授業の問題点を把握するとともにその解消を目指すこ
ととして、各教員に依頼した。

平成16年11月11日付け 教養科目における成績評価の現状分析について 依「 （
頼 」により、各専門部会ではこれらを取りまとめ分析した上で、成績評価）

。 、の基本方針を2月15日に開催された教養教育シンポジウムで報告した 同時に
教員の成績評価と学生による自己評価の乖離度の高い授業を抽出し、その原
因と改善のための検討を行い、担当教員へも情報の提供を行った。 ※wks：
cue：R111a04資料2～4より抜粋

○ シラバスの充実・改善を実施 シラバスの充実改善は多くの学部で実施された。シラバスの記載内容につい
する。 ては、改善が進んだものの、学部間、科目間での格差が残った。年度計画は

おおむね達成された。中期計画は進行している。

※人文学部では、学生の立場に立って問題点を洗い出し、履修ガイダンスの
より一層の充実のため、各学科のガイダンス内容の比較検討と来年度へ向け
ての改善を行った。シラバスは、平成17年度から新しい様式で作成すべく検
討を進めた。ホームページについては、現状を検討し、問題点を明らかにし
た。 ※wks：hum：R112b10資料より抜粋
※理学部では、平成16年11月はじめまでに新カリキュラムに対するシラバス
作成を終了させる予定とし、このためにワークシートを作成し、6コースそれ
ぞれの教育プログラムを作成した。 ※wks：sci：R111b07資料1～4より抜粋
※工学部では、平成17年度のシラバスもJABEE対応を考慮して、到達目標や成
績評価法を工夫した。 ※wks：eng：R112b10資料より抜粋

カリキュラムの見直しについての検討※農学部では、平成16年10月8日付け「
」により、カリキュラム見直しのための授業内容検討用シートの作成の依頼

と授業科目間の連携と一貫性を図るため、相互に授業の詳細な内容のチェッ
ク、とそれに基づく授業内容の見直しを行った。検討結果を平成17年度シラ
バスに反映させた。 ※wks：agr：R111b06資料より抜粋

○大学院課程 ○大学院課程
［教育プログラム］ ［教育プログラム］
① 修士課程では、高度な専門的 ○ 英語による教育科目を作り、 理工学研究科の７の講義で英語での授業を行ったが、まだ一部にとどまって
知識をもった人材を育成すること 英語によるコミュニュケーション いる 「国際コミュニケーション特論（２単位 」が開講された。年度計画は。 ）
を目的とした教育プログラムを構 能力を養う。 相応に実施された。
築する。

※理工学研究科では、これまではSVBL特別講義以外に実施例がなかったが、
平成16年度は7の専門授業で英語で全部あるいは一部実施された。全専攻向け
に「国際コミュニケーション特論」を後期授業科目として開講した。この授
業は、英語によるコミュニケーションの基礎、研究成果を英語論文としてま
とめるためのテクニカル・ライティング、英語による発表を行うためのプレ
ゼンテーション・スキルについて講義形式で授業を行った。 ※wks：gse：R
111g01資料1、2より抜粋

○ 新専攻（地域環境科学専攻） 農学研究科の新専攻が設置され、カリキュラムが開始された。年度計画は
を設け、地域環境問題の解決と持 達成された。
続可能な循環型社会創成のための
総合的かつ専門的なカリキュラム ※農学研究科（修士課程、2専攻）に、新たに地域環境科学専攻（入学定員13
を開始する。 名）を本年度当初に整備し、当該専攻には地域環境工学大講座と緑環境シス

テム科学大講座を編成し、地域環境問題に対応できる専門的知識をもった人
材育成の教育プログラムの構築を行った。本年度入学者数は15名（私費外国
人留学生7名を含む）であり、専攻の入学定員(13名)を上回る状況にあった。

※wks：agr：R111g01資料1、2より抜粋

○ 農学・生命科学に関わる高度 農学研究科の教育プログラム改善は先端農学基礎科目をクォーター制を導入
な専門職業人の育成に向けて検討 して実施するなど著しい進展があった。また 「プレゼンテーション演習（必、
してきた新カリキュラムによる教 修１単位 」を開講した。年度計画は達成された。中期計画は順調に進行し）
育を行う。さらに、高度科学技術 ている。
および生命倫理を含むカリキュラ
ムの導入を図る。 ※農学研究科では、専攻の枠を越えて、現代農学と生命科学の全体像の理解

を図るために、6つの先端農学基礎科目（応用生理学、応用生態学、分子細胞
生物学、生物機能分子学、生物資源環境学、環境情報・政策学）を設けた。
プレゼンテーション技術の向上を図るものとして、プレゼンテーション演習
（必修、1単位）を新たに設けた。生命倫理を授業内容とした特別講義（1単
位）を開講した。教育課程をクォーター制（4学期制）に変え、幅広い授業科
目の履修を促した。 ※wks：agr：R111g01資料2～4より抜粋

② 工学系の大学院教育において ○ 学生へのインターンシップ実 工学系院生のＰＥＴ教育は順調に進展している。理学系でもインターンシッ、
技術管理など実務に役立つ教育を 習を充実し、実務経験のインセン ププログラムを充実させたが院生の参加は少数であった。年度計画は相応に
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行い 起業家精神の育成に努める ティブを高める。 達成された。中期計画は進行している。、 。

※理学系では、平成16年度理学部インターンシップ実習を、8月2日（月）か
（ ） 、 。ら9月29日 水 までの間 実習先ごと2週間にわたって計画通り実施された

実習先企業等は17団体である。インターンシップ実習への参加学生は40名、
その内の11名が大学院生であった。工学系では、大学院生参加者は全専攻の
合計で17名と、大幅に増えた（ちなみに学部生の参加者も56名と急増した 。）
また、工学系の機械工学専攻の独自の取組として試行的に実施された 「実。

学的地域産業論カリキュラム」ではボランティアで企業参加者の協力が得ら
れ、毎回20名前後のクラス規模となった。また、逆インターンシップには企
業1社と3名の学生が開発プロジェクトに取り組んだ。学生が企業の製造現場
に出向き、そこで就労体験をするのがインターンシップであるが、これとは
逆に企業側が大学に出向き、企業のプロジェクトの一部を学生とともに実施
することによって、プロジェクトの計画（Planning 、コスト意識（Economi）
cal Sense 、高度技術（Technical Skills）を学ぶ。このような実践的な物）
づくり教育をプロジェクト型PET教育と呼ぶ。 ※wks：gse：R111g02資料よ
り抜粋

③ 博士後期課程では、先端的な ○ 連携大学院や他研究機関との 連携大学院の活用については課題が多く残り、継続的に取り組むことになっ
研究の指導を行うとともに、自立 先端的な共同研究に大学院生を参 た。他機関との共同研究では、工学系院生の２／３が共同研究にかかわって

、 。した研究者や高度な専門技術者を 加させる。 おり 理学系院生も原研との共同研究に参加するなど特筆すべきものがある
養成する。 年度計画は相応に達成された。中期計画は進行している。

※工学系の院生97名中60名を占める社会人学生は実質的に共同研究を行って
いる。ただし、一般的に社会人学生の研究は、工学分野で直接的な応用に関
係した技術内容に関するものが多く、学術的な独創性を養うためには関連学
会や国際会議に参加させて他機関の研究者と議論できる機会を増やすことが
必要である。一般学生についても同様である。応用粒子線科学専攻では原研
東海研究所の見学会を行った。また理学系では、原研東海研究所の実験グル
ープに参加し、共同研究を行った。 ※wks：gse：R111g03資料より抜粋

［教育システム］ ［教育システム］
④ 修士課程の教育成果を点検評 ○ 試験やレポートによる達成度 この項目の年度計画はいずれも進展が遅く、継続的に検討する重要課題とし
価し、履修効果の向上を図る。 評価・成績評価を充実し、教育目 て残っている。

標に対する達成度レベルを学生に
認知させる。 ※システム工学専攻では、修士論文の進捗状況の観察を通して、学生の習熟

度レベルを検証し、また必要な助言・指導を行なう体制を確立した。具体的
には、1年次末または2年次始めに修士論文計画審査会、2年次の秋に修士論文
中間審査会を行った。審査は単に修士論文の進捗状況にとどまらず、関連す
る基礎学力をきめ細かく見て必要な処置を講じるための教育手段と位置づけ
た。水谷惟恭教授（東京工業大学大学院理工学研究科）に 『達成度判定シ、
ステムとその実施』のテーマで、人間力と専門力の向上を目指した達成度判
（ ） 、 、 、定 Outcomes Assessments の新しい試みについて その精神・意義 手法

実施状況についてご講演いただいた。この講演会は12月8日に開催され、工学
部の教員100名以上が参加した。 ※wks：gse：R111g04資料より抜粋

○ ＳＶＢＬが開講するベンチャ 学生ベンチャーが２件立ち上がり特筆できる。また、ヤングベンチャービジ
ービジネス関連の受講を奨励し、 ネスコンペいばらきで院生が優秀賞１件を得ている。年度計画は相応に達成
起業家精神養成に努める。 された。

※12月20日から22日の3日間に 「新産業創成特論（国内・外特許のとり方の、
講義と実習 」と題して、特に知的財産の権利化ノウハウ伝授に主眼をおい）
た授業を、田中特許事務所の富田洋司氏を講師に招いて実施した。平成16年
度は、学生の起業2件（㈲表面デザイン研究所および平成17年3月設立の米倉
助教授指導によるIT会社㈲ラーニングアイ 教員の起業2件 ㈲ルシオラ 稲）、 （ （
垣助教授 、アドバンストライフサポート(株)（増澤教授 、IVBP事業等、） ））
着実に実績を積んでいる。平成17年2月に、独創性のあるビジネスを発掘する
「ヤングベンチャービジネスプランコンペいばらき」の2004年度優秀賞に、
茨城大学工学部システム工学科学生らで組織するASKメカデザイン研究所の I「
T活用による情報伝承教育支援システム」が選ばれた。 ※wks：gse：R111g0
4資料より抜粋

○ 人文科学研究科の改組を検討 この項目の年度計画は進展が遅く、継続的に検討する重要課題として残って
するにあたって、大学院教育の点 いる。
検・評価に着手する。

、 、※12月に点検・評価委員会が 指名した大学院専門委員にヒアリングを行い
各専攻において大学院専門委員がこれらの項目に関する授業担当教員へのヒ

。 、アリングを行なったにとどまる このヒアリングの成果を簡単に紹介すると
一般には、教員の「個人商店」的な対応にすべて任せているのが現状である
こと、入試の志願者増が急務であること（全専攻 、留学生補習プログラム）
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は緊急に必要であろうこと（地域政策専攻 、以前の形には戻れないが学部）
授業との連携の新しい仕方を積極的に工夫すべきであること（全専攻 「科）、
目等履修生」制度の活用が多様な社会人の受け入れにつながるのではないか
（文化構造専攻・言語文化専攻・地域政策専攻）等であった。ただし今年度
は法人化への対応と学部改組の議論に集中しなければならなかったという学
部の特殊事情が大きかった。大学院改組が現実的に見えない段階での点検・
評価体制の構築は難しかった。学部が3学科から平成18年度の2学科体制に移
行することになったので、平成17年度には大学院を、修士課程改組のための
原則に基づいた点検・評価の対象としなければならない。その際学部の将来
像が確定することで、今年度のような方針の欠落には至らないで、学部と大
学院の有機的連携を目標にすることができると思われる。 ※wks：hum：R11
1g04、R112g05資料より抜粋

○ 教育学部外部評価報告書を基 この項目の年度計画は進展が遅く、継続的に検討する重要課題として残って
に、各専攻で授業のあり方やシラ いる。中期計画の進捗は遅く、多くが今後の課題となっている。
バス等の問題点を精査し、カリキ

「 」 、ュラム改革の基礎資料の作成に着 ※学部ではすでに カリキュラムの問題点・改善点に関する調査 を終わり
手する。 これに基づいて「カリキュラムの現状・問題点と改善への提言 （平成16年8」

月9日付）を行っているが、教育学研究科ではそれら作業に積極的に参加し、
。 、学部カリキュラムと研究科カリキュラムの連携について検討した その結果

教育学研究科の共通科目である「学校教育基礎論」の実施体制の見直しや、
臨床心理士受験資格1種認定を視野に入れた、学校臨床心理専攻のカリキュラ
ムの見直し、任意分野のあり方の検討が必要であることがわかり、研究科共
通科目の「学校教育基礎論」の実施体制の見直しを検討した。しかしその見
直しは、基幹スタッフとなる学校教育専修教員に、もう一つの共通科目「学
校教育総合研究Ⅰ・Ⅱ」に加えての担当重複となり、負荷をかけることにな
る。よって各専修の主に教科教育担当のスタッフ会議での更なる検討の必要
があることが分かった。 ※wks：edu：R111g04資料より抜粋

⑤ 社会の要請に積極的に対応し ○ 理工学の最先端教育プログラ この項目の年度計画はほとんど取り組まれず、継続的に検討する重要課題と、
独立専攻や専門職大学院等におけ ムを提供するために、専攻再編等 して残っている。中期計画への取り組みは次年度からとなった。
る教育の整備を検討する。 を検討する組織を立ち上げる。

※理学系としては、大学院の再編を視野に入れて多様な問題に取り組んでき
た。この問題は理工学研究科だけの問題として取り扱えないので、学士教育
・学部・学野制の問題が片付いた平成17年度に入った段階で取り扱うととも
に、全学的にも議論されるべき問題であると認識している。工学系では、工
学部長直属に企画立案委員会を組織し、専攻再編を能率的・機動的に検討で
きる体制をとることが決定された。次年度以降具体的な検討に入る予定であ
る。 ※wks：gse：R111g05資料より抜粋

［教育改善施策］ ［教育改善施策］
⑥ 教育に関する評価結果を担当 ○ 大学院教育の改善を進めるた この年度計画はいずれも進展が遅く、継続的に検討する重要課題として残っ
教員にフィードバックし、ＦＤを めに、教育内容の評価結果を担当 ている。その中で農学研究科の院生に対する授業アンケートの実施は特筆で
実施して教育改善を図る。 教員へフィードバックする方法や きる。中期計画の進行は遅い。

ＦＤの実施を検討する。
※農学部では、大学院教育の改善を進めるため、今年度開講されたすべての
授業科目について授業アンケートを実施した。また、教育の質の向上を図る
ため、学長特別補佐を講師にFD研修会も実施し、各教員の問題意識の向上に
役立った。しかし、大学院課程については初めての授業アンケート調査であ
ったため、教育内容の評価結果を担当教員にフィードバックするのは次年度
の作業となった。 ※wks：agr：R111g06資料より抜粋



- 13 -

茨城大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標

○学士課程
［入学者受入方針］中
① 本学の教育目標に沿って、各学部の入学者受入方針を明確化し、公開する。
② 多様な入試方法を策定し、入学者選抜方法の改善を図る。期
③ 留学生・編入学生・社会人学生等を積極的に受入れ、充実した教育を行う。
［教育課程］目
④ 各教育組織で理念と目的に沿った体系的な教育課程を構築する。
⑤ 入学後も幅広い進路変更を可能とする。標
［教育方法］
⑥ 効果的教育方法の普及を図る。
［成績評価］
⑦ 厳正な成績評価を行って教育の質の向上を図る。
○大学院課程
［入学者受入方針］
① 修士課程においては高度で専門的な職業人を養成することに重点をおき、博士後期課程におい
ては高度で専門的な職業人養成と同時に研究者養成を目的として、各研究科で入学者受入方針を明
確にする。
［教育課程］
② 修士課程においては、高度な専門技術者や有資格者、研究者を育成するという設置の目的と就
学と就職のニーズに応じて、適切な教育の内容とレベルを設定する。
③ 社会の要請に応える新たな教育プログラムを積極的に構築するとともに、幅広い教育プログラ
ムを提供する。
［教育方法］
④ 修士課程教育では、学士課程教育との有機的な接続に配慮した教育プログラムを提供する。
⑤ 社会人・外国人学生の履修に配慮した、教育システムを整備する。
［成績評価］
⑥ 適正な成績評価基準と方法を策定し、大学院教育の質を確保する。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○学士課程 ○学士課程
［入学者受入方針］ ［入学者受入方針］
① 入学者受入方針をホームペー ○ 入学者選抜方法をホームペー ＨＰ上で公開した。受験者確保のため、県内外で多数回の出前授業等の開催
ジ等に公開し、入試情報の発信を ジ等で公開し 高等学校との連携 など、全ての学部で積極的に取り組んだが、受験者数の減は一部の学科で厳、 、

。 、 、積極的に行って、受験者の確保を 出前授業、ＰＲ活動などによって しいものとなった 年度計画は実施されたが 取り組みの方法を点検評価し
図る。 受験者の確保を図る。 改善策をたてることが課題である。

、 、※人文学部では 16年度｢高校生諸君のための茨城大学公開説明会｣において
参加者は約900名であった。学部広報パンフレットは昨年、新規作成したもの

、 。に教員・教科等の改訂を加え 7月24日の大学説明会までに作製を完了させた
2学科広報パンフレットは、人文学科と社会科学科が新作、コミュニケーショ

、 。ン学科は昨年のものに増補し 7月24日の大学説明会までに作製を完了させた
なお学部パンフレットは学部のウェブページで公開しており、学科のパンフ
レットも各学科のページで公開している。 ※wks：hum：R112b01資料より抜
粋
※教育学部では、印刷物としての「教育学部案内」から学部HPに転載した。
また入学者受け入れ方針をHPへ掲載する。学部HPの受験生への情報について
も受験生が分かりやすいよう掲載方法を工夫する。 ※wks：edu：R112b01資
料より抜粋
※理学部では、H17年度以降1学科6コース制に移行するので、17年、18年度と
入試方法を変えざるを得ないという問題と、入学定員・入学倍率が確保でき
るかという危機感があり、理学部全体として取り組んだ。夏休みに各高校を
回り、理科担当の先生や進学担当の先生と新学科体制、入試方法の説明を行
い、さらに新学科の教育についての意見聴取を行う懇談会を開催した。高校
への模擬授業（6月）が実施された。水戸一高、水戸二高、水城高校、桜の牧
高校、鉾田第一高校、日立一高、大田第一高校、土浦二高、福島県の高校な
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、 。 、 、 。ど 8高校に実施した HPの更新 作成が6月におこなわれ 英語化もされた
※wks：sci：R112b01資料より抜粋

※工学部では、工学部ホームページの記載内容／リンクの修正／改善を行っ
た。学生に伝えたい学科改組後のアドミッションポリシーなど重要な内容の
ページは、工学部のトップページおよび大学全体の受験情報のページから容
易にアクセスできるように改善した。 ※wks：eng：R112b01資料より抜粋
※農学部では、入学者選抜方法に関する内容の充実化と迅速な農学部ホーム
ページ上への掲載を行った。出前授業や進路説明会等で県内外の19校を訪問

、 （ 、 、 、 、 ）し また5場所 栃木県 福島県 千葉県 つくば市 県南生涯学習センター
にて、入学者選抜方法に関する説明を行った。12月4日（土）に農学部近隣の
高校の進路指導教員を招いて、農学部説明会を実施した。8校9名の教員の参
加があった。入学者受入方針を含む農学部概要の説明、施設見学、懇談を行

。 、った 平成15年度及び16年度農学部入学者を対象にアンケートを行った結果
農学部ホームページ、出前授業、進路指導高校教員等により農学部の情報を
得た割合が増加し、本計画の有効性が示された．さらに本学部への入学動機
等の一つに「自宅から通学」が増加し、第1回茨城大学入学戦略研究会（11/2
4）でも同様の情報を得られたことから同研究会の意義が認められた。 ※wk
s：agr：R112b01資料より抜粋

○ ＪＡＢＥＥプログラムに関す 理学部と工学部で取り組み、ＨＰに公表した。年度計画は実施された。
る広報活動を行う。

※理学部では、平成16年6月18日に「地球科学技術者養成プログラム」をホー
ムページに掲載し，同プログラムの内容を広く一般に公表できた。 ※wks：
sci：R112b01資料より抜粋
※工学部では、工学部ホームページの記載内容／リンクの修正／改善を行っ
た。学生に伝えたい学科改組後のアドミッションポリシーなど重要な内容の
ページは、工学部のトップページおよび大学全体の受験情報のページから容
易にアクセスできるように改善した。 ※wks：eng：R112b01資料より抜粋

○ 学部改組を前提として、既存 理学部と工学部で平成１７年度の改組を前提として、受け入れ方針の見直し
の入学者受入方針を見直し、新た を行った。年度計画は達成された。中期計画は進行している。
な入学者受入方針を作成する。

※人文学部では、平成16年度末現在における学部改組の進捗状況は、コース
編成の段階からカリキュラムの内容の検討に入ったところであり、したがっ
て入試企画委員会としても、入学者受入方針の検討にはいたっていない。現
行の3学科の受入方針ないしはそれに相当するものを確認したにとどまり、新
たな受入方針の検討に入ることはできなかった。 ※wks：hum：R112b01資料
より抜粋
※理学部では、平成17年から一学科6コース制に理学部教育が変更するのに伴
い、入学受け入れ方針、入試実施方法を策定した。 ※wks：sci：R112b01資
料より抜粋
※工学部では、学科改組後のアドミッションポリシーの改定を行った。 ※w
ks：eng：R112b01資料より抜粋

② 高等学校での教育プログラム ○ 県内高等学校で学部説明会を 県内外で多数回の説明会等を開催し、全ての学部で積極的に取り組んだ。年
を考慮し、多様な入学者を受入れ 行い、更に進学担当教員との懇談 度計画は達成された。中期計画は順調に進行している。
るため 高等学校との連携を強め 会を開催する。、 、
入試方法の多様化を図る。 ※人文学部では、入試課より依頼のあった説明会および出張講義等の全てに

ついて教員を派遣した。今年度の実績は14校（水戸市内2校、県内9校、県外3
校 。派遣教員は19名、公開授業の6授業とあわせると学外授業担当教員は25）
名であった。 ※wks：hum：R112b02資料より抜粋
※教育学部では、入学者の多い高等学校をすべて訪問して進学担当教員との
懇談会を実施した。 ※wks：edu：R112b02資料より抜粋
※理学部では、7～8月に県内高等学校に現在検討中の理学部新学科体制・入
試制度に関する説明を行い、高校理科教育の現状、進学指導状況の現状の把
握を行った。ここでの議論を踏まえて、平成18年度、19年度の入学制度の検
討を行った。11月にも水戸一高、水戸二高、緑ヶ丘高校、桜の牧高校、日立
一高、大田一高、日立北高、土浦一高ほか茨城県、福島県、栃木県への訪問
を行い、新学科体制についての説明を行った。 ※wks：sci：R112b02資料よ
り抜粋
※工学部では、改組に伴う新しいパンフレットを作成した。これを用いて各
種説明会、懇談会において、工学部の求める受験生像を明示した。また、高
校訪問においてもこのことを徹底するよう努めた。そのためある程度認知が
得られるようになったが、高校訪問が学科別であったことから必ずしも効率
的ではなかった。受験産業による「入試動向説明会の実施による将来の学生
獲得に対する戦略構想のため」の勉強会を開催した。 ※wks：eng：R112b02
資料より抜粋
※農学部では、高校進路指導教員を対象にした農学部説明会を12月4日に開催
したが、参加高校は8校にとどまった。開催日が二学期末の進路指導のピーク

、 。であること 土曜日は模擬テストを各高校で実施していることが考えられる
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※wks：agr：R112b02資料より抜粋

③ 入試成績、入学後の成績等を ○ 入学者の履修状況を調査し、 入試成績の調査は全学的に行われた。履修履歴の解析などは農学部がＧＰＡ
追跡調査し、入学者選抜のための 選抜方法ごとに入試成績、入学後 を用いて６年間の入試成績と入学後の成績の追跡調査に取り組んだが、その
基礎資料を作成し、選抜方法の改 の成績等を追跡調査し、入学者選 他の学部では継続課題である。全学で入試情報に関する研修会を行い、受験
善にフィードバックする。 抜のための基礎資料を作成する。 者確保のための対策を検討した。年度計画は相応に達成された。

※人文学部では、入学後の学生の学業成績の追跡調査は学部改組が予定され
ているため、現段階では計画が立てられない状況にある。入試関連情報の収
集分析の恒常的な体制は、人文学科1名、社会科学科2名の教員によるボラン
ティアの形をとった学部長直属のタスクフォースを立ち上げた。 ※wks：hu
m：R112b03資料より抜粋
※理学部では、入学者選抜方法研究委員会の特別委員が中心となって入試課
と連携して、入学志願者、合格者、入学者に関わる基礎データの収集、入学

。者の入試成績と入学後の成績の追跡調査などを担当し報告書をとりまとめた
※wks：sci：R112b03資料より抜粋

※工学部では、15年度入学者選抜方法研究専門委員会報告書の内容を検討し
たところ、学科ごとにも集計方法が異なっているため解析に着手できなかつ
た。16年度入試に関する報告書作成に当っては、集計方法の統一を図った。

※wks：eng：R112b03資料より抜粋
※農学部では、各学科（入学者選抜の単位）で過去6年間（地域環境科学科に
ついては2001年から2003年の3年間）の入試成績（一般選抜前期日程、一般選
抜後期日程、推薦入試）と入学後の成績を追跡調査し、入学後の成績評価に
は総修得科目の平均GPAを用いた。A+を5点として計算し、4段階評価の成績に
ついては評点基準を指標に修正した。 ※wks：agr：R112b03資料より抜粋

○ 入学試験教科科目を見直し、 理学部と工学部で教科科目の見直しが行われた。新たに推薦選抜の導入を決
。 。 。選抜方法の多様化等を検討する。 定した学科がある 年度計画は相応に達成された 中期計画は進行している

※理学部では、平成18年度より各コースの教育理念に基づき、それを実現す
るための多様な入試方法を採用する。コース間における合格レベルの均一化
を図りながら、学力の高い入学者を受け入れるため、推薦選抜と前期日程試
験では、各コースの募集定員は固定せず、複数コースを大括りにした募集を

、 。行い 後期日程試験はコース毎に募集人員を設定した募集を行うこととした
※wks：sci：R112b03資料より抜粋

※工学部では、改組後の各学科のアドミッションポリシーおよび各学科のカ
リキュラムに対応した入試教科科目となるよう、物質工学科、システム工学
科において、改組を理由に18年度からの入試科目の変更の要求を行った。現
物質工学科の理科の前期日程個別学力試験（物理or化学の選択)を、生体分子
機能工学科で化学を必須とし、マテリアル工学科で理科を課さない代わりに
大学入試センター試験の物理の配点を2倍にすることが認められた。電気電子
工学科において推薦選抜の実施を検討し、18年度から実施することが決定さ
れた。 ※wks：eng：R112b03資料より抜粋

④ 留学生選考方法の改善等を検 ○ 留学生選考方法の改善等を検 人文学部において学部改組後の実施を予定して検討がすすめられた。年度計
討するとともに、留学に係わる本 討する。 画は相応に達成された。
学の情報を海外に積極的に発信し
て、留学生の受入れ数の拡充を図 ※人文学部では、外国人留学生の入学選抜に関する検討は、学部改組後、各
る。 学科の教育内容に照らし、日本人学生の入学選抜の検討と連動して行うこと

とした。外国人留学生の英語能力、国費留学生の基礎学力の不足、特定学科
への受験生の集中についても同様である。 ※wks：hum：R112b04資料より抜
粋

○ 留学に係わる本学の情報をＨ 留学生向けの英語・中国語などによる情報発信はスチューデントアシスタ
Ｐ等で海外に積極的に発信する。 ントの協力を得て取り組まれた。年度計画は達成された。中期計画は進行し

ている。

※留学生センターでは、ホームページ英語版については平成16年4月に立ち上
げ、韓国語版と中国語版については平成17年3月に立ち上げた。留学生センタ
ー案内』の日本語・中国語版については留学生課のステューデントアシスタ
ント（中国人留学生）の協力をえて、留学生課と留学生センター教員とのチ
ームワークで平成17年1月に完成し、学内外の関係機関部署に配布した。 ※
wks：stu：R112b04-c2資料より抜粋

［教育課程］ ［教育課程］
⑤ 初年次学生に導入・接続授業 ○ 接続教育に配慮して、教養教 理系の数学と物理学の接続教育を平成１７年度にパイロット授業として実施
を実施する。 育及び専門基礎教育を充実する。 することを決定した。導入教育の主題別ゼミナールが全学部全学科で１年次

対象とすることとなった。年度計画は相応に達成された。中期計画は順調に
進行している。
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※工学部では、とくに数学の接続教育については、入学後のできるだけ早い
時点で短期集中型の補習授業等を全学科で行うこととし、1学科を除き、平成
17年度前期に開講されるパイロット授業（微分積分入門・基礎、教養科目分
野別科目（自然系 、2単位）に参加することで調整された。平成17年度の学）
科改組に併せて、新学科としてスタートする電気電子工学科および生体分子
機能工学科では、コース別、少人数教育による専門基礎教育の充実を検討し
た。 ※wks：eng：R112b05資料より抜粋

⑥ 各教育組織で教育の理念と目 ○ 教養教育と専門教育の有機的 ４年一貫教育の取り組みは継続的重要課題として実現を図らなければなら
的を明確にし、それに沿った４年 連携を確保した4年一貫教育を充 ない。年度計画は相応に達成された。
一貫教育課程を整備する。 実する。

※農学部では、各カリキュラムで授業内容検討用シートを作成し、授業・演
習・実習科目間の連携性と、個々の授業の目的の明確化について検討し、結
果を平成17年度シラバスに反映させた 。16年度はカリキュラム、授業科目、
時間割等は変更せずに、授業科目間の連携性と目的の明確化について改善を
図った。 ※wks：agr：R112b06資料より抜粋

○ １年次の英語教育から接続可 総合英語の２年時向けレベル４以上の開講を決定した。年度計画は順調に達
能な２、３年次の英語教育を検討 成された。
する。

※農学部では、大学教育研究開発センターに2、3年次生の総合英語の実施を
要請した。その結果、平成17年度にレベル3の開講と、2年次の接続英語（レ
ベル4及び学術用英語）を開講することが決まった。 ※wks：agr：R112b06
資料より抜粋

○ 各カリキュラム教育課程での 改組を行う理学部と工学部ではカリキュラム体系の見直しが行われた。農学
授業・演習・実習科目間の連携性 部でも検討され、いずれも平成１７年度シラバスに取り込まれた。年度計画
と、個々の授業の目的を明確化し は達成されたが、この項目は継続的重要課題である。
た学習指導を推進する。また、各
授業科目の特性に合致した授業形 ※教育学部では 「カリキュラムの現状・問題点と改善への提言 （平成16年、 」
態の検討を進める。 8月9日付 に基づき各講座・コースでの議論を踏まえて 講座 コースの 教） 、 、 「

育目標」を提示した。 ※wks：edu：R112b06資料2より抜粋
※理学部では、教科会議を何度か開催し、コースごとの学習・教育目標を明
確にしてきた。特にプログラム修了者の質の確保が重要であるので、理学基
礎、理学標準、理学発展という科目群に分類して、理学部全体の教育の質の
確保に努めるよう配慮した。また理学部教育の均一性を保障するため、基幹5
コース（数学情報数理、物理学、化学、生物科学、地球環境科学）を中心と
する系統的な専門教育と、社会のニーズにこたえられるような学際理学コー
スとの教育内容を精査し、新教育内容の策定を12月末までに行った。 ※wks
：sci：R112b06資料より抜粋
※工学部では、平成15年度の教授会で、平成17年度からの学科構成が決定さ
れており、平成16年7月に文部科学省に変更の届け出を行い、承認を得た。改
組案を公表し、組織改革案に従い、カリキュラムと科目担当教員を決定し、
平成17年度入学の1年生への講義体制は整えた。全学科で、改組の内容を近隣
高校に宣伝した。 ※wks：eng：R220002資料より抜粋
※農学部では、各カリキュラムで授業内容検討用シートを作成し、授業・演
習・実習科目間の連携性と、個々の授業の目的の明確化について検討し、結
果を平成17年度シラバスに反映させた 。16年度はカリキュラム、授業科目、
時間割等は変更せずに、授業科目間の連携性と目的の明確化について改善を
図った。 ※wks：agr：R112b06資料より抜粋

○ 学部改組を前提として、ａ） 新人文学部のためのカリキュラム策定は１月から始まった。年度計画は次年
学生の履修しやすい時間割の編 度継続となった。中期計画は進行している。
成、ｂ）年次ごとの課題や到達目
標の設定、ｃ）１年次教育を魅力 ※新人文学部の学科編成及びコース編成について教授会で確定し、平成17年1
的なものにし、学習の動機づけを 月から新カリキュラムの検討に入った。しかし、カリキュラム作成の前提と
確かなものとするための方策 ｄ なるコース編成（主たる授業科目の担当教員を含む）の確定に十分時間を費、 ）
専門領域決定までの十分な助走期 やしたため、カリキュラムは完成せず4月にずれ込むことになった。 ※wks
間、ｅ）転学科・転学部制度など ：hum：R112b06資料より抜粋

、 、の活用による 進路変更の可能性
ｆ）人文科学と社会科学との融合
領域をも履修できるカリキュラム
の編成、ｇ）英語を中心とした実

、 ）効性のある外国語教育の充実 ｈ
日本語能力やプレゼンテーション
能力の向上、といった点に配慮し
つつ、カリキュラムを作成する。

⑦ 学生の志向性を考慮して、転 ○ 転学科・転学部希望学生の受 転学部・転学科制度は４学部で実施され、１学部のみが課題として残った。
学部転学科制度を有効に活用す け入れ体勢を整備する。 年度計画は順調に達成された。中期計画はほぼ達成された。
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る。

※工学部では、10月の工学部教務委員会で、転学科・転学部の選考要項を作
成した。全学科で、転学科・転学部の選考を行う体制を整えた。試験問題は
全学科で共通とし、数学・物理は工学部で作成した。英語の出題・採点は、
人文学部に依頼した。出願者は、転学科1名、転学部0名であった。工学部か
ら人文学部への出願者は6名。平成17年1月13日に転学科試験を実施した。
※wks：eng：R112b07資料より抜粋

⑧ 現状の教育課程を再編し、該 ○ 該当する各専門分野で 順次 ＪＡＢＥＥの具体的取り組みは工学部２分野と理学部１分野で進行中であ、 、
当する各専門分野で、順次、JABE ＪＡＢＥＥ対応教育プログラムを り、工学部の他分野では準備作業に入っている。年度計画は相応に達成され
Eの認定を得る。 実施する。 た。中期計画は進行している。

※工学部では、機械工学科、都市システム工学科はJABEE受審に向けて、学習
・教育目標の公開、公開用パンフレットの作成、演習科目講義内容検討など
のカリキュラム微調整、学習・教育目標達成度評価方法の検討、プログラミ
ング演習Ⅱの教育内容決定、達成度評価のためのポートフォリオの充実、カ
ードリーダーシステムの導入などを行った。 ※wks：eng：R111b02資料3～2
2より抜粋
※理学部では、平成17年1月20日第2回外部アドバイザー会議を開催した。
※wks：sci：R111b02資料より抜粋
※農学部では、改革委員会で農学及び農業工学におけるJABEE対応教育プログ
ラムの現状の把握と農学部におけるJABEEプログラムについて検討を始めた。

※wks：agr：R112b08資料より抜粋

⑨ 学外における教育機会の活用 ○ 就職意識の高揚を目的とした インターンシップの充実は各学部で取り組まれ、内容の充実が図られたが、
を推進するとともに、インターン 教育の充実を図るとともに、イン 受講生の増や全学的取り組み体制に課題が残った。年度計画は相応に達成さ
シップなど社会体験型教育の機会 ターンシップの受講生の増員を図 れた。中期計画は進行している。
を拡充する。 る。企業・工場・研究所の見学な

、「 」 、 。どの機会を増やすとともに、イン ※理学部では 平成16年度理学部学生企業見学会 を 7月27日に実施した
ターンシップの内容を充実させ 見学先は日本原子力研究所（東海研究所 、日立化成工業（山崎工場 、日立） ）
る。 サイエンスシステムズの3箇所。これらの研究所および工場において、操業実

情を見学し、仕事の仕組みを学び、職業観を一層確実なものとすることがで
。 、 、きた 企業見学会への参加学生は61名 その内の36名が日立化成工業を見学

25名が日立サイエンスシステムズを見学した 「平成16年度理学部インター。
ンシップ実習」を、8月2日から9月29日までの間、実習先ごと2週間にわたっ
て実施された。実習先企業等は17団体である。インターンシップ実習への参
加学生は40名、その内の11名が大学院生であった 「理学部教育と就職Ⅱ」。
が理学部1、2年次生を対象とし、後学期の毎週水曜日3講時目に計画通り開講
された。全15回の講義を、7名の学外非常勤講師でリレーした 「理学教育と。
就職」への受講学生は64名であった。内訳は数理科学科の学生9名、自然機能
科学科の学生30名、地球生命環境科学科の学生25名である。 ※wks：sci：R
112b09資料より抜粋
※工学部では、平成16年7月7日（水）工学部にて 「ひたちものづくり協議、
会」によるインターンシップに関するガイダンス説明会を開催した。企業12
社、学生27名が参加した。平成16年10月13日（水 、ひたちものづくり協議）
会によるインターンシップ報告会を実施し、参加学生の意見を集めた。参加
者は、機械工学科9名、物質工学科1名、メディア通信工学科2名システム工学
科1名、計13名であった。以上の方法以外に、各学科を通じてインターンシッ
プに参加した学生は、機械工学科1名、物質工学科9名、電気電子工学科2名、
都市システム工学科32名、計44名であった。今年度の参加者は、合計57名と
なった。 ※wks：eng：R112b09資料より抜粋

［教育方法］ ［教育方法］
⑩ 個々の授業の内容と方法の見 ○ 補習授業や少人数英語教育を 工学部で補習授業が制度化された。１年生全員にプレースメントテストを行
直しを行い、効果的教育方法の普 実施し、習熟度に合致した授業を って補習授業履修者を選ぶなどは特筆できる。実施科目の充実などの課題が
及を図る。 行う。 ある。習熟度授業・少人数授業である総合英語プログラムの充実は確実に前

進した。年度計画は相応に達成された。

※工学部では、1年生全員にプレースメントテストを行い、成績が下位1割程
度の学生を集めて補習授業を行った また 平成17年度前期に理系接続教育(数。 、
学)を試行的に実施することが決定し、工学部からは1学科を除いて大多数の
学科が参加することになった。これに合わせて、この科目の履修条件や単位
認定について調整が行われた。学科のFD研修会では、概ね効果があがってい
ることが報告された。 ※wks：eng：R112b10資料より抜粋
※総合英語プログラムでは、過去2年間、基礎的な英語運用能力を高めるため
「 、 、 、 」 。の 聴く 話す 読む 書く の4技能の授業の充実が集中的に行われてきた

しかし、各学部の専門教育で必要な英語教育への接続性を配慮した内容の教
育が不十分であるため、より専門的な分野で必要な英語の技能と知識の獲得
の基礎となるような授業を用意し、学部教育に接続させる総合英語プログラ
ムのEAP（学術用英語）を充実させ、各学部に必要な本数を開講する。これに
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より、学生の専門的興味にそって学生は英語能力をさらに伸ばすことができ
た。

○ 教育の目的、授業への予備知 各学部ともシラバスの充実に取り組んだ。学生への周知にも一部の学部では
識、宿題や中間テストの時期と方 シラバスのＷＥＢ上での公開など努力している。年度計画は相応に達成され
法、成績評価の方法を公開する。 た。中期計画は進行している。

※人文学部では、学生の立場に立って問題点を洗い出し、履修ガイダンスの
より一層の充実のため、各学科のガイダンス内容の比較検討と来年度へ向け
ての改善を行った。シラバスは、平成17年度から新しい様式で作成すべく検
討を進めた。ホームページについては、現状を検討し、問題点を明らかにし
た。 ※wks：hum：R112b10資料より抜粋
※工学部では、平成17年度のシラバスもJABEE対応を考慮して、到達目標や成
績評価法を工夫した。 ※wks：eng：R112b10資料より抜粋

⑪ オフィスアワー制度を改善・ ○ 担任制度の充実を図り、学生 担任制度は全ての学部で制度化されたが、組織的運用は一部の学部にとどま
充実し、きめ細かな学習指導を行 一人一人のきめ細かい指導を行 っており、改善は十分とは言えない。年度計画は継続となった。
う。 う。

※理学部では、教科会議で新一年生のきめ細かい配属指導を行うために、担
任・指導教員の役割等を履修案内・履修要項「コースへの振り分け方法、学
生担任・指導教員」の項に記載した。学部のホームページにも掲載した。
※wks：sci：R112b11資料1より抜粋

○ オフィスアワー制度を改善・ オフィスアワーは全ての学部で制度化されたが、その運用の改善は十分とは
充実し、きめ細かな学習指導を行 言えない。その中で農学部のオフィスアワーの点検評価は特筆できる。年度
う。 計画は継続となった。中期計画の進行は遅い。

※人文学部では、専門課程における所属決定に関する相談体制として人文学
科で新たな取り組みを行った。大会議室に各「専攻 （募集単位）の教員が」
「出店」方式で待機して、学生の相談を受けた。この結果、一年生126名中の
べ44名が相談にきた。オフィスアワーについては 『授業計画・講義概要』、
にオフィスアワーの時間帯・内線電話番号・オフィシャルメールアドレスの
一覧表を掲載し、学生が訪問しやすい体制を整えた。 ※wks：hum：R112b11
資料より抜粋
※農学部では、オフィスアワーについてのアンケートを2～4年次学生及び教
員を対象に実施し、オフィスアワーの点検評価及び改善を図った。学生：在

（ ）、 、 。 、籍者数447人 休学4名 回収数355人 回収率80.1％ 教員：在籍者数65人
回収数42人、回収率64.6％。 ※wks：agr：R112b11資料より抜粋

⑫ 適正なクラスサイズを設定し ○ 適正なクラスサイズを設定し 総合英語プログラムや情報教育などで適正クラスサイズの設定が行われた。
て履修状況を把握し、自律的学習 て履修状況を把握し、自律的学習 授業アンケート中の自立的学習の項目に評価の重点を置くようにした。年度
を促すとともに、時間外指導や補 を促すとともに、時間外指導や補 計画は相応に達成された。
習授業を行って学生の理解度を高 習授業を行って学生の理解度を高
める。また、留学生、編入学生に める。 ※教育学部では 「自律的学習」として特に地域連携の一環として行われて、
対する補助教育体制を検討する。 いる小中学校ボランティアをあげることができる。 ※wks：edu：R112b12資

料より抜粋
※理学部では、教育体制を1学科6コース制に改革して、学生の履修状況・習
得状況をきめ細かく見ながら教育の質を上げようということで、理学基礎科
目、理学標準科目、理学発展科目という段階を追った教育プログラムを設定
して、履修状況を把握しやすい教育体制へと改革し、平成17年度から実践し
ていく過程で、時間外指導、補習授業を行っていく方向性を探っていく。
※wks：sci：R112b12資料より抜粋
※工学部では、少人数教育が必要なのは演習系科目、特に基礎科目の数学(微
分・積分)、物理(力学)と考えられ、機械工学科の機械数学Ⅰ演習と機械物理
学Ⅰ演習、特別経費によるシステム工学科Bコースの集中講義(微分積分、線
形代数、力学)で実施した。17年度から学生定員が75名に増える電気電子工学
科では、教養科目の数学(微積分)2科目と物理(力学)1科目をそれぞれ2クラス
に分けて計6本の授業を実施することが決まり、教務委員会でも承認された。

※wks：eng：R112b12資料より抜粋
※農学部では、今年度は授業内容検討資料作成と科目間の連携性の検討、及
び検討結果の平成17年度シラバスへ反映が行われた。現在検討が行われてい
るカリキュラムの見直しは、教育の質の向上を目的に、いかに学生に授業内
容を理解させるか等が検討されており、検討は次年度も継続される。 ※wks
：agr：R112b12資料より抜粋

○ 「茨城大学教育学部１００冊 選定を行ったが、１００冊に達しなかったので、継続課題となった。中期計
の本」の選定を行う。 画は進行している。

※教育学部では 「教育学部出身の教師は読書家で教養人が多い」と評判に、
なるためにも 「茨城大学教育学部100冊の本」を選定し、授業時間外指導や、
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補習授業において、学生の自律的学習を促す必要があるため、全教員に選定
依頼を行ったが、21冊しか推薦されなかった。学部内のコンセンサスを得る

「 」 、ための方策として 教育学部23冊の本－教育学部100冊に向けて－ を編纂し
今一度、教員の喚起を促すと同時に、本事業に対する意見を求めた。 ※wks
：edu：R112b12資料より抜粋

⑬ 学生が自ら参加して実践し理 １７年度以降実施のため、１６年
解する能動的かつ双方向的な授業 度は年度計画なし。
の拡充を図る。

⑭ 実験・実習・演習の充実を図 ○ 実験・実習設備の充実の優先 教育学部にマルチメディア実習室が整備された。理学部では実験室環境設備
る。 順位を策定し、計画的に整備を図 の整備を行った。工学部・農学部には大型実験装置が複数導入された。全学

る。 経費により機器分析センターの多くの実験設備を保守整備した。年度計画は
達成された。

※教育学部では、マルチメディアを使った教育を行うための教室の整備とし
て、1)ビジュアル・エフェクト制作システム、2)映像・音響編集加工システ
ム、3)サウンドラボ・システム、4)映像制作システム、5)教育用アート・イ
ンフォメーション・システム、6)防音設備を整えたアート・インフォメーシ
ョン・システムを、3月中に教育学部B棟B31教室及びB35教室に設置した。
※wks：edu：R112b14資料より抜粋
※理学部では、授業内容、講義室の設備、学生への対応などについて学生の
意見、要望、提案を受け取る「目安箱」を開設した（7月21日-27日 。11通）
の投書が有り、幾つかの意見、要望、提案が寄せられた。これについて、関
連する委員会に検討、回答を依頼し、12月に回答した。 ※wks：sci：R112b
14資料より抜粋
※理学部では、講義室、実験室、研究室等の活用度を調査（16年4,5月の使用
実績）し、一層効率的な使用を目指すこととした。9月にE棟空調整備を、12
月にG棟空調設備、G棟実験室壁の整備、E棟学生室の整備、及びGE棟什器類整
備を行った。学部の予算で駐輪場の整備を行った。 ※wks：sci：R114002資
料より抜粋

○ 実験実習の教材の充実を図る 理学部では基礎実験経費を学部共通経費で措置し、教材の充実を図ったが、。
継続的課題となっている。年度計画は相応に達成された。中期計画は予算措
置に左右されながらも進行している。

※理学部では、基礎実験経費を学部共通経費で措置し、化学系教材の充実を
図った （クリーンベンチ、ガラス器具、種々の消耗品等） ※wks：sci：R。
112b14資料より抜粋

、 、⑮ インターンシップを整備充実 ○ インターンシップ制度を改善 インターンシップの充実は各学部で取り組まれ 内容の充実が図られたが
し、就職意識の啓発を図る。 ・充実し、体験型教育の展開を図 受講生の増や全学的取り組み体制に課題が残った。年度計画は相応に達成さ

る。 れた。中期計画は進行している。

※人文学部では、インターンシップの2体制（人文学科・社会科学科体制とコ
ミュニケーション学科体制）に関して、主に両体制で作成されているインタ
ーンシップレポート集を資料として現状把握を試みた。過去の派遣先、派遣
人数および実施体制に関する現状認識は深まった。 ※wks：hum：R112b15資
料より抜粋
※農学部では、学内外の教育交流と教育の高度化を進めるために他学部の教
員による授業科目を設置し、資源生物科学カリキュラムにおいて工学部教授
による専攻選択科目の物理化学を後期に開講した。インターシップは各カリ
キュラムの専攻選択科目（1単位）として3年次向けに開講されている。授業
は夏期休業期間中に2週間以上、委託先において行われた。23名が履修した。
昨年度より履修生は6名増加した。 ※wks：agr：R112b15資料より抜粋

⑯ 各種資格の取得に対応したカ ○ ＪＡＢＥＥプログラムでは学 理学系で学生カルテを１・２年生に作成させて、達成度チェックを行った。
リキュラムを整備し、さらに、資 生カルテ、卒業研究ノートなどを ＪＡＢＥＥプログラムは進行しているが、継続的課題である。年度計画は相
格試験などの単位認定を促進す 用いて、学生自身による学習達成 応に達成した。
る。 度チェックの試行を行う。

※理学部では、16年度は地球環境科学教科会議が中心となってJABEEプログラ
ムの対象となっている1年生と2年生について学生カルテ「自己診断書」によ
る達成度評価を2度 前期終了時 後期終了時 実施した 3年生になって 地（ 、 ） 。 「
球科学技術者養成プログラム」を専攻するというモチベーションを与えるこ
とができた。 ※wks：sci：R112b16資料より抜粋

○ 社会の要請に先見的に対応で 資格取得カリキュラムの整備は進行しているが、カリキュラム外で実施され
きるような専門性や公的資格の取 ていることも多く、課題も多い。年度計画は相応に達成された。中期計画は
得に連動するカリキュラムの整備 少し進行した。
を行う。
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※教育学部では 「免許・資格」に関する授業の運営についてはいまだ十分、
ではない 個々に行われている運営の組織化を急ぐ必要がある 今年度は 生。 。 「
活科」の授業担当について新たな体制を作った。 ※wks：edu：R112b16資料
より抜粋
※農学部では、地域環境科学科特別カリキュラムでは測量士補が、また資源
生物化学科特別カリキュラムでは食品衛生管理者等任用資格を取得すること
ができる。各カリキュラムで授業内容検討用資料が作成され、科目間の連携
性が検討され、検討結果はシラバスに反映することとなった。専門性や公的
資格取得に連動するカリキュラムについては具体的な検討は行われなかった
が、次年度も継続される。 ※wks：agr：R112b16資料より抜粋

［成績評価］ ［成績評価］
⑰ 授業の精選を行い、各授業科 ○ 策定された達成基準と成績評 達成基準と成績評価法との整合性の点検は検討段階であり、明らかな取り組
目の成績評価基準を明確にして、 価法の整合性を点検する。 みとなっていない。その中で、ＪＡＢＥＥへの取り組みを行っている分野で
年間申請単位数の上限設定をする は確実な前進があった。年度計画の達成は部分的である。
とともに、ＧＰＡによる成績評価
の活用を行い、卒業生の質の確保 ※理学部では、専門教育を理学基礎科目、理学標準科目、理学発展科目に大
を図る。 別し、それぞれの段階で成績評価基準を明確にした教育プログラムを作成し

た。新一年生用のシラバスは、教育の質を証明できる第1次資料となるもので
あるため、コース責任者に平成17年1月11日付けで「新一年生シラバス作成に
ついてのお願い」の依頼をした。 ※wks：sci：R112b17資料6より抜粋

○ 成績評価基準をシラバスで公 成績評価基準は科目によっては明示されたが、未だ多くの科目で不十分な状
開する。 態である。年度計画の達成は部分的である。

※工学部では 教務委員会における審議の結果 平成17年度のシラバスに 成、 、 「
績評価の方法の欄に、各評価項目の比率(重み)を記載するよう」各教員に依
頼した。 ※wks：eng：R112b17資料より抜粋

、 。○ ＧＰＡを学業成績評価や学生 ６段階評価は定着したが ＧＰＡ対応の取り組みは極めて初期の段階にある
指導に活用するための条件整備に
着手する。 ※農学部では、GPAの活用については全学での検討と関連づけながら、今年度

入学者選抜追跡試行調査の中で、各学科の在学生及び卒業生の入学後の成績
を平均GPA（5段階）で表し、選抜方式（一般前期、一般後期、一般推薦、専
門高校推薦）との相関を解析した。 ※wks：agr：R112b17資料より抜粋

○ 授業精選のための基準等を検 授業精選は工学部を除いた４学部で進行が遅い。その中で、理学部が授業を
討する。 基礎科目、標準科目、発展科目に区分し、カリキュラム編成を行ったことは

特筆できる。 年度計画の達成は部分的である。中期計画の進行は遅い。

※理学部では、専門教育を理学基礎科目、理学標準科目、理学発展科目に大
別し、それぞれの段階で成績評価基準を明確にした教育プログラムを作成し
た。新一年生用のシラバスは、教育の質を証明できる第1次資料となるもので
あるため、コース責任者に平成17年1月11日付けで「新一年生シラバス作成に
ついてのお願い」の依頼をした。 ※wks：sci：R112b17資料6より抜粋
※人文学部では、検討できなかった。

○大学院課程 ○大学院課程
［入学者受入方針］ ［入学者受入方針］
① 現行の入学者選抜方法を見直 ○ 入試業務及び実施体制の点検 平成１７年度入試では現状維持であり、多様な選抜についての特別な取り組
すとともに、各研究科の受入方針 評価を行い、多様な選抜方法を検 みはなかった。入試実施体制については、改善の方向性が決定されたが、ミ
に応じた選抜方法を検討する。 討する。 スを防げなかった。年度計画の達成は十分ではない。

※理工学研究科では、理学系では一次募集の実施の経験から、面接前の学科
試験の採点時間の確保と成績情報の連絡の改善を図るためのマニュアルを作
成することにし、一部の委員を留任として委員会業務の連続性が保障される
システムを取り入れた。工学系では実施要綱、実施要項に基づき一次募集を
行なった。二次募集についても二次募集用実施要項を作成し、それに基づい

。 、 、て試験の実施を行えるようにした また 問題作成の期間を従来より長くし
出題委員と問題点検委員との連絡を密になるようにした。更に、各専攻で従
来の出題ミスの事例について研修を行なった。 ※wks：gse：R112g01資料よ
り抜粋

○ 留学生の受け入れを促進する 留学生向けの入試には募集要項の英文化や英語での受験など一定の改善があ
ために学生募集要項を英文化す った。年度計画は相応に達成された。
る。また、英語での受験を可能と
する。 ※理工学研究科では、学生募集要項は日本文と英文を併記することとし､その

原案ができた。平成17年1月に行われた2次募集を英語で受験出来る専攻は増
えなかったが、英語での受験を希望する学生があり、英語での試験実施法の
経験が蓄積された。 ※wks：gse：R112g01資料より抜粋
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○ 多様な社会人の入学を促進す 社会人向けの入試には長期履修制度の導入など一定の改善があった。年度計
るために入学資格、修業年限等の 画は相応に達成された。中期計画は進行している。
見直しを検討する。

※人文学部では、他大学大学院から資料を取り寄せ、対応状況を把握する一
方で、社会人の入学促進について検討を行った。その結果、いくつかの問題
点や課題があることが判明した。具体的な対応策の検討は次年度に継続する
こととした。 ※wks：hum：R112g01資料より抜粋

② 特色ある教育・研究プログラ ○ カリキュラムの「特別演習・ 一部の専攻で試行的実施や位置づけの検討は行われたが、年度計画は継続的
ムを提供して、入学者の増加を図 特別実験」の位置づけについて検 課題となった。一部の専攻では定員を確保できておらず、中期計画の進行は
る。 討する。 極めて遅い。

、 。※理工学研究科では プロジェクトベース型授業の可能性について検討した
この授業は学生が企業の製造現場に出向き、そこで就労体験をするのがイン
ターンシップであるが、これとは逆に企業側が大学に出向き、企業のプロジ
ェクトの一部を学生とともに実施することによって、プロジェクトの計画（P
lanning 、コスト意識（Economical Sense 、高度技術（Technical Skills）） ）
を学ぶ。このような実践的な物づくり教育をプロジェクト型PET教育と呼んで
いる。今年度はこれを試行的に実施し、特別演習として単位認定を行う 「実。
学的地域産業論カリキュラム」は機械工学専攻の独自の取組として、自前で
試行的に実施された。ボランティアで企業参加者の協力が得られ、毎回20名
前後のクラス規模となった。また、逆インターンシップには企業5社と13名の
学生が開発プロジェクトに取り組んだ。メディア通信工学専攻の特別演習で
は修士論文研究の取り掛かりと展開および意義を明確にすることを目指し、
それらをプレゼンテーションにより評価する。都市システム工学専攻では特
別演習の目的を各分野の方法論を学ぶこととした。 ※wks：gse：R112g02資
料より抜粋

［教育課程］ ［教育課程］
③ 飛び入学や短縮修了の活用な 年度計画決定時でのとりまとめ不 理工学研究科では、学部から大学院への飛び入学や博士課程の短縮修了が行
どの教育課程の多様化を図る。 足のため 16年度は年度計画なし われている。中期計画は進行している。、 。

④ 科目等履修生・研究生・14条 ○ 科目等履修生・研究生・１４ 科目等履修生などは外的条件によって強く律せられており、現状維持の状態
適用大学院生・休職制度大学院生 条適用大学院生・休職制度大学院 である。大学院教育課程の改善は継続的課題となっている。
の受入れ増を図るとともに、現職 生の受入れ増を図るとともに、現
教員の受入体制を充実する。 職教員の受入体制を充実する。 ※教育学部では、平成17年度入試実績は、県派遣現職教員（志願者12名、合

格者12名 、社会人（志願者5名、合格者１名 、大学院修学休業制度（志願） ）
者3名、合格者3名）である。入学試験方法において、社会人に優遇策をとっ
てきている。17年度入試から休業制度利用者にも、緩和策を始めた。16年度
入学者から長期履修学生制度を導入した。学校臨床心理専修においては、開
設以来、大幅に夜間開講を実施している。大学院専門委員会の構成メンバー
で検討した。 ※wks：edu：R112g04資料より抜粋
※農学部では、大学院設置基準第14条（教育方法の特例）の適用に応じるた
めに、大学院授業の時間割に6講時(18:00～19:30)と7講時(19:40～21:10)の
夜間帯を設け、昼間開講の特論全科目を配置した。職業を有している等の事
情により2年間での修学が困難な学生に対して、標準修業年限（2年）を超え
て一定期間（最長4年）にわたり計画的に教育課程を履修し修了することがで
きる長期履修学生制度を設けた。平成17年度社会人特別選抜学生募集（出願

） 、 、 。期間8月25～31日 を行い 9月29日に選抜試験を行い 2名の合格者があった
※wks：agr：R112g04資料より抜粋

○ 長期履修制度を活用し、自治 長期履修制度が整備された。教育学部で受け入れが行われた。
体職員や現職教員の受け入れを促
進する。 ※人文学部では、平成16年7月に大学院専門委員会委員長、担当係長、担当職

員の3人が茨城県人事課に出向き、募集要項を手渡して県職員の応募を促すよ
う依頼した。また、茨城県商工会議所連合会、茨城県商工会、茨城県中小企
業団体中央会 （社）茨城県経営者協会 （社）常陽地域研究センターの5団、 、
体に大学院の募集要項を郵送し、応募を促した。平成16年6月に茨城県教育庁
職員の訪問を受け、学部長、評議員、専門委員会委員長の3名が対応して平成
17年度入学予定者についての意見交換を行った。翌7月には、大学院専門委員
会委員長、担当係長、担当職員の3人が茨城県教育庁を訪問し、17年度大学院
募集要項を手渡して具体的な入試内容について説明を行うとともに入学志望
者の推薦を依頼した。また、茨城県内の中学・高校229校に対して、大学院の
募集要項を直接郵送した。なお、茨城県教育委員会教育長から、平成16年7月
7日付け文書にて、日立市内の教諭のコミュニケーション学専攻受験の推薦を
受けた。 ※wks：hum：R112g04資料より抜粋

⑤ 学士課程教育との有機的な接 ○ 学士課程との接続性を考慮し 理工学研究科の学生に対する授業アンケート（学士課程との接続について）
続に配慮しつつ、適切な教育内容 た体系的なカリキュラムの改訂に が実施された。年度計画は相応に達成された。



- 22 -

茨城大学
やレベルを設定して、課題探求力 着手する。
を備えた学生を育成する。 ※理工学研究科では、理学系では、学士課程との接続性については入学して

くる学生の能力レベルによる面が強いと考え、学生に対し授業関係のアンケ
ートをとり実態を把握した。工学系では、都市システム工学専攻において体
系的なカリキュラムの改訂の検討に着手した。各教員の考え方を収集整理し
た。 ※wks：gse：R112g05資料より抜粋

○ 地域環境科学専攻の教育プロ 教育プログラムが実施された。年度計画は達成された。
グラムを開始する。

※農学部では、新専攻（地域環境科学専攻）を設け、計画通りに教員を配置
し、新カリキュラムによる教育研究指導を行った。地域環境科学専攻の入学
者数は15名（私費外国人留学生7名を含む 。専攻の枠を越えて、学士課程教）
育との有機的な接続と現代農学と生命科学の全体像の理解を図るために、6つ
の先端農学基礎科目（応用生理学、応用生態学、分子細胞生物学、生物機能
分子学、生物資源環境学、環境情報・政策学）を設けた。教育課程をクォー
ター制（4区分制）に変え、関連教育研究分野だけでなく専攻を超えて授業科
目を履修できる機会を増やし、幅広い教育プログラムを提供するシステムを
構築した。 ※wks：agr：R112g05資料より抜粋

○ 大学院の点検評価に着手する 農学研究科での授業アンケート実施と先端農学基礎科目のクォーター制は特
とともにａ）博士課程への進学希 筆できる。年度計画は部分的には達成されたが、次年度課題も残った。中期
望者にたいして高度な専門教育を 計画の進行は研究科間で差があるものの、少し進行した。
おこなうための条件整備、ｂ）高
度な専門職への就職志望者にたい ※人文学部では、学部改革と同様に初めに大学院点検評価を行い、その結果
する教育のための条件整備、ｄ） により大学院改組を目指すという目論見を立て、具体的な点検評価項目も掲
現職教員や社会人などが魅力を感 げたが、現実にはこれらの項目の点検には至らなかった。12月に点検・評価
じる教育内容ないし授業の工夫、 委員会のほうで、指名した大学院専門委員にヒアリングを行い、各専攻にお
ｅ）多様な社会人のための、生涯 いてこれらの項目に関する授業担当教員へのヒアリングを行なったにとどま
学習の一環としての大学院教育の る。 ※wks：hum：R112g05資料より抜粋
充実、ｆ）多様な院生に対応する
ための接続教育、ｇ）留学生にた
いする日本語教育や異文化理解の
ための教育、といった点を検討す
る。

⑥ 学外研究機関との連携を広く ○ 独立行政法人食品総合研究所 連携を開始し、学生を確保した。年度計画は達成された。
進めて、専門性と総合性を身につ との連携大学院を開始する。
けた高度な専門職業人を育成する ※農学部では 独立行政法人食品総合研究所との連携大学院を新設・募集 人、 （
教育プログラムを充実する。 員1名）したところ、1名が入学し、募集人員を満たすことが出来た。新教育

（ ） （ 、 、研究分野 食品機能工学 に伴う特論授業科目 食品免疫学 食品機能工学
糖鎖工学、各1単位）を開講し、所属学生に対する応用生命科学特別演習（3
単位 、資源生物科学プレゼンテーション演習(1単位)、資源生物科学特別研）
究(10単位)を計画通りに進めている。 ※wks：agr：R112g06資料より抜粋

○ 応用粒子線科学教育において 連携を開始し、学生を確保した。年度計画は達成された。中期計画は進行し
日本原子力研究所との連携を開始 ている。
する。

※理工学研究科では、応用粒子線科学専攻、水戸キャンパスに入学した学生
が、連携の先生の指導の下、原研東海研究所の実験グループに参加し、共同
研究を行うこととなった。量子基礎講座で10月29日に見学会を実施した。
※wks：gse：R112g06資料より抜粋

⑦ 社会の要請に応える新たな教 ○ 農学研究科では、大学院教育 農学研究科では３専攻横断型の先端農学基礎科目がクォーター制で実施され
育プログラムを積極的に構築する 課程の一部をクォーター制とし、 た。年度計画は達成された。
とともに、融合領域では複数専攻 総合性と専門性を包括しうる授業
間の連携による幅広い教育プログ 体系の提供と学習指導の強化を図 ※農学研究科では、総合性と専門性を包括しうるシステムとして、教育課程
ラムを提供する。 る。 をクォーター制（Ｉ期4月12日～6月11日、Ⅱ期6月14日～8月9日、Ⅲ期10月1

日～12月1日、IV期12月2日～2月7日）に変更し、各授業科目を効率的に短期
間に集中して開講し学習指導の強化を図るとともに、授業科目履修の範囲の
拡大した。専攻の枠を越えて、現代農学と生命科学の全体像の理解を図るた
めに、6つの先端農学基礎科目（応用生理学、応用生態学、分子細胞生物学、
生物機能分子学、生物資源環境学、環境情報・政策学）を設けた。従来の特
別演習（必修、4単位）を特別演習(必修、3単位)とプレゼンテーション演習
（必修、1単位）に再編し、後者の演習科目は特別研究（必修、10単位）の成
果を学会や研究集会で公表するプロセスを修得させ、プレゼンテーション技
術の向上を図ることとした。 ※wks：agr：R112g07資料より抜粋

、 、○ これまでのゼミ／演習形式重 既に講義重視型で実施している専攻もあるが 研究科・専攻で状況が異なり
視から、講義形式を重視したカリ 検討中のところが多い。年度計画は部分的に達成された。中期計画の進行は
キュラムの検討・試行を行う。 遅い。
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※工学系では、すでに講義形式を重視したカリキュラムになっている。理学
系では、4割が講義科目となっているため、学務委員会を中心に検討した。
※wks：gse：R112g07資料より抜粋

⑧ 博士後期課程では専門分野の ○ 博士後期課程では副指導教員 理工学研究科では副指導教員の授業の履修を義務づけているが、実質的な運
能力を深化させるために少人数教 の開講科目の履修を原則として義 用に問題を残している。年度計画は部分的に達成された。中期計画は進行し
育を行い、自立した研究者を育成 務づけ、副指導教員による指導を ているが、その評価は今後の課題である。
する。 充実する。

※理工学研究科では、理系学では、平成15年度末の学務委員会において副指
導教員制導入が決定され、年度初めに研究計画を立てる際に、副指導教員の
開講科目を受講するように指導し、おおむね問題なく体制は有効に機能を果
たした。工学系では、入学学生19名（休学中を除く）の内、18名は副主導教
員の講義を履修している。 ※wks：gse：R112g08資料より抜粋

［教育方法］ ［教育方法］
⑨ 院生の外国語能力や発表能力 ○ 修士課程の在学期間中に、国 かなり多くの分野で学会発表は定着しつつある。特筆する成果として、理工
の育成に努め、国内外の学会、シ 内外の研究会、学会やシンポジウ 学研究科院生が学術賞受賞国内３件、国際２件を得た。年度計画は相応に達
ンポジウム等に参加させて、研究 ムで発表することを原則として義 成された。
発表や討論の体験を奨励する。 務付ける。

※理工学研究科では、できるかぎり学生の外部発表の機会を義務付け、実施
。 、状況の報告を求めた 各専攻において大学院学生の発表件数を調査した結果

指導教員1人当たり平均すると 2件の発表があり、これは受け入れ学生数から
判断すると、すべての学生が修了までに最低1回は学会発表を行っていること
になる。理工学研究科院生が学術賞受賞国内3件、国際2件を得た。 ※wks：
gse：R112g09資料より抜粋

○ 大学院教育において英語によ 理工学研究科では約７の、連合農学研究科阿見キャンパスでは１２の講義
る講義を一部試行する。 が英語で行われた。院生の外国語能力の育成のために、日中シンポの実施や

平成１７年開催の学生国際会議実行委員会が結成された。年度計画は相応に
達成された。

※理工学研究科では 「国際コミュニケーション特論」を開講し、H17年2月、
と3月に英語によるコミュニケーションの基礎、研究成果を英語論文としてま
とめるためのテクニカル・ライティング、英語による発表を行うためのプレ
ゼンテーション・スキルについて講義形式で授業を行った。SVBL特別講義の
ほかに約7の専門授業が英語で全部あるいは一部実施された。 ※wks：gs
e：R112g09資料より抜粋

○ 連携大学院やＳＶＢＬと連携 予算措置がなく、奨学寄付金で措置したので、充実した実施とまではいかな
して国内および海外から講師を招 かった。年度計画は相応に達成された。部分的に十分には達成していない年
聘し、博士後期課程教育プログラ 度計画もあるが、中期計画は進行している。
ムを充実する。

※理工学研究科では、博士後期課程が主催してイブニングセミナーを前後期
各9回、計18回開催した。その他にも、各専攻、学部、学科、SVBL、研究セン
ター等が行う学術講演会が開かれており、講演会等の開催数はかなり多い。

※wks：gse：R112g09資料より抜粋

⑩ 多様な留学生のための日本語 ○ 学術日本語の技能別クラス(口 留学生センターに非常勤講師をつけ、留学生教育の充実を図った。学術日本
、 。 。教育や多文化理解教育等の充実を 頭発表、講義の聞き取り、学術書 語教育については 検討委員会を立ち上げた 年度計画は相応に達成された

図る。 の読解、レポート作成)の教育成
果の向上を目指す。 ※留学生センターでは、教養日本語は技能別となっているが、多様な日本語

レベルの学生が一つのクラスで学んでいる。技能別と習熟度別の要素を兼ね
、 、備えたクラス編成が必要であるが 他の教養科目の時間配列との関係があり

早急の解決は困難が予想される。時間割の調整を含め大学教育開発センター
と話し合い、可能な点は改善を図った。 ※wks：stu：R114011-2資料より抜
粋

○ チューター制度を点検し、チ ３キャンパスでチューター懇談会を実施し、研修を行った。留学生からの要
ューター研修を実施して、支援体 望を取り入れてチューターを配置するなど、改善を図った。年度計画は達成
制の充実を図る。 された。

※人文学部では、留学生懇談会を8月5日と12月17日の2回催し、12月の会の参
加者は62名中留学生は17名であった。チューターとの懇談会は平成17年2月8
日に開催された。当日は今年度の学部所属チューター12名のうち参加者3名と
いう状態だったため、アンケートを欠席者にも郵送した。その結果、欠席者
のうち6名から回答があった。留学生の相談・支援体制やチューター制の問題
点はかなり明らかになった。学部教職員に対するアンケート調査を11月下旬
に実施し、学部の教職員約130名のうち約50名から回答が寄せられた。 ※wk
s：hum：R114011資料より抜粋



- 24 -

茨城大学
※工学部では、留学生との意見交換の結果、留学生の希望により、水戸在住
の1年生に対しては、生活面の相談と指導を留学生の側から依頼しやすい女子
上級学生をチュ－タ－に選んだ。また、日立キャンパスの2年生以上の学生に
対しては、学力面の相談と指導を依頼出来る院生と少数の4年生（卒業研究従
事中）を選抜した。また、工学部の2名の留学生担当教員に、全留学生のクラ
ス担任に相当する常時の懇談、学究指導を依頼した。 ※wks：eng：R114011
資料より抜粋
※農学部では、留学生の問題点を把握するために、留学センター専任教員出
席の下で、チューターとの懇談会を開催した。 ※wks：agr：R114011資料よ
り抜粋
※留学生センターでは、3キャンパスでチューター懇談会を実施した。工学部
と農学部では初めての開催であり、チューターの悩みや相談に直接答えるこ
とができた。 ※wks：stu：R114011-2資料より抜粋

○ ステューデントアシスタント ステューデントアシスタント制度が発足し、留学生２名を採用した。年度計
制度を定着させる。 画は達成された。

※留学生センターでは、留学生が留学生課のアシスタントとして活躍できる
ことは留学生にとって励みになる。また留学生が留学生課の窓口にいること
は他の留学生にいい刺激を与え、留学生課に親しみを感じるのに役立つこと
から、中国人留学生1名、韓国人留学生1名を採用した。 ※wks：stu：R1140
11-2資料より抜粋

○ 留学生と日本人学生、留学生 留学生交流会は活発に行われた。年度計画は達成された。中期計画は進行し
と地域団体、小中学校・高校との ている。
交流を促進し、地域の国際理解に

、 、 、貢献する。 ※留学生センターでは 留学生にボランティア活動の積極的参加を勧め 県
市町村、民間団体等との連携を深めた。 ※wks：stu：R114011-2資料より抜
粋

⑪ 就職・インターンシップ支援 ○ 卒業した企業勤務者と在学生 本学卒業生が働く企業６０社を招いて説明会を行った 「卒業生５０人と就。
体制を整備し、就職意識の啓発を の交流会を実施する。 職の話をする会」など学部横断型の取り組みには特筆すべきものがある。年
図る。 度計画は達成された。

※就職支援センターでは、1月に家電業界研究を本学卒業生を招いて実施した
ほか、2月に主として本学卒業生が働いている企業約60社を招いて学内合同企
業説明会を共通棟教室で3日間に分けて実施した。 ※wks：stu：R114009-3
資料より抜粋

、 。※就職支援センターでは 各学部で作成している卒業生名簿を活用している
卒業生の情報のデータベース化は検討中である。当センターでは交流会を行
っていないが、教員有志が「卒業生50人と就職の話をする会」を企画し実施
している。当センターの事業として位置づけるようになった。 ※wks：stu
：R114010資料より抜粋

○ 外部の専門機関に就職ガイダ 就職支援センターの相談活動に非常勤講師をつけるなど、充実を図った。就
ンスを依頼し、学生に早期から就 職支援センターは多数回の就職説明会を行うなど、職業観の育成のための教
職への取り組み方の意識付けを行 育を行った。各研究科は独自の取り組みとして昨年度と比べて積極的な就職
う。 支援活動を行った。年度計画は達成された。

※工学部では、10月27日に水戸キャンパスで開催された就職ガイダンスには
工学部1年次73名が参加した。12月6日に東京で開催された企業合同就職説明
会には51名の学生と2名の教職員が参加した。 ※wks：eng：R114009資料よ
り抜粋
※就職支援センターでは、就職支援センター主催の就職ガイダンスを3キャン
パスで合計39回開催した。12月に東京ビックサイトで開催された就職EXPO200
5に貸し切りバス3台を用意し、学生150名を引率して就職に対する取り組み方
の意識付けを行った。 ※wks：stu：R114009-3資料より抜粋
※就職支援センターでは、水戸キャンパスに10月から2名、日立キャンパス及
び阿見キャンパスには12月から各1名の就職相談員を配置し、それぞれ週1回4
時間担当している。 ※wks：stu：R114009-c3資料より抜粋

○ インターンシップの充実を図 インターンシップは充実しはじめたが、支援体制には課題が残った。年度計
る。 画は相応に達成された。

※人文学部では、インターンシップの2体制（人文学科・社会科学科体制とコ
ミュニケーション学科体制）に関して、主に両体制で作成されているインタ
ーンシップレポート集を資料として現状把握を試みた。過去の派遣先、派遣
人数および実施体制に関する現状認識は深まった。 ※wks：hum：R112b15資
料より抜粋

、「 」 、 。※理学部では 平成16年度理学部学生企業見学会 を 7月27日に実施した
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見学先は日本原子力研究所（東海研究所 、日立化成工業（山崎工場 、日立） ）
サイエンスシステムズの3箇所。これらの研究所および工場において、操業実
情を見学し、仕事の仕組みを学び、職業観を一層確実なものとすることがで

。 、 、きた 企業見学会への参加学生は61名 その内の36名が日立化成工業を見学
25名が日立サイエンスシステムズを見学した 「平成16年度理学部インター。
ンシップ実習」を、8月2日から9月29日までの間、実習先ごと2週間にわたっ
て実施された。実習先企業等は17団体である。インターンシップ実習への参
加学生は40名、その内の11名が大学院生であった 「理学部教育と就職Ⅱ」。
が理学部1、2年次生を対象とし、後学期の毎週水曜日3講時目に計画通り開講
された。全15回の講義を、7名の学外非常勤講師でリレーした 「理学教育と。
就職」への受講学生は64名であった。内訳は数理科学科の学生9名、自然機能
科学科の学生30名、地球生命環境科学科の学生25名である。 ※wks：sci：R
112b09資料より抜粋
※工学部では、平成16年7月7日（水）工学部にて 「ひたちものづくり協議、
会」によるインターンシップに関するガイダンス説明会を開催した。企業12
社、学生27名が参加した。平成16年10月13日（水 、ひたちものづくり協議）
会によるインターンシップ報告会を実施し、参加学生の意見を集めた。参加
者は、機械工学科9名、物質工学科1名、メディア通信工学科2名システム工学
科1名、計13名であった。以上の方法以外に、各学科を通じてインターンシッ
プに参加した学生は、機械工学科1名、物質工学科9名、電気電子工学科2名、
都市システム工学科32名、計44名であった。今年度の参加者は、合計57名と
なった。 ※wks：eng：R112b09資料より抜粋
※農学部では、学内外の教育交流と教育の高度化を進めるために他学部の教
員による授業科目を設置し、資源生物科学カリキュラムにおいて工学部教授
による専攻選択科目の物理化学を後期に開講した。インターシップは各カリ
キュラムの専攻選択科目（1単位）として3年次向けに開講されている。授業
は夏期休業期間中に2週間以上、委託先において行われた。23名が履修した。
昨年度より履修生は6名増加した。 ※wks：agr：R112b15資料より抜粋

○ 研修等を通じて学生就職支援 就職支援企業を利用して職員の研修を行った。年度計画は達成された。中期
センター職員の資質の向上を図 計画は順調に進行している。
る。

※就職支援センターでは、4月から新たに就職担当になった理学部の事務職員
を関東甲信越地区国立大学就職指導担当職員研修会に参加させ資質の向上を
図った。リクルート、ディスコ、毎日コミュニケーションズ等のセミナーに
参加し最新の情報収集に努めるほか 「求人のための大学紹介」を全国の有、
力企業3,300社に郵送し求人開拓及びの情報収集を行った。 ※wks：stu：R1
14009-3資料より抜粋

［成績評価］ ［成績評価］
、 。⑫ 科目ごとに達成基準を設け、 ○ 適正な成績評価を行うため、 全ての研究科で達成基準の設置は検討中となり 次年度の重要課題となった

適正な成績評価を行って、修了生 科目ごとに達成基準を設ける。 中期計画の進行は遅れている。
の質を確保する。

※教育学部では、大学院専門委員会の構成メンバーで検討に着手した。 ※w
ks：edu：R112g12資料より抜粋
※農学研究科では、授業内容の点検・改善及びシラバスの充実・活用のため
に、本年度授業アンケートを実施した。科目ごとの達成基準について、点検
評価委員会で検討したところ、達成基準は適正な成績評価と密接に結びつい
ており、また大学院授業形態・授業内容が授業科目毎に大きく異なっている
ことから、大学院科目での適正な成績評価についてさらに議論が必要である
との結論となり、次年度も継続することとした。 ※wks：agr：R112g12資料
より抜粋
※理工学研究科では、工学系で開講されている150の科目について、達成基準
と成績評価をシラバスで調べた結果、授業の狙いで達成基準を明確に示され

、 。たものは約10％ また成績基準を定量的に示しているものも同程度であった
「ねらい」と「成績評価の方法」について、学部のJABEE対応シラバスの表記
法がそのまま適用できることを確認した。 ※wks：gse：R112g12資料より抜
粋
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標

［教育実施体制］
① 教養教育をはじめとする学士課程教育を円滑に組織的に実施する。中
② 幅広い教育研究分野の連携体制をつくり、総合力の発揮が可能な教育実施体制を推進する。
③ 教育の内容と方法の質的向上を図るため、教員の採用方法を改善するとともに、研修制度を整期
備する。
［教育設備等の活用・整備］目
④ 教育設備や図書を整備し、教育方法の改善を図る。
⑤ 情報メディアを活用した先進的方法による教育を行う。標
［連携した教育］

。⑥ 近隣大学及び研究機関との連携や高等学校との連携及び社会人教育に対して積極的に対応する
［教育の質の改善］
⑦ 教育成果の点検・評価システムを充実させ、教育の質の向上を図る。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○教養教育 ○教養教育
［教育実施体制］ ［教育実施体制］
① 大学教育研究開発センターを ○ 教養教育の運営体制および大 大学教育研究開発センターの抜本的改革案が平成１７年度概算要求として採
改組し、専門への広い意味での基 学教育研究開発センターの抜本的 択された。次年度設置に向けて具体的な作業が行われた。年度計画は達成さ
礎教育を含む教養教育の実施組織 な改革案を策定する。 れた。
として整備充実し、継続的な改善
がやりやすい組織体制とする。 ※大学教育研究開発センター改革案を策定し、概算要求（特別研究経費）に

申請した（現在省議承認済み 。教育研究評議会でこの｢改革案｣の実現化を）
図ることが決まった。 ※wks：cue：R113a01資料より抜粋

○ 総合英語プログラムの本格的 総合英語プログラムと接続教育への取り組みのための適切な組織化が行われ
実施に備えるため、総合英語教育 た。年度計画は達成された。
専門部会を暫定的に発足させる。

、※総合英語専任教員2名および人文学部と教育学部に所属する英語教員4名が
総合英語準備委員会の構成員となる。そして、総合英語プログラムに関する
議案を検討し、総合英語ワーキンググループに実施案の検討などを依頼して
いる。 ※wks：cue：R113a01資料より抜粋

○ 接続教育の実施という視点か 文系・理系・教育系基礎教育の３分野に接続教育ＷＧを立ち上げ、理系基礎
ら、教養科目の自然系の運営形態 教育について平成１７年度計画を策定した。年度計画は相応に達成された。
について具体的に検討し、新しい 中期計画は進行している。
形態の改革案を作成する。

※自然系基礎教育専門部会での新しい運営形態を検討したところ、専門の人
員の確保を含め抜本的な検討が必要であることが明らかにされた。 ※wks：
cue：R113a01資料より抜粋
※大学教育および専門教育への接続教育を兼ね備えた「理系基礎教育」を実
施するための検討ワーキンググループを立ち上げ、数学を対象とした事前テ

「 」 、ストによる能力別クラス編成を導入した 理系基礎教育 の実施案を作成し
「理系基礎教育」の領域において 「微積分」に関して17年度にパイロット、
授業を先行的に実施することにした 「文系基礎教育」および「教育系基礎。
教育」についても接続教育を実施するための検討ワーキンググループを立ち
上げた。 ※wks：cue：R113a02資料より抜粋

② ４年一貫教育の実現のために ○ 接続教育の実施という視点か 大学教育研究開発センターの改組を契機に、基礎教育部会制度の導入を策定、
教養科目区分と履修基準を見直 ら、自然系基礎教育専門部会の運 した。年度計画は相応に達成された。なお課題が多いが、中期計画は少しず
し、各分野で専門性の基盤となる 営形態について具体的に検討し、 つ進行している。
教養科目と専門基礎科目を重視し 新しい形態の改革案を作成する。
た実施体制を構築する。 ※大学教育および専門教育への接続教育を兼ね備えた「理系基礎教育」を実

施するための検討ワーキンググループを立ち上げ、数学を対象とした事前テ
「 」 、ストによる能力別クラス編成を導入した 理系基礎教育 の実施案を作成し

「理系基礎教育」の領域において 「微積分」に関して17年度にパイロット、
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授業を先行的に実施することにした。 ※wks：cue：R113a02資料より抜粋

③ 教養教育体制、教育内容の管 ○ ＪＡＢＥＥ認定で求められる ＪＡＢＥＥへの体制整備は理学部と工学部で順調に進展した。年度計画は相
理・評価体制を見直し、JABEE認 学務情報の管理条件をみたすもの 応に達成された。中期計画は順調に進行している。
定可能なレベルに整備する。 にする。

※JABEE受審にともなう教養科目関係書類の受付、整理、保管(電子化)を効率
的に実施するために、事務管理の体制を整えた。しかし、今後JABEE認定を申
請する学部等の増加が予想されるので、学務情報の管理条件を満たすための
人員および経費の確保が今後の課題である。 ※wks：cue：R113a03資料より
抜粋

、 （ ） 、 、※理学部では 理学部E340室 20平方m をJABEE資料室とし 内装等整備し
ロッカー・机を配置した。JABEE審査に備えて、試験答案、レポート等の整理
保存を開始した。 ※wks：sci：R114002資料より抜粋

［教育設備等の活用・整備］ ［教育設備等の活用・整備］
④ 情報通信環境を整備し、シラ ○ 総合英語プログラムにおいて 総合英語プログラムの教材開発は計画どおりである。年度計画は相応に達成、
バスや教育資料を電子化するとと 自律的学習の教材開発と支援整備 された。
もに、ＩＴ機器や情報システムを を進める。
利用した効果的授業の開発・普及 ※総合英語の自律的学習を促進させるために、現在ある自律的学習スペース
や教養教育のe-learningシステム （ALS)の拡充を実行した。さらに、環境リサーチラボラトリー棟1階にもう1
の整備を図る。 室自律的学習に適した教室を整備した。総合英語5名の専任教員、また、この

5名以外の教養英語担当教員3名で、自律的学習のための教材開発を行った。
レベル横断的な自主学習プログラムの充実については、既存のソフトなどを
活用し、充実できた。 ※wks：cue：R113a04資料より抜粋

○ シラバスの電子化に向けての シラバスの電子化の作業に入った。年度計画は相応に達成された。
具体的計画案を作成する。

※教育IT化検討ワーキンググループが立ち上げられ、シラバス作成過程（担
当教員による作成→事務的点検→専門部会での内容点検→修正・公開）の電
子化について検討した。また、シラバスの利用を想定して、学生ポータルシ

。 。ステムの構築と利用法の計画案を作成した 年次的に整備することとなった
※wks：cue：R113a04資料より抜粋

○ ＩＴ機器や情報システムが使 教育学部にアート・インフォメーション・システムを設置したマルチメディ
える講義室を整備する。 ア実習室が整備された。理学部講義棟の全教室がＩＴ化対応となった。年度

計画は相応に達成された。

※環境リサーチラボラトリー棟1階に、自律的学習に適した教室（英語用CALL
システム）を整備した。 ※wks：cue：R113a04資料より抜粋
※教育学部では、マルチメディアを使った教育を行うための教室の整備とし
て、1)ビジュアル・エフェクト制作システム、2)映像・音響編集加工システ
ム、3)サウンドラボ・システム、4)映像制作システム、5)教育用アート・イ
ンフォメーション・システム、6)防音設備を整えたアート・インフォメーシ
ョン・システムを、3月中に教育学部B棟B31教室及びB35教室に設置した。
※wks：edu：R112b14資料より抜粋
※理学部では、第1、第2、第4～第7講義室に天吊り型の液晶プロジェクター
と大型電動スクリーンを設置し、IT化対応の一つとしてパソコンによる講義
資料の投影を可能とした。 ※wks：sci：R114002資料より抜粋

○ バーチャルキャンパスシステ ＶＣＳ機器の更新は年度予算の関係で３０％を改善した。残りは次年度送り
ム（ＶＣＳ）の改善をはかり、活 となった。年度計画は相応に達成された。中期計画は進行している。
用する。

※各種SCSセミナーの配信（3地区）のほか各種会議、講演会等に利用した。
延べ34回。授業等への活用については、SCSを利用した連合農学研究科の授業
（水戸・阿見地区 、理工学研究科の7大学大学院合同セミナー（水戸・日立）
地区）などに利用した。延べ5回。これまで外注により行ってきたメンテナン
ス等について、操作マニュアルを作成・配付のうえ、設置部局に依頼し、節
約した経費により4式のVCS機器を更新した。 ※wks：pla：R113a04資料より
抜粋

⑤ 学生の自律的学習を支援する ○ 総合英語プログラムの自習に 環境リサーチラボラトリーに英語用ＣＡＬＬシステムを新設整備した。年度
プログラムを支える諸施設を整備 必要となる情報機器や施設の整備 計画は相応に達成された。総合英語プログラムのみでなく、他の授業にも自
充実する。 をする。 立的学習を支援するなど、中期計画の一層の進展が求められている。

※総合英語の自律的学習を促進させるために、現在ある自律的学習スペース
（ALS)の拡充を実行した。さらに、環境リサーチラボラトリー棟1階にもう1
室自律的学習に適した教室を整備した。総合英語5名の専任教員、また、この
5名以外の教養英語担当教員3名で、自律的学習のための教材開発を行った。
レベル横断的な自主学習プログラムの充実については、既存のソフトなどを
活用し、充実できた。 ※wks：cue：R113a05資料より抜粋
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［連携した教育］ ［連携した教育］
⑥ 授業を積極的に公開する。 ○ 教養科目の公開講座化を促進 平成１７年度の授業についても、公開講座化が実施された。年度計画は相応

する｡ に達成された。中期計画は進行しているが、受講生の増を図るなどの課題が
ある。

※16年度は分野別科目（人文17本、社会11本、自然19本 、総合科目16本の）
計63本を公開講座として、一般市民に開講した。受講者数は述べ38名。 ※w
ks：cue：R113a06資料より抜粋、wks：sre：R131001資料より抜粋

。 。⑦ 社会人、専門職業人を活用し ○ 社会人、専門職業人を活用し 多くの授業に社会人・専門職業人を活用した 年度計画は相応に達成された
た教育を行う。 た教養科目を開講する。 中期計画は進行している。

※高度専門職業人として評価の高い方々を非常勤講師として登用し、総合科
目の授業を6本開講した。また、生涯学習教育研究センターの地域学習講座を
教養科目授業として認定し、学生を受講させた。 ※wks：cue：R113a07資料
より抜粋

［教育の質の改善］ ［教育の質の改善］
⑧ 教養教育に関する点検評価シ ○ 各教養科目専門部会と責任部 「ガイドライン」の策定を行ったが、ガイドラインに沿った授業の点検評価
ステムを充実し、評価結果をフィ 局が 「ガイドライン」に沿って は次年度課題である。年度計画は相応に達成された。、
ードバックして改善に資する。 授業の点検評価等を行うことを制

度化（習慣化）する。 ※授業科目ごとにガイドラインを作成し、それに沿って授業の点検評価を実
施することを制度化したが、点検評価の結果、ガイドラインの実施は未だ不
十分であることが判明した。実質的な規制力は未だ不十分ではあるが、ガイ
ドラインの作成とそれに基づくシラバスチェック等の習慣化がなり進んだ。

※wks：cue：R113a08資料より抜粋

○ 授業の点検評価やアンケート フィードバック様式にしたがった作業が行われた。年度計画は相応に達成さ
結果のフィードバックについて標 れた。中期計画は進行している。
準的な様式を定める。

※授業の点検評価や授業アンケートの結果をフィードバックする様式が構築
され、実施された。授業の点検評価や授業アンケートの結果が従来になく活
用されるようになった。 ※wks：cue：R113a08資料より抜粋

○学士課程 ○学士課程
［教育実施体制］ ［教育実施体制］
① 学内の各教育組織の見直しを ○ 各教育組織の見直しを行うと 平成１７年度の学部学野制移行に対応するため、各学部では教育組織の見直
行うとともに、教職員の教育への ともに、教職員の教育への適切な しを行い、教育組織への教員の配置を決定した。年度計画は相応に達成され
適切な配置を促進する。 配置を促進する。 た。

※教育学部では、教員の定員を学部で管理し、将来構想委員会と人事委員が
連携して、各講座・教室との協議を踏まえたうえで、教育学部の教育目標の
もとで教育カリキュラム・授業担当体制の見直しを行うこととあわせて、教
員定員3名の再配置を行った。 ※wks：edu：R113b01資料より抜粋

○ 教育改善のための教科会議な 理学部と工学部で、それぞれ教科会議、教育改善委員会等を立ち上げ、教育
どを行う。 改善策を検討した。年度計画は相応に達成された。

※人文学部では、平成18年度実施余地の学部改革案の一貫として新たなカリ
キュラムを編成しなければならない。現状ではその作業にあたる委員会がな
いので、新たにカリキュラム編成委員会を立ち上げる必要がある。カリキュ
ラムを編成する委員会の立ち上げが1月下旬にずれ込んだため、カリキュラム
の編成作業には至っていない。 ※wks：hum：R113b01資料より抜粋
※理学部では、教育の質を確保するためには、カリキュラムだけでなく、プ
ログラムの修了資格評価・判定を含んだ入学から卒業までのすべての教育プ
ロセスと教育環境に責任を持つ組織が必要である。このために教科会議を設
置した。教科会議の任務は教育プログラムの策定・実行・自己点検評価・欠
点の是正というPDCAサイクルを実践することだったが、本年度は1学科6コー
ス制への移行という学部改革の中での教科会議の立ち上げの時期であったの
で、教科会議の任務の中で実行できたのは教育プログラムの「策定」という
第一段階までの作業であった。 ※wks：sci：R113b01資料より抜粋
※工学部では、改組により教育内容の変更の少ない機械工学科と都市システ
ム工学科は平成17あるいは18年度のJABEE受審を目指し、教育プログラムの最
終調整を行う。今年度はJABEE認定に必要な教育時間調査用のカードリーダシ
ステムを導入した。工学教育連合講演会（2名 、JABEE審査員研修会（3名 、） ）
実地審査オブザーバ参加（2名）に教員を派遣し情報収集に努めた。その他の
学科はそれぞれカリキュラム再検討などの教育プログラム改善を行った。工
学部の全ての学科において教育改善関係の学科内委員会（学科教育点検・改
善委員会、教育改善委員会、教育改善WGなど）の設置、運営を行った。 ※w
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ks：eng：R113b02資料より抜粋

○ 教員の定員およびポストを管 学長運用教員数の設定も決定し、学部長のもとでのポスト管理が行えるよう
理するための組織を学部長のもと になった。年度計画は達成された。
に設置する。

※人文学部では、教員の定員およびポストを管理するための新組織は、学部
長、副学部長、学科長を構成員とする人事調整委員会という形で設置され、

。 、すでに機能している 委員会の構成についてはなお検討の余地はあるものの
定員およびポストを適正に管理する体制は整ったと言える。 ※wks：hum：R
113b01資料より抜粋
※工学部では、工学部長直属に企画立案委員会を設置し、学部内の人事の計
画と実施を学部全体で一括して行うことが決定された。 ※wks：eng：R2100
02資料より抜粋
※本学では、役員会を中心として、中長期的な観点に立った適切な法人人員
管理の検討に着手することとし、第一期中期計画期間中の財政状況の把握・
分析結果に基づき、第一期中期計画期間中に教員総数のおよそ1割（60人）の
削減を計画し、各学部の採用計画等に沿って、①教育研究の発展のための財
政の健全化、②教育・研究・地域連携等の基盤整備費用（教職員の配置を含
む ）および建物補修費等に用いる等、計画的に人員管理を行う人事計画を。
策定した。人事計画の具体的運用としては、定年退職（割愛等をもって充て
ることも可）を基に、部局別不補充年次計画書を作成し、各部局と相談のう
え、部局長会において年次計画を策定し、経営協議会の審議承認、教育研究
評議会の審議承認を経て、役員会で決定することとした。 ※wks：adm：R23
0004資料より抜粋

○ 教員採用時に教育能力を評価 教員採用時の教育能力評価については、複数の学部で審査時に模擬授業を行
するための取り組みの定着を図 わせるなどの一定の進展があった。年度計画は相応に達成された。
る。

※人文学部では、人文学科は公募要項に「模擬授業を課す場合がある」との
文言を記載し、応募者の教育能力に対する意識を喚起することはできた。た
だ今回の場合、諸事情により模擬授業を課すに至らなかった。ほかの2学科は
新規採用人事に当たって、計画通り模擬授業を実施した。 ※wks：hum：R11
3b01資料より抜粋

○ 全学の非常勤講師の配分を見 平成１７年度非常勤講師配分については、全学的に２０％減の見直しが行わ
直し、非常勤講師枠の重点配分と れ、削減分については学長裁量で重点配分した。平成１８年度以降も大幅減
全学留保及び学部内留保を検討す で見直すことが決定された。年度計画は相応に達成された。中期計画は進行
る。 している。

※本学では、7月1日開催の教務委員会において、平成17年度非常勤講師時間
の審議を行い、平成16年度の非常勤講師総時間数の1％を削減し、それを基に
教養教育ではさらに10％を削減し、専門教育では20％を削減することが決定
された。 ※wks：adm：R230004資料より抜粋
※教育学部では、学部カリキュラムの精選と体系化について検討中であり、
また全学の非常勤講師配分方針が明確に示されていないため、検討は進めて
いるものの、最終的な結論は得られていない 「実地指導講師」についても、。
削減率が不明であったので、最終的な結論は得られていない。 ※wks：edu
：R113b01資料より抜粋

② 対応する分野で、順次、JABEE ○ 教育内容の管理および評価体 工学部では管理体制を整えた。理学部の一部でも体制整備を図った。年度計
認定に対応可能な教育体制を構築 制を、ＪＡＢＥＥ資格取得可能な 画は相応に達成された。
する。 レベルに整備する。

※工学部では、改組により教育内容の変更の少ない機械工学科と都市システ
ム工学科は平成17あるいは18年度のJABEE受審を目指し、教育プログラムの最
終調整を行う。今年度はJABEE認定に必要な教育時間調査用のカードリーダシ
ステムを導入した。工学教育連合講演会（2名 、JABEE審査員研修会（3名 、） ）
実地審査オブザーバ参加（2名）に教員を派遣し情報収集に努めた。その他の
学科はそれぞれカリキュラム再検討などの教育プログラム改善を行った。工
学部の全ての学科において教育改善関係の学科内委員会（学科教育点検・改
善委員会、教育改善委員会、教育改善WGなど）の設置、運営を行った。 ※w
ks：eng：R113b02資料より抜粋

③ 担任制の充実に努める。不登 ○ クラス担任制度を活用し、個 クラス担任制度は全学で実施された。工学部１学科での１年生４名につき１
。 、校学生や単位取得不足学生に対す 々の学生の学習および研究の進捗 名のアドバイザー教員の配置は特筆できる 年度計画は相応に達成されたが

る教育・相談体制を整備する。 状況を把握するとともに、不登校 担任の実質的活動の点検や学生からの評価は今度の課題である。中期計画は
学生や単位不足学生に対する教育 進行している。
支援体制を整備する。

※教育学部では、各コースの教育に責任を持つ教員集団（講座・教室）が全
員で対応する体制をとり、可能な講座・教室では複数教員で学年（クラス）
の担任にあたることとし、全教員の理解と努力によって実施した。 ※wks：
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edu：R113b03資料より抜粋
※理学部では、各学科に学生10名程度に指導教員を置き学科長、学生委員、
教務委員と緊密な連絡体制のもと、きめ細かな学修指導体制を実施した。
※wks：sci：R113b03資料より抜粋
※工学部では、H16年末から年始にかけて（04.12.10～05.1.11 、日立キャ）
ンパス全構成員対象に学生サービスに関するアンケート（Q1-Q39）を実施し
た。質問項目Q27-Q29で、担任・指導体制の実情と意識調査を行った。今後、
この結果を整理解析して、各科あるいは学部独自の担任・支援制度改善に反
映させたい。機械工学科では、1年次入学生4名当たり1名のアドバイザー教員
を決めた。5月下旬から6月上旬にかけ水戸キャンパスにおいて各教員が担当
学生と面談し、アドバイザー制度の説明を行った。面談時間は約1時間ほどで
あり、相互の顔と住所連絡方法を確認し、その後は個別的に連絡相談を進め
ている。この実施報告を学年担任に文書で行った。 ※wks：eng：R113b03資
料より抜粋
※農学部では、水戸キャンパスの1年次生と阿見キャンパスの2、3年次生への

、 、支援を強化するため 従来からの教務委員会および学生委員会体制に加えて
学科長を中心とする学生支援体制を構築した。 ※wks：agr：R113b03資料よ
り抜粋

④ ＦＤの改善と一層の充実を図 ○ 教員の教授能力の開発と教育 ＦＤは５学部と大学教育研究開発センターで１２回、参加者計８１１名で行
。 、 。り、ＦＤによって新採用教員と現 方法の研究・工夫のためのＦＤ活 われた 積極的に行った学部とそうでない学部があり 課題は継続している

職教員の研修を推進する。 動を推進する。 その中で、教育学部の公開授業、機械工学科の推奨授業制度、理学部地学系
の相互授業評価制度を活用したＦＤは特筆できる。年度計画は相応に達成さ
れた。

※人文学部では、学部改革を先行させているためにFD委員会はまだ立ち上げ
ることができていない。 ※wks：hum：R113b04資料より抜粋
※教育学部では、教授会終了後の学習会を3回開催した。参加者は30数人であ
った。各講座・教室あるいは各教員の教育内容・教育方法の改善に係わる経

、 、 、験を発表してもらい それをもとにして さらなる改善方法を議論する中で
教育内容・教育方法の改善に向けての意欲と知識・技能を、各教員に普及さ
せた。 ※wks：edu：R113b04資料より抜粋
※教育学部では、公開授業は「学生が動く授業」をテーマに7つの授業を公開
した。後日、公開授業者を中心にして意見交換会を催した。 ※wks：edu：R
113b04資料より抜粋
※理学部では、平成17年2月10日実施の理学部FDにおいて地球環境生命科学科
の天野教授が“JABEE関連授業におけるピアレビューの試行結果について”の
演題で報告した。 ※wks：sci：R113b04資料より抜粋
※工学部では、機械工学科では教育点検支援システムとして、推奨授業制度

、 。 、を設け 授業レベルを向上させるためのインセンティブとした 推奨授業は
学生の授業アンケートを評価基準として選定された。しかし、時間的余裕が
なく、その授業を公開するまでには至らなかった。 ※wks：eng：R113b04資
料より抜粋
※農学部では、授業アンケートについては、全体の分析結果を示した報告書
を作成し、かつ、授業担当教員各自に担当科目についての評点を含む分析結
果のフィードバックを実施した。また、教育FD研修についても研修会「教育
の質の向上めざして」を実施した。しかし、授業内容および方法の改善を図
るための授業改革システムの構築については、議論を重ねたが成案には至ら
なかった。 ※wks：agr：R113b04資料より抜粋
※留学生センターでは、全国で実施される日本語教育研修、留学生教育や留
学生交流に関するシンポジウムや協議会等に参加した。 ※wks：stu：R113b
04資料より抜粋

○ 試行的にいくつかの授業を対 教育学部の公開授業、機械工学科の推奨授業制度、理学部地学系の相互授業
象とした相互参観制度をもうけ、 参観制度は特筆できる。年度計画は相応に達成された。中期計画は進行して
教授法の改善を図る。 いる。

※教育学部では、公開授業は「学生が動く授業」をテーマに7つの授業を公開
した。後日、公開授業者を中心にして意見交換会を催した。 ※wks：edu：R
113b04資料より抜粋
※理学部の地学系では、ピアレビューシートを作成し、講義全体（講義の目
標の明確度、講義の構成、キーポイントの強調、説明の明確さ、講義のまと
めの有無 、教材・設備等の利用（板書、OHP、PPT等の使用の適切さ、教科）
書、プリント等の教材の使用の適切さ 、講義態度（話し方、親しみ易さ 、） ）
学生の受講態度等についての評価を実施した。また、同時に評価に対するコ
メントを授業担当者が行い、授業改善に大きく役立った。 ※wks：sci：R11
3b04資料より抜粋
※工学部では、機械工学科では教育点検支援システムとして、推奨授業制度

、 。 、を設け 授業レベルを向上させるためのインセンティブとした 推奨授業は
学生の授業アンケートを評価基準として選定された。しかし、時間的余裕が
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なく、その授業を公開するまでには至らなかった。 ※wks：eng：R113b04資
料より抜粋

⑤ 分野間で授業内容の調整を行 ○ 分野間で授業内容の調整を行 理学部と工学部で、それぞれ教科会議、教育改善委員会等を立ち上げ、分野
うためのシステムを作り、科目間 うためのシステムを作る。 間での調整を行った。まだ一部の学部のみではあるが、年度計画は相応に達
の統一性の確保や学際的テーマに 成された。中期計画は進行している。
対応できる柔軟な教育体制を整え
る。 ※教育学部では、教務委員会で各「コース」および専修にまたがる「授業科

目」の担当体制を整備することとし、担当体制の曖昧な部分を洗い出し、さ
らなる整備を続行する。とくに 「高等学校情報 「図書館司書教諭 「生活、 」 」
科」の運営と授業担当体制の整備を検討した 「生活科」については 「免許。 、
資格に関する小委員会」において検討し、一応の担当運営体制を整えた。
※wks：edu：R113b05資料より抜粋
※理学部では、教育の質を確保するためには、カリキュラムだけでなく、プ
ログラムの修了資格評価・判定を含んだ入学から卒業までのすべての教育プ
ロセスと教育環境に責任を持つ組織が必要である。このために教科会議を設
置した。教科会議の任務は教育プログラムの策定・実行・自己点検評価・欠
点の是正というPDCAサイクルを実践することだったが、本年度は1学科6コー
ス制への移行という学部改革の中での教科会議の立ち上げの時期であったの
で、教科会議の任務の中で実行できたのは教育プログラムの「策定」という
第一段階までの作業であった。 ※wks：sci：R113b01資料より抜粋
※工学部では、改組により教育内容の変更の少ない機械工学科と都市システ
ム工学科は平成17あるいは18年度のJABEE受審を目指し、教育プログラムの最
終調整を行う。今年度はJABEE認定に必要な教育時間調査用のカードリーダシ
ステムを導入した。工学教育連合講演会（2名 、JABEE審査員研修会（3名 、） ）
実地審査オブザーバ参加（2名）に教員を派遣し情報収集に努めた。その他の
学科はそれぞれカリキュラム再検討などの教育プログラム改善を行った。工
学部の全ての学科において教育改善関係の学科内委員会（学科教育点検・改
善委員会、教育改善委員会、教育改善WGなど）の設置、運営を行った。 ※w
ks：eng：R113b02資料より抜粋

⑥ ＴＡ制度による、学習指導体 ○ ＴＡに対するオリエンテーシ ＴＡに対するオリエンテーションは多くの学部で実施された。一部で実施し
制の強化を図るとともに、ＴＡの ョンを学期初めに実施する。 ていない部局があるが、年度計画は相応に達成された。中期計画は進行して
配備の仕方や活用の改善を行う。 いる。

※工学部では、全学科で、実験・実習科目担当TAに対する安全教育と講義演
習科目担当TAに対するガイダンスを実施した。 ※wks：eng：R113b06資料よ
り抜粋

［教育設備等の活用・整備］ ［教育設備等の活用・整備］
⑦ 授業の電子化等を図り、情報 ○ ＩＴ機器や情報システム・Ｃ 教育学部にアート・インフォメーション・システムを設置したマルチメディ
メディアを利用した多様な授業形 ＡＬＬシステムが使える講義室を ア実習室が整備された。理学部講義棟の全教室がＩＴ化対応となった。予算
態に対応する。 整備する。 措置に左右されるが、年度計画は相応に達成された。

※人文学部では、教員へのアンケートで「授業でのIT利用に関する調査」を
実施し、集計・分析の結果、授業におけるコンピュータ利用の方策に優先順
位をつけることができた。121名のうち33名から回答。アンケートの結果、教
室へのプロジェクタとスクリーンの設置が最重要であることが明らかになっ
た。 ※wks：hum：R113b07資料より抜粋
※教育学部では、マルチメディアを使った教育を行うための教室の整備とし
て、1)ビジュアル・エフェクト制作システム、2)映像・音響編集加工システ
ム、3)サウンドラボ・システム、4)映像制作システム、5)教育用アート・イ
ンフォメーション・システム、6)防音設備を整えたアート・インフォメーシ
ョン・システムを、3月中に教育学部B棟B31教室及びB35教室に設置した。
※wks：edu：R112b14資料より抜粋
※理学部では、第1、第2、第4～第7講義室に天吊り型の液晶プロジェクター
と大型電動スクリーンを設置し、IT化対応の一つとしてパソコンによる講義
資料の投影を可能とした。 ※wks：sci：R114002資料より抜粋
※工学部では、既に設置されているパソコンの有効利用を図るため、総合情
報処理センター演習室(100名 65名)の活用を促すこととし 情報処理概論(コ、 、
ンピュータリテラシー)、プログラミング演習等を除く専門科目のうち、今年
度前期に9科目が情報処理センター演習室を利用して実施され、後期に10科目
が実施した。 ※wks：eng：R113b07資料より抜粋

○ 教育資料の電子化のスケジュ 教養教育と理学部と工学部では平成１７年度シラバスを電子化し、ＷＥＢ上
ールを立て、順次ｗｅｂ上に掲示 への掲載を図った。一部の部局で年度計画は相応に達成されたが、全学的に
する。 はなお課題となって残っている。中期計画は少しずつ進行している。

※理学部では、平成17年度のシラバスを理学部長のリーダーシップの下、学
部長裁量経費を使用して電子化することを試みた。 ※wks：sci：R113b07資
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料より抜粋

⑧ バーチャルキャンパスシステ ○ バーチャルキャンパスシステ ＶＣＳ機器更新は約３０％を実施し、残りは次年度以降に確実に実施するよ
ムやインターネットを改善整備 ムやインターネットを改善整備 うに計画が策定された。平成１６年度中は機器の不具合もあり、活用は積極
し、３キャンパス間での効果的な し、３キャンパス間での効果的な 的でなかった。年度計画は相応に達成された。中期計画は少し進行した。
教育の実施を図る。 教育の実施を検討する。

※農学部では、農学部キャンパスにおけるVCSの利用状況を調査した結果、平
成14年度及び15年度に水戸開講の教養科目授業を3日/年の頻度で行ったが、
今年度は実施しなかった。またSCSについては、VCSを介して今年度は5大学の
連合大学院農学研究科博士課程の一般ゼミナールを5回実施している。 ※wk
s：agr：R113b08資料より抜粋

⑨ 教材や学習指導法等に関する 年度計画決定時でのとりまとめ不 なし
、 。開発を支援するシステムを構築す 足のため 16年度は年度計画なし

る。

⑩ 図書館における情報リテラシ ○ 情報検索ガイダンスを体系化 図書館情報検索講習会には９３５人の学生が参加した。年度計画は相応に達
ー教育の充実・強化を図る。 し、常設の基本講習会、利用者の 成された。

レベル別講習会あるいは分野別講
、 、 、習会等の拡充を図る。 ※図書館では 前期は主題別ゼミナールを中心に 39回の授業時説明を行い

併せて808人に説明を行った。後期は計画のように 「図書の探し方 「雑誌、 」、
の探し方 「サーチ・エンジンの使い方 「オンライン・ジャーナル入門」」、 」、
等の主題別に分かれた『情報ナビゲーション・セミナー』を図書館主宰で行
うなど、インストラクションを行った。20回開催して127人参加した。 ※wk
s：lib：R113b10資料より抜粋

○ ＴＡ制度を活用し、情報処理 ＴＡの活用は前年度並みであったが、予算配分が遅れたため、実施期間が短
技術や機器利用の支援サービスを くなった。年度計画は相応に達成された。
強化する。

※図書館では、TA制度を活用し、情報処理技術や機器利用の支援サービスを
強化した。前期授業期間中は、現行どおり実施された。 ※wks：lib：R113b
10資料より抜粋

○ 図書館の利用ガイダンスと情 総合的な利用者教育プログラムの検討は限定的に実施された。年度計画は部
報リテラシー教育を統合した総合 分的に達成された。中期計画は少しずつ進行している。
的な利用者教育プログラムを検討
する。 ※図書館では、図書館の利用者ガイダンスの中で、データベース検索のノウ

ハウやインターネット活用術等の情報リテラシー教育と、主題別レファレン
スブック等紙媒体資料の紹介を併せ行う、メディアを問わないハイブリッド
な情報活用能力育成プログラムを実施した。 ※wks：lib：R113b10資料より
抜粋

［連携した教育］ ［連携した教育］
⑪ 他大学との単位互換協定の締 ○ 他大学等との単位互換制度の 茨城高専と福島高専との単位互換協定を締結した。他大学との単位互換制度
結や放送大学の活用等を進め、多 活用等を進め、多様な履修機会の を活用した学生は少なかった。年度計画は次年度課題となった。
様な履修機会の提供を行う。 提供を行う。

※新たな単位互換として、茨城工業高等専門学校及び福島工業高等専門学校
との協定を平成17年1月21日に単位互換協定を締結した。学生の履修に関する
意識調査等を実施する予定だったが、学生ポータルサイトの構築を待って実
施することとした。 ※wks：stu：R113b11資料より抜粋

⑫ 大学の授業を高校生に受講さ ○ 高校への出前授業、高校生を 高大連携教育やプレカレッジ講座は各学部とも積極的に取り組み、６７本の
せる機会を設けるなど、高大連携 対象とした公開授業・セミナー等 出前授業に４８７人の高校生が受講し、かなりの成果をあげた。さらに、７
教育を推進する。 を開催し、高大連携教育を推進す 本の公開授業に１３名の高校生が参加した。年度計画は達成された。中期計

る。 画は順調に進行している。

※教育学部では、16年度模擬授業（高等学校への出張授業）への教育学部教
員の派遣校数は13校であった。 ※wks：edu：R113b12資料より抜粋
※農学部では、県内8つの高校が指定校となり授業回数15回・1コースの講座
を開講し、受講生に単位を認定するプレカレッジ講座が開設された。今年度
は、プレカレッジ拠点校10校の内5校へ、また高校独自の出前授業企画校14校
にて出前授業を実施した。12月4日に、県内8校の進路指導教員を対象に農学
部キャンパスにおいて説明会を開催した。参加高校は8校にとどまった。茨城
県教育委員会が主催するプレカレッジ講座は平成15及び16年度を実施期間と
していたが、平成17年度も開催することとなった。 ※wks：agr：R113b12資
料より抜粋

［教育の質の改善］ ［教育の質の改善］
⑬ 学生による授業評価と教員に ○ 全学部において学生による授 学生による授業評価は４学部で着実に実施された。今後の課題は全学部での

。 。よる教育評価を総合的に分析し 業評価と教員による教育評価を行 実施と実施率の向上とＰＤＣＡの導入である 年度計画は相応に達成された
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て、改善策を立案・実施するシス い、計画・実行・点検・改善［Ｐ
テムを構築する。 ＤＣＡ］を検討する。 ※理学部では、教育に関する評価は、科目を履修した学生の何割が、それが

設定した達成目標に達したかで評価できることになる。したがって学習達成
の評価基準まで明示されたシラバスが重要になり、教員にとってはシラバス
が自らの教育・授業の質を証明するための第一次資料としての意味を持つ。
したがって新一年生に対するシラバスをきめ細かく書いて準備することとし
た。 ※wks：sci：R113b13資料より抜粋
※工学部では、学期途中での学生への中間アンケートおよび学期末の授業ア
ンケートを実施した。また、アンケート結果を踏まえた授業改善のための教
員による授業自己評価を実施し、教員による授業の改善策（前年度からの改
善の効果や反省点も含む）が、ホームページで学部内教員限定で公開されて
いる。さらに、この資産を共有化し、教授能力の向上、効果的な教育方法の
開発に役立てるために、全教員参加型のFD研修会が3月19日の教授会開催の前
に行われた。授業アンケートを教育の個人評価にどの程度組み込むのか、ま
た、その教育評価をどのように使うのかについては、教育制度改革委員会の
検討事項として、審議中である。 ※wks：eng：R113b13資料より抜粋

○ 教員の教育上の業績を評価す 教員の教育業績の評価のために、学長の下に教員評価ＷＧを設置し、評価方
る制度の検討を開始する。 法と評価項目の検討を行った。平成１７年度には試行評価を行うことを大学

として決定した。工学部機械工学科の教員評価の実施は特筆できる。年度計
画は相応に達成された。中期計画は進行している。

※本学では、11月の評議会において教員評価に関する事項に関して別の組織
で審議することが承認された。それを受けて教員評価に関するタスクフォー
スの設置を計画し、平成17年1月の部局長会において了承された。2月に教育
評価タスクフォースを設置し、教育の質的改善のために行う「教育評価」に
ついて項目の整理を行った。平成17年度に試行教育評価を行うことを年度計
画として決定した。 ※wks：adm：R230005-a3資料より抜粋
※理学部では、学部長の下に研究推進会議を設け、二回の会合を持ったが、
まだ教員評価についての議論には入っていない。 ※wks：sci：R113b13資料
より抜粋
※工学部では、学期途中での学生への中間アンケートおよび学期末の授業ア
ンケートを実施した。また、アンケート結果を踏まえた授業改善のための教
員による授業自己評価を実施し、教員による授業の改善策（前年度からの改
善の効果や反省点も含む）が、ホームページで学部内教員限定で公開されて
いる。さらに、この資産を共有化し、教授能力の向上、効果的な教育方法の
開発に役立てるために、全教員参加型のFD研修会が3月19日の教授会開催の前
に行われた。授業アンケートを教育の個人評価にどの程度組み込むのか、ま
た、その教育評価をどのように使うのかについては、教育制度改革委員会の
検討事項として、審議中である。 ※wks：eng：R113b13資料より抜粋
※農学部では、今年度は教育評価制度及び研究評価のあり方については改革
委員会で検討することにした。委員会では法人制度小委員会（田切委員長）
での議論及び資料（高知工科大学、長崎大学、北九州市立大学）を参考に評
価に関する理解を深めた。 ※wks：agr：R113b13資料より抜粋

○大学院課程 ○大学院課程
［教育実施体制］ ［教育実施体制］
① 専攻間で共通的授業内容の調 ○ 専攻横断型の授業科目を設け 農学研究科では先端農学基礎科目を全専攻で必修化することで、専攻横断型、
整を行うためのシステムを作り、 学際的テーマに対応できる柔軟な 授業を実施した。理工学研究科では副指導教員制の導入により、その実施を
学際的テーマに対応できる柔軟な 教育体制を整える。 図った。年度計画は相応に達成された。
教育体制を整える。

※教育学研究科では、大学院専門委員会で、複数教員指導体制について検討
。 、 、した 専修によっては すでに柔軟な指導体制をとっているところもあるが

開かれた指導体制への必要性が、研究科全体の問題としてとらえられていな
いとこがある。現状の課題をさらに調査することとした。 ※wks：edu：R11
3g01資料より抜粋
※理工学研究科では、理系学では、平成15年度末の学務委員会において副指
導教員制導入が決定され、年度初めに研究計画を立てる際に、副指導教員の
開講科目を受講するように指導し、おおむね問題なく体制は有効に機能を果
たした。工学系では、入学学生19名（休学中を除く）の内、18名は副主導教
員の講義を履修している。 ※wks：gse：R112g08資料より抜粋
※農学研究科では、学際的テーマに対応できる柔軟な教育体制を整える一環
として、現代農学と生命科学の全体像の理解を図るために、6つの先端農学基
礎科目（応用生理学、応用生態学、分子細胞生物学、生物機能分子学、生物
資源環境学、環境情報・政策学）を専攻の枠を越えて設けた。特別研究の指
導に際して、主指導教員（1名）と副指導教員（2名）をおいた。 ※wks：ag
r：R113g01資料より抜粋

○ バーチャルキャンパスシステ ＶＣＳ機器の状態が良好でなく、授業にかなりの支障が発生した。積極的な
ムやインターネット授業システム 授業構築は次年度以降になった。年度計画の達成はおもわしくない。中期計
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の構築をめざす。 画の進行は全体に遅い。

※農学研究科では、全国の6つの農学系連合大学院の共通ゼミナールとして、
前期には6月24、25の2日間、計8タイトルの日本語の授業がおこなわれた。茨
城大学会場の出席者は2日間で延べ278名、1つの授業への出席者は最大時で37
名であった。この中には東京農工大学配属の大学院生2名の参加が含まれてい
た。茨城大学からも2名の教員が各90分の講義を担当した。後期には11月24,
25, 26日の3日間、計12タイトルの授業が英語で行われた。茨城大学会場の出
席者は3日間で延べ243名、1つの授業への出席者は最大時で23名であった。こ
の中には宇都宮大学配属の大学院生1名の参加が含まれていた。 ※wks：agr
：R113g01資料より抜粋
※理工学研究科では、SCSとVCSを利用した七大学大学院合同セミナーを「高
齢社会におけるライフサポート科学技術」をテーマとして10月15日と29日に
実施し、茨城大学から84名の受講者があった（欠席者11名 。また、7大学全）
体の履修申告者数も265名と例年以上に多かった。学生アンケートでは授業環
境の悪さ、特にVCS経由の映像は解像度が低く、しかも機器の不具合による映
像の停止が指摘された。 ※wks：gse：R113g01資料より抜粋

② ＲＡ制度の活用により、第一 ○ ＲＡ制度を活用し、研究教育 ＲＡ制度は維持されているが、その効果についての検証はできていない。年
線の研究活動に触れさせ、研究教 を効果的に行う。 度計画の達成は部分的である。中期計画の進行は遅い 。。
育を効果的に行う。

※理工学研究科では、日立地区博士後期課程の学生数97名（H16FY）を対象と
し、経費はRA配分予算（日立地区分）による。応募数13名全員を採用した。
研究の内容に制限はない。水戸地区では、応募数22名から13名を採用した。

※wks：gse：R113g02資料より抜粋

［教育設備等の活用・整備］ ［教育設備等の活用・整備］
③ 先端科学技術に関する教育・ ○ 先端科学技術に関する教育・ 特別設備費によって教育学部と農学部に新たな大型設備が整備された。共同
研究支援拠点を整備し、高度の各 研究支援拠点を整備する。 教育研究施設に設置されている各機器の共同利用は一定のレベルにある。機
種分析機器を効率的に管理・運用 器分析センターの主要機器類の老朽化対策を全学的支援により実施した。教
し、共同利用の推進と測定サービ 育研究設備の整備に貢献することになる平成１６年度科学研究費による１，
ス等の充実に努める。 ０００万以上の予算採択は、特別研究促進費が１件、基盤Ａが２件、基盤Ｂ

が１件であった。５００万〜１，０００万の採択件数は１０件であった。予
算措置によって年度計画の達成が左右されるが、平成１６年度は相応に達成
された。中期計画は進行している。

※教育学部では、マルチメディアを使った教育を行うための教室の整備とし
て、1)ビジュアル・エフェクト制作システム、2)映像・音響編集加工システ
ム、3)サウンドラボ・システム、4)映像制作システム、5)教育用アート・イ
ンフォメーション・システム、6)防音設備を整えたアート・インフォメーシ
ョン・システムを、3月中に教育学部B棟B31教室及びB35教室に設置した。
※wks：edu：R112b14資料より抜粋
※機器分析センターでは、故障停止中のレーザーラマン分光装置の修理を行
った。 ※wks：sre：R113g03資料より抜粋

［連携した教育］ ［連携した教育］
④ 魅力あるカリキュラムを構築 ○ 単位互換制度、連合大学院制 単位互換と連携大学院は利用する学生が少なく、年度計画の達成は十分でな
するため、近隣大学及び研究機関 度、連携大学院制度の積極的利用 い。中期計画の進行は遅い。
との連携を推進し 単位互換制度 を図る。、 、
連合大学院制度、連携大学院制度 ※農学研究科では、従来の資源生物科学専攻にある２教育研究分野（食品機
の積極的利用を図る。 能学、食糧品質科学）を再編して1分野（食品分子機能学）とし、新たな分野

として、連携大学院方式による分野（食品機能工学）を設けた。これにに伴
う特論授業科目（食品免疫学、食品機能工学、糖鎖工学、各１単位）を開講
し、食品科学に関する授業科目を充実させた。 ※wks：agr：R113g04資料よ
り抜粋
※理工学研究科では、筑波医療短期大学との連携については相互訪問を実施
し、協定内容について協議したが、今年度の締結には至らず、継続審議とな
った。7大学大学院セミナーは博士前期課程学生を対象として 「高齢社会に、
おけるライフサポート科学技術」をテーマに10月に2日間、SCS及びVCSを利用
した集中講義として開催された。受講生数は7大学合計で265名、茨城大学か
らは95名であった。 ※wks：gse：R113g04資料より抜粋

⑤ 茨城大学・宇都宮大学・東京 ○ 茨城大学・宇都宮大学・東京 連合大学院制度は継続的に活用された。年度計画は本学のみの意向で実施で
農工大学で構成される連合農学研 農工大学で構成される連合農学研 きないので、継続的課題として、取り組む予定である。中期計画の進行はあ
究科による教育研究体制を継続 究科による教育研究体制を継続 まり明瞭でない。
し、将来のあり方についても積極 し、将来のあり方についても積極
的に検討する。 的に検討する。 ※農学研究科では、4月16日、7月28日、10月21日に構成3大学の学部長（研究

科長）が集まり、連合農学研究科の現状分析と将来について検討を進めてい
る。当面は次年度に向けて、3大学間の学生教育における連携を強化するため
の具体的な方策について、学内外のCOEも視野に入れた具体化を図るべく、将
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来に向けての検討を進めるために、ワーキンググループを組織して、年度末
より検討を開始することになった。 ※wks：agr：R113g05資料より抜粋

⑥ 社会人学生のための指導体制 次年度以降の取組のため、16年度
を整備する。 は年度計画なし。

［教育の質の改善］ ［教育の質の改善］
⑦ 授業の在り方や研究指導、学 ○ 学生の授業評価結果も参照し 大学院の授業評価はほとんど行われていない中、農学研究科が院生による授
位認定などについて点検を行うシ て教育内容を見直し 改善を行う 業アンケートを実施したことは特筆できる。ＦＤは学部と合同で行われてお、 。
ステムを充実し、教育の質の改善 また、そのためのＦＤを組織的に り、テーマの設定が十分でない。年度計画の達成は不十分である。
を図る。 実施する。

※農学研究科では、点検・評価委員会の中に大学院授業アンケート調査項目
の原案を策定するワーキンググループ（学科代表3名による）をつくり、授業
アンケート質問項目を検討し、4クォーター終了後に全受講生を対象に、今年
度の全開講科目について授業アンケート調査を実施した。アンケート結果の
分析や各教員による自己点検評価については次年度継続することとした。
※wks：agr：R113g07資料より抜粋

、 （ ） 、※理工学研究科では 水谷惟恭教授 東京工業大学大学院理工学研究科 に
『達成度判定システムとその実施』のテーマで、人間力と専門力の向上を目
指した達成度判定（Outcomes Assessments）の新しい試みについて、その精
神・意義、手法、実施状況についてご講演いただいた。この講演会は12月8日
に開催され 工学部の教員100名以上が参加した 学内ホームページ上での 授、 。 「

」 、 、業アンケートに基づく授業改善計画 の公開はほぼ合意されたが HPの作成
管理・運営上の問題から公開に至っていない。 ※wks：gse：R113g07資料よ
り抜粋

。 。○ 授業内容の自己点検評価法の 大学院の授業評価はほとんど行われていない 次年度以降の重要課題である
開発、教育評価の方法と評価シス 年度計画の達成は不十分である。
テムの検討に着手する。

※理工学研究科では、中間授業アンケートを実施した。中間授業アンケート
とは、学期途中に任意形式で学生の意見を聞き、それをすぐに残り回数の授
業に反映させ、即効的な授業改善を意図している。しかし、その実績評価に
は至らず、次年度の課題として残った。 ※wks：gse：R113g07資料より抜粋
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（４）学生への支援に関する目標

［相談・助言・支援］
、 、中 ① 多様な学生の要請に対応し 学生に対する学習・生活・相談等の支援・サービス機能の向上と

指導体制の整備を図り、組織的・総合的な学生支援を推進するとともに、点検評価を行ってその改
善に努める。期
② 学生への経済的支援を推進する。
③ 学生の身体的・精神的健康の維持と増進を図る。目
④ キャンパス環境の向上を図る。
⑤ 課外活動への支援を強化する。標
［就職支援］
⑥ 学生の就職支援を推進し、職業観を涵養し、就職意識を啓発する活動を行う。
［留学生・社会人支援］
⑦ 留学生に対する支援制度の充実を図る。
⑧ 社会人学生の学習に特別の配慮をし、修学を容易にする方策をとる。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

［相談・助言・支援］ ［相談・助言・支援］
① 水戸キャンパスには学生サー ○ 学生支援業務を総合的に行う 学生サービスセンターの整備構想が策定された。年度計画は部分的に達成さ
ビスのセンターを整備し、日立と 「学生サービスセンター」を水戸 れた。
阿見キャンパスにはその分室を整 地区に設置する。日立、阿見キャ
備して学生サービスを総合的に行 ンパスにはその分室を整備して、 ※工学部では、日立地区の学生サービス機能向上に向けて、必要とされる全
う。学生支援業務の点検評価を行 一体的な運営を行い、学生が同質 構成員の意見内容と分布に関する情報確認を目的として、工学部キャンパス
って、学生サービスの改善に資す のサービスが受けられるよう必要 全構成員対象に、学生サービスアンケート実施した。 ※wks：eng：R114001
る。 な措置を講ずる。 資料より抜粋

※学生サービスセンター構築の第1段階として、2月中に事務部の一部移動を
計画通り実施した。これに伴い学生サービスの一環としてのパソコン40台の
設置を含めた、学生控え室兼履修申告等作業室も設置した。日立及び阿見キ
ャンパスに分室を整備することの検討には未着手である。 ※wks：stu：R11
4001資料より抜粋

○ 学生サービスマスタープラン 学生サービスマスタープラン（答申）がつくられ、同プランに基づくサービ
を作成し、同プランに基づく学生 ス計画が検討された。年度計画は相応に達成された。
支援・サービスの計画的な実施に
着手する。 ※平成15年9月24日の改革推進委員会で、この委員会の下に「学生サービスマ

スタープラン小委員会」を設置することが決定した。教育担当副学長を委員
長として、教員及び事務員11人の構成により、第1回小委員会を平成15年11月
7日に実施した。その後、数回の小委員会を開催して、平成16年3月31日に中
間答申が出された。その後、更に数回の小委員会を経て、最終答申が平成16

。 。年7月27日に出された 年度ごとの大まかな学生支援体制をシミュレートした
これを実現するための具体的な方策を検討する必要がある。特に予算措置を
必要とするものが多いので、これからの予算的年度計画を明確にしていく必
要がある。 ※wks：stu：R114001資料より抜粋

○ 水戸地区の学生サービスセン ワンフロアでの学生サービスについては、検討中となっている。年度計画は
ターについては、ワンフロアで学 未達成である。中期計画は少し進行した。
生に有機的なサービスを提供でき
る計画を進める。 ※共通教育棟1号館における「学生サービスセンター」の1フロア計画に基づ

き、1階にある教育担当副学長室、学務部長室及び学務総務･大教センター係
室を2階に移動した。これに伴い学生サービスの一環としてのパソコン40台の
設置を含めた、学生控え室兼履修申告等作業室も設置した。 ※wks：stu：R
114001資料より抜粋

② 学生の学習室及び交流室のス ○ 学生の学習室及び交流室のス 平成１６年度は共通教育棟２号館の空調設備を集中的に整備した。理学部で
ペースを充実し、教室・実験室等 ペースの確保に努めるとともに、 は学部独自予算により、Ｅ棟Ｇ棟の空調整備、実験施設更新、学生実験室環
の環境の整備充実を進め、学習環 教室・実験室等の環境の整備充実 境整備を行った。工学部は独自予算で３教室の空調整備を行った。学生の学
境の向上を図る。さらに、学生用 を進め、学習環境の向上を図る。 習環境や福利施設などの大型整備は、概算要求との関係があり課題として残
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図書を充実するとともに、図書館 さらに、学生用図書の充実を継続 った。
や学習室等の利用時間を延長す するとともに、図書館や学習室等 農学部図書館分館で土曜日開館を実施した。年度計画は相応に達成された。
る。 の利用時間を延長する。

※人文学部では、学生を対象に、学内施設の利用状況と人文学部施設への要
望を調査することにし、数度の検討を経てアンケート項目を定めた。アンケ
ートはマ－クシ－トを用い、教員の協力を得て12月から1月の授業中に実施し
た。回答者の合計は737名（人文学科249名、社会科学科349名、コミュニケ－
ション学科139名。男子282名、女子455名）である。これを元にして施設の改
善をどのように行うかは、今後の将来計画、施設改修計画と関わるので、新
たな委員会のもとで検討することとした。人文学部図書室では、学生への教
育サービスを向上させるため 「人文図書室オリエンテーション」による利、
用者教育の充実を図っている。4月～7月にかけてオリエンテーションを32回
実施した。昨年度の回数（14回）より多い。平日の開室時間を午後6時まで延
長した。また、学外者も人文図書室を利用できるようにした。 ※wks：hum
：R114002資料より抜粋
※教育学部では、施設の全面的な点検見直しを行い、各建物の役割と位置づ
けならびに再配置を検討した。そして、現在教室、演習室、実験室、教官研
究室等が混在しているB棟の改修を進め、高機能をもつ教育研究スペースに再
生する改修計画を作成し、平成17年度施設費概算要求として提出した。 ※w
ks：edu：R114002資料より抜粋

、 （ ） 、 、※理学部では 理学部E340室 20平方m をJABEE資料室とし 内装等整備し
ロッカー・机を配置した。JABEE審査に備えて、試験答案、レポート等の整理
保存を開始した。講義室、実験室、研究室等の活用度を調査（16年4,5月の使
用実績）し、一層効率的な使用を目指すこととした。9月にE棟空調整備を、1
2月にG棟空調設備、G棟実験室壁の整備、E棟学生室の整備、及びGE棟什器類
整備を行った。学部の予算で駐輪場の整備を行った。 ※wks：sci：R114002
資料より抜粋
※工学部では 4月30日に第1回キャンパスツアーを実施し a.会瀬国際寮 b.、 、 、
吼洋寮、c.国際交流会館、d.課外活動共用施設の順に巡回視察して、問題点
を確認した。現在改修待ちの状態にある、電気電子工学科北棟、物質工学科
南棟、共通研究棟、共通実験棟などの古い建物では、学生用スペースは殆ど
設けられていないため、改修の際に、強制的にリフレッシュラウンジ等のス
ペースを設けることとした。衛生管理者による週に一度の職場巡視、産業医
による月に一度の職場巡視、ならびに、日立事業場安全衛生委員会の月に一
度の開催を予定したが、規定の回数を下回った。 ※wks：eng：R114002資料
より抜粋
※農学部では、セキュリティー対策として図書館に防犯カメラを設置した。
学生委員会及び学務係が学生寮の現状把握及び点検を実施した。 ※wks：ag
r：R114002資料より抜粋
※理工学研究科では、入学試験は共通講義棟で実施され、理工学研究科博士
前期課程では7教室、博士後期課程では1教室が使われる。これらの教室のう
ち3教室にガス方式エアコンを設置した。 ※wks：gse：R114002資料より抜
粋
※大学教育研究開発センターでは、視聴覚機器およびビジュアル教材等の購

、 。入については 教育IT化検討ワーキンググループを立ち上げて検討中である
※wks：cue：R114002資料より抜粋

※図書館では、本館・工学部分館においても学生用図書として17年度シラバ
ス掲載の図書を購入し17年度初頭に利用できるようにすることで、授業支援
を行こととしたが、水戸キャンパスでシラバス掲載図書として購入希望があ
ったのは、授業本数の7％程度の授業においてだけであった。農学部分館の土
曜（授業期間）の開館時間は9時～13時の4時間だったが、昨年10月に10時～1
6時とする開館時間変更を試行した。好評だったため、17年度より授業のある
期間の土曜日（34日）を6時間開館する。 ※wks：lib：R114002資料より抜
粋
※学務部では、共通教育棟の空調設備は半数以上の教室が未設置であったた

、 、 、 。め 共通教育棟2号館2階7部屋 3階7部屋 4階3部屋の合計17部屋に設置した
これにより2号館の全教室が空調を完備した。 ※wks：stu：R114002資料よ
り抜粋

○ 学内の教育連携を進めるため ３キャンパス間バス運行は継続的課題である。年度計画の達成は極めて部分
に、学内３キャンパス間のバス運 的である。
行整備計画の検討を開始する。

※農学部では、カリキュラム編成や学生サービス（就職講演会、課外活動、
図書館利用など）の観点からのバス運行計画を検討する必要から、阿見―水
戸及び阿見―日立間のバス（35人乗りマイクロバス）運航経費の見積もりを
取った。 ※wks：agr：R114002資料より抜粋

○ キャンパス内禁煙を原則とす 大学内建物は全面禁煙となった。一部に喫煙コーナーの整備が行われた。年
るとともに、喫煙コーナーを整備 度計画は相応に達成された。中期計画の進行は認められる。
する。
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※工学部では、キャンパス内歩行禁煙を掲示し、歩行喫煙者は減少した。ま
た、講義棟ロビーでの禁煙を実施し、講義棟内に、独立空調型の喫煙所を設
置し、分煙措置が行われた。 ※wks：eng：R114002資料より抜粋

③ 学務情報の総合的管理と利便 ○ 学生証のＩＣカード化を図る 学生証のＥｄｙ機能付きＩＣカード化が決定され、予算措置が行われた。年。
性の向上のため、学生証のＩＣカ 度計画は達成された。中期計画は順調に進行している。
ード化を図る。

※学務部では、証明書自動発行機、図書館及び保健管理センターでの使用を
可能とする学生証ICカードの導入を計画し、17年度4月から教室の入退出機能
やエディー機能等も含めた仕様で導入することとした。 ※wks：stu：R1140
03資料より抜粋
※保健管理センターでは、学生健康診断データベースの設計・構築準備のた
め、徳島大学保健管理センターの健診システムについて調査を行った。この
システムをいかに茨城大学の方式に修正するかが今後の課題である。 ※wks
：stu：R114003-c4資料より抜粋

④ 奨学制度を学生へ周知し、各 ○ 学生に対する独自の経済的支 教育ローン制度の銀行との提携など独自の経済的支援策が導入された。年度
種の奨学金制度の利用を拡大する 援方策の検討に入る。 計画は相応に達成された。
とともに、勉学意欲の高い学生に
対する経済的支援の充実に努め ※学務部では、本学独自の経済支援策として、金利優遇など茨城大学向け提
る。 携教育ローン商品「学援生活」の取り扱いを開始した常陽銀行と提携し、調

印式を3月9日に行った。同ローンは基準金利から0.7％優遇するほか社会人大
学院生にも対象を拡大している。県内金融機関で国立大学との提携ローンを
扱うのは初めて。融資限度額は500万円で担保や保証人は不要。金利は、同行
との取引状況に応じて最高1.5％低い金利で融資を受けられる。 ※wks：stu
：R114004-c1資料より抜粋

○ 学内掲示板、電子掲示板、イ 奨学金等の募集情報を各種メディアを用いて広報周知した。年度計画は相応
ンターネットにより奨学金の募集 に達成された。中期計画の進行は十分とはいえない。
等を広く周知する。

※学務部では、学内掲示板への掲示は、奨学金の募集対象者によっても若干
、 、 、 、 、異なるが 水戸地区においては 中央掲示板 共通教育棟2号館 学生生活課

各学部、各研究科及び特殊教育特別専攻科の各掲示板計10カ所、工学部学務
係、農学部学務係の各掲示板に掲示している。さらに 「茨城大学育英奨学、
金制度のホームページ」を開設し、最新の情報を提供できるようにし、モバ
イルサイトも追加し、更に充実させた。 ※wks：stu：R114004-c1資料より
抜粋

⑤ 学生の身体的・精神的健康の ○ クラス担任等を通して学生へ 「読んで良かった安全な学生生活マニュアル」を作成し、１４回の講義で学
維持と増進を図るとともに、精神 の防犯安全教育を徹底する。 生に防犯・安全教育を行った。安全ガイドラインや実験安全マニュアルを作
衛生やセクシュアル・ハラスメン 成し、配布した。年度計画は相応に達成された。
トなどに係わる相談体制をより充
実する。 ※工学部では、各種トラブルや問題の解決に向けて、その都度、全学生への

警告注意掲示等を行った。今後、学生アンケート等を実施し、学生生活一般
の状況を把握して問題の回避・解決を図ることとした。12月8日には特に留学
生に対する交通事故防止対策のため、所轄警察による交通安全講演会を実施
した。11月24日には、所轄消防署による学生寮の防災避難訓練を実施した。

※wks：eng：R114005資料より抜粋
※学務部では 「読んで良かった安全な学生生活マニュアル」を10,000部作、

、 （ ） （ ） 、成し 全在学生 学部生・院生 に後期 10月 授業開始時と同時に配付し
学生の安全意識の向上を図った。学生の防犯意識向上のため、16年度後学期
に教養科目（総合科目「社会人入門・特別講義 ）で開講した。履修登録学」
生は88名で人気のある授業となっている。警察署署員の協力を得て、男子学
生も含めた防犯オリエンテーションを実施した。参加人数は、約30人であっ
た。 ※wks：stu：R114005資料より抜粋
※本学では 「国立大学法人茨城大学安全ガイドライン」を作成し、教職員、
・大学院生に配布して、安全衛生教育を実施した。労働安全衛生コンサルタ
ントと衛生管理者による実験室訪問を行い、教職員及び学生に、安全指導と
教育を実施した。 ※wks：adm：R520002資料より抜粋

○ 学生相談室の整備充実を図り 工学部でメンタルヘルスケアについての学生アンケートを行い、相談室環境、
学生が相談に来やすい環境作りを の整備を行った。学務部の相談室の整備充実は次年度課題となった。年度計
進める。 画は部分的に達成された。中期計画は進行している。

※人文学部では、現在の各学科での学生相談体制を把握し、その長所を学部
全体の今後の学生相談体制に組み入れる準備が整った。 ※wks：hum：R1140
05資料より抜粋
※日立地区では、学生・院生のメンタルヘルスケアの観点から 「学生サー、
ビスアンケート」を実施した。次年度以降、アンケートを解析して、学生サ
ービス機能向上を目指す。また、学部長裁量によって、保健室が改修され、
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学生相談室の環境が改善された。 ※wks：eng：R114005資料より抜粋
※農学部では、学生の入学単位である各学科の学科長を中心とし、全学生を
対象とした成績の把握、定期的な面接、問題を抱えた学生の重点的な面接等
を軸とした相談体制を構築した。精神科医師（非常勤講師）によりカウンセ
リングの12月までの受診者は11名で、計21回のカウンセリングが行われてい
る。また相談内容によっては保健センター医師との連携も図られている。
※wks：agr：R114005資料より抜粋
※理工学研究科では、院生・学生のメンタルヘルスケアの観点から、院生・
学生の意識調査のために、学生アンケートを実施し、工学部院生の意識調査
を実施した。また、学部長判断によって、保健室改修の迅速な対応が実現さ
れ、学生相談室の環境が大きく改善した。 ※wks：gse：R114005資料より抜
粋
※学務部では、保健管理センターのWeb上で、診察・健康相談、精神衛生相談
・学生相談（要予約 、栄養相談を掲載した。学外機関との連携による相談）
体制では、水戸市消費生活センターと連携している。 ※wks：stu：R114005
資料より抜粋

⑥ キャンパス内バリアフリー化 ○ 障害者用施設設備の充実を図 特別な設備の導入はなかった。大規模なバリアフリー化は予算措置とのかね
や障害者用施設設備の充実を図 る。 あいがあり、必ずしも実施できない。年度計画は実施されなかった。
り、障害のある学生が利用しやす
い環境を整備する。 ※日立地区では、改修の際にバリアフリー化を徹底すべく、ナノテクノロジ

ー総合棟及び環境･電子情報材料研究棟の改修計画書類を作成し提出した。
※wks：eng：R114006資料より抜粋
※学務部では、水戸地区各部局の了解とその部局を含め水戸地区交通対策委
員会との連絡調整を行う必要があるため、計画を進めるに至っていない。
※wks：stu：R114006-c1資料より抜粋
※本学では、身障者駐車場、スロープ未設置建物の確認、多目的トイレの改
修と新設場所を調査し、環境リサーチ・ラボラトリー棟には男女各1カ所の多
目的トイレと身障者駐車場2台分が設置された。 ※wks：fin：R510006資料
より抜粋

、 。○ 駐輪場を整備して視覚障害者 理学部では独自予算で駐輪場の整備を行ったが なお課題として残っている
に配慮する。 年度計画は部分的に達成された。中期計画の進行は遅い。

※学務部では、水戸地区各部局の了解とその部局を含め水戸地区交通対策委
員会との連絡調整を行う必要があるため、計画を進めるに至っていない。
※wks：stu：R114006-c1資料より抜粋
※理学部では、学部の予算で駐輪場の整備を行った。 ※wks：sci：R114002
資料より抜粋

⑦ 各種福利厚生施設の有効な利 ○ 生協福利厚生施設及び大学会 福利施設などの大型整備は、概算要求との関係があり課題として残った。施
活用に努め、施設の整備改善を図 館の施設整備を図る。 設什器などは部分的に更新を図った。年度計画は部分的に達成された。
る。

※学務部では、大学会館（茨苑会館）前庭や福利センターの南側を整備し、
テーブル＆ベンチを増設してカフェテリア形式で食事が出来たり、晴天時に
休憩できるよう環境を整備したかったが、予算措置がないため実行できなか
った。 ※wks：stu：R114007-c1資料より抜粋

○ 大学講堂の整備利用計画を策 部分的に整備し、利用促進を図った。年度計画は相応に達成された。中期計
定する。 画の進行は遅い。

※学務部では、空調設備や照明設備を整備しなおし有効的に利用を進めたい
が、予算措置がないため実行できなかった。 ※wks：stu：R114007-c1資料
より抜粋

⑧ 学生の課外活動を支援・助言 ○ 学生の課外活動を支援・助言 工学部では日立地区産業祭と共同で工学祭とオープンキャンパスを実施し、
し、課外活動の活性化に努力する し、学生団体と協力して課外活動 課外活動の活性化を進めている。学生の課外活動の成果は高く評価できるも
とともに、課外活動に要する経費 の活性化を進める。 のであり、特筆できるものとして、ハンドボール女子世界ジュニア選手権出
・施設の充実、表彰制度等の充実 場や２００４年世界サンボ選手権大会男子１００kg級８位、東日本選手権競
を図る。 漕大会男子シングルスカル優勝と３位、関東オープントランポリン競技選手

権大会Ｂクラス女子３位がある。年度計画は相応に達成された。中期計画は
進行している。

※教育学部では、教育学部の各選修・コースには従来から専攻会という学生
の自主的活動組織があり、学生の研究教育活動、親睦活動に大きな役割を果
たしてきた。全ての選修・コースについて、専攻会の活動状況を調査した。
専攻会活動のみならず、学生の自主的組織としての教育ボランティアなどの
小グループ活動状況も調査し、指導・助言を行った。学生の自主的組織と活
動状況を把握することができた。 ※wks：edu：R114008資料より抜粋
※工学部では、学生サービスアンケートを実施して、課外活動施設や活動支
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援に対する関心と意識調査を行った。現在、アンケート集計および解析作業
を進めている。11月13日と14日に工学祭をオープンキャンパスとリンクし、
第4回ひたち未来シンポジウムの開催や日立地区産業祭にあわせて開催した。
22グループが研究室公開等で参加した。しかし、課外活動の活性化の視点か
らみると、参加した学生が少なかった。 ※wks：eng：R114008資料より抜粋
※農学部では、平成15年度末に学生を対象として実施したアンケート（回収
率77％）では、農学部の施設整備のなかで最優先してほしいものとして、課
外活動に関連する体育館やサークル棟等の建設要求が80％以上と最も高かっ
た。16年度の農学部学生支援経費のうち、約80％の予算が馬術部建物の屋根
や弓道部のあづち修理に使用されたので、他サークルからの要求を満たすこ
とが出来なかった。今後は少しずつ増やすことが必要と考えられる。 ※wks
：agr：R114008資料より抜粋
※学務部では、学友会が企画実行している茨苑祭（11月20・21日開催 ・体）
育祭（6月26日開催 ・新歓祭（4月17日開催）等において打ち合わせを開催）
し、関係者の要望を踏まえ学内連絡調整や消耗品等の支援を行った。茨城県
教育庁生涯学習課の社会教育主事及びNPO法人の事務局長を講師として迎え、
サークルリーダー研修会を開催したところ、29名の参加者があった。課外活
動施設・物品等の使用サークルから、課外活動施設・物品等の現状調査を行
い、緊急性の高い物を優先し、修理・更新等を予算の範囲内で行った。平成1
7年3月17日に学生表彰式を行った。代表的な表彰者として、ハンドボール世
界ジュニア選手権出場決定、2004年世界サンボ選手権大会男子100kg級8位、
第54回東日本選手権競漕大会男子シングルスカル第2部優勝と3位、第12回関
東オープントランポリン競技選手権大会オープンBクラス（女子）第3位があ
げられる。 ※wks：stu：R114008-c1資料より抜粋

［就職支援］ ［就職支援］
⑨ 就職相談体制の強化、就職先 ○ 就職支援センターの体制を充 就職支援センターの活動に非常勤講師をつけるなど、充実を図った。各学部
の開拓や情報収集の提供などの就 実する。 にも就職相談室が設置されており、密接な連携が課題である。年度計画は相
職活動に対する支援を行う。さら 応に達成された。
にインターンシップ講座や就職ガ

、 、 、イダンスの充実を図り、職業観を ※教育学部では 就職相談室において 教職受験についての指導を行うため
涵養し、就職意識を啓発する活動 学生の相談相手として非常勤講師（1名）を採用し対応している。指導の内容
を行う。 は、教員採用試験願書の書き方、論作文・志望書等の内容添削指導、個人面

接・集団面接・模擬授業等の実地指導、幼稚園教員採用試験等の個人指導で
ある。その他に教員採用試験対策に最近力を入れており、非常勤講師（1名）
を採用し教職採用状況および試験の対策に関する授業を行っている。また、
客員教授（1名）を採用し、面接・論作文の指導を行っている。就職相談室の
利用者は16年度末の総数1,568名。月平均約130名。 ※wks：edu：R114009資
料より抜粋
※理学部では、第1回理学部就職ガイダンスを、5月26日に実施した。学部・
院生あわせて延べ約120名が参加した。第2回理学部就職ガイダンスを、11月2
4日に実施した。学部・院生あわせて延べ約110名が参加した。 ※wks：sci
：R114009資料より抜粋
※農学部では、4月以降12月までに12回の就職ガイダンス、会社説明会を開催
した。農学部学生への求人数は順調に推移しており、就職内定数も順調に推
移している。12月から3月まで、就職相談員が雇用され毎週1回、学生の就職

。 。相談に対応している 就職支援センターの阿見地区での分室計画を検討した
※wks：agr：R114009資料より抜粋

※学務部では、就職支援センターホームページのコンテンツにインターンシ
ップ情報加えて、17年度から情報提供できるよう整備を進めている。いばら
きインターンシップ推進協議会の会長に本学副学長（教育担当）が就任して
おり、本県のインターンシップ充実に尽力している。 ※wks：stu：R114009
-c1資料より抜粋
※就職支援センターでは、水戸キャンパスに10月から2名、日立キャンパス及
び阿見キャンパスには12月から各1名の就職相談員を配置し、それぞれ週1回4
時間担当している。 ※wks：stu：R114009-c3資料より抜粋

○ 求人情報や推薦状況について ＩＴを活用して情報提供を試みたが、学部間や学部内での情報の共有化に課、
インターネットを活用した情報提 題が残った。年度計画は相応に達成された。
供を充実する。

※工学部では、10月27日に水戸キャンパスで開催された就職ガイダンスには
工学部1年次73名が参加した。12月6日に東京で開催された企業合同就職説明
会には51名の学生と2名の教職員が参加した。日立地区では、従来、主に学科
および専攻が窓口になり求人依頼に対応してきた。平成16年度は各学科に加
えて1346件の求人依頼が学務に直接あり、データベースを作り学内に公開し
た。また、工学部図書分館に「就職コーナー」を設置し、資料等の充実を図
った。各学科においても、就職コーナーを設け、就職求人票や会社資料を整
理して学生に提示した。 ※wks：eng：R114009資料、wks：gse：R114009資
料より抜粋
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○ インターンシップ等により、 就職支援センターの活動により、卒業生を活用するなど、職業観の育成のた
職業観を涵養し、就職意識を啓発 めの教育を多数回行った。全学的にインターンシップを実施したが、参加人
する。 数は必ずしも多くない。年度計画は相応に達成された。中期計画はゆっくり

ではあるが、進行している。

※人文学部では、2学科で事前説明会を6月上旬に2回開催し学生にインターン
シップの意義を説明することができた。また、2月9日にインターンシップ実
習報告会を開催し、レポート集も発行した。23名の学生が参加した。1学科で
は派遣先期機関・企業：16社に派遣学生数：23名（2年生15名/3年生7名/大学
院生1名）を派遣した。報告会を12月15日に実施した。また、就職ガイダンス
に関しては、3回にわたって学科就職懇談会が開催され、合計83名の学生が参
加した。 ※wks：hum：R114009資料より抜粋
※理工学研究科では、プロジェクトベース型PET教育を機械工学専攻の独自の
取組として、試行的に実施した。具体的には 「実学的地域産業論カリキュ、
ラム」ではボランティアで企業参加者の協力が得られ、毎回20名前後のクラ
ス規模となった。また、逆インターンシップには企業1社と3名の学生が開発
プロジェクトに取り組んだ。従来型の大学院生のインターンシップへの参加
は全専攻の合計で18名であった。
「学生が企業の製造現場に出向き、そこで就労体験をするのがインターンシ
ップであるが、これとは逆に企業側が大学に出向き、企業のプロジェクトの

、 （ ）、一部を学生とともに実施することによって プロジェクトの計画 Planning
コスト意識（Economical Sense 、高度技術（Technical Skills）を学ぶ。）
このような実践的な物づくり教育をプロジェクト型PET教育と呼んでいる 」。

※wks：gse：R114009資料より抜粋
、 。※就職支援センターでは 各学部で作成している卒業生名簿を活用している

卒業生の情報のデータベース化は検討中である。当センターでは交流会を行
っていないが、教員有志が「卒業生50人と就職の話をする会」を企画し実施
している。当センターの事業として位置づけるようになった。 ※wks：stu
：R114010資料より抜粋

⑩ 卒業生へ大学院への社会人入 ○ 卒業後の再教育の機会がある 「卒業生５０人と就職の話をする会」など学部横断型の取り組みは特筆すべ
学、研修生入学などによる卒業後 ことを積極的に周知するとともに き取り組みである。各学部は学部独自の取り組みとして昨年度と比べて積極
の再教育の機会があることを積極 同窓会を仲立ちとした卒業生との 的な就職支援活動を行った。年度計画は相応に達成された。中期計画は進行
的に周知するとともに同窓会を仲 連携協力関係を活発にする。 している。
立ちとした卒業生との連携協力関
係を活発にする。 ※理学部では、従来の「内定届」に代わって、新しく「進路届」を教官の協

力を得て学生に提出していただくこととした。提出率は昨年を僅かに上回っ
た程度となっている。進路把握率は学部生73％、大学院生77％である。 ※w
ks：sci：R114010資料より抜粋
※日立地区では、学部3年次と大学院1年次の学生を対象にした若手エンジニ

、 。アを招いた講演会を企画したが 予算と時期的な問題から実施できなかった
※wks：eng：R114010資料、wks：gse：R114010資料より抜粋

、 。※就職支援センターでは 各学部で作成している卒業生名簿を活用している
卒業生の情報のデータベース化は検討中である。当センターでは交流会を行
っていないが、教員有志が「卒業生50人と就職の話をする会」を企画し実施
している。当センターの事業として位置づけるようになった。 ※wks：stu
：R114010資料より抜粋

［留学生・社会人支援］ ［留学生・社会人支援］
⑪ 留学生からの学業や生活に関 ○ 留学生からの学業や生活に関 留学生センターの活動により、ステューデントアシスタントの留学生２名や
する相談体制を強化し、カウンセ する相談体制を強化し、カウンセ １１２名のチューターなどを活用して相談支援体制の充実が図られた。年度
リングや研究指導体制を改善す リングや研究指導体制を改善す 計画は達成された。中期計画は進行している。
る。さらに、学生チューターによ る。さらに、学生チューターによ
る支援体制を点検し充実を図ると る支援体制を点検し充実を図ると ※人文学部では、留学生懇談会は8月5日に開催されたが、学部在籍の正規、
ともに、日本人学生との交流を活 ともに、日本人学生との交流を活 非正規の留学生62名のうち参加者は3名だった。12月15日に再度開かれた留学
発に行う。 発に行う。 生懇談会には17名の留学生の参加者があった。チューターとの懇談会は平成1

7年2月8日に開催された。当日は今年度の学部所属チューター12名のうち参加
者3名だった。チューター・アンケートを欠席者にも郵送した。その結果、欠
席者のうち6名から回答があり、合計9名の意見を知ることができた。 ※wks
：hum：R114011資料より抜粋
※教育学部では、留学生に関する基礎的データとして、調査票を用いた支援
内容に関する要望調べを12月28日に実施した。 ※wks：edu：R114011資料よ
り抜粋

、 、 、※日立地区では 留学生との面談調査を行い 留学生の意識と要望を聴取し
。 、チュ－ターの適切配置を図ることができた 工学部の2名の留学生担当教員に

全留学生のクラス担任に相当する常時の懇談、学究指導を依頼し、実行して
いただいている。 ※wks：eng：R114011資料、wks：gse：R114011資料より
抜粋
※農学部では、留学生の教育・生活状況の把握と相談体制について、学生委
員会での検討及び留学生センターとの懇談会を実施し、年次に応じた整備・
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充実を図ることとなった。また、留学生の問題点を把握するために、留学セ
ンター専任教員出席の下で、チューターとの懇談会を開催した。 ※wks：ag
r：R114011資料より抜粋
※留学生センターでは、相談体制を見直し、留学生相談担当教員を2名（男性
1、女性1）に増やし、更に夏季休業期間中も相談体制を整えた。留学生が常
に手元におき、参照できる簡便なハンドブックが必要と考え、留学生の学習
・生活上の疑問等に答える手引き『留学生ハンドブック』を作成した。3キャ
ンパスでチューター懇談会を実施した。工学部と農学部では初めての開催で
あり、チューターの悩みや相談に直接答えることができ、成果があった。
※wks：stu：R114011-c2資料より抜粋
※留学生センターでは、留学生が留学生課のアシスタントとして活躍できる
ことは留学生にとって励みになる。また留学生が留学生課の窓口にいること
は他の留学生にいい刺激を与え、留学生課に親しみを感じるのに役立つこと
から、中国人留学生1名、韓国人留学生1名を採用した。 ※wks：stu：R1140
11-2資料より抜粋

⑫ 留学生と関連地域団体との交 ○ 留学生と関連地域団体・日本 留学生との交流会は活発に行われた。年度計画は達成された。中期計画は進
流を促進し、日本文化理解のため 人学生との交流を促進し、日本文 行している。
の教育の充実を図る。さらに、帰 化理解の機会を増やす。

、 、 、国後の支援を図る。 ※留学生センターでは 留学生にボランティア活動の積極的参加を勧め 県
市町村、民間団体等との連携を深め、国際交流事業への協力を強化した。留

、 、学生の帰国後の支援体制作りに向けて 過去の留学生名簿の点検整理を行い
更に現在の在籍留学生の名簿を作成した。留学生と日本人学生の日常的交流
の場である国際交流学生談話室の設置を検討し、設置の目処がついた。留学
生が留学生課のアシスタントとして活躍できることは留学生にとって励みに
なる。また留学生が留学生課の窓口にいることは他の留学生にいい刺激を与
え、留学生課に親しみを感じるのに役立つと考え、2名のステューデントアシ
スタントを異なる国から採用した。留学生数の多い中国人留学生1名、韓国人
留学生1名を採用し、期待した効果が出ている。 ※wks：stu：R114011-c2資
料より抜粋

⑬ 社会人学生への相談等に対応 ○ 社会人のための夜間や休日の 社会人のための取り組みは教員の個別的対応で行われており、一部の学部を
できる支援体制を整備する。 学生相談の充実を図る。 除いてまだ組織化されていない。年度計画は部分的に達成された。中期計画

の進行は遅い。

※人文学部では、過去3年間の科目等履修生の登録数、受講した授業の分析を
行い、本学が地域社会における生涯教育の場として認知されつつあることを
明らかにした。社会人が受講しやすい時間帯での開講など、検討すべき課題
を指摘した。 ※wks：hum：R114013資料より抜粋
※学務部では、学生ポータルサイト構築によって、社会人学生に対する特別
なマニュアルなしによる指導体制ができる可能性があり、この構築状況を待
って再検討することとした。 ※wks：stu：R114013-c1資料より抜粋

⑭ 学生及び留学生向けの宿舎の ○ 学生及び留学生向けの宿舎の 留学生用国際交流会館の増築については、茨城県文化振興協会からの寄付金
利活用について点検を行い、運営 利活用について点検を行い、運営 で平成１７年度建設予定である。年度計画は相応に達成された。中期計画は
の改善に努める。 の改善に努める。 進行している。

※学務部では、水戸地区学生寮（女子寮）のガスシャワーを数人で使用する
と温度が低下して利用できないことから、ボイラーを交換した。 ※wks：st
u：R114014-c1資料より抜粋
※留学生センターでは、水戸地区国際交流会館の増設計画が茨城県文化振興
協会からの寄付金で17年度建設予定となり、一般学生寮、公営住宅、企業の
社員寮への入居者を含めて、留学生の宿舎の確保に多少の目途がたった。
※wks：stu：R114014-c2資料より抜粋
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

［方向性・重点領域］
① 知的資産の増大に貢献する水準の高い学術研究活動を推進するとともに、研究の重点領域を設中
定し、地域性と総合性を特色とする研究を推進する。
［社会への還元］期
② 研究成果を高度の専門的な職業人養成を目的とした教育にフィードバックするとともに、産業
技術の発展並びに国民生活の向上などのため積極的に社会へ還元する。目
［水準と成果の検証］
③ 研究目的や目標に照らして、評価に耐える研究内容と水準を達成する。標
④ 研究に関する多面的な評価システムを構築するとともに、外部評価を実施し、研究内容や成果
の点検・評価・改善を行う。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

［方向性・重点領域］ ［方向性・重点領域］
① いくつかの分野で研究拠点と ○地域的・社会的・国際的に特徴 核燃料サイクル開発機構との研究協力協議会の設立、茨城県中性子利用促進
なるべき重点研究を育成し、高い ある（原研・ＫＥＫ共同プロジェ 研究会への参画と「日中科学ワークショップ」の企画開催など、多くの成果
水準の研究を行う。 クトＪ－ＰＡＲＣ建設計画、及び をあげた。経費として学長裁量経費を重点的に措置した。また、学部長裁量

茨城県ＳＦ２１構想、統合国際深 経費をもちいて学部内公募研究として措置したところもある。理工学研究科
海掘削計画、日本地球掘削科学コ 独自の取り組みとして研究推進会議の設置とその活動は特筆できる。年度計
ンソーシアム等）共同研究に積極 画は相応に達成された。
的に関わり、国際レベルの研究を

、 「 」 。行う。 ※理学部では 茨城県 中性子利用促進研究会運営会議 へ理学部から参加
「次世代電池開発研究会 （佐久間隆 「ナノ磁性材料 （西原一美 「生体」 ）、 」 ）、
分子科学研究会 （高妻孝光）を組織して、産学官連携を強める。また核燃」

、料サイクル機構大洗工学センターとの連携事業の研究協力協議会を発足させ
地域性と総合性を持った今後の研究の方向性を探っていく出発点が出来上が
った。 ※wks：sci：R121001資料より抜粋
※理工学研究科では、県が主催する中性子利用研究会運営委員会や、その下
で行われる地域産業界を巻き込んだ中性子利用研究会は、県の研究施設を実
現させていく上できわめて重要であり、この認識の下で実施計画を進めてい
る。5月27日中性子利用促進研究会運営会議準備会開催、7月8日第1回中性子
利用促進研究会運営会議開催、8月6日つくば・東海・日立産学官連携フォー
ラム開催（県立図書館 、平成17年2月4日中性子ビーム産業利用、2月8日第3）
回中性子利用促進研究会運営会議。中性子利用促進研究会「生体分子科学研
究会」では、2回のシンポジウムの開催と1回のKEK見学会を開催。また、2月2
4～26日に日中科学ワークショップを開催した。中性子利用促進研究会「ナノ
磁性材料研究会 では 5回の研究会を開催した また 副研究科長の下に 研」 、 。 、 「
究推進委員会」を設けて検討を開始し、2回開催した。産学官連携の講義を立
ち上げ、地域産業の期待する技術者養成を実施することとし、ひたちなかの
半導体の会社と茨城県と連携して、産学官共同の教科科目を後期から立ち上
げた。研究科長がリーダーとなって 「研究推進戦略会議」を設け、組織的、
研究グループの立ち上げを目指し 「ライフサポート科学」等を検討中であ、
る。 ※wks：gse：R121002資料より抜粋

○ 超塑性現象応用研究、ナノ知 超塑性および関連分野の研究の成果を公表し、４件の学術賞を受賞した。年
能物質創製研究およびレーザー応 度計画は相応に達成された。
用マイクロ構造創製研究に関する
研究成果を国内外に発信する。 ※工学部では、超塑性工学研究センターでの16年度（H16.4～H17.3）の研究

成果は次の通り：学術論文38件、口頭発表80件、総説・解説4件、講演6件、
報告書・所内報等4件、学術賞受賞4件であった。前半5年の成果等の整理、外
部評価を受けるための資料収集等を行った。 ※wks：eng：R121001資料より
抜粋

○ 食料生産体系の確立のための 農学関係の多数の研究成果を公表し、８件の学術賞を受賞した。環境にやさ
基盤技術の確立とその応用研究、 しい農業推進事業や国際交流シンポ「湖沼環境・市民生活の調和と協調」の
先端的バイオテクノロジー技術を 企画開催を行った。年度計画は相応に達成された。
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利用した生命環境科学研究、農業

、 。・農村の特性を活かした環境保全 ※農学部では 4つの研究課題に関わる研究推進と研究資金の確保に努力した
型農業と循環型社会の形成に関す 研究成果として、原著論文75編、総説・報告書34編、国際会議発表56件、国
る研究、地域性を生かしたフィー 内学会発表131件、学術図書10編あり、着実に研究が進められ研究が推進され
ルドサイエンスに関する研究の推 たと判断される。学会賞等は8件で、7名の教員（教授1名、助教授4名、助手2
進を図る。 名）が受賞され、このことは教員の研究水準が高いことを示している。外部

資金として65件、総額129,145,088円を得ている。科学研究費は25件である。
また1千万以上の研究費として科学研究費基盤(A)1件と民間との共同研究1件
の獲得があげられる。特別設備費「食料生産環境・食品安全管理分析システ
ム （茨城大学農学部・東京農工大学連合農学研究科）により、研究基盤の」
整備が出来た。17年度外部資獲得のため科学研究費申請は61件（新規49件、
継続12件）であり、最近4年間に比べ申請件数は多くなっている。 ※wks：a
gr：R121001資料より抜粋

○ 応用粒子線科学の研究を充実 茨城県中性子利用促進研究会では、５つの研究会で本学教員が中心となって
する。 活動しており、積極的に参画した。年度計画は達成された。中期計画は進行

している。

※理工学研究科では、茨城県との協力事業として中性子利用研究会の下の5つ
の研究会を茨城大学の教員が中核となって進めている。特に水戸キャンパス

「 」（ ）、「 」（ ）、からは 次世代電池開発研究会 佐久間隆 ナノ磁性材料 西原一美
「生体分子科学研究会 （高妻孝光）を組織して実績を積みつつある。核燃」

、料サイクル機構大洗工学センターとの連携事業の研究協力協議会を発足させ
地域性と総合性を持った今後の研究の方向性を探っていく出発点が出来上が
った。 ※wks：gse：R121001資料より抜粋

② 地域課題の解決をめざした全 ○ 地域貢献事業として、地域の 共同研究開発センターと地域総合研究所を中心に、多くの共同研究プロジェ
学的なプロジェクト研究など、地 研究機関と共同研究プロジェクト クトを実施した。年度計画は相応に達成された。
域貢献型研究を推進する。 を推進する。

※理学部では、全学地域連携小委員会の計画したシンポジウムに関連して、
学部長が中心となって地域連携実績調査を行った。また地域連携シンポジウ
ム（茨城大学からの発信）に理学部から3つの報告を行い、高い評価を得た。

※wks：sci：R121002資料より抜粋
※共同研究開発センターでは 「ひたちものづくり協議会」を年3回開催し、、
茨城県、日立市、日立商工会議所、(財)日立地区産業支援センター等との情
報交換を行い、産学官連携の活動方針と内容について検討した。この「ひた
ちものづくり協議会」の活動の中から、企業人と教員との研究会組織「ひた
ちものづくりサロン（HMS 」を7月21日に設立した。 ※wks：sre：R122017）
資料より抜粋
※地域総合研究所では、第1回研究例会4月16日「東海村2003年度科研費プロ
ジェクトの報告 、第2回5月21日「アメリカ南部における環境正義運動の社」
会的意義 、第3回6月18日「泉町一丁目南地区第一種市街地再開発事業と水」
戸大工町再開発地区のまちづくり 、第4回7月16日「世代間対立論と少子高」
齢化言説をめぐって」を開催した。鹿嶋市役所との共同により「鹿嶋研究セ
ンター」を10月から立ち上げることとして、鹿嶋市、鹿嶋市民との連携によ
る各種の活動を開始した。鹿嶋市まちづくり市民センター開所式（4月13日）
鹿嶋研究センター運営打ち合わせ（6月23日）鹿嶋研究センター「まちづくり
調査研究プロジェクト （8月16日～21日）公開講座「地域振興と都市再生」」
（9月28日～30日）などを行った。財団法人常陽地域研究センターと共催で地
域再生研究会を立ち上げ、定期的に共同研究会を開催してきた。各種行政機
関の研修や企画について、随時相談に応じてきた。 ※wks：sre：R131003資
料より抜粋

○ 茨城大学地域貢献特別支援事 各地域連携推進事業（新技術開発支援事業、地域活性化プログラム事業、水
業による研究を推進する。 ・自然環境の保全と活用事業、環境にやさしい農業推進事業、ディーゼル排

気微粒子の分析法の確立と環境影響調査事業、パートナーシップによる茨城
型グリーンツーリズム推進事業、高大連携事業、地域の学習活動を支える指
導者養成事業、茨城県図書館協会における電子的コンテンツ形成支援事業、e
-Learning環境での協調学習支援のためのデジタルコンテンツ開発・利用事
業）の研究成果の公表とシンポジウムの開催を行った。年度計画は達成され
た。

※理学部では、地域貢献特別支援事業の中で、理学部教員の関係したプロジ
ェクトは社会的にもインパクトのある物であり、多くの成果を生み出した。

※wks：sci：R121002資料より抜粋
、 、※本学では 16年度は文部科学省地域貢献特別支援事業の最終年度にあたり

事業の取り纏めを行った 「地域活性化プログラム事業 「水・自然環境の。 」、
保全と活用 「環境にやさしい農業推進事業 「茨城県図書館協会における」、 」、
電子的コンテンツ形成支援事業 「e－Ｌearning環境での協調学習支援のた」、
めのデジタルコンテンツ開発・利用 「新技術開発支援事業 「ディーゼル」、 」、
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排気微粒子の分析法の確立と環境影響調査 「パートナーシップによる茨城」、
型グリーンツーリズム推進事業 「高大連携推進事業 「地域の学習活動を」、 」、
支える指導者養成事業」などに取り組んだ。これらの活動内容は茨城大学シ
ンポジウムにおいて報告されるとともに、3年間のまとめを冊子として公表し
た。 ※wks：pla：R131003資料より抜粋

○ ＳＦ２１関係の茨城県産学官 核燃料サイクル開発機構との研究協力協議会の設立、茨城県中性子利用促進
研究を積極的に支援する。 研究会への参画を行った。年度計画は相応に達成された。中期計画は進行し

ている。

※理工学研究科では、県が主催する中性子利用研究会運営委員会や、その下
で行われる地域産業界を巻き込んだ中性子利用研究会は、県の研究施設を実
現させていく上できわめて重要であり、この認識の下で実施計画を進めてい
る。5月27日中性子利用促進研究会運営会議準備会開催、7月8日第1回中性子
利用促進研究会運営会議開催、8月6日つくば・東海・日立産学官連携フォー
ラム開催（県立図書館 、平成17年2月4日中性子ビーム産業利用、2月8日第3）
回中性子利用促進研究会運営会議。中性子利用促進研究会「生体分子科学研
究会」では、2回のシンポジウムの開催と1回のKEK見学会を開催。また、2月2
4～26日に日中科学ワークショップを開催した。中性子利用促進研究会「ナノ
磁性材料研究会」では、5回の研究会を開催した。 ※wks：gse：R121002資
料より抜粋

。 。③ 環境の保全に関わる学際的な ○ 地域共生学研究に関わる教育 地域共生学研究組織の検討は進行しなかった 年度計画は達成されなかった
教育研究の推進と技術開発を行 研究組織の設置を計画する。
う。 ※広域水圏環境科学教育研究センターでは、本学における地域貢献特別推進

事業（地域連携プラン）のもとで、理学部、工学部、農学部、教育学部など
（ 、 ） 。の研究者が参加する水環境保全プロジェクト 北浦WG 涸沼WG を主導した

これは、地域共生学研究の内容を深化するものであった。しかし、全学的に
地域共生学研究に関わる教育研究組織の設置計画が不明確になったため、組
織の整備は進まなかった。 ※wks：sre：R121003資料より抜粋

○ 茨城大学地域貢献プランの中 広域水圏環境科学教育研究センターと農学部を中心に、水・自然環境の保全
、 、 。で、北浦および涸沼の研究を推進 と活用事業 環境にやさしい農業推進事業が実施され 大きな成果をあげた

する。 年度計画は相応に達成された。

※広域水圏環境科学教育研究センターでは、地質環境研究では、神栖町の有
機ヒ素地質汚染問題、地下空気汚染物質の移動と大気圧変動の関係、東関東
湖沼群の浄化対策の問題点と将来のあるべき姿について研究した。生物環境
研究では、霞ヶ浦（西浦・北浦）の自然環境再生、環境攪乱に対する生物群
集の応答と生態系の回復過程、湖沼水草帯の生物群集の構造と機能、大型底
生・付着性動物を指標とした霞ヶ浦（西浦）湖岸における自然再生事業の環
境影響評価 「宍塚大池」に繁茂する野生ハスの刈り取りの影響、北浦の物、
理化学的環境と生物群集のモニタリング、北浦の掛崎地区にあるヨシ帯と砂
質底でエピベントスとソコミジンコ相や微少甲殻類相の観測を行った。地球

、 、温暖化などの地球環境研究では 全地球レベルで気候変動の沿岸影響の予測
気候変動の影響に対する適応策、異常気象現象及び台風、高潮の被害に関す
る調査、南太平洋のサンゴ礁の島（ツバル）への海面上昇の影響予測手法の
研究を実施した。茨城県の沿岸環境研究については、阿字ヶ浦海岸における
海岸侵食の解析、阿字ヶ浦海岸における砂利の打ち上げの調査、砂利の移動
の判定方法の開発、茨城県沿岸の海岸基本計画のあり方の検討を行った。
※wks：sre：R121003資料より抜粋

○ 地域住民に向けた環境保全に 広域水圏環境科学教育研究センターと農学部を中心に、水・自然環境の保全
関わる研究成果発表会、シンポジ や環境にやさしい農業推進の必要性が、市民を交えたシンポジウム等で発表
ウム等を開催する。 された。年度計画は相応に達成された。中期計画は進行している。

※広域水圏環境科学教育研究センターでは、地域の住民を対象にした陸水域
環境自然史分野の修士論文・卒業論文研究発表会を開催するとともに、茨城
大学地域連携シンポジウムに積極的に参加して、研究成果を地域社会に還元
した。 ※wks：sre：R121003資料より抜粋

［社会への還元］ ［社会への還元］
④ 博士の学位を持つ高度な技術 ○ エンジニアの再教育を目的と 準備は不十分であった。年度計画は次年度以降の課題となった。定員に見合
者・研究者を養成する。 した「リフレッシュ教育プロジェ う博士課程修了者を出している。中期計画の進行は相応である。

」（ ） 。クト 時限 の準備を開始する
※理工学研究科では、産学連携製造中核人材育成事業への応募については、
茨城県商工労働部産学連携推進室つくばセンターのバックアップのもと、学
内に十数名からなるタスクフォースを組織し、平成17年度申請に向けて 「海、
外との共存・共栄を図るものづくり人材育成（エレクトロニクス人材関連 」）
をテーマとして教育プログラムの開発に着手した。 ※wks：gse：R121004資
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料より抜粋

⑤ 研究成果を社会に還元するた ○ 交流会、講演会あるいはフォ 農学部と茨城県・企業との意見交換会、茨城産業会議との農学部研究室訪問
め、技術研修や市民を対象とした ーラム等の開催を推進し、産官学 交流会、茨城大学・筑波大学・茨城高専・中小企業合同技術交流会、ひたち
公開講演会等を積極的に開催す の連携の強化と研究成果の積極的 ものづくり協議会、ひたちものづくりサロンの活動を通じて、研究成果の社
る。 な活用を図る。 会への還元を行った。特にひたちものづくりサロンでは１２の研究会を設置

し、教員と企業人との共同研究の推進を図った。年度計画は達成された。

※農学部では、産官学連携活動の成果を集約し、シーズ集としても活用でき
る「茨城大学農学部産官学連携活動報告書VOL.1 2005」を企画・編集し、年
度内に刊行した。茨城県産学連携推進室と遺伝子実験施設のコーディネート
により、農学部と県内企業との意見交換会を2月2日に開催した。茨城産業会
議と産学連携推進委員会のコーディネートにより、県内企業の農学部研究室
訪問交流会を2月18日に開催した。 ※wks：agr：R121005資料より抜粋
※理工学研究科では、大学院レベルの市民フォーラム的な催しはこれまで無
かったが、今年度は工学祭に合わせて第4回ひたち未来シンポジウム「地方都
市における公共交通のあり方の視点から日立電鉄線廃止問題と日立地域の市
民像と将来展望を考える」が開催された。また、工学部の23の研究室が参加
して、研究室公開や研究紹介、デモンストレーションなども行われた。 ※w
ks：gse：R121005資料より抜粋

。 。○ 技術研修会等を計画的に実施 共同研究開発センターを中心に計画的に開催された 年度計画は達成された
する。

※理工学研究科では、7月23日下館市および12月1日水戸市において開催され
た「茨城大学・筑波大学・茨城高専・中小企業合同技術交流会」において、
茨城大学のシーズを3件発表した。さらに、茨城大学における産学連携の取組

。 「 」みについて説明した 9月16日 SVBL・共同研究開発センター合同成果報告会
を工学部において開催した。7月21日「ひたちものづくりサロン」設立総会を
開催した。ひたちものづくりサロン（HMS）の12研究グループは、9月よりそ
れぞれ第1回目の研究会を開催し、12月中旬頃にはすべての研究グループが活
動を開始し、研究グループとしての活動方針・内容を定めた。ひたちものづ
くり協議会との連携によって、7月21日および平成17年1月21日工学部の研究
室見学会を実施した。いばらき産業会議主催およびひたちものづくり協議会
共催によって、11月12日工学部研究室訪問交流会を実施した。 ※wks：gse
：R121005資料より抜粋

○ いばらき・ベンチャービジネ いばらき・ベンチャービジネスプラザの活動を通じて、研究成果の社会への
スプラザを通じて、研究成果を地 還元を行った。年度計画は達成された。
域に還元する。

※理工学研究科では、7月30日に、第一回いばらき・ベンチャービジネスプラ
ザ交流会を開催した。また、各企画においては、それぞれの関連委員会（SVB
L運営委員会、共同研究開発センター運営委員会など）から企画・推進教員グ

、 。ループが組織されているため 年次計画の全てを着実かつ十分に遂行できた
なお、12月にいばらき・ベンチャービジネスプラザの広報誌を（IVBP NEWS L
ETTER VOL.1ｓｔ）を発行した。 ※wks：gse：R121005資料より抜粋

○ 地域の需要等に応じ、地域住 公開講座や生涯学習は通常の開講数を維持したが、一部の講座では受講者の
民向けに多様な公開講座を開催す 減少が著しい。年度計画は相応に達成された。中期計画は順調に進行してい
るなどにより、教育面での社会貢 る。
献を推進する。

※人文学部では、12月9日の教授会において地域連携委員会規則が承認され、
正式に発足した本委員会は、公開講座やシンポジウムを企画・立案する際の
基本的な資料となる人文学部講師団名簿の作成（人的資源のデータベース）
とインターネットでの公開に必要な情報を教員から募集する作業に直ちに着
手し、情報収集並びに印刷等に向けての作業は順調に進捗し、平成17年3月31
日に講師団名簿が完成した。また、人文学部地域連携事業案内のパンフレッ
トの作成にも着手し、講師団名簿と合わせて年度内に完成した。 ※wks：hu
m：R121005資料より抜粋
※生涯学習教育研究センターでは、本年度は一般公開講座（ 茨城大学公開「
講座 ）を30講座（前年度増5講座）計画、実施した。受講者5名以下で中止」
した講座が6講座あった。これらは「元気シニアのための講座 「シニア・レ」
デｲス共通講座 「パソコン講座 「教職員対象講座 「教養講座 「現代的課」 」 」 」
題講座 「語学講座」に分類したが、ことに前者2講座は本学の公開講座の特」
色を打ち出すひとつの試みである。また、教養科目の内63講座（前年度増38

） 「 」 、 。講座 を 教養科目公開講座 として市民に開放することを計画 実施した
茨城産業会議との共催により「がんばる茨城産業人講座」を実施した。文部
科学省との契約により「社会教育主事講習」を実施した。開催期間は約1月、
170時間近くに渡る大事業である。県教育委員会との共催事業として 「ボラ、
ンテア活動推進講座」を実施した。 ※wks：sre：R121005資料より抜粋
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⑥ 国・地方公共団体等の各種審 ○ 学協会の運営・調査・標準化 多くの教員が参加しており、通常の活動レベルにある。年度計画は達成され
議会・委員会並びに学協会の調査 活動等、公開講座や講演会等、国 た。
活動等へ参加し、研究成果の社会 ・地方公共団体等の各種審議会・
への還元を促進する。 委員会などについて、教員に積極 ※日立地区では、研究者データベースへの記入を教員に依頼するとともに、

的な参加を促す。 教育制度改革委員会で個人評価への組み込みを検討中である。 ※wks：eng
：R121006資料、wks：gse：R121006資料より抜粋

○ 各種兼業や社会貢献活動への 就業規則と兼業規定にしたがって、事務取扱いの簡素化を図った。年度計画
参画についての事務取扱いの簡素 は達成された。中期計画は進行している。
化を図る。

※本学では 「国立大学法人茨城大学兼業許可基準」に基づく教職員の兼業、
許可のうち、届出をもって許可したものとして扱うことができる基準等につ
いて 「届出により行うことができる兼業に関する取扱要領」を定め、教職、
員の積極的な各種兼業や社会貢献活動への参画を容易にした。 ※wks：adm
：R121006-a2資料より抜粋

⑦ 国・地方公共団体・民間企業 ○ 国内外の大学、高専、公設・ 茨城産業会議や各自治体の協力を得て、本学に社会連携事業会を設置し、広
及び特殊法人等との間で、共同・ 独立行政法人および民間の研究機 く社会との連携を図ることとした。地域連携と研究推進のために学長特別補
受託研究や連携・交流の機会の増 関および研究支援機関や産業界等 佐を設置した。さらに、地域連携推進本部を平成１７年４月に設置すること
加を図る。 との共同研究等を推進・実施す を決定した。共同研究の契約数は昨年度とほぼ同じであった。年度計画は相

る。また研究成果の産業界への還 応に達成された。中期計画は順調に進行している。
元を行う。さらに、学内教育研究
施設等との連携も積極的に行う。 ※本学では、地域連携活動の一層の推進、全学コーディネートの強化、対外

窓口の明確化などを図るため「地域連携推進本部」の設置を検討し 「地域、
連携推進本部構想」をまとめた。これは17年度に実施される。地域社会との
連携を強め、地域連携活動への継続的・安定的な資金援助を頂くため会員制
の「茨城大学社会連携事業会」を9月に設立した。事業会には、地域とのパー
トナーシップをより強固にしていくための「インターフェース委員会」及び
「広報普及委員会」が設けられ、地域のニーズと大学のシーズをマッチング

「 」することにより事業会を通して大学がこれまで以上に 地域に開かれた存在
になることを図る。 ※wks：pla：R131003資料より抜粋
※工学部では、7月21日に企業人と教員との研究会組織「ひたちものづくりサ
ロン（HMS 」を設立した。12研究グループのうち、8グループが第１回目の）
研究会を開催し、全体で11回の研究会を開いた。平成16年3月に設立した企業
との交流組織「いばらき・ベンチャービジネスプラザ（IVBP 」の交流会、7）
月30日に第一回いばらき・ベンチャービジネスプラザ（IVBP)開催した。平成
１７年１月に新たに発足する５つの研究プロジェクトは、工学部の学科の壁
を越え、そして将来的には各学部や企業、さらには近隣の研究機関や他大学
等との連携を想定した、Super Cooperation for Progress of Quality of Li
fe (SCPQL計画) と命名されたものである。その狙いは、① 5つのプロジェク
トを工学部の研究上の特色とし、かつ重点領域とする、② 組織的に外部資金
獲得を目指す（研究資金配分の目安とする 、③ 外部から研究領域を見え易）
くすることにより、企業や他機関等との連携をし易くする、などである。
※wks：eng：R121007資料より抜粋

［水準と成果の検証］ ［水準と成果の検証］
⑧ 国際学会や全国的レベルの学 ○ 国際学会や全国的レベルの学 超塑性および関連分野の研究で４件の学術賞受賞、農学分野で８件の学術賞
会 研究会等における研究発表や 会 研究会等における研究発表や 受賞、理学分野で２件の世界的表彰を得た。、 、 、 、
学術誌における論文発表を積極的 学術誌における論文発表を積極的
に行い、研究成果を公開し、当該 に行い、研究成果を公開し、当該 ※人文学部では、研究委員会を11月立ち上げ、資料収集と議論を開始した。
研究分野の発展に資する。 研究分野の発展に資する。 紀要へのレフリー制導入の是非について共通理解を形成するための議論を開

始した。9月と17年3月の2回紀要を発行した。 ※wks：hum：R121008資料よ
り抜粋
※理学部では、2004年BRITANNICAのBook of the Yearで、地球科学の分野で
特筆すべき成果として紹介された研究がある。対象論文2本。 ※wks：sci：
R121001資料より抜粋
※工学部では、超塑性工学研究センターでの16年度（H16.4～H17.3）の研究
成果は次の通り：学術論文38件、口頭発表80件、総説・解説4件、講演6件、
報告書・所内報等4件、学術賞受賞4件であった。前半5年の成果等の整理、外
部評価を受けるための資料収集等を行った。 ※wks：eng：R121001資料より
抜粋

、 。※農学部では 4つの研究課題に関わる研究推進と研究資金の確保に努力した
研究成果として、原著論文75編、総説・報告書34編、国際会議発表56件、国
内学会発表131件、学術図書10編あり、着実に研究が進められ研究が推進され
たと判断される。学会賞等は8件で、7名の教員（教授1名、助教授4名、助手2
名）が受賞され、このことは教員の研究水準が高いことを示している。 ※w
ks：agr：R121001資料より抜粋

⑨ 教員の研究を点検評価し、教 ○ 研究評価のあり方について検 一部の学部で検討されたのみで、評価方法については平成１８年度実施に向
員評価に反映させる評価システム 討する。 けて検討課題となった。年度計画の達成は部分的である。
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を検討する。

※人文学部では、文部科学省における研究及び開発に関する評価指針案、上
智大学、福山大学などの情報・資料を収集し、文系における研究評価基準の
検討に入った。 ※wks：hum：R121009資料より抜粋
※理学部では、1学科6コース制の教育内容・カリキュラム内容、教科会議の
位置づけに関して重点的につめている段階であり、次に教育体制についての
全体像をつめていく。この体制の議論の中で、教育に関する点検評価ととも
に、研究の評価に関する議論を詰めていくこととし、より良い教育を提供し
ていく為、各教科に教科会議を発足させた。 ※wks：sci：R121009資料より
抜粋

、 （ ） 、※農学部では 教員評価について2大学 大分大学・岡山大学 の例を参考に
改革委員会で議論した。 ※wks：agr：R121009資料より抜粋

○ 外部評価の実施方法、教員の 検討は進展しておらず、年度計画は次年度課題となった。
研究に対するインセンティブを与
える仕組み等を策定する。また研 ※理学部では、１学科6コース制の教育内容・カリキュラム内容、教科会議の
究活動の状況や問題点を把握し、 位置づけに関して重点的につめている段階であり、次に教育体制についての
研究の質の向上及び改善のための 全体像をつめていく。この体制の議論の中で、教育に関する点検評価ととも
提言をまとめる。 に、研究の評価に関する議論を詰めていくこととし、より良い教育を提供し

ていく為、各教科に教科会議を発足させた。 ※wks：sci：R121009資料より
抜粋

○ 教員の研究の点検評価システ 「茨城大学研究者情報管理システム」を立ち上げ、教員の研究を点検評価す
ムの構築に必要とされる基礎デー る基礎データを収集した。このＤＢには、ほとんどの教員の平成１６年度ま
タを整備する。 での発表論文や研究発表、受賞などの記録が収録されている。登録率を上げ

ることが課題である。年度計画は相応に達成された。中期計画は少しずつで
はあるが、進行している。

※本学では、平成16年2月に点検評価委員会・情報システムWGにおいて「情報
の一元化とともに入力者の負担軽減を図るため、既存のデータベースを統合
し、研究者データベースとして全学運用すべきである 」との答申を行い、。
点検評価委員会で了承を得、総合計画委員会で報告を行った。本年度は工学
部で先行試行を開始した研究者情報管理システムを全学展開するべく、全学
的なコンセンサスを得た上で、先行データベースとの統合を行うために必要
な項目の1/3程度とし 「教員要覧」の統合化とJSTのReaD調査を対象に本シ、
ステムの構築を12月までに行い、平成17年1月から「茨城大学研究者情報管理
システム」の全学運用を開始した。 ※wks：pla：R230005資料より抜粋
※教育学部では、15年度になされた本学部の外部評価の報告書（ 茨城大学「
教育学部外部評価報告書―学部・大学院の教育の改善を目指して― （平成1」
6年3月）に収められているアンケート（ 大学と地域の連携に関する調査」「
と「本研究科修了生に対するアンケート調査 ）の結果をまとめることによ」
り、地域のニーズの調査・検討に着手した。過去1年間（平成15年10月から16
年9月まで）の教員の研究活動を調査し、本委員会で講座・教室別に集計・取
りまとめをした。また、平成17年1月に運用開始したの「茨城大学研究者情報
管理システム」への必要情報の入力は、短期間であったにもかかわらず相当
数の各教員が実行した。 ※wks：edu：R121009資料より抜粋
※工学部では、全学運用の「茨城大学研究者情報管理システム」との連動を
図るために、全学運用システムの完成（H17.1）を待っていたため、教員のデ
ータ入力が遅れているが2月中旬には入力完了した。研究者個人情報以外のデ
ータ（教務などの関係情報）はほぼ収集し 「茨城大学工学部年報2004（対、
象年度2003 」を3月下旬に発刊した。 ※wks：eng：R121009資料より抜粋）
※農学部では、9月1日に農学部年報Vol.3（平成14年4月～平成16年3月までの
2年間）を発行し、公表した。 ※wks：agr：R121009資料より抜粋
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標

［研究者の配置］
① 学術研究の動向や社会の要請に対応して、研究組織を柔軟に編成できる運営体制を作る。中
② 大学院博士後期課程の充実を図る。
［研究資金の配分］期
③ 高度な科学技術の教育と研究を推進し支援するため、競争的研究資金の獲得を促進・支援する
体制を作る。目
④ 研究活動や研究業績の状況を、学内における研究費等の配分に適切に反映させる。
［研究設備の整備］標
⑤ 研究活動の状況を把握し、研究の質の向上や改善を図るための設備を整備する。
⑥ 情報の総合的管理と活用を図り、情報セキュリティを確保する。
⑦ 図書資料の充実と利用環境の改善を図る。
［知的財産管理の整備］
⑧ 知的財産の管理及び技術移転のための組織を整備し、研究成果の社会への還元を推進する。
［共同研究］
⑨ 学内共同教育研究施設の整備充実を図る。
⑩ 学外の研究組織との研究連携や技術協力を推進支援する体制を整備する。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

［研究者の配置］ ［研究者の配置］
① 学士課程の教育組織から教員 ○ 平成１７年度からの教育組織 平成１７年４月から教育組織と教員組織を分離することとなり、４月からの
組織を分離し、柔軟に研究組織を と教員所属組織の分離に対応し 教員組織（領域）の編成が各学部で決定された。特に理学部と工学部で研究
編成できる体制とする。 て、柔軟な研究組織の編成を準備 組織再編が進行した。年度計画は相応に達成された。中期計画は進行してい

する。 る。

※人文学部では、6月に数回、将来計画委員会において学部と学野の管理運営
組織についての議論をおこなった。7月に将来計画委員長、事務長などが筑波
大学に学群・学系制の管理運営方法について聞き取り調査をおこなった。平
成17年1月から3月にかけて将来計画委員会で学部・学野の管理運営体制につ
いて検討を加えた。学野については領域の編成に伴い人事の進め方や各種委
員の選考方法について今までは異なった方法が必要となり、学部長の主導的
役割を強めるやり方へと変更した。学部運営組織として教育会議を設置した
が、代議制の導入については拙速を避け、平成17年度に少し時間をかけて議
論をすることになった。 ※wks：hum：R122001資料より抜粋
※教育学部では、教員組織の人事配置権を各課程から学部全体へと移行し、
人事の再配置権を学部に帰属させて、プール化する。それと同時に、学士課

、 。程教育組織の各課程をブロック化して 教育の実施体制を整えることとした
学士課程教育組織の各課程を3つにブロック化し、3課程をもとに課程長を導
入し、12月から実施している。 ※wks：edu：R220001資料より抜粋
※理学部では、平成17年4月からこれまでの3学科を全面的に改組し、6コース
を含む1学科（理学科）とし、理学の各分野における教育責任が明確な教育体
系を構築した。理学野の領域設定においては大学院教育を重視し、現在の専
攻構成に準じた体制とした。また茨城県、県内大手半導体企業との連携によ
り、産学官の連携による人材育成教育プログラムを設定することにより、基
礎科学教育に加えて応用分野へも理学教育の幅を拡げる試みを行っている。

※wks：sci：R220001資料より抜粋
※工学部では、平成17年度の教育組織と教員組織について役割分担を明確に

、 、 、 、 、し 教育 研究 社会貢献を実現可能な組織形態を決定し 平成17年度から
実運用の下で、実組織の体制整備を行うこととするため、将来計画検討委員
会に各学科から補佐委員各1名を追加委員とし、委員15名体制で組織形態の原
案（茨城大学工学部教育研究組織素案）を作り検討のうえ、2月の教授会にお
いて平成17年度から、実運用の下で、実組織の体制整備を行うことを決定し
た。 ※wks：eng：R220001資料より抜粋
※農学部では、評議会で学長よりガイドラインが示されたことから、改革委
員会から学部学野組織、委員会組織、組織運営体制についてのたたき台（素

） 、 、 、 、 。案 を提案し 学科内 大講座 農場で検討を進め 3月の教授会で決定した
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※wks：agr：R220001資料より抜粋

② 学内共同研究の組織化や支援 ○ 学内共同研究の組織化や支援 学長特別補佐を共同研究担当として増員し、さらに共同研究開発センターに
する体制を整え、研究条件の充実 する体制を整える。 茨城県から客員教員を受け入れて、学内および学外での共同研究推進を図る
とともに、プロジェクト研究を運 こととした。年度計画は相応に達成された。
営するための組織を柔軟に編成す
る。また、研究プロジェクトへ研 ※人文学部では、紀要編集委員会と連携して彙報の電子データをどのように
究支援者を期限付きで配置する。 活用できるかを調査検討したところ、活用可能な状態では蓄積されていない

ことがわかった。新任教員研究発表会の第1回（11月10日開催）を、新任教員
に研究テーマを1時間程度発表してもらい、質疑応答の時間をもつという形式
でおこなった。ガルーン上に情報交換や、研究会開催通知のための掲示板を
設けた。 ※wks：hum：R122002資料より抜粋
※教育学部では、学部内に19の委員会があった。教育・研究や地域との連携
を推進するためには、各種委員会を円滑かつ機動的に機能する委員会組織に
再構成することが必要であるととらえ、教授会および教授会後に数回の説明
・学習会を行い、教員内での理解を深め、将来構想委員会として最終案を作
成し、教授会での審議のもと、新たな委員会組織を17年度から発足させる合
意が形成された。 ※wks：edu：R122002資料より抜粋
※教育研究体制の充実強化、並びに法人運営の円滑化等本学の発展に関わる
特別の課題に関して学長を補佐するため、学長特別補佐2人を設置した。学長
特別補佐は、中期目標・中期計画に係る点検・評価、社会連携活動、研究拠
点の形成等の重要な課題について中心となって企画立案等を行っている。
※wks：adm：R210001資料より抜粋
※茨城県からコーディネータが派遣されたことにより、中小企業等のニーズ
汲み上げが円滑になり、共同研究等の増につながっている。 ※wks：pla：R
122021資料より抜粋

○ 研究の重点分野の育成を行い 研究重点分野の検討や研究者配置、研究資源配分などについて、学長のリー、
産学官連携促進のための基本的施 ダーシップの下総合戦略会議を設定し、検討している。年度計画は相応に達
策を立案する組織を検討し、設置 成された。中期計画は順次進行している。
する。さらに、研究者配置、研究
資源配分などに関する方策とその ※本学では、学長の政策決定に資するための組織として総合戦略会議を設置
実施方法を定める組織を検討し、 するとともに、学長・理事・学長特別補佐で構成する学長補佐会議を設置し
設置する。 た。総合戦略会議においては議題の整理等を行うなど各会議の運営の効率化

を図った。 ※wks：adm：R210003資料より抜粋
、 、 、※理学部では 研究推進会議を立ち上げ 重点分野の育成を図る為の方策と

その実施体制について検討を開始した。研究推進会議を2回開催した。また地
域の研究所、特に原研東海研究所、高エネルギー研究機構、核燃料サイクル
機構などの研究所との連携関係について、関係者の間で色々な議論が進捗し
ている。 ※wks：sci：R122002資料より抜粋
※理工学研究科では、副研究科長の下に「研究推進委員会」を設けて検討を
開始し、2回開催した。産学官連携の講義を立ち上げ、地域産業の期待する技
術者養成を実施することとし、ひたちなかの半導体の会社と茨城県と連携し
て、産学官共同の教科科目を後期から立ち上げた。研究科長がリーダーとな
って 「研究推進戦略会議」を設け、組織的研究グループの立ち上げを目指、
し 「ライフサポート科学」等を検討中である。 ※wks：gse：R122002資料、
より抜粋

③ 博士の学位を持つ高度な技術 年度計画決定時でのとりまとめ不 博士後期課程の定員充足状況は良好である。ＳＶＢＬで非常勤研究員を１名
者・研究者を育成するため、博士 足のため 16年度は年度計画なし 増員した。年度計画は相応に達成された。、 。
後期課程を充実するとともに、研
究員の受入れの拡大と流動性の確
保を図る。

④ サバティカル等の研修制度を ○ サバティカル制度の効率的か サバティカル制度の検討は全体として進んでいない。年度計画は次年度課題
整備し、教員の研究能力向上を目 つ現実的な運用方法について検討 となった。中期計画の進行は遅い。
指す。 する。

※人文学部では、人事委員会において若干の他大学（東京大学、九州大学、
電気通信大学等）におけるサバティカル制度の規程を収集したり制定状況の
調査をおこなったが、本学部での具体化に向けた検討作業は17年度に持ち越
された。 ※wks：hum：R122004資料より抜粋

［研究資金の配分］ ［研究資金の配分］
⑤ 競争的研究資金情報の教員へ ○ 外部資金・競争的資金獲得の 学長特別補佐を中心に戦略的に資金獲得活動を行った。科学研究費補助金の

。 。の広報体制と戦略的研究の組織化 体制を整備する。 獲得は前年度とほぼ同じレベルであった 応募率を上げることが課題である
に機敏に対応できる体制を整備す 受託研究、共同研究の件数は前年度と同じレベル、寄付金は漸減であった。
る。さらに、資金獲得へのインセ 外部資金の公募情報を広報するシステムは順調に動いているが、教員への周
ンティブを与えるシステムを整備 知に課題が残っている。年度計画は相応に達成された。中期計画は少し進行
する。 した。
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※人文学部では、16年度より学部長と研究委員長の連名により募集を奨励す
る文書をメーリングリストおよび紙媒体で配布することを定例業務化するこ
ととし、従来、総務係長から発信されていた外部資金公募情報について、学
部長・研究委員長名で応募の呼びかけ文を添えて発信するようにした。問題
点を抽出するため、科研費等の応募状況・採択状況を過去にさかのぼって調
査した。全国の国立大学法人人文社会系学部の科研費応募状況・採択状況を
調査した。その結果、応募そのものを増やす何らかの策を講じる必要がある
ことが分かった。学会等への参加状況について、3つの学科ごとに調査し、結
果を集計・分析した。 ※wks：hum：R122005資料より抜粋
※理学部では、研究推進会議の中で外部資金・競争的資金獲得の体制や、SF2
1構想などの産学共同研究を促進する学部内の体制を如何に確立していくかの
検討を行い、茨城県中性子産業利用研究会運営委員会に参加。理学部教員が
茨城県中性子産業利用研究会の3分野でリーダーとなって活動。産学官の「半
導体実践講座」を集中講義で行った。 ※wks：sci：R122005資料より抜粋
※工学部では、筑波大学・茨城大学・茨城高専・中小企業合同技術交流会を7
月23日下館市および12月1日水戸市において2回開催した。研究室見学会を7月

、 、21日に都市システム工学科 平成17年1月21日に電気電子工学科と2回開催し
研究シーズを紹介した 「研究情報集No.2 （11月）を発行し、内容を共同研。 」
究開発センター・ホームページ上で公開するために作業中である。 ※wks：
eng：R122005資料より抜粋
※農学部では、農学部長を委員長とする産学連携推進委員会が設置され、産
官学連携推進の推進と技術相談体制が整備された。茨城産業会議・茨城大学
連携事業である茨城大学農学部研究室訪問交流会が平成17年2月18日に農学部
こぶし会館で開催された。三村学長特別補佐による「茨城大学における研究
活動と大学院の強化」と、それに引き続く教員との懇談会を開催した。 ※w
ks：agr：R122005資料より抜粋
※理工学研究科では、共同研究開発センターの客員教授が中心となって 「ひ、
たちものづくり協議会」への教員参加を推進した。5月27日、10月25日於：日
立商工会議所において開催した。また、平成16年3月に設立した企業との交流
組織「いばらき・ベンチャービジネスプラザ（IVBP 」の第1回交流会を7月3）
0日に実施し、企業との交流の場を増やした。茨城県の中性子利用促進研究会

（ ）、 （ ）、運営会議準備会 5月27日 第1回中性子利用促進研究会運営会議 7月8日
つくば・東海・日立産学官連携フォーラム（県立図書館：8月6日 、中性子）
ビーム産業利用（平成17年2月4日）に教員が参画した。後期のカリキュラム
に（株）ルネサスと茨城県との共同で開始した「半導体実践講座」も今後の
発展が期待される。 ※wks：gse：R122005資料より抜粋

、 、 。⑥ 研究評価を研究費配分に反映 ○ 研究成果をあげている若手の 教育研究支援経費を措置し 研究を公募して評価の上 若手の支援を行った
させるシステムを検討する。さら 研究者または研究グループを支援 人文学部の新任教員研究発表会の企画は特筆できる。年度計画は相応に達成
に、評価を基に研究体制や研究プ する。 された。中期計画は少し進行した。
ロジェクトの見直しを行う。

※人文学部では、新任教員研究発表会の第1回（11月10日開催）を、新任教員
に研究テーマを1時間程度発表してもらい、質疑応答の時間をもつという形式
でおこなった。 ※wks：hum：R122002資料より抜粋
※理工学研究科では、工学系においては平成17年1月に新たな5つの研究プロ
ジェクトが立上げられ、若手のみならず幅広い年齢層に渡り教員の7割強が参
加している。各グループの長が具体的活動や方向性の検討に入った。 ※wks
：gse：R122006資料より抜粋

⑦ ベンチャーラボ・レンタルラ ○ ベンチャーラボ・レンタルラ ベンチャーラボ・レンタルラボはその活用が始まった。理学部棟での利用率
ボを整備し、競争的資金に基づく ボを整備し、競争的資金に基づく は８０％である。年度計画は相応に達成された。中期計画は進行している。
研究や外部との共同研究スペース 研究や外部との共同研究スペース
として提供する。 として提供する。 ※理学部及び理工学研究科では、レンタル室の管理運営については16年4月以

降、理学部管理委員会（構成：学部長補佐、学科長、校舎有効活用委員長、
事務長）が行うこととし、基本的なレンタル施設の管理運営方針を確認し、

、 、 。 、 、実施は 当面 学部長補佐に一任することとした また 規則類については
「校舎有効活用委員会」において、実施については「新棟特別委員会」にお
いて検討・実行することにした 「校舎有効活用委員会」で審議したレンタ。
ル施設に関する規則・要項の最終確認を行った。ベンチャーラボ（2室 、プ）

（ ）、 （ ）、 （ ）、ロジェク研究室 3室 キャリアアップ研修室 2室 国際研究員室 1室
大学院講義室、インタビュースタジオ、10室中8室を使用中。計画の80％（入
居率）を達成している。 ※wks：sci：R122007資料、wks：gse：R122007資
料より抜粋

［研究設備の整備］ ［研究設備の整備］
⑧ 研究拠点となる高い水準の研 ○ 研究拠点となる高い水準の研 特別設備費により、農学部に生産環境安全管理分析システム、動物安全性検
究を育成するために、最先端の実 究を育成するために、最先端の実 査システム、超高感度分析装置が整備された。教育学部にはアート・インフ
験・分析設備を導入し運用する。 験・分析設備を導入し運用する。 ォメーション・システムが整備された。科学研究費により工学部には反応性

イオンエッチング装置が整備された。農学部に分析走査電子顕微鏡が設置さ
れた。学内予算により農学部に遺伝子解析装置が設置された。研究設備の整
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備に貢献することになる平成１６年度科学研究費による１，０００万円以上
の採択は、特別研究促進費が１件、基盤Ａが２件、基盤Ｂが１件であった。
５００万〜１，０００万の採択件数は１０件であった。年度計画は相応に達
成されたが、中期計画は予算獲得に依存して進行している。

※教育学部では、マルチメディアを使った教育を行うための教室の整備とし
て、1)ビジュアル・エフェクト制作システム、2)映像・音響編集加工システ
ム、3)サウンドラボ・システム、4)映像制作システム、5)教育用アート・イ
ンフォメーション・システム、6)防音設備を整えたアート・インフォメーシ
ョン・システムを、3月中に教育学部B棟B31教室及びB35教室に設置した。
※wks：edu：R112b14資料より抜粋
※農学部では、16年度概算要求（特別別設備費等要求）で食糧生産環境・食
品安全管理分析システムが認められた（東京農工大学大学院連合農学研究科
再掲 。本装置は生産環境安全管理分析システム、食品中含有物質の動物安）
全性検査システム、食品中有害微量物質の超高感度分析装置からなる。16年
度科学研究費補助金（基盤研究（A （1 ）で分析走査電子顕微鏡の設置が認） ）
められた。遺伝子実験施設に遺伝子解析装置（化学発光検出装置など）の学
内予算が認められた。 ※wks：agr：R122008資料より抜粋

⑨ 高度の研究を推進し支援する ○ 学際的研究や総合的研究など 施設整備にあわせて各学部では２０％の学内共用スペースを確保することが
ために各教育研究施設の充実と施 の新たな研究実施体制に対応し、 決定された。理学部など一部の学部でその整備と運用が始まった。年度計画
設間の密接な連携を図る。 施設の柔軟かつ効率的な利用のた は一部で達成された。中期計画の進行は遅い。

めに、共用スペースの確保・運用
に取り組む。 ※本学では、環境リサーチ・ラボラトリー棟の「情報環境分析室、145㎡」に

学生スペースが確保された。共通教育棟1号館の改修（共通教育棟1号館1階1
室112㎡・2階38㎡(留学生対応) 、理学部C棟1階旧実験室改修2室110㎡によ）
って学生対応スペースが確保された。 ※wks：fin：R510004資料より抜粋

⑩ 放射線及び放射性元素利用研 ○ 安全性の確保を図りながら、 特段の問題は発生しなかった。放射性物質の管理等は適切に行われた。年度
究における安全性の確保のため、 放射線およびＲＩ利用研究体制の 計画は相応に達成された。中期計画は予算獲得に依存して進行している。
設備を整備する。 整備を検討する。

※本学では、理学部放射線同位元素実験室および阿見地区放射性同位元素実
験施設の2施設がある。16年度は、管理区域内の作業環境測定及び放射線モニ
タリングについて、内部に有資格者がいなかったことおよび業務負担が非常
に大きいことから、外部専門業者へ委託し、4月から実施した。管理・監督の
ために、第一種作業環境測定士（放射性物質）の資格を理学部より2名の教員
が取得した。安全教育については、水戸地区は平成16年4月に放射線の基礎と
安全取り扱い、放射線の人体影響、放射線に関する法令、放射線障害防止法
に関する講義を行った。出席者60名。阿見地区も、従事者申請登録の者に対
してもれなく実施した。出席者114名 ※wks：adm：R520007資料より抜粋
※理学部及び理工学研究科では、理学部中長期計画委員会で、今後の方策に
ついての検討を始める予定だったが、教育課程改革・改善に集中していたの
で、本件に関しては全く議論できなかった。 ※wks：sci：R122010資料、wk
s：gse：R122010より抜粋

⑪ 学術データベースの構築と整 ○ 学術データベースの構築と整 茨城大学研究者情報管理システムを立ち上げ、教員の学術情報の収録を行っ
備に努力するとともに、外部電子 備に努力するとともに、外部電子 た。茨城県図書館と共同で巻物７巻を電子化した。年度計画は相応に達成さ
情報の利用促進を図る。 情報の利用促進を図る。 れた。

※本学では、平成16年2月に点検評価委員会・情報システムWGにおいて「情報
の一元化とともに入力者の負担軽減を図るため、既存のデータベースを統合
し、研究者データベースとして全学運用すべきである 」との答申を行い、。
点検評価委員会で了承を得、総合計画委員会で報告を行った。本年度は工学
部で先行試行を開始した研究者情報管理システムを全学展開するべく、全学
的なコンセンサスを得た上で、先行データベースとの統合を行うために必要
な項目の1/3程度とし 「教員要覧」の統合化とJSTのReaD調査を対象に本シ、
ステムの構築を12月までに行い、平成17年1月から「茨城大学研究者情報管理
システム」の全学運用を開始した。 ※wks：pla：R230005資料より抜粋
※図書館では、16年度「茨城県図書館協会における電子的コンテンツ形成支
援事業」として県立図書館所蔵の巻物「徳川光圀公書翰」全7巻の電子化を行
った。 ※wks：lib：R122011資料より抜粋

○ 本学の紀要・学位論文等の電 本学の紀要や学位論文の電子化は進行しなかった。ポータル機能の整備も進
子化を学内調整のもとに推進す 行しなかった。年度計画は相応に達成された。中期計画は予算措置に依存し
る。さらに、情報資源のメタデー て進行している。
タ・データベースを構築し、学内
外に情報を発信するためのポータ ※人文学部では、電子的に活用可能な学術データベースの整備に着手する予
ル機能実現を目指す。 定であったが、全学研究者情報管理システムの稼動が遅れたため、この計画

は十分に達成されなかった。 ※wks：hum：R122011資料より抜粋
※図書館では、国立情報各研究所の研修会（ 学術ポータル担当者研修」ポ「
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ータル構築のためのメタデータ・ハーベスティング）には応募者多数のため
落選となり参加できなかった。これにかわり、機関リポジトリについて先行
して実績のある千葉大学に担当職員を派遣し、メタデータDB構築のための技
術研修を行った。メタ・データ作成及びポータル機能については、充分な成
果があげられなかったので、次年度も継続することとした ※wks：lib：R12
2011資料より抜粋

⑫ 教育・研究・業務に関する情 ○ 情報の総合的管理運営体制の 情報の総合的管理のため「学術情報局」の設置と総合情報処理センターのＩ
報の総合的管理運営と活用を図 整備を行う。 Ｔ基盤センターへの移行を概算要求し、一部が認められた。平成１７年度前
り、学内情報のサービスを行うと 期に設置予定で審議中である。年度計画は相応に達成された。中期計画は進
ともに、情報セキュリティを確保 行している。
する。そのための組織体制の整備
充実を図る。 ※総合情報処理センターでは、平成15年度までは日立地区教員のみで研究者

情報管理システムが運用されているが、これを16年度中に全教職員を対象と
する共有基盤データベースへ拡張することが確定した。システムの改造は平
成17年1月初旬に、初期データの入力作業と同時に完了し、全学運用に移行し
た。学長から各教員に年度内の入力が要請された。総合情報処理センターのI
T基盤センター化については、図書館と統合した学術情報局の設置として文部
科学省により一部が認められ、設置準備委員会が発足した。組織体制や業務
内容の検討は17年3月まで行われた。平成17年4月より学生証及び職員証をIC
カード化する計画で、ICカードの仕様及び内部設計、カードデザイン及びメ
モリ設計を実施した。認証IDの統合化を図るため、総合情報処理センターに
て運用している認証サーバの活用策を検討し、システム設定の変更作業を実
施した。 ※wks：sre：R122012資料より抜粋

⑬ 図書館資料の系統的な収集・ ○ 図書館資料の系統的な収集・ 予算の削減があり、資料の系統的収集・整備は厳しい状況である。年度計画
整備を促進し、電子図書館サービ 整備を促進し、電子図書館サービ は次年度課題となった。中期計画の進行は遅い。
ス機能の充実・強化を図る。 ス機能の充実・強化を図る。

※図書館では、図書館資料の系統的な収集・整備と電子図書館サービス機能
の充実・強化を図るため、図書館のあり方検討WG報告書において学生用図書
と電子ジャーナルの共通経費化を提言した。また、図書館HPをリニューアル
し、Directory of Open Access、Google Scholar、 米国学位論文の検索、Ox
ford Dictionaly of National Biography等インターネットで利用できる学術
情報にアクセスポイントを設定した。 ※wks：lib：R122013資料より抜粋

⑭ 外国雑誌について電子ジャー ○ 外国雑誌については、電子ジ 電子ジャーナル経費の一部を大学共通経費から措置し、維持を図った。年度
ナルを中心とした、全学的な収集 ャーナルを中心とした、全学的な 計画は相応に達成された。中期計画は少し進行した。
・共同利用体制を推進する。 収集・共同利用体制を推進する。

※図書館では 「電子図書館WG」を5/24、7/5、9/14、12/21の計4回開催し、、
、電子ジャーナル経費の共通経費化について具体的に提案した答申が了承され

第3回図書館運営委員会において館長に答申された。館長より理事、学長への
説明を経て、教育研究評議会に提示された。電子ジャーナル経費の共通経費
化については、ほぼ全学的理解が得られたものと考えている。 ※wks：lib
：R122014資料より抜粋

⑮ 他大学図書館及び国立情報学 ○ 図書館間相互協力(ＩＬＬ)を 英国図書館文献サプライセンターに加盟したが、利用は４件のみであった。
研究所等と連携し、国際的・国内 強化し、必要な学術文献等の迅速 年度計画は相応に達成されたが、効果はこれからで、中期計画の進行は課題
的な図書館間相互協力（ILL）を ・的確な提供サービスを検討す が多い。
推進する。 る。

※図書館では、長年にわたり実績と定評の高いBLDSC（英国図書館文献サプラ
イセンター）の資料提供サービスに10月に3館ごとに参加した。利用は農学部
分館4件である。次いでGIFの実現について運用方法を検討したが、ISO ILLリ
ンクに対応したクライアントまたはNIIのWebUIP必要であるが本学で導入して
いるNALISクライアントはISO ILLリンクに対応しているので技術的には問題
ないことが判明した。 ※wks：lib：R122015資料より抜粋

。 、⑯ 図書管理システムを整備し、 ○ 効率的図書入力システムを検 入力システムの検討は進行していない 遡及入力は予算措置に依存しており
所蔵資料の利用促進を図るととも 討し、図書入力年次計画を策定す 年次計画は策定されたが進行は遅い。年度計画は一部が達成された。中期計
に、図書の資産管理の効率化を図 る。 画の進行は遅い。
る。

※図書館では、図書館施設所蔵の未入力図書（雑誌含む）34万冊余の5ヶ年入
力計画を策定し、限られた予算の中で、本館23千冊、工学部分館1.6千冊、7.
4千冊した。 ※wks：lib：R122016資料より抜粋

［知的財産管理の整備］ ［知的財産管理の整備］
。 （ ）⑰ 社会の要請にしたがって企業 ○ 地域の各種の産業支援を行っ 平成１６年度特許届出件数は２６件であった 法人所有とした特許 含届出

と共同研究を展開し、本学のシー ている機関と、人材および設備等 は累積４件である。共同研究開発センターの活動により、年度計画は順調に
ズを社会に提供する。また、本学 についての連携関係を確立する。 取り組まれた。茨城産業会議との共同企画事業は計画どおりに行われた。そ
の知的財産の創成と管理及び活用 の結果前年度と同レベルの共同研究等が行われた。年度計画は相応に達成さ
を図る拠点として知的財産管理部 れた。
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を形成する。

※茨城県からコーディネータが派遣されたことにより、中小企業等のニーズ
汲み上げが円滑になり、共同研究等の増につながっている。 ※wks：pla：R
122021資料より抜粋
※共同研究開発センターでは 「ひたちものづくり協議会」を年3回開催し、、
茨城県、日立市、日立商工会議所、(財)日立地区産業支援センター等との情
報交換を行い、産学官連携の活動方針と内容について検討した。この「ひた
ちものづくり協議会」の活動の中から、企業人と教員との研究会組織「ひた
ちものづくりサロン（HMS 」を7月21日に設立した。 ※wks：sre：R122017）
資料より抜粋

○ 企業におけるニーズの発掘お 共同研究開発センターの活動により、年度計画は順調に取り組まれたが、相
よび問題解決のため、商工会議所 談会は２回の開催となった。年度計画は相応に達成された。

「 」を対象に 技術・ビジネス相談会
を毎年４回以上実施する。 ※共同研究開発センターでは、筑波大学・茨城大学・茨城高専・中小企業合

。 、「 」同技術交流会を2回開催した その交流会において 技術・ビジネス相談会
を実施した。7月23日下館市および12月1日水戸市で開催。 ※wks：sre：R12
2017資料より抜粋

○ 知的財産管理の制度を整備し 平成１７年度より共同研究開発センターに知財部門を設置することとした。、
知的財産の活用を図る。 知財ポリシーを策定した。年度計画は相応に達成された。中期計画は進行し

た。

※本学では 「知的財産本部（室 」が未設置であるため、知的財産に関する、 ）
対応が不十分であった。そのため副学長（学術担当 、学長特別補佐、共同）
研究開発センター長、工学部長補佐などで構成する「知的財産の検討会」を
立ち上げた。検討会は、日本弁理士会知的財産支援センターの弁理士2名を交
え、現在の問題点整理、今後の課題などについて意見交換を行った。その結
果、17年度より共同研究開発センター内に設置する「知的財産部門」が、本
学の外部資金の受入を一括して行う「外部資金の窓口一本化」を行うことと
なった。また 「知的財産検討会」において知的財産ポリシー案を策定し、、
学長戦略会議において審議し、3月開催の教育研究評議会で制定された。 ※
wks：pla：R122017資料より抜粋

［共同研究］ ［共同研究］
⑱ 先端科学技術に関する研究支 ○ 技術研修会等に職員を派遣し 工学部および機器分析センターで年度計画は達成された。、
援拠点として学内共同教育研究施 高度な分析測定技術を修得させ
設を整備し 密接な連携を図って る。 ※共同研究開発センターでは 「ひたちものづくり協議会」を年3回開催し、、 、 、
共同利用の推進に努める。 茨城県、日立市、日立商工会議所、(財)日立地区産業支援センター等との情

報交換を行い、産学官連携の活動方針と内容について検討した。この「ひた
ちものづくり協議会」の活動の中から、企業人と教員との研究会組織「ひた
ちものづくりサロン（HMS 」を7月21日に設立した。 ※wks：sre：R122017）
資料より抜粋
※機器分析センターでは、工学部主催の技術部研修会に職員2名を派遣し、計
測等を含め幅広い研修を受けた。第8回国立大学法人機器・分析センター会議
に職員を派遣し、他センターの支援システムの調査などを実施した。また、
同時開催の「先端計測分析部門第15回記念特別講演会」に出席し、先端分析
機器の情報を収集した。 ※wks：sre：R122018資料より抜粋

○ 機器の利用講習会、技術相談 工学部および機器分析センターで年度計画は達成された。
会、安全講習会等を開催して利用
者の便宜を図る。 ※共同研究開発センターでは、筑波大学・茨城大学・茨城高専・中小企業合

。 、「 」同技術交流会を2回開催した その交流会において 技術・ビジネス相談会
を実施した。7月23日下館市および12月1日水戸市で開催。 ※wks：sre：R12
2017資料より抜粋
※機器分析センターでは 「16年度利用のしおり」を発行し、学内外の関係、

、 、 「 」 、部署 関係者に配布し ホームページにも 16年度利用のしおり を掲載し
利用登録、利用報告の情報を提供した。さらに電子メールを使い利用登録と

。 、 、利用報告ができるようにした 利用登録に際し 利用講習の希望調査を行い
延べ19回利用講習会を実施し、延べ97人が受講した 「安全マニュアル」を。
全面的に改訂し，利用者に配布するとともに，利用講習会や安全講習会でテ
キストとして用いた。高圧ガス安全講習会を開催し、理学部23名、工学部4名
の参加があった。職員による依頼分析として、元素分析216件、電子顕微鏡に
よる分析4件、核磁気共鳴装置による分析1,902件を実施した。 ※wks：sre
：R122018資料より抜粋

○ 学内共同教育研究施設等を整 地域連携事業などで連携が図られたが、施設の共同利用のための整備は十分
備し、密接な連携を図って、共同 でない。地域総合研究所を学内共同教育研究施設に位置づけた。年度計画は
利用の推進に努める。 相応に達成された。中期計画の進行は明瞭になっていない。



- 55 -

茨城大学
※平成16年4月の国立大学法人茨城大学設立に伴い、国立大学法人茨城大学組
織規則を整備し、学内共同教育研究施設等として、共同研究開発センター、
機器分析センター、生涯学習教育研究センター、広域水圏環境科学教育研究
センター、総合情報処理センター、遺伝子実験施設、留学生センター、地域
総合研究所、学生就職支援センター、五浦美術文化研究所を組織化し、再整
備した。 ※wks：pla：R210004資料より抜粋

⑲ 生命科学研究における安全性 ○ 放射性同位元素実験、組換え 遺伝子実験施設の年度計画は達成された。
の確保と生命倫理の遵守を図りな ＤＮＡ実験、ヒトの生命倫理など
がら、遺伝子研究の支援と教育を 法律及び指針に係わる生命科学研 ※遺伝子実験施設では、遺伝子組換え安全委員会開催の「組換えDNA実験法制
行う。 究の安全性・信頼性の確保と法律 化に伴う説明会」に協力し、解説書、申請書記入例、法律等資料を作製し、

・指針の遵守の徹底を図る。 専任教官が説明に参加した。また遺伝子実験施設ホームページに全学向けに
資料、申請書をアップした。生命倫理に関する後期大学院授業（集中）が開
講され、学生・教職員の聴講が可能であったため、重複を避けシンポジウム
の実施を翌年度に延期した。日立キャンパスで11月24日～12月7日まで遺伝子
実験施設展を開催しパネル展示（安全確保と生命倫理、施設の紹介・利用）
をした。11月24日に遺伝子実験講座を開催し、遺伝子組換え実験に関する法
律等及び生命倫理に関する講義と遺伝子工学実験を実施した（27名参加 。）
水戸キャンパスで平成17年１月26日に体験実験講座を開催し、参加者は教員2
名、学生10名であった。 ※wks：sre：R122019資料より抜粋

○ 分析業務等の受託支援も積極 遺伝子実験施設の年度計画は達成された。
的に行い、バイオテクノロジーに
関するトレーニングコース、テク ※遺伝子実験施設では、登録ユーザー195名、研究グループとして 32グルー
ニカルセミナー等を開催し、技術 プを数え、活発に共同利用されている。水戸キャンパスからのDNAシークエン
・情報の提供を行う。 ス試料を学内便で受け付け、データーを電子ファイルで送付する受託を実施

。 、している 本学学生・教員を対象に遺伝子工学トレーニングコースを実施し
遺伝子組換え実験に関する法律等及び生命倫理に関する講義、安全な遺伝子
実験についてのトレーニングを実施した。参加者21名（含む信州大3名 。10）
月25日に第6回遺伝子実験施設セミナー（講師：Prof. A. Atanassov、演題：
Plant biotechnology and biosafety activities of Agrobioinstitute Sofi
a, Bulgaria）を開催し、植物バイテクの進歩とその安全性について講演を頂
いた。テクニカルセミナー（タンパク質解析）を6月24日に実施した。 ※wk
s：sre：R122019資料より抜粋

○ 遺伝子及び遺伝子実験に係わ ＮＰＯ法人くらしとバイオプラザ２１と共催の一般向けバイオテクノロジー
る教育プログラムに参画し、各学 講座や高等学校生物部向けサイエンスパートナープログラムシップ事業は特
部及び研究科の要請に応じてバイ 筆できる。水戸及び日立キャンパスでは体験講座を開催した。遺伝子実験施
オテクノロジーに関する教育プロ 設の年度計画は達成された。中期計画は進行している。
グラムを提供する。

※遺伝子実験施設では、一般向けバイオテクノロジー実験講座をNPO法人くら
しとバイオプラザﾞ21共催で茨城大学遺伝子実験施設（11月11、12日 、東京）
日本科学未来館（11月13、14日）で開催した。遺伝子実験施設会場では神奈
川、千葉など県外からも参加があった（参加者数21名 。公開講座として、）
中学生おもしろ生物教室（阿見町立3中学校の協力を得て、全生徒に参加申込
書を配布。また東中学校からも参加申し込みがあった。参加者24名、引率教
員3名 、高校生バイオテクノロジー実験講座（茨城県の 高校へ募集ポスタ）

。ー配布及び茨城県高等学校教育研究会生物部の先生方を通した広報を行った
茨城県11高等学校から20名の参加があった 。茨城県高等学校教育研究会生）
物部夏季研究大会（研修）について、茨城大学より申請し、SPP事業として採
択された。茨城大学遺伝子実験施設を主会場として、研修が8月10日～12日に
開催された。茨城大での研修には農学部教員5名が講師として協力した。出前
実験として、茨城県立並木高校で遺伝子組換え実験及び安全確保に関する講
義の後、実験を行った。 ※wks：sre：R122019資料より抜粋

⑳ 大学院連携分野の近隣研究機 ○ 日本原子力研究所の特別研究 制度の利用を促したが、利用した学生は極めて少ない。年度計画は部分的に
関の研究者と共同研究を推進す 員制度の積極的な利用を学生・教 達成された。中期計画の進行は遅い。
る。 員に促す。

※理工学研究科では、日本原子力研究所の特別研究員制度に応募し、応用粒
子線科学専攻博士前期課程の学生1名が特別研究員に採用された。大学院連携
講座の教員が開講している前期課程の2つの講義では、教室での講義に加え、
日本原子力研究所における施設見学や実習を行っており、最先端の研究施設
に関する知見や幅広い知識の教授に貢献している。 ※wks：gse：R122020資
料より抜粋

研究情報の広報体制を整備す ○ 学外研究機関や大学、企業、 平成１７年度に地域連携推進本部を設置することを決定した。地域総合研究
るとともに 学外研究機関や大学 ＮＰＯとの間の研究連携を推進す 所を学内共同教育研究施設に位置づけ、研究の推進を図ることとした。ひた、 、
企業、ＮＰＯとの間の研究連携を るための組織を整備し、研究の連 ちものづくり協議会やいばらき・ベンチャープラザを組織し、その活動を通
推進するための組織を整備し、研 携・協力・技術移転を積極的に進 じて連携・協力を進めた。年度計画は相応に達成された。
究の連携・協力・技術移転を積極 める。
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的に進める。 ※本学の地域貢献活動は、従来は個別学部・センター中心に取り組んできた

が、中長期計画委員会の下に「地域連携小委員会」を設置したことにより全
学のコーディネート機能が強化できた。各学部・センター等に分散している

「 」 。活動の効果的な実施を行うための 地域連携推進本部 の概算要求を行った
また、学内的な措置としての「地域連携推進本部構想」の検討を行った。し
かし、予算措置されなかったため、学内措置で設置する構想がほぼまとまっ
た。産学連携を推進するための本学研究者の情報を提供する「茨城大学研究
者情報管理システム」が12月末に完成した。文部科学省の地域貢献特別支援
事業関連では、事業予算が大幅に減額されたにもかかわらず、茨城県等と連
携して事業を進め、その成果は「茨城大学公開シンポジウム （3回開催）に」
おいて発表した。茨城県からコーディネータが派遣されたことにより、中小
企業等のニーズ汲み上げが円滑になり、共同研究等の増につながっている。

※wks：pla：R122021資料より抜粋

○ 大学の知的所有権の公表・出 研究シーズ集を発行するとともに、研究者情報管理システムを整備し、研究
版を行う。また、これらのデータ 情報のデータベース化と公表を実現した。年度計画は相応に達成された。中
ベース構築を見直し、検索の容易 期計画は進行している。
化・迅速化を実現する。

※共同研究開発センターでは、本学の知的財産の一つである研究情報につい
て「茨城大学研究情報集：平成14年3月」を公表・出版しており 「研究情報、
集No.2 （平成16年11月）を発行した 「研究情報集No.2」の内容を共同研究」 。
開発センター・ホームページ上で公開するために作業中である。 ※wks：sr
e：R122021資料より抜粋
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（１）社会との連携、国際交流等に関する目標

［地域との連携］
① 教育及び研究における社会サービスを積極的に推進する。中
② 地域貢献・地域交流の組織的・総合的な取り組みを推進する。
［産学連携］期
③ 社会の要請を汲み上げた研究を展開し、社会にシーズを発信する。
④ 産業振興・環境保全に貢献し社会の健全な発展に寄与する研究を推進する。目
［他大学との連携］
⑤ 他大学や外部研究機関と協力して地域課題を解決するため組織的連携を図る。標
［留学生等交流］
⑥ 国際的な大学間学生交流・学術交流の推進を図る。
⑦ 留学生や外国人研究者を積極的に受入れる。
［国際貢献］
⑧ 国際的共同研究に取り組むとともに、国際社会の要請に応える研究の構築と人材養成への協力
を強める。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

［地域との連携］ ［地域との連携］
① 地域貢献を本学の重要施策の ○ 公開講座、セミナー、講習会 地域連携推進事業の最終年度として、新技術開発支援事業、地域活性化プロ

、 、 、一つとし、地域貢献を目的とする などを充実する。 グラム事業 水・自然環境の保全と活用事業 環境にやさしい農業推進事業
教育研究を充実し、成果を社会へ ディーゼル排気微粒子の分析法の確立と環境影響調査事業、パートナーシッ
還元する。地域貢献と地域連携の プによる茨城型グリーンツーリズム推進事業、高大連携事業、地域の学習活
拠点となるよう本学を整備する。 動を支える指導者養成事業、茨城県図書館協会における電子的コンテンツ形

成支援事業、ｅ-Ｌｅａｒｎｉｎｇ環境での協調学習支援のためのデジタルコ
ンテンツ開発・利用事業に取り組み、成果報告会、各種シンポジウム、成果
物の公表を一般市民向けに行った。年度計画は相応に達成された。

※人文学部では、12月9日の教授会において地域連携委員会規則が承認され、
本委員会は正式に発足した。直ちに、人文学部講師団名簿の作成に取り掛か
った。人文学部地域連携事業案内のパンフレットの作成にも着手し、講師団
名簿と合わせて本年度中に完成させることができた。常陸大宮市と大洗町と
の地域連携協定についての調査研究にも着手し、年度内に両自治体とも協定
調印の合意に達した（正式の協定調印式は平成17年4月13日に決定 。民間金）
融機関（水戸信用金庫）の協力による講座開設（地域金融論）も前年度に引
き続き実現したことにより、金融をテーマに地域と教育とが接合する新たな
学部教育の場を設けることができた。 ※wks：hum：R131001資料より抜粋
※教育学部では、学生の学校支援活動と教育活動を促進するために、平成16
年3月29日付けで水戸市と協定を結び、学生を水戸市内の小・中学校へ派遣し
た。その実施のための調整は、教育実践総合センターがあたった。6月に県教
委と現職教員の各種年次研修を支援するシステムの策定の会議を行い、パイ
ロット的に現職教員の各種年次研修を実施した。平成15年度になされた、本
学部の外部評価の報告書に収められている2種類のアンケート（ 大学と地域「
の連携に関する調査」と「本研究科修了生に対するアンケート調査」の結果
を分析しまとめることにより、地域のニーズの調査・検討を行なった。県教
育委員会との連絡協議会を12月に開催し、県教育委員会および地域の諸学校
が教育学部に期待していることを聴取した。 ※wks：edu：R131001資料より
抜粋
※理学部では、一般市民向け科学セミナーを5月24日、6月21日、7月12日に水
戸駅前旧県庁舎内茨城大学インフォメーションセンターで実施した。参加者
数26名。10月18日、11月15日、12月13日に水戸キャンパスの理学部棟で実施
したが、聴講者の集まりがわるくなった。17名程度であった。小平日立教育
科学財団から市民向け科学セミナーの開催要請があり、イブニングセミナー
運営委員会で具体案を検討した。その結果17年度に開催できる見通しが立っ
た。 ※wks：sci：R131001資料より抜粋
※工学部では、第1回茨城大学サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラト
リー（SVBL)共同研究開発センター合同成果報告会をシステム工学科東棟大会
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議室およびゼミ室、総合研究棟イノベーションルーム、第一会議室を用いて9
月16日に開催した。ひたちものづくり協議会を5月27日、10月25日に日立商工
会議所において開催した。7月21日に「ひたちものづくりサロン（HMS 」を）
設立し、12研究グループの研究会が開催された。7月30日に第一回いばらき・
ベンチャービジネスプラザ（IVBP)交流会を開催した。超塑性工学研究センタ
ーでは （社）日本機械学会関東支部茨城講演会でオーガナイズドセッショ、
ン「超塑性と材料および造形法」を実施した（9月24日開催、発表論文件数27
件 。日本機械学会／米国機械学会共催国際シンポジウム、JSME/ASME M&P2）
005（2005年6月米国シアトル市で開催）でオーガナイズドセッション「Super
plastic Forming」を設定した。論文発表申込件数14件（うち2件は米国人研
究者の招待講演 。超塑性工学研究センター研究成果報告会を開催した（平）
成17年3月1日 ※wks：eng：R131001資料より抜粋）。
※生涯学習教育研究センターでは、地域の他機関団体との連携による講座開
催等については、茨城産業会議との共催による「がんばる茨城産業人講座 、」
県教育委員会協力による「社会教育主事講習 、 県教育委員会との共催によ」
る「社会教育基礎講習 、10月30日～12月12日に県教育委員会との共催によ」
「 」 。 、 、る ボランテア活動推進講座 などを実施した 公開講座は 30講座開講し

参加者が5名以下の12講座について実施しなかった。 ※wks：sre：R131001
資料より抜粋

○ 近隣小中学生を対象とした科 小中学生への科学啓蒙活動として「Ｊｒ.サイエンス＆ものづくり教室」や
学技術に関する啓蒙活動を行う。 「わくわくサイエンス教室 「中学生おもしろ生物教室 「中学生のための」、 」、

科学セミナー」の取り組みは特筆できる。年度計画は達成された。

※工学部では、東海・ひたちなか地区の小中学生を対象に、平成17年1月6、7
日に平成16年度茨城大学工学部(小中学生向け)開放イベント「Jr.ものづくり
プロジェクト」を開催した。テーマは「最近の機械加工技術を応用し、世界
でたった一つのオリジナルネームプレートをつくろう」である。日本機械学
会関東支部茨城ブロックより支援があり共催とした。募集30名に対し、参加
した小中学生は37名であり、それぞれは所期の成果をあげ満足した様子であ
った。これまで、1回目は日立市、2回目は北茨城、高萩、日立の3市の、今回

、 。はひたちなか市 東海村と日立市の教育委員会を通して参加者募集を行った
募集方法の改善が検討課題として残った。 ※wks：eng：R131001資料より抜
粋

。 。○ 一般市民向け科学セミナーを 科学セミナーは予定通り実施された 参加者が減少したことが課題となった
充実し、定期的に開催する。 年度計画は相応に達成された。中期計画は進行している。

※理学部では、一般市民向け科学セミナーを5月24日、6月21日、7月12日に水
戸駅前旧県庁舎内茨城大学インフォメーションセンターで実施した。参加者
数26名。10月18日、11月15日、12月13日に水戸キャンパスの理学部棟で実施
したが、聴講者の集まりがわるくなった。17名程度であった。小平日立教育
科学財団から市民向け科学セミナーの開催要請があり、イブニングセミナー
運営委員会で具体案を検討した。その結果17年度に開催できる見通しが立っ
た。 ※wks：sci：R131001資料より抜粋
※理工学研究科では、小平日立教育科学財団イブニングセミナー運営委員会
で、市民向け科学セミナーの再開の可能性を追求したところ、小平日立教育
科学財団から市民向け科学セミナーの開催要請があり、イブニングセミナー
運営委員会で具体案を検討した。その結果平成17年5月に、ノーベル物理学賞
受賞 小柴昌俊東大名誉教授、武田 暁東大名誉教授による中高生向け講演
会が開催開催されることとなった。 ※wks：gse：R131001資料より抜粋

② 国、各地方自治体、学校、地 ○ ＳＦ２１関係の茨城県産学官 中性子研究会に積極的に参画し、多くのプロジェクトを企画した。年度計画
域の研究機関、民間企業、さらに 研究施設の設立に協力するととも は達成された。
はＮＰＯや市民団体と共同して、 に、ＳＦ２１構想促進のため、幾
多様な社会活動を行って、産官民 つかの産学連携・産学共同研究プ ※茨城県では「中性子利用促進研究会運営会議」が中心となって、SF21関係
学の連携を推進する。 ロジェクトを立ち上げる。 の茨城県産学官研究施設の内容についての方向性を検討することとした。ま

たこの組織の下で、10個程度のプロジェクト研究会を立ち上げ、中性子ビー
ムの産業利用の可能性と拡大を目的とした産学官の活動を開始する計画であ
る。理工学研究科では、地域と連携した特色ある大学を構築していくひとつ
の重要化課題ととらえ積極的に参画することとした。5月27日中性子利用促進
研究会運営会議準備会開催、7月8日第一回中性子利用促進研究会運営会議開
催、8月6日つくば・東海・日立産学官連携フォーラム開催（県立図書館 、）
平成17年2月4日中性子ビーム産業利用などを開催した。中性子利用促進研究
会「生体分子科学研究会」は、企業のご参加をいただき、2回のシンポジウム
を開催し、１回のKEK見学会を開催した。この研究会の活動は、平成17年2月2
4～26日に日中科学ワークショップとしても開催された。中性子利用促進研究
会 個別研究会責任者「ナノ磁性材料研究会」は、7月28日に第1回研究会を
ひたちなかテクノセンターで開催し、5回にわたり研究会を開催した。 ※wk
s：sci：R131002資料より抜粋
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○ 子育て支援活動を地域と連携 教育学部と水戸市との学校支援活動に関する協定締結は特筆できる。子育て
して推進する。 支援はまだ学内活動にとどまっている。年度計画は相応に達成された。

※教育学部では、学生の学校支援活動と教育活動を促進するために、平成16
年3月29日付けで水戸市と協定を結び、学生を水戸市内の小・中学校へ派遣し
た。その実施のための調整は、教育実践総合センターがあたった。 ※wks：
edu：R131001資料より抜粋
※教育学部では、未就園児とその保護者に「コミュニティー広場 （子育て」
広場）を開設し、幼稚園の施設を開放するとともに幼児期の子どもをもつ親

。 、 。の意識等を把握する 2歳児50名を対象に4回 1歳児30名を対象に4回行った
幼稚園児の保護者を対象に年間30回「アッセンブリー （子育て座談会）を」
開催し、保護者の意識等を把握するとともに子育てに関する情報の提供を行
った。 ※wks：edu：R131002資料より抜粋

○ 心理相談室（教育学部）の組 ＨＰの改善は行われたが分室は設置されなかった。年度計画は次年度課題と
織と機能の充実策を検討する。 なった。中期計画は課題によって進行度が異なる。

※教育学部では、心理相談室の組織と機能を充実させるために相談案内をHP
で公開した。運営のために非常勤相談員を5名配置しているが、旅費のみの支
給で、実際にはボランティアとして協力をお願いしている。 ※wks：edu：R
131002資料より抜粋

③ 地域への積極的な貢献のため ○ 学内共同教育研究施設を有機 学内共同教育研究施設では、新技術開発支援事業、地域活性化プログラム事、
学内共同教育研究施設を有機的に 的に組織化しその活用を図るとと 業、水・自然環境の保全と活用事業、環境にやさしい農業推進事業、ディー
組織化しその活用を図るととも もに、生涯学習の充実、地域環境 ゼル排気微粒子の分析法の確立と環境影響調査事業、パートナーシップによ

、 。 。 。に、生涯学習の充実、地域環境改 改善 地域産業活性化に寄与する る茨城型グリーンツーリズム推進事業に取り組んだ 年度計画は達成された
善、地域産業活性化に寄与する。

※本学では、これまでの地域連携推進体制は、学部・センターの取り組みが
個別に行われることが多く、全学的なコーディネートや組織間の有機的な繋
がりが弱かった。そのため中長期計画委員会の下に「地域連携小委員会」を
設置したことにより、全学の地域連携事業のコーディネート機能を強化でき
た。16年度は文部科学省地域貢献特別支援事業の最終年度にあたり、事業の
取り纏めを行った 「地域活性化プログラム事業 「水・自然環境の保全と。 」、
活用 「環境にやさしい農業推進事業 「茨城県図書館協会における電子的」、 」、
コンテンツ形成支援事業 「e－Ｌearning環境での協調学習支援のためのデ」、
ジタルコンテンツ開発・利用 「新技術開発支援事業 「ディーゼル排気微」、 」、
粒子の分析法の確立と環境影響調査 「パートナーシップによる茨城型グリ」、
ーンツーリズム推進事業 「高大連携推進事業 「地域の学習活動を支える」、 」、
指導者養成事業」などに取り組んだ。これらの活動内容は茨城大学シンポジ
ウムにおいて報告されるとともに、3年間のまとめを冊子として公表した。学
部・センターそれぞれの地域連携推進組織を設置し、各レベルで事業を推進
した。ひたちものづくり協議会（茨城県・日立市・日立製作所・日立地区産
業支援センター・茨城大学）の下に「ひたちものづくりサロン」を7月に設立
し 12の研究グループによる研究会を開始した 茨城大学と茨城産業会議 茨、 。 （
城県商工会議所連合会、茨城県商工会連合会、茨城県中小企業団体中央会、

） 、 。茨城県経営者協会 との連携事業として 工学部研究室の訪問交流を行った
今回のテーマは 「バイオ」に焦点をあて参加者が興味のある研究部門を自、
由に訪問できる体制を整えた。参加者は、企業35名・茨城県関係者8名・茨城
産業会議8名・一般市民5名・茨城高専1名・茨城大学21名であった。地域連携
活動の一層の推進、全学コーディネートの強化、対外窓口の明確化などを図
るため「地域連携推進本部」の設置を検討し 「地域連携推進本部構想」を、
まとめた。これは17年度に実施される。地域社会との連携を強め、地域連携
活動への継続的・安定的な資金援助を頂くため会員制の「茨城大学社会連携
事業会」を9月に設立した。事業会には、地域とのパートナーシップをより強
固にしていくための「インターフェース委員会」及び「広報普及委員会」が
設けられ、地域のニーズと大学のシーズをマッチングすることにより事業会
を通して大学がこれまで以上に「地域に開かれた存在」になることを図る。

※wks：pla：R131003資料より抜粋

○ 地方公共団体と協力して地域 地域総合研究所は、ひたち未来研究会、鹿島研究センター研究会が活発に活
研究の拠点形成を進める。 動し、地域研究の拠点を形成した。また、常陽地域研究センターと共同で茨

城地域再生研究会を開催し、成果を報告した。年度計画は達成された。

※地域総合研究所では、第1回研究例会4月16日「東海村2003年度科研費プロ
ジェクトの報告 、第2回5月21日「アメリカ南部における環境正義運動の社」
会的意義 、第3回6月18日「泉町一丁目南地区第一種市街地再開発事業と水」
戸大工町再開発地区のまちづくり 、第4回7月16日「世代間対立論と少子高」
齢化言説をめぐって」を開催した。鹿嶋市役所との共同により「鹿嶋研究セ
ンター」を10月から立ち上げることとして、鹿嶋市、鹿嶋市民との連携によ
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る各種の活動を開始した。鹿嶋市まちづくり市民センター開所式（4月13日）
鹿嶋研究センター運営打ち合わせ（6月23日）鹿嶋研究センター「まちづくり
調査研究プロジェクト （8月16日～21日）公開講座「地域振興と都市再生」」
（9月28日～30日）などを行った。財団法人常陽地域研究センターと共催で地
域再生研究会を立ち上げ、定期的に共同研究会を開催してきた。各種行政機
関の研修や企画について、随時相談に応じてきた。 ※wks：sre：R131003資
料より抜粋

○ 自治体職員の政策立案能力を 地域総合研究所では 「地域振興と都市再生－鹿島市の事例」の公開講座の、
向上させるための、研修講座、公 実施し 「合併時代と少子高齢化社会における地方自治体の方向性について」、
開講座等の開講をより一層拡充す 研究会を開催した。年度計画は達成された。中期計画は進行している。
る。

※地域総合研究所では、第1回研究例会4月16日「東海村2003年度科研費プロ
ジェクトの報告 、第2回5月21日「アメリカ南部における環境正義運動の社」
会的意義 、第3回6月18日「泉町一丁目南地区第一種市街地再開発事業と水」
戸大工町再開発地区のまちづくり 、第4回7月16日「世代間対立論と少子高」
齢化言説をめぐって」を開催した。鹿嶋市役所との共同により「鹿嶋研究セ
ンター」を10月から立ち上げることとして、鹿嶋市、鹿嶋市民との連携によ
る各種の活動を開始した。鹿嶋市まちづくり市民センター開所式（4月13日）
鹿嶋研究センター運営打ち合わせ（6月23日）鹿嶋研究センター「まちづくり
調査研究プロジェクト （8月16日～21日）公開講座「地域振興と都市再生」」
（9月28日～30日）などを行った。財団法人常陽地域研究センターと共催で地
域再生研究会を立ち上げ、定期的に共同研究会を開催してきた。各種行政機
関の研修や企画について、随時相談に応じてきた。 ※wks：sre：R131003資
料より抜粋

④ 社会貢献のための情報発信組 ○ 地域課題の解決を目指した研 学外会員による社会連携事業会を結成し、地域の要請に応えることとした。
織を整備し、広報活動を行う。 究を積極的に推進するために、地 平成１７年度には地域連携推進本部を設置し、学内の組織化を図ることとし

域からの要請への対応体制の強化 た。新産業創出コーディネート活動事業に採択され、実施した。技術シーズ
と技術シーズ集など情報発信の充 集を見易くし、発信した。年度計画は達成された。
実を図る。

※本学では、関東経済産業局の平成16年度新産業創出コーディネート活動モ
デル事業に採択され 「打音による欠陥診断装置の開発コーディネート事業」、
を実施した。 ※wks：pla：R131003資料より抜粋
※教育学部では、教育学部の存在意義をいっそう理解してもらうために、教
員の業績を社会に向けて広報することを目的に、紀要編集委員会が『教育学
部紀要』のバックナンバーの電子化を図ることの意義について検討した。
※wks：edu：R131004資料より抜粋
※農学部では、農学部における地域対応体制を強化するため、農学部地域連
携推進委員会を設置した 「地域連携ブック」は第2集「ヤーコン」が刊行さ。
れ、第3集「環境にやさしい農業」の刊行準備が進んでいる。シンポジウム等
については、国際交流シンポジウム「湖沼環境・市民生活の調和と協調」が1
1月6日、7日、阿見町との共催で開催され、環境にやさしい農業推進シンポジ
ウム「市民・行政・大学の「協働」による農・環境・食コミュニケ－ション
の形成」が1月29日に阿見町の後援を得て開催された。また、県農林水産部と
の共催で「環境にやさしい農業茨城県推進大会」を「耕畜連携による土づく
り」をテーマに開催した。いずれも多数の参加者が得られた。 ※wks：agr
：R131004資料より抜粋
※共同研究開発センターでは、本学の知的財産の一つである研究情報につい
て「茨城大学研究情報集：平成14年3月」を公表・出版しており 「研究情報、
集No.2 （平成16年11月）を発行した 「研究情報集No.2」の内容を共同研究」 。
開発センター・ホームページ上で公開するために作業中である。 ※wks：sr
e：R122021資料より抜粋

○ ホームページを充実させ、研 ホームページの更新に努め、研究者情報を公開した。人文学部地域連携事業
、 。 。究情報を公開する。 として 講師団名簿の作成公表は特筆できる 年度計画は相応に達成された

※人文学部では、12月9日の教授会において地域連携委員会規則が承認され、
正式に発足した本委員会は、公開講座やシンポジウムを企画・立案する際の
基本的な資料となる人文学部講師団名簿の作成（人的資源のデータベース）
とインターネットでの公開に必要な情報を教員から募集する作業に直ちに着
手し、情報収集並びに印刷等に向けての作業は順調に進捗し、平成17年3月31
日に講師団名簿が完成した。また、人文学部地域連携事業案内のパンフレッ
トの作成にも着手し、講師団名簿と合わせて年度内に完成した。 ※wks：hu
m：R121005資料より抜粋
※農学部では、平成15年2月に茨城県教育委員会と本学との間で高大連携推進
事業について協定締結が行われ、出前授業等による県内高校との連携が本格
的にスタートしており、当事業の目玉として、県内8つの高校が指定校となり
授業回数15回・1コースの講座を開講し、単位を認定するプレカレッジ講座が
開設されている。16年度は、プレカレッジ拠点校8校の内5校へ参加し、また
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遺伝子をテーマにする実験実習を取り入れた授業を4回実施した。出前授業実
施校数が昨年の10校から14校に増加した。地域への情報発信の視点からのホ
ームページの充実については取り組めなかった。 ※wks：agr：R131004資料
より抜粋
※理工学研究科では、理学系でHPの更新、作成が6月におこなわれ、英語化も
された。工学系では学部も含めて大部分の専攻でホームページが更新された
が、研究情報の公開に関しては教員個人のHPとリンクさせているため、教員
の取り組み方に温度差があり、内容が不十分である。理工学研究科のHP、そ
れとリンクされた専攻のHPも英語版が概ねできているが、その構成や内容に
関して改善点が多い。 ※wks：gse：R131004資料より抜粋

○ 研究者情報データベースを全 全学研究者情報データベースを立ち上げ、教員が登録を行って、情報をＷＥ
学データベースに拡張し、年報を Ｂ上に公開した。平成１５年度の年報を大学教育研究開発センター、教育学
作成して情報提供を行う。 部、理学部、工学部、農学部で作成し、公表した。全ての学部で平成１６年

度年報を作成することを決定した。年度計画は達成された。中期計画は進行
している。

※工学部では、工学部データベースの構築は平成15年度から開始され、平成1
5年度にその結果を利用して工学部年報を作成した。しかし、年報に必要とさ
れるデータが十分構築されておらず各部署から個々にデータを収集する必要
性が生じた。全学レベルのデータベースへの拡張に当たって、問題点の洗い
出しを行った。全学運用の「茨城大学研究者情報管理システム」の完成を待
ったために、今年度のデータ入力が遅れ、工学部年報2004（対象年度2003）
の完成が遅れた。しかし、その他のデータについては点検評価委員が分担し
て収集を行った。 ※wks：eng：R131004資料より抜粋
※理工学研究科では、全学レベルのデータベースへの拡張に当たって考えら
れる問題点を洗い出しを行った。理工学研究科工学系では、工学部と一緒に
なった年報を今年度も発刊した。 ※wks：gse：R131004資料より抜粋

⑤ 地域への図書館開放など、図 ○ 茨城県図書館協会の活動を通 茨城県図書館情報ネットワークによる貸借は９０冊、学外者への直接貸し
書館サービスの拡充を図る。 じ、茨城県内の公共図書館、ＮＰ 出しは１，７３２冊であった。年度計画は相応に達成された。中期計画は少

Ｏ、ボランティア等と連携して、 し進行した。
地域への図書館サービスをさらに
充実する。 ※図書館では、15年4月には本学図書館と県立図書館との相互貸借の協定が実

施され、15年度1年間で貸出46件（借受4件）の貸借を行った。ただし、工・
農の分館と県内の地域公共図書館は含んでいないため、見直しが必要となっ
ている。県立図書館との協定に関して、分館も含めた配送サービス（ 物流「
システム ）への参加、またこの協定に代わるものとして16年度構築された」
茨城県域の公共図書館ネットワークの横断検索とILLのシステム(「茨城県図
書館情報ネットワーク」)に参加した場合の問題点と運用方法を整理・検討し
た。しかし、茨城県情報ネットワーク（県域ILLシステム）は、県立図書館が
公共図書館間の連携の充実を優先することに方針転換したため未だ大学図書
館は参加できず、従来どおりFAXや電話等による相互貸借を行っている。16年
度県域ILL貸借冊数90件（貸出56件、借受34件 。学外者の貸出状況は16年度）
の3館合計貸出冊数1,732冊であった。 ※wks：lib：R131005資料より抜粋

⑥ 大学所有の各種文化資料及び ○ 茨城県天心記念五浦美術館、 五浦美術文化研究所における、講演会「岡倉天心とオペラ 、天心邸でのお」
文化財等を社会に有効に還元し、 北茨城市、日本ナショナルトラス 茶会、六角堂での美術展示などの地域文化振興の取り組みは特筆できる。年
文化振興に貢献する。 ト等と連携し、地域社会の文化振 度計画は相応に達成された。

興に貢献する。
※五浦美術文化研究所では、茨城県天心記念五浦美術館、北茨城市、天心偉
蹟顕彰会、日本ナショナルトラストと連携し、講演会（所員研究会；会場茨
城県天心記念五浦美術館 「岡倉天心とオペラ （講師：清水恵美子 、天心） 」 ）
邸でのお茶会、六角堂での美術展示（間島秀徳 Kinesis in Rokkakudo）を

。 、 。実施した 講演会には約80名の聴衆を得て 内容に対しても高い評価を得た
お茶会は、天心邸の年に一度の公開でもあり、参加者は約60名を数え、土浦
など遠方からの参加もあった。六角堂展は、これまでにない斬新な試みとし
て評価され、六角堂の扉を、透明なアクリルに変更したことにより、観光客
などからの評判も高かった。 ※wks：sre：R131006資料より抜粋

○ 所蔵資料の台帳を整備し、所 五浦美術文化研究所や図書館所蔵の資料の台帳整備は、措置される予算が限
蔵品目録発行の準備をする。 られており、その進度は遅い。年度計画の達成は部分的である。中期計画は

進行している。

※五浦美術文化研究所では、台帳整備については、毎年博物館実習の授業課
題として作品の写真撮影、台帳への記入整理を行ってきた。16年度も、まだ
写真撮影がなされていない所蔵品を順次撮影し、台帳整備を博物館実習の一
環として平成17年2月に行った。 ※wks：sre：R131006資料より抜粋

［産学連携］ ［産学連携］
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⑦ 共同研究・受託研究等を積極 ○共同研究開発センターの活動を 共同研究開発センターの水戸地区での立ち上げは実現していないが、水戸地
的に推進し、民間等からの相談に 水戸地区で立ち上げるなど、地元 区理学部教員が５件の受託研究等を受託した。共同研究開発センターを中心
積極的に対応する。 企業が日常的に見学・相談出来る とした地域企業との連携は進展している。年度計画は次年度課題となった。

制度を検討する。
※理工学研究科では 「研究情報集No.2 （11月）の水戸地区のシーズに基づ、 」
いて、共同研究開発センター客員教授（コーディネータ）1名が教員との連絡
を取り、詳細な内容について把握した。12月1日水戸市で開催された「茨城大
学・筑波大学・茨城高専・中小企業合同技術交流会」において、地域企業に
対し水戸地区教員（理学部）によるシーズを発表した （財）日立地区産業。
支援センターとの連携によって、学習教材（教育学部）に関する研究会立ち
上げについて検討した。しかし、この学習教材に関しては、企業との産学連
携は難しく、教育的な方面での地域連携を目ざすことになった。 ※wks：gs
e：R131007資料より抜粋

○ 地域・社会との結びつきを強 水戸地区で中小企業向け技術交流会が行われ、理学部教員がシーズを発表し
める方策を企画し、ひたちなかテ た。ひたちものづくり協議会、いばらき・ベンチャープラザを中心とするセ
クノセンターの、産業界向けセミ ミナーは活発に行われた。イヴニングセミナーは１８回開催された。年度計
ナーに積極的に参加するなどの具 画は達成された。中期計画は一部進行している。
体的取り組みを始める。

※理学部では、個人でどのような地域連携が現在なされているかの調査を行
い、どのような組織的な体制の下でこれらを遂行していけばよいのかのデー
タを作成した。 ※wks：sci：R131007資料より抜粋

⑧ 高度の各種分析機器を運用し ○ 各種分析機器を運用して共同 機器分析センターの自治体機関や企業への技術支援とサービスは一定のレベ
て共同利用の推進と測定サービス 利用の推進と測定サービス等の充 ルにある。年度計画は相応に達成された。中期計画は進行している。
等の充実に努め、社会と連携した 実に努める。
業務の拡充を図る。 ※機器分析センターでは、機器の利用料金体系を全面的に見直し、各機器の

登録料、使用料、測定料を、学内利用と学外利用（研究協力）に分け、合理
的で透明性の高いものにした。本年度の試行結果を、今後の料金見直しに役
立てる。故障で停止中のレーザーラマン分光装置の修理を要求した結果、修
理が認められた。各種分析機器による研究成果の社会還元の一環として、水
戸市教育委員会の後援を得て中学生を対象とする科学セミナーを8月4日に実
施した。学外（企業）からの分析の技術相談を行い、EDX付走査型電子顕微鏡
を使った依頼分析を実施した。理学部プロジェクト研究「茨城県内の大気浮
遊粒子状物質のキャラクタリゼーション」に協力し、平成17年2月8日に報告
会を理学部と共催した。職員による依頼分析として、元素分析216件、電子顕
微鏡による分析4件、核磁気共鳴装置による分析1,902件を実施した。センタ
ー建物の雨漏り改修工事が行われた。 ※wks：sre：R131008資料より抜粋

⑨ 研究成果に基づくベンチャー ○ 常設のベンチャー相談窓口を 常設のベンチャー窓口はＨＰ上に作られた。ベンチャー企業は学生２社、教
ビジネスを育成する。 作る。 員２社の計４社が新設され 、現在茨大発ベンチャーは７社である。年度計、

画は相応に達成された。中期計画は少し進行した。

※理工学研究科では、15年度SVBLに非常勤研究員7名を配置してきた。16年度
は本学におけるベンチャー起業を加速するため1名増員した。16年度1年間で
も学生2件（㈲表面デザイン研究所、㈲ラーニングアイ）および教員による2
（ （ ）、 （ ））件 ㈲ルシオラ 稲垣助教授 アドバンストライフサポート㈱ 増澤教授

の4件設立、その他特許、技術移転、IVBP活動、成果報告会2回、新産業創成
特論で特許取得の演習、海外派遣1件、海外招聘2件で、これらをSVBLのPD非
常勤研究員が支えた。 ※wks：gse：R131009資料より抜粋
※共同研究開発センターでは、本センターがベンチャーに関する相談（技術
・ビジネス相談）に関するコーナーを、本センターホームページ上（学内限
定）に設けた。 ※wks：sre：R131009資料より抜粋

［他大学との連携］ ［他大学との連携］
⑩ 社会人教員の登用や研究機関 ○ 工場見学や外部講師による講 工場見学等は計画どおりに進行したが、学科間のバラツキが課題として残っ
との連携大学院の充実、インター 義・講演の機会を増加させ、学生 た。年度計画は相応に達成された。中期計画は進行している。
ンシップの充実などにより、大学 が最先端の科学技術情報に触れる
教育における社会との連携を図 機会を増加させる。 ※工学部では、近隣の研究所や工場の見学の機会を設け、最先端の科学技術
る。 情報にじかに触れる機会を提供するため、10月20日に独立行政法人港湾空港

技術研究所を始めとして4箇所見学した。参加学生数135名。平成17年1月19日
に日本原子力研究所東海研究所、1月25日に那珂研究所を見学した。参加学生
数76名。 ※wks：eng：R131010資料より抜粋
※理工学研究科では、イブニングセミナーは18回の講義のうち10回が外部講
師による講義であり、16年度は前期課程学生217名、後期課程学生11名が聴講
し、単位を取得した。 ※wks：gse：R131010資料より抜粋

⑪ 北関東４大学連携や近隣３大 ○ 北関東４大学連携や近隣３大 北関東４大学連携は共同大学院構想などで連携の議論を深めた。近隣３大学
学連携を継続し、共同で行う事業 学連携を継続する。 連携は不活発で、連携の実績を上げるに至っていない。年度計画は相応に達
等で連携する。 成された。中期計画の進行は遅い。
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、 、 、 。※本学では 埼玉 群馬 宇都宮大学の4大学で連携について議論をしている
16年度は4回会合を開き共同大学院構想について検討を行い、平成16年度の現
代的教育ニーズ取組支援プログラムに共同申請した。 ※wks：univ：R13101
1資料より抜粋
※本学では、平成14年度からの宇都宮大学及び福島大学との単位互換協定に
よる制度運用は、三大学間での学生サービスのあり方に対する共同事業連携
推進の一翼を担っているが、年々受講学生の減少傾向が顕著になってきてい
る。特に、福島大学から他の2大学への単位互換学生が1人もおらず、これで
よいかどうか等について、三大学間で改めて情報提供の在り方を検討するこ
とで、更なる連携強化を図る必要がある。連携業務としてオープンキャンパ
スでの協力、就職情報の提供、単位互換の実施を継続している。三大学学生
支援業務連絡会議を、10月28日～29日に大学の独自性と共通性を見極め、地
方大学における地域の課題を解決するための糸口を見出すこととして開催し
た。本学と茨城及び福島高専との、県境を越えたトライアングル互換協定を
平成17年1月21日に締結したが、今後は詳細な手続き等の具体方法を検討する
ことになり、これに合せて三大学間における互換方法等も再検討することと
した。 ※wks：stu：R131011資料より抜粋

［留学生等交流］ ［留学生等交流］
⑫ 学術交流協定や学生交流協定 ○ 海外の大学との間の学術交流 交流協定は１校増えて、大学間と学部間を合わせて１６ある。学生交流は忠
がかわされている外国の大学と、 協定数を増やすとともに、学術交 北大学校やアラバマ大学バーミングハム校との間で恒常的に一定数あるが、
研究交流をより活発にするととも 流協定や学生交流協定がかわされ その他は極めて少ない。海外留学説明会は１回開催され学生約８０名が参加
に、交換留学生の増加を図る。 ている外国の大学と、交流をより した。年度計画は相応に達成された。中期計画は進行している。

活発にする。
※人文学部では、ハノイ国家大学社会人文科学大学との協定に基づく交流推
進策として、研究者の招聘をめざすことを検討した。 ※wks：hum：R131012
資料より抜粋
※教育学部では、留学生センターと協力して全学規模の交換留学（今後交流
協定を結ぶことを目指している大学を含む ・短期国費留学の説明会を開催）
した。工・農学部もバーチャル･キャンパス・システムで結んでの大変充実し
た企画となった。教育学部生への広報の充実という点でも格段の進歩が見ら
れた。 ※wks：edu：R131012資料より抜粋
※工学部と理工学研究科では、現在協定を結んでいる大学との交流の実績を
上げることを目指し、アラバマ大学バ－ミングハム校理数学部物理学科のSer
gey Mirov 教授の来学を要請し、特別講義を実施した。留学生の受け入れお
よび派遣を容易に実行する方法として、中､短期留学でも単位が取得できるよ
うアラバマ大学バ－ミングハム校と意見交換を実施し、準備を開始した。理
工学研究科では、8月8日～8月22日までアラバマ大学バーミングハム校理数学
部物理学科Sergey Mirov教授が来学され、特別講義を実施した。理工学研究
科の工学系から教授1名が9月15日～22日の間､アラバマ大学バ－ミングハム校
を訪問し、Fall Semester の特別講義を実施した。博士課程の院生1名が米国
バ－ジニア大学に2ケ月間滞在し、共同研究を行った。交流協定を結んでいる
韓国忠北大学より教授および職員が茨城大学を訪問した。工学部では研究室
の案内と学生懇談会を開催した。 ※wks：eng：R131012資料、wks：gse：R1
31012資料より抜粋
※留学生センターでは 「国際交流に留学生センターはどう関わるか」のテ、
ーマで全国的規模のシンポジウムを開催することとして、8月9日に全国留学
生センター15校の代表者と本学関係者、計31名の参加者で実施し、活発な意
見交換が行われた。留学相談の充実について、担当教員を決め、海外留学相
談を通常の時間割に組み込み、夏季休業中も常時相談に応じることができる
ように態勢を整えた。また留学生センターホームページにも留学情報を流す
こととした 「海外留学説明会」を5月19日にバーチャルキャンパスシステム。
を利用して、教育学部国際交流委員会と共催で実施した。工学部、農学部を
含めて約80名の参加があった。短期プログラムの開発を視野に入れた短期留
学プログラム委員会を設置し、検討を開始した。 ※wks：stu：R131012資料
より抜粋

⑬ 留学生や外国人研究者を受入 ○ 留学生委員会を整備充実して 国際交流委員会を再整備し、学生交流委員会を独立させた。外国人留学生は
れる体制を整備し、受入れを促進 受入体制を整備し、受入れを促進 ５月時点で学部１６６、大学院１１４、留学生センター２の総計２８２名お
する。 する。 り、前年度から３０名増加した。年度計画は相応に達成された。

※理学部では、学部の留学生、外国人研究者受入れについてのデータを整理
し、現状についての基礎資料とし、各教員に、留学生、外国人研究者受入れ
の現状、受入れ推進の方策についてアンケートを取り、有効な資料として整
理を行っている。 ※wks：sci：R131013資料より抜粋

○ 国際共同研究、外国人研究者 受入推進方策は未策定である。外国人研究者の受け入れは２０名である。年
受入推進に関する方策を立てる。 度計画は次年度課題となった。中期計画は一部進行している。
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※理学部では、学部の留学生、外国人研究者受入れについてのデータを整理
し、現状についての基礎資料とし、各教員に、留学生、外国人研究者受入れ
の現状、受入れ推進の方策についてアンケートを取り、有効な資料として整
理を行っている。 ※wks：sci：R131013資料より抜粋
※工学部では、超塑性工学研究センターに非常勤研究員に外国人研究者を8月
から採用した。超塑性工学研究センターのパンフレットの原案作成とHPの英
文化を行った。留学生数は、本年度博士前期課程2名、博士後期課程1名であ
る。 ※wks：eng：R131013資料より抜粋

⑭ 国際交流のための資金の充実 ○ 国際交流のための資金の充実 これまで大学外の団体「国際交流を支援する会」から寄付を受けていたが、
と効率的運用を図るとともに、国 と効率的運用を図るとともに、国 国際交流資金の充実のため、学外に広く会員を求めた「社会連携事業会」を
際交流に関わる学生の経済的支援 際交流支援体制を充実する。 設立し、広く寄付を集めて、支援体制を充実した。年度計画は達成された。
体制を確立する。 中期計画は進行している。

※本学では、地域社会との連携を強め、地域連携活動への継続的・安定的な
資金援助を頂くため会員制の「茨城大学社会連携事業会」を9月に設立した。
事業会には、地域とのパートナーシップをより強固にしていくための「イン
ターフェース委員会」及び「広報普及委員会」が設けられ、地域のニーズと
大学のシーズをマッチングすることにより事業会を通して大学がこれまで以
上に「地域に開かれた存在」になることを図る。 ※wks：pla：R131003資料
より抜粋
※農学部では、阿見町との共催による国際交流シンポジウムは、シンポジウ
ムの名称を「湖沼環境・市民生活の調和と協調」とし、11月6～7日に阿見町
本郷ふれあいセンターを主会場として行われ、約260名の参加者があった。本
シンポジウムは、阿見町にとっては国際交流7周年行事として位置づけられる
ものであり、茨城大学は学術面で大きな支援を行うと言える。シンポジウム
では、阿見町とウイスコンシン州スーペリア市との友好姉妹都市関係と対応
させて、ウイスコンシン州立大学スーペリオ校およびウイスコンシン州資源
局、スーペリオ市排水処理局等から研究者と技術者の参加があり、日本側か
らは、本学以外に霞ヶ浦生態系研究所、霞ヶ浦市民協会等の参加があった。
さらに、本学と大学間学術交流協定を締結している中国浙江大学からも研究
者も参加した。6月7日にインドネシア・ウダヤナ大学農学部との学部間学術
協定を、学部長および、教授と助教授各1名、事務長、会計係長が出席して、
ウダヤナ大学で調印した 「茨城大学－ワーゲニンゲン大学合同若手シンポ。
ジウム：消化管をめぐる微生物の世界」では、本学農学部とオランダのワー
ゲニンゲン大学以外に、本学理学部、東京農工大学、京都府立大学、三重大
学、明治大学、横浜市立大学、理化学研究所、畜産草地研究所、明治製菓、
森永乳業、全薬工業から中堅・若手研究者の参加があり、研究情報交換と研
究交流の面で大きな成果が得られた。特に、大学院学生が中心になって運営
した。 ※wks：agr：R131014資料より抜粋

［国際貢献］ ［国際貢献］
⑮ 国際共同研究に積極的に参加 ○ 霞ヶ浦環境の湖沼環境や茨城 農学部では阿見町との共催で霞ヶ浦環境の湖沼環境や茨城県農業の地域性に
し、国際社会の要請に応える研究 県農業の地域性に根差した教育研 関する国際シンポジウムを開催し、オランダ、中国、米国の研究者と交流し
の構築と人材を養成する。 究を特徴とした国際交流を図り、 た。工学部ではアラバマ大学バーミングハム校との間で１０年以上にわたり

開発途上国の人材養成を推進す 国際共同研究を継続している。スマトラ沖地震では、現地留学生を交えての
る。 学内支援集会や現地調査の実施などで国際貢献を行った。年度計画は相応に

達成された。中期計画は進行している。

※工学部では、工学部およびアラバマ大学バ－ミングハム校において｢光トポ
グラフィ－計測およびレ－ザ－スペックル刺激｣に関する共同研究を実施し
た。共同研究には、滞在中の6名の茨城大学院生が参加した。 ※wks：eng：
R131015資料より抜粋
※農学部では、阿見町との共催による国際交流シンポジウムは、シンポジウ
ムの名称を「湖沼環境・市民生活の調和と協調」とし、11月6～7日に阿見町
本郷ふれあいセンターを主会場として行われ、約260名の参加者があった。本
シンポジウムは、阿見町にとっては国際交流7周年行事として位置づけられる
ものであり、茨城大学は学術面で大きな支援を行うと言える。シンポジウム
では、阿見町とウイスコンシン州スーペリア市との友好姉妹都市関係と対応
させて、ウイスコンシン州立大学スーペリオ校およびウイスコンシン州資源
局、スーペリオ市排水処理局等から研究者と技術者の参加があり、日本側か
らは、本学以外に霞ヶ浦生態系研究所、霞ヶ浦市民協会等の参加があった。
さらに、本学と大学間学術交流協定を締結している中国浙江大学からも研究
者も参加した。アジア（フィリピンとネパール）からのJAICA長期研修生を農
学研究科に受け入れた。 ※wks：agr：R131015資料より抜粋
※本学では 平成17年1月16日にスマトラ沖地震津波による犠牲者に対する 哀、 「
悼と支援の集い」を開催した。被災地域から本学に留学している学生の発表
者を含め約120名の参加者があった。そこで発表された留学生の祖国を心配す
る強い心情に多くの参加者が心を打たれた。こうしたことを背景にして、本
学では調査団を派遣して、津波の被害状況と今後の対応策について調査・研
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究することとした。調査団は、タイ国プーケット、カオラック周辺海岸を平
成17年3月1日から8日にかけて調査した。これらの調査活動は報告書としてま
とめられた。平成17年度早々に報告会を開催する予定としている。 ※wks：
sre：R121003資料より抜粋

⑯ 本学の教員や学生を海外に積 体制未整備のため、16年度は年度
極的に派遣する。 計画なし。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）附属学校に関する目標

① 附属学校としての設置目的を踏まえ、教育研究を一層充実する。
② 地域の研究課題を踏まえ、公立学校や関係教育機関との連携を一層強化する。中

期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

① 教育研究については、様々な ○ 学部の教員と連携して先進的 附属中学でのオーストラリア、メルボルンの学校とのＴＶ会議システムを使
テーマについて学部との共同研究 な教育のプロジェクト研究を行 った活動は特筆できる。年度計画は相応に達成された。
を推進する。 い、それを公開する。

※附属中学校では、学部の教員には、本年度からは助言者ではなく共同研究
者として本校の研究にかかわってもらい、公開研究会における教科別分科会
を一層充実させることとして、6月18日に公開研究会を開催、県内外からは30

、 。 。2名 教育学部から26名の教員が参加した その他保護者などの参加があった
事前及び事後を通して、教育学部の各講座から11名の教員が共同研究者とし
て参画し、研究の質の向上に努力した。毎月校内授業研究会を実施し、研究
テーマや内容について協議するなど協力して行うこととして、毎月2名ずつ実

、 。 、施し 2月までに21名の教員が実施した オーストラリアのNPO法人と連携し
現地で日本語を学習している小中学校の生徒と本校の生徒によるビデオ会議
システムを構築し、リアルタイムな交流を行い、異文化理解などの国際交流
や語学習得を促進した。その際、共同研究者である学部教員と協力して、将
来に向けた発展的システムの構築をめざした。12月から平成17年3月まで16回
実施した。オーストラリアとの国際交流プロジェクト「日豪リアルタイムビ
デオ交流プロジェクトによる国際理解と語学修得促進」では、16回（日）に
わたって、メルボルンにある3つの小学校の生徒との交流がなされた。同世代
の生徒同志による英語によるコミュニケーションの機会が得られたことによ

、 、り 附属中学校の生徒が英語という言語機能の修得に努力しただけではなく
言語機能によって伝えるべき内容そのものについての考察にまで発展できた
ことは、重要な成果であると考えられる。また趣味などの話題を通じて、異
なった文化や生活習慣についての知識を拡大し、理解を深めることができた
ことも重要なことであると考えられる。 ※wks：edu：R132001資料より抜粋

○ 学部教員と連携して、公開授 養護教育関係者への公開授業や公開講座、セミナー「特別支援教育に対する
」 。 。 。業を年２回開催するとともに、公 私達の役割 を実施した 年度計画は達成された 中期計画は進行している

、 。開講座 公開セミナーを開催する
※附属養護学校では、7月22日と10月19日の2回公開授業を実施した。公開授
業における総参加者数240名。これは本校の従来の研究発表会の約3倍の参加
者数であり、教育関係者（保育園・幼稚園・小中学校・養護学校教員 、行）
政・福祉関係者、地域住民等多岐にわたった。学部の教員3名は共同研究者と
して授業の組み立てから参画、当日は助言者として協議会に参加した。公開

、 、 。 、講座として 検査法研修講座：7月30日 8月23日 障害児理解・支援講座－1
2：8月9日、9月30日。教材・教具開発講座：8月10日を実施した。公開講座の
総参加者数290名。講座によっては、定員を大幅に上回り、人数制限をせざる
を得なかった。参加人数が多い講座は場所を本校だけでなく、茨城大学イン
フォメーションセンターで実施した。公開セミナー「特別支援教育における
私たちの役割～社会への一歩のために～」を平成17年1月29日に実施した。地
域社会への発信を大きなねらいとしたため、有料のひたちなか市文化会館を
借用したが、参加費を無料とした。参加者は200名を越え、地域の特別支援教
育におけるセンター的役割を果たせた。附属幼稚園では、小学校との連携会
議を実施した。幼稚園における「学びの基礎を培う生活」に関する研究を学
部教員との連携を図るなかで進め、その成果から小学校以降の学習との関連
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性を追求する。その結果を年間4回の研究会で公開し、学部教員を講師として
発達の理解に対する助言からカリキュラム開発にかかわる手がかりを得た。

※wks：edu：R132001資料より抜粋

② 学部教員の専門分野を生かし 未検討のため、16年度は年度計画
た教材開発や指導法についての共 なし。
同研究を推進する。

③ 大学院生や学部学生との連携 ○ 大学院および学部学生による 附属中学校にスタディルームを設置し、学部生を配して教育活動にかかわら
も図り、少人数指導やチームティ チームティーチングやチューター せる活動は特筆できる。年度計画は達成された。中期計画は進行している。
ーチング指導などの在り方を検討 による教育活動を推進する。
する。 ※附属中学校では、放課後、スタディールームで、学部の学生を学習相談員

として生徒の学習に関わる場を設定することとし、9月13日に附属教育実践総
合センターの担当者と、スタディールームの試行について打ち合わせ会を実
施した。学部の学生による取り組みを、9月15日～17日に試行した。生徒も13
名から最終日は37名に増えた。11月19日～12月末にかけて、毎週火曜日と金
曜日に図書室にてスタディールームを実施した。学生の生徒へのかかわり方
については、回数を重ねるごとに積極的になり、それとともに参加する生徒
の数も増していった。 ※wks：edu：R132003資料より抜粋

④ 研究・教育実践成果を紀要に 未検討のため、16年度は年度計画
まとめたり、公表したりすること なし。
を通して、教育課題の解決に資す
る。

⑤ 県教育委員会をはじめとする ○ 公立学校等との人事交流の円 県教育委員会と教育学部との間で人事交流協定を締結した。また、教育学部
関係教育機関との連携のもと、人 滑な推進のため、人事にかかる諸 附属学校園教員が、教育学部の授業を担当する場合の学内非常勤講師手当額
事にかかる諸条件を整備し、公立 条件整備のための調査を実施する を定めるとともに、諸条件整備のための調査を実施した。年度計画は相応に
学校等の人事交流を円滑に進める ことと、整備施策を検討する。 達成された。中期計画の一部は進行している。
とともに教員の資質向上を図る。

※教育学部では、附属学校園は県内小中学校、幼稚園の教育実践において、
先端的モデル的な位置にあり、あわせて県内教員の有力な研修の場である。
一方、県内教員の研修活動の場となっていることによって、附属学校園教員
の実践研究の活性化も図ることができる。そのために、計画的な人事交流が

。 、 、 、必要となっている そのため 5月に 茨城県県教育委員会と教育学部の間で
附属学校教員の人事交流協定を締結した。附属学校園連絡協議会での十分な
議論と茨城県教育委員会との協議を行うことによって、人事交流の重要性が
相互に理解された結果、交流協定の内容合意と締結に到った。 ※wks：edu
：R132005資料より抜粋

⑥ 附属幼・小・中にあってはこ ○ 学部および県教育庁等と連携 附属学校教員と学部教員及び県教育委員会との連携のもとでの教育実践研究
れからの新しい教育内容や指導法 を図りながら先導的な研究を行 と公開研究会の開催は特筆できる。年度計画は達成された。中期計画は進行
の在り方等、幼小中学校の課題を い、研究会等を開催して成果を県 している。
解決するための先導的な役割を果 内外に公開する。
たし、地域の教育力向上のための ※附属小学校では、16年度は、研究テーマ「まるごと」が息づく教育Ⅱ（継
研修機会を提供する。 続研究）のもと 「子どもの学びと評価の連動の在り方」を、学びと評価は、

本来不可分であるとの立場に立って究明し その取り組みの中で生まれる 子、 「
どもの姿のまるごとをみとっていく」ことを研究の目標として位置づけた。5
月26日・27日の両日を、学部の先生方や県教育庁の先生方との研究交流の日

、 。と位置づけ 本校の研究の考え方や方向性への理解及び示唆を得る場とした
6月16日・17日の両日、学部の先生方や県教育庁の先生方を講師として、県の
内外からの多数の先生方や教育学部の学生の参加を得て、これまでの研究の
成果を公開研究会として公開した。県内外から二日間を通しておおよそ500名
の先生方を集めることができた。参観者から本校の新たな取り組みを模索す
ることにつながる声も聞かれたため、新たな試みとして、年間4本の授業公開
を位置づけることにした。11月22日（体育 、12月3日（ゆめ≒生活科 、平） ）
成17年1月19日（図工 、2月4日（算数）を実施した。 ※wks：edu：R13200）
6資料より抜粋

○ 水戸市の「英会話特区」指定 附属小学校の英語教育推進活動での「教育課程をじゃましないＥプランの構
に対応する英語教育推進の試みと 築」の取り組みは特筆できる。年度計画は達成された。
して 「教育課程をじゃましない、
Eプランの構築」を検討する。ま ※附属小学校では、水戸市の「英会話特区」指定に対応する英語教育推進の
たこのプランのための講師等の人 試みとして 「教育課程をじゃましないEプランの構築」を検討した 「Eスペ、 。
員の確保に努める。 ース」の具体的な姿としては、1）リラックススペース…朝の会・給食・帰り

の会・休み時間、2）教科学習スペース…音楽・図工・体育・家庭、3）総合
学習スペース…ひびき・ゆめ・にじの時間、4）エンジョイスペース…こころ
の時間、5）その他…全校Eスペース集会、EスペースTV等を計画した。9月1日
より非常勤のALT1人を採用することができたことにより、試行錯誤の中では
あるが「教育課程をじゃましないEプランの構築」へ向けてスタートを切るこ
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とができた。この教育活動を通して子どもたちにつけていくべき内容を検討
しながら、年間計画の作成に向けて取り組んでいるところである。 ※wks：
edu：R132006資料より抜粋

○ 「学校評議員」との意見交換 各附属学校では学校評議員会が開催され、意見交換を行った。年度計画は相
・意志疎通を円滑にするために、 応に達成された。
学校経営計画等の文書のＨＰなど
による公開を促進する。 ※附属中学校では 現在は4名の学校評議員に 主として1 教育活動の面 授、 、 ） （

業のようすと指導の在り方など）から、2）生徒の健康・安全の面から、3）P
TA活動や保護者との連携の面から、4）地域との連携の面からの評価を分担し
てもらい、年に2回（7月と1月）協議し、その内容を学校経営に生かす努力を
している。学部の附属学校委員会と関連させながらより一層充実させたい。
年2回の学校評議員会で取り上げられた内容については、校内で審議するとと
もに附属学校委員会へ報告しよりよい方向性が得られるよう努力した。 ※w
ks：edu：R132006資料より抜粋

○ 幼小中の一貫教育を視野に入 ４附属学校連携のためのＷＧを設置し、検討に入った。年度計画は相応に達
れた、連携カリキュラムの検討に 成された。中期計画は進行しつつある。
着手する。

※附属小学校では、四附属連絡会を校園長、副校園長、校園内教頭、研究主
任出席のもと開催（4月、9月、1月）し、幼小中の一貫教育について教育カリ
キュラムの確認や連絡調整を図っているものの、実質的な12年間を通したカ
リキュラムの開発には至っていない。連絡入学制度そのものの在り方や子ど
もの発達からみた一貫カリキュラムの開発は急務であると考えており、学部
の附属学校委員会（11月）で連携カリキュラムに関する話題を提供した。そ
の際、カリキュラムの必要性については共通理解がなされたが、具体的内容
については、カリキュラム開発を意図したWG（学部の人材を加えた）を設置
することとなった。 ※wks：edu：R132006資料より抜粋

⑦ 附属養護学校にあっては学部 未検討のため、16年度は年度計画 養護学校での公開授業の活動は参加者が多く、効果が大きい。
と連携し、多様なニーズをもつ子 なし。
どもの教育内容・方法を追求し、
特別支援教育の充実を目指す。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

教養教育のシステムの改善では、教員の成績評価と学生による自己評価が乖離する授 と企業人との共同研究の推進を図った。茨城産業会議や各自治体の協力を得て、本学に
業を抽出し、担当教員へ改善を促した。シラバスのチェックは２段階点検方式で行い、 社会連携事業会を設置した。さらに、地域連携推進本部を平成１７年４月に設置するこ
到達目標などを記入するガイドラインにしたがってシラバスを作成することを指導した とを決定した。。
総合英語プログラムについては全ての学部学科で「４単位・レベル３の必修化」を決定
した。 水準と成果の検証では、超塑性および関連分野の研究で４件の学術賞受賞、農学分野

で８件の学術賞受賞、理学分野で２件の世界的表彰を得た 「茨城大学研究者情報管理シ。
学士教育のシステム改善では、各学部においては、教育改善に関する中期計画と年度 ステム」を立ち上げ、教員の研究を点検評価する基礎データを収集した。

計画の点検評価を１０月時点と２月時点にとりまとめを行い、ＰＤＣＡサイクルに対応
させたワークシートの作成と次年度計画の策定に活用した。学部でのＦＤ活動は回数も 研究者の配置では、共同研究開発センターに茨城県から客員教員を受け入れて、学内
増えて（１０回、６５９名）昨年度より活発になっている。履修履歴の解析などは農学 および学外での共同研究推進を図ることとした。 研究資金の配分では、教育研究支援経
部がＧＰＡを用いて６年間の入試成績と入学後の成績の追跡調査に取り組んだ。工学部 費１，６００万円を措置し、研究を公募して審査の上、若手の研究支援を行った。人文
で補習授業が制度化され、１年生全員にプレースメントテストを行って補習授業履修者 学部の新任教員研究発表会の企画は特筆できる。ベンチャーラボ・レンタルラボはその
を選び実施したことは特筆できる。 活用が始まった。理学部棟での利用率は８０％である。

大学院の教育改善については、理工学研究科に独立専攻の応用粒子線科学専攻を、農 研究設備の整備では、アートインフォメーションシステム 、食品安全管理分析システ、
、 、 、 。学研究科に生物生産科学専攻と地域環境科学専攻を設置した。農学研究科が３専攻にま ム 超高感度分析装置 分析走査電子顕微鏡 イオンエッチング装置などが導入された

たがる先端農学基礎科目をクォーター制を導入して実施するなど分野を超えた教育に著 情報の総合的管理のため「学術情報局」の設置と総合情報処理センターのＩＴ基盤セン
しい進展があった。多くの分野で院生の学会発表が定着し、特筆する成果として、理工 ターへの移行を概算要求し、一部が認められた。平成１７年度前期に設置予定で準備中
学研究科院生が学術賞受賞国内３件、国際２件を得た。 である。電子ジャーナル経費の一部を大学共通経費から措置し、維持を図った。

教育の実施体制の改善では、大学教育研究開発センターの抜本的改革案が平成１７年 国際貢献活動では、農学部が阿見町との共催で霞ヶ浦環境の湖沼環境や茨城県農業の
、 、 、 。度概算要求として採択され、次年度設置に向けて具体的な作業が行われた。教育体制の 地域性に関する国際シンポジウムを開催し オランダ 中国 米国の研究者と交流した

改善のため、平成１７年４月に学部学野制に移行することとし、各学部では教育組織の 工学部ではアラバマ大学バーミングハム校との間で１０年以上にわたり国際共同研究を
見直しを行い、教育組織への教員の配置を決定した。平成１７年度に理学部では３学科 継続している。スマトラ沖地震では、現地留学生を交えての学内支援集会や現地調査の
から１学科へ、工学部では７学科から８学科へ改組することを決定した。教育学部の公 実施などで国際貢献を行った。
開授業、機械工学科の推奨授業制度、理学部地学系の相互授業参観制度は特筆できる。

附属学校の活動では、附属中学でのオーストラリア、メルボルンの学校とのＴＶ会議
連携した教育では、高大連携教育やプレカレッジ講座に積極的に取り組み、６７本の システムを使った活動は特筆できる。附属小学校の英語教育推進活動での「教育課程を

出前授業に４８７人の高校生が受講し、かなりの成果をあげた。さらに、７本の公開授 じゃましないＥプランの構築」の取り組みは特筆できる。
業に１３名の高校生が参加した。小中学生への科学啓蒙活動として「Ｊｒ.サイエンス＆
ものづくり教室」や「わくわくサイエンス教室 「中学生おもしろ生物教室 「中学生 施設整備では、放送大学と合築の環境リサーチラボラトリーが建設された。放送大学」、 」、
のための科学セミナー」の取り組みは特筆できる。教育学部と水戸市との学校支援活動 の新築に伴い、放送大学が使用していた施設が大学に返還された。
に関する協定締結は特筆できる。

学生支援活動では、学生証のＥｄｙ機能付きＩＣカード化が決定され、予算措置が行
われた。銀行との教育ローン制度の提携など独自の経済的支援策が導入された。留学生
支援では、ステューデントアシスタント制度を発足させ、留学生２名を採用した。就職
支援では 「卒業生５０人と就職の話をする会」など学部横断型の取り組みには特筆すべ、
きものがある。

研究の重点化策では、核燃料サイクル開発機構との研究協力協議会の設立、茨城県中
性子利用促進研究会への中心的参画と地域連携推進事業の実施など、多くの成果をあげ
た。経費として学長裁量経費を重点的に措置した。

研究の社会への還元の活動では、農学部と茨城県・企業との意見交換会、茨城産業会
議との農学部研究室訪問交流会、茨城大学・筑波大学・茨城高専・中小企業合同技術交
流会、ひたちものづくり協議会、ひたちものづくりサロンの活動を通じて、研究成果の
社会への還元を行った。特にひたちものづくりサロンでは１２の研究会を設置し、教員
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
１ 運営体制の改善に関する目標

① 目標と計画を効果的に推進する機動的で効率的な大学運営体制を確立する。
② 各教育研究組織及び施設において、教育研究の円滑な推進に資する運営体制を確立する。中
③ 教員、職員等が一体となって目的達成のため大学を運営する。
④ 教育研究及び運営の各組織において点検評価を行い、運営体制を改善する。期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 役員会、教育研究評議会、経 ○ 各会議等に教員と事務職員等 Ⅲ 多くの重要会議に事務系職員が正式委員として加わった。 １
営協議会の緊密な連携を構築し、 の参画を図って、円滑な運営を行
各会議等に教員と事務職員等の参 う。 ※教育研究評議会、経営協議会については、事務職員も参画させる
画を図って、円滑な運営を行う。 こととし、教育研究評議会には学務部長、経営協議会には総務部長

を参画させた。経営協議会規則及び教育研究評議会規則を改正し、
。 、両会議ともに学長指名の理事の構成を2人から3人に見直した また

経営協議会構成員のうち役員又は職員以外の者（学外委員）を1人
確保し、9人から10人とした。教育研究体制の充実強化、並びに法
人運営の円滑化等本学の発展に関わる特別の課題に関して学長を補
佐するため、学長特別補佐2人を設置した。学長特別補佐は、中期
目標・中期計画に係る点検・評価、社会連携活動、研究拠点の形成
等の重要な課題について中心となって企画立案等を行っている。そ
の他の会議にも事務職員が正式な委員として参画している。 ※wk
s：adm：R210001資料より抜粋

② 学部長主導の運営体制を構築 ○ 学部長主導の運営体制を構築 Ⅲ 学務関係の審議を教授会から学部教育会議へ委譲し、学部教育会 １
し、教授会の構成や運営方法を改 し、教授会の構成や運営方法を改 議を代議員制とすることを原則にして、教員の管理運営業務の集中
善し、教員の管理運営業務の軽減 善し、教員の管理運営業務の軽減 化と軽減を図る規則改正を行った。学部長主導を円滑に行うため、
を図って、教育研究の推進に資す を図って、教育研究の推進に資す 学部長補佐制度を設置した。
る運営体制とする。 る運営体制とする。

※人文学部では、学部運営の基本方針案については、学部長・副学
部長懇談会で十分に意見交換をして提示した。学部長、副学部長、
事務長を構成員とする3役会議を毎週定期的に開催し、学部の状況
把握と重要課題の遂行に努めてきた。学部長が主宰する教授会前日
の定期的な評議員学科長会議の開催や、随時に各学科長や重要な委
員会委員長との個別の協議を重視して実施してきた。 ※wks：hum
：R210002資料より抜粋
※教育学部では、15年度までは15講座・教室に細分化されておりカ
リキュラムの策定や授業の実施等において、講座間の連絡調整に支
障をきたしていた。そのため、講座・教室を3ブロック化し、ブロ
ック内でカリキュラムの策定や授業の実施等の連絡調整を行うこと
として、将来構想委員会のなかの組織WGで素案を作成、将来構想委
員会と学部長・評議員で検討のうえ原案を作成し、6月の教授会で
基本計画を提示した後に、この計画についての勉強会を開催し、教
授会構成員の理解を深めた。10月の教授会で審議し、現行3課程を
「ブロック」とし、3人の課程長（ブロック長）を置くことの了承
を得た上で、11月に事務手続きを完了し、12月から実施した。 ※
wks：edu：R210002資料より抜粋
※理学部では、学部学野制移行に伴い、委員会組織を全面的に改組
した。理学部教授会の下に人事方針検討委員会、研究推進会議、総
務委員会、学術委員会、中期計画委員会、点検評価委員会、企画運
営会議を置き、各委員会の委員長を学部長、評議員（2名 、学部）
長補佐（2名）のいずれかが努めることにより、理学部の業務運営
における重要事項である人事、財政、研究計画、教員の点検評価な
どについて、理学部執行部の責任における運営体制を確立した。学

、 、部には理学部教育会議を置き 教育会議運営委員会の主導のもとに

茨城大学
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教学委員会等の教務、入学者選抜、就職関連の委員会を設置するこ
とにより、教育業務の円滑化を図るとともに、教育活動の点検評価
を行う教学点検評価委員会を設置した。 ※wks：sci：R210002資
料より抜粋
※工学部では、工学部長室を組織し、学部および工学系専攻の人事
計画、予算、将来計画を大局的・機動的に検討・実施できる体制を
とることが決定された。 ※wks：eng：R210002資料より抜粋

③ 各教職員の業務を明確にする ○ 運営体制の改善と効率化を図 Ⅲ 全学委員会の整理統合をはかり、学長および理事のリーダーシッ １
とともに、運営組織の点検評価と るために全学委員会を整理統合す プがとれる体制とした。
教職員の評価システムの体制整備 る。
を行って、運営体制の改善と効率 ※本学では、入学試験関係委員会の整理統合を行い、効率的な委員
化を図る。 会構成への見直しを図った。PR委員会の下に置かれている各種専門

部会について、機能的な組織形態への見直しを行い、円滑な業務運
営の体制を整備した。学長の政策決定に資するための組織として総
合戦略会議を設置するとともに、学長・理事・学長特別補佐で構成
する学長補佐会議を設置した。総合戦略会議においては議題の整理
等を行うなど各会議の運営の効率化を図った。 ※wks：adm：R210
003資料より抜粋

○ 各会議の運営の効率化を図る Ⅲ 課題ごとにタスクフォースやＷＧを設置して立案に当たらせ、会 １。
議運営の効率化を図った。

※役員会構成員及び事務局各部長で構成される学長室会において各
会議の議題の整理等を行い、運営の効率化を進めた。学長の政策決
定に資するための組織を充実するため、学長室会の構成員に新たに
大学教育研究開発センター長及び学長特別補佐を加えた総合戦略会
議を設置し、議題の整理等を行うなど各会議の運営の効率化を図る
こととした。さらに、課題ごとにタスクフォースやＷＧを設置して
立案に当たらせ、会議運営の効率化を図った。 ※wks：adm：R210
003資料より抜粋

○ 運営組織の点検評価システム Ⅲ 各種点検評価のために、学長直属の評価室を設置した。教員の評 １
の検討に着手するとともに、就業 価制度は教育についての評価項目を整理した段階である。職員の勤
規則に基づき教職員の評価制度を 務実績評価を改正し、さらに適正な評価を反映させるための人事制
構築する。 度の構築に着手した。

※本学では、国立大学法人評価委員会による評価や認証評価機関に
よる評価など大学全体の活動にかかる第三者評価及びその前提とな
る自己点検・評価などに対応するための組織として、評価室を設置
した。 ※wks：adm：R240001資料より抜粋
※学部毎に「国立大学法人茨城大学教員の勤勉手当の支給に係る勤

」 、 。務評価規程 に基づき 教員評価部会の設置及び評価基準を定めた
職員の評価システムについては 「評価の手引き」を作成し、職員、
の勤務状況及び勤勉手当等の的確な評価のためのガイドラインを作
成した。 ※wks：adm：R210003資料より抜粋
※本学では、事務職員等の業績評価が勤勉手当、特別昇給、昇格及
び昇進のための基礎資料として活用できるよう、評価システムの構
築について検討を行うこととして、社会保険労務士1名と契約し、
新たな制度に対応する評価制度について指導を受けた。 ※wks：a
dm：R230007資料より抜粋

④ 各学内共同教育研究施設等の ○ 学内共同教育研究施設等の連 Ⅲ 学内共同教育施設管理委員会のもとに非省令施設を含めてすべて １
連携と点検評価を行う組織を整備 携と点検評価を行う組織を整備す の共同教育施設を組織化し、再整備した。
し、業務の改善を行う。 る。

※平成16年4月の国立大学法人茨城大学設立に伴い、国立大学法人
茨城大学組織規則を整備し、学内共同教育研究施設等として、共同

、 、 、研究開発センター 機器分析センター 生涯学習教育研究センター
広域水圏環境科学教育研究センター、総合情報処理センター、遺伝
子実験施設、留学生センター、地域総合研究所、学生就職支援セン
ター、五浦美術文化研究所を組織化し、再整備した。 ※wks：pla
：R210004資料より抜粋

ウェイト小計 ６

茨城大学
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
２ 教育研究組織の見直しに関する目標

① 教育研究の進展や社会的要請に対応し、大学の長期計画と整合するよう教育研究組織の柔軟な設計と改
組転換を進める。中
② 全学的視点から３キャンパスをそれぞれ特徴のある教育研究拠点として整備する。
③ 科学技術の進展と社会の要請に基づいて大学院の整備拡充を図る。期
④ 近隣関係大学等との大学間連携・連合等による教育研究組織の充実活性化のための意見交換、協議を進
める。目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 柔軟で効果的な学士課程教育 ○ 全ての学部において、平成１ Ⅳ 学士課程教育組織 学部 と教員組織 学野 の分離を決定した １（ ） （ ） 。
の実施を実現するため、学生の学 ７年４月から学部学生の学士課程
士課程教育組織と教員組織を分離 教育組織と教員組織を分離するこ ※人文学部では、新「学部・学科」の運営体制案を作成し、教授会
する。 とを決定し 運営体制を整備する での合意を得ることとし、6月に数回、将来計画委員会において学、 。

部と学野の管理運営組織についての議論をおこなった。平成17年1
月から3月にかけて将来計画委員会で学部・学野の管理運営体制に
ついて検討を加えた。学野については領域の編成に伴い人事の進め
方や各種委員の選考方法について今までは異なった方法が必要とな
り、学部長の主導的役割を強めるやり方へと変更した。学部運営組
織として教育会議を設置したが、代議制の導入については拙速を避
け、平成17年度に少し時間をかけて議論をすることになった。 ※
wks：hum：R220001資料より抜粋
※教育学部では、教員組織の人事配置権を各課程から学部全体へと
移行し、人事の再配置権を学部に帰属させて、プール化する。それ
と同時に、学士課程教育組織の各課程をブロック化して、教育の実
施体制を整えることとした。学士課程教育組織の各課程を3つにブ
ロック化し、3課程をもとに課程長を導入し、12月から実施してい
る。 ※wks：edu：R220001資料より抜粋

、 、※理学部では 平成17年4月からこれまでの3学科を全面的に改組し
6コースを含む1学科（理学科）とし、理学の各分野における教育責
任が明確な教育体系を構築した。理学野の領域設定においては大学

、 。 、院教育を重視し 現在の専攻構成に準じた体制とした また茨城県
県内大手半導体企業との連携により、産学官の連携による人材育成
教育プログラムを設定することにより、基礎科学教育に加えて応用
分野へも理学教育の幅を拡げる試みを行っている。 ※wks：sci：
R220001資料より抜粋
※工学部では、平成17年度の教育組織と教員組織について役割分担

、 、 、 、を明確にし 教育 研究 社会貢献を実現可能な組織形態を決定し
平成17年度から、実運用の下で、実組織の体制整備を行うこととす
るため、将来計画検討委員会に各学科から補佐委員各1名を追加委
員とし、委員15名体制で組織形態の原案（茨城大学工学部教育研究
組織素案）を作り検討のうえ、2月の教授会において平成17年度か
ら、実運用の下で、実組織の体制整備を行うことを決定した。 ※
wks：eng：R220001資料より抜粋

、 、※農学部では 評議会で学長よりガイドラインが示されたことから
改革委員会から学部学野組織、委員会組織、組織運営体制について

（ ） 、 、 、 、のたたき台 素案 を提案し 学科内 大講座 農場で検討を進め
3月の教授会で決定した。 ※wks：agr：R220001資料より抜粋

② 教育研究の活性化を図るため ○ 人文学部 理学部 工学部は Ⅳ 理学部と工学部は平成１７年４月の学科改組を決定した。人文学 １、 、 、 、
大学の目標を踏まえ、学部におけ 平成１７年４月からの実施を目途 部は平成１８年度の学科改組を決定した。
る教育研究組織を見直す。 に学科組織再編計画を決定する。

、 、 、 、※人文学部では 学部改革案を作成し 学部の教育理念 学科編成
コース編成、カリキュラム編成等について教授会での合意を得るこ
ととし、学部の教育理念については5月の教授会において「参考資
料」の承認という形で了承し、学科編成案（3学科制を2学科制にす
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る）ついては7月に教授会の了承を得た。コース編成案とカリキュ
ラム編成案について教授会で審議中で、平成17年度改革の実施を目
指したが、学科再編およびコース編成の策定作業が遅れ、平成18年
度から実施することとした。 ※wks：hum：R220002資料より抜粋
※理学部では、現在の3学科体制の持つ問題点を改善するため、5月
に暫定教科会議を立ち上げた。この中で各コースの学習・教育目標
を策定し、それに基づいた教育課程作成の検討に入った。6月～7月
に一学科6コース制の新しい体制に関する課程認定申請と、教員免
許申請に向けての作業を行った。10月一杯を目途に、平成17年度開
始予定の教育体系を具体的なカリキュラムとシラバスにまとめた。

※wks：sci：R111b04資料より抜粋
※工学部では、平成15年度の教授会で、平成17年度からの学科構成
が決定されており、平成16年7月に文部科学省に変更の届け出を行
い、承認を得た。改組案を公表し、組織改革案に従い、カリキュラ
ムと科目担当教員を決定し、平成17年度入学の1年生への講義体制
は整えた。全学科で、改組の内容を近隣高校に宣伝した。 ※wks
：eng：R220002資料より抜粋

③ 教育学部は教員養成担当学部 ○ 教育学部は教員養成担当学部 Ⅲ カリキュラムの設定 実施に責任を持つことを目指して 課程長 １、 「 」
として体制を充実する。 として体制を充実する。 を設置するに当って、その適切な設置単位について検討した。

※教育学部では、カリキュラムの点検、再構築、とりわけカリキュ
ラムの系統性の向上を図ることとして、教員の授業担当科目の見直
しを実施し、効率的なカリキュラムのあり方を検討するとともに、
教育組織の運営効率を向上させるために「課程長（ブロック長 」）
制度を立ち上げた。 ※wks：edu：R220003資料より抜粋

④ 科学技術の進展と社会の要請 ○ 理工学研究科では、新設の応 Ⅲ 応用粒子線専攻の教員の充実を図った。理工学研究科各専攻の再 １
に基づいて大学院を充実し、再編 用粒子線科学専攻を充実するとと 編の検討は未着手である。
する。 もに、既設の各専攻の再編の検討

に着手する。 ※理工学研究科では、茨城県の「中性子利用促進研究会運営会議」
下にある10個程度のプロジェクト研究会に応用粒子線科学専攻の教
員を中心として積極的に関わった。応用粒子線科学専攻の水戸キャ
ンパスに入学した学生が、連携の先生の指導の下、原研東海研究所
の実験グループに参加し、共同研究を行った。また、量子基礎講座
で10月29日に見学会を行った。平成16年度は第1期生として博士前
期課程36名、博士後期課程12名の学生が入学した。専任教員14名で
実施している。平成17年4月からは専任教員を1名増員する予定であ
る。 ※wks：sci：R131002、wks：gse：R112g06、wks.univ.R2200
04資料より抜粋

⑤ 大学間の連携・連合等の将来 ○ 連合農学研究科を継続し、将 Ⅲ 将来のあり方についての検討が行われた。 １
のあり方に関して、連合大学院を 来のあり方についても積極的に検
構成する東京農工大学、宇都宮大 討する。 ※農学研究科では、4月16日、7月28日、10月21日、平成17年1月21
学との協議を行うとともに、その 日に構成3大学の学部長（研究科長）が集まり、連合農学研究科の
他近隣大学等との意見交換を進め 現状分析と将来について検討を進めた。次年度に向けて、3大学間
る。 の学生教育における連携を強化するための具体的な方策について、

。 、学内外のCOEも視野に入れた具体化を図るべく検討を進めた また
全国六連合大学院の現状分析を行い、将来に向けての検討を進める
ために、ワーキンググループを組織して、年度末より検討を開始し
た。 ※wks：agr：R220005資料より抜粋

ウェイト小計 ５
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
３ 人事の適正化に関する目標

① 学内の各教育研究組織の見直しに基づいて、教員の適切な配置を促進する。
② 教員の流動性を向上させるとともに、教員構成の多様化を促進する。中
③ 教育、研究、大学の運営及び社会貢献等に係わる、多面的な評価システムを構築する。
④ 事務職員等については、人事システムを整備し、専門性や資質の向上を図るとともに、職務にふさわし期
い処遇や配置の適正化を図る。

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 教員の採用は公募制を原則と ○ 教員の採用は公募制を原則と Ⅲ 教員の採用にあたっては、全学で公募制を実施し、教員選考時に １
し、教育能力と教育活動を選考時 し、教育能力と教育活動を選考時 模擬授業を課すなどにより、教育能力を評価する方策がとられた。
の評価項目に加える。 の評価項目に加える。 年度計画は相応に達成された。中期計画の一部は進行している。

※本学では、教員の採用にあたっては、広く社会に人材を求めるた
め公募制を原則とし、全学で実施している 「教育の質」の保証、。
つまり “入りたい大学 “入ってよかった大学 “学んでよかった、 ” ”
大学”づくりのため、教員の採用にあたっては、研究能力のほか、
教育能力と教育活動を選考時の評価項目に加えている。教員公募提
出書類の一つとして 「教育分野についての抱負 「着任後の教育、 」、
活動に対する抱負 「教育・研究に対する抱負 「研究・教育に」、 」、

」 。 、「 、ついての抱負 等を明記している 教員公募の際 選考にあたり
模擬授業の実施」を明記している学部もある。 ※wks：adm：R230
001資料より抜粋
※人文学部では、人文学科は公募要項に「模擬授業を課す場合があ
る」との文言を記載し、応募者の教育能力に対する意識を喚起する
ことはできた。ただ今回の場合、諸事情により模擬授業を課すに至
らなかった。ほかの2学科は新規採用人事に当たって、計画通り模
擬授業を実施した。 ※wks：hum：R113b01資料より抜粋

② 教育研究全学プロジェクトな ○ 総合英語プログラムに任期付 Ⅳ 総合英語には３人の任期付教員を採用した。 １
どの部分に教員の任期制を導入し 教員を採用し、教育の質の向上を
て、教員の流動性と教育研究の質 図る。 ※本学では、平成16年度から総合英語プログラムを、新たに工学部
の向上を図る。 （機械工学科、都市システム工学科、システム工学科 、理学部(地）

球生命環境科学科)、導入する事になり、現員の英語担当教員だけ
では、計画されているプログラムを実施できない。そのため、任期
つき3名を平成16年4月1日に採用した。学内流動ポスト3つを効果的
に活用できた。 ※wks：cue：R230002資料より抜粋

③ 年齢構成、男女比などや、教 年度計画決定時でのとりまとめ不
、 。員の業務の多様性等を適切に考慮 足のため 16年度は年度計画なし

した教員構成の実現に努める。

④ 中長期的な観点に立った適切 ○ 中長期的な観点に立った適切 Ⅳ 第一期中期計画期間中におよそ１割の教員数を学長運用教員とし １、
な法人人員管理に関する規則を整 な法人人員管理の検討に着手す 人員削減や重点配置などに運用することが決定された。教育担当者
備し、実施する。 る。 として十分に資格があると認められる助手を対象に、学長措置で講

師に昇進させる方策を講じた。年度計画は相応に達成された。中期
計画は着実に進行している。

※本学では、役員会を中心として、中長期的な観点に立った適切な
法人人員管理の検討に着手することとし、第一期中期計画期間中の
財政状況の把握・分析結果に基づき、第一期中期計画期間中に教員
総数のおよそ1割（60人）の削減を計画し、各学部の採用計画等に
沿って、①教育研究の発展のための財政の健全化、②教育・研究・
地域連携等の基盤整備費用（教職員の配置を含む ）および建物補。
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修費等に用いる等、計画的に人員管理を行う人事計画を策定した。
人事計画の具体的運用としては、定年退職（割愛等をもって充てる
ことも可）を基に、部局別不補充年次計画書を作成し、各部局と相
談のうえ、部局長会において年次計画を策定し、経営協議会の審議
承認、教育研究評議会の審議承認を経て、役員会で決定することと
した。また、7月1日開催の教務委員会において、平成17年度非常勤
講師時間の審議を行い、平成16年度の非常勤講師総時間数の1％を
削減し、それを基に教養教育ではさらに10％を削減し、専門教育で
は20％を削減することが決定された。 ※wks：adm：R230004資料
より抜粋

⑤ 適正な教員人事を行うために ○ 平成１６年度内に教員の教育 Ⅲ 茨城大学教員の勤勉手当の支給に係る勤務評価規程 に基づき １、 「 」 、
教育に対する貢献度を重視し、研 評価システムを検討する。 学部毎に教員評価部会を設置し、教育、研究及び社会貢献上の業績
究や社会貢献と同時に教育上の業 を評価する評価基準を制定した。教員の教育評価について平成１７
績を含め総合的に評価し、処遇に 年度に試行できるレベルまで内容の詰めを行った。
反映させる評価制度を検討する。

※「国立大学法人茨城大学教員の勤勉手当の支給に係る勤務評価規
程」に基づく、学部毎の教員評価部会を設置し、研究、社会貢献及
び教育上の業績を評価する評価基準を制定した。職員の評価システ
ムについては、本年度から5段階評価として勤務実績評価等「評価
の手引き」を作成し、職員の勤務状況及び勤勉手当等の的確な評価
のためのガイドラインとした。 ※wks：adm：R210003資料より抜
粋
※本学では、11月の評議会において教員評価に関する事項に関して
別の組織で審議することが承認された。それを受けて教員評価に関
するタスクフォースの設置を計画し、平成17年1月の部局長会にお
いて了承された。2月に教育評価タスクフォースを設置し、教育の
質的改善のために行う「教育評価」について項目の整理を行った。
平成17年度に試行教育評価を行うことを年度計画として決定した。

※wks：adm：R230005-a3資料より抜粋

○ 研究や社会貢献の成果を研究 Ⅲ 全教職員を対象に研究者情報管理システムを構築した。 １
者情報管理システムにデータベー
スとして蓄積する。 ※本学では、平成16年2月に点検評価委員会・情報システムWGにお

いて「情報の一元化とともに入力者の負担軽減を図るため、既存の
データベースを統合し、研究者データベースとして全学運用すべき
である 」との答申を行い、点検評価委員会で了承を得、総合計画。
委員会で報告を行った。本年度は工学部で先行試行を開始した研究
者情報管理システムを全学展開するべく、全学的なコンセンサスを
得た上で、先行データベースとの統合を行うために必要な項目の1/
3程度とし 「教員要覧」の統合化とJSTのReaD調査を対象に本シス、
テムの構築を12月までに行い、平成17年1月から「茨城大学研究者
情報管理システム」の全学運用を開始した。 ※wks：pla：R23000
5資料より抜粋

⑥ 事務職員等の専門性の向上を ○ 事務職員等の専門性の向上を Ⅲ 事務系職員海外研修の実施、大韓民国忠北大学校との相互派遣研 １
図るため、採用の工夫や積極的な 図るため、能力開発プログラムの 修を開始した。また、他機関との人事交流を引き続き行った。年度
研修を行うとともに、他機関との 検討に着手するとともに、引き続 計画は相応に達成された。中期計画は着実に進行している。
交流を行って人事の活性化を進め き他機関との交流を行って人事の
る。 活性化を進める。 ※本学では、16年度は新任教職員研修会・工学部技術部研修会・事

務系職員海外研修（以上、本学主催 、関東甲信越地区各種研修を）
実施した。新たに、協定校の大韓民国忠北大学校との間で、11月8
日に「事務系職員交流に関する協定付随書」を締結し、忠北大学校
から1名を受入、約1か月間（平成17年1月11日～2月7日）本学のプ
ログラムによる研修を実施した。他機関出向職員（5機関へ14名 、）
受入職員（1機関から4名 （以上16.4.1現在） ※wks：adm：R230）
006資料より抜粋

⑦ 事務職員等の業績が処遇に適 ○ 事務職員等の業績評価と専門 Ⅱ 職員の勤務実績評価を改正し、さらに適正な評価を反映させるた １
切に反映される評価システムを含 性の向上を勘案した、人事制度の めの人事制度の構築に着手した。
む人事制度を検討する。 検討に着手する。

※本学では、事務職員等の業績評価が勤勉手当、特別昇給、昇格及
び昇進のための基礎資料として活用できるよう、評価システムの構
築について検討を行うこととして、社会保険労務士1名と契約し、
新たな制度に対応する評価制度について指導を受けた。 ※wks：a
dm：R230007資料より抜粋

ウェイト小計 ７
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標

① 大学運営の企画立案に積極的に参画し、組織の活性化と質の高い大学運営業務の遂行を目指す。
② 効率的な業務執行を目指して、事務処理の効率化、合理化を図る。中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 事務組織の機能と編成を見直 ○ 法人初年度の実績を基に、事 Ⅲ 平成１７年度に向けて事務組織の見直しを行うとともに、平成１６ １
し、柔軟で効率的な組織編制とす 務組織の編成について見直しを 年度に評価室と社会連携事業会を設置し、平成１７年４月に危機管
る。 行う。 理室と地域連携推進本部と知的財産部門を設置することとした。

※本学では、平成16年4月の事務組織として、法人化に伴い、新たな
労務管理業務を処理するため、総務部に労務課を設置した。新たな
財務会計制度に対応するとともに、資産の一体的管理を行うため、

、 、 、経理部及び施設課を再編統合して 新たに財務部に財務課 契約課
施設課を置いた。中期目標・中期計画、大学改革・将来構想、点検
・評価、情報処理・情報管理、学術研究協力・国際交流、地域連携

、 、 、・地域貢献 学術情報等の事務を効果的に行うため 総務課の一部
地域連携推進室、附属図書館を再編・統合して、新たに学術企画部
を設置し、その下に企画課、研究協力・地域連携課、学術情報課を
置いた。学部との連携を強化するため、学部事務部を事務局に統合
した。国立大学法人評価委員会による評価や認証評価機関による評
価など大学全体の活動にかかる第三者評価及びその前提となる自己
点検・評価などに対応するための組織として、評価室を設置した。
社会貢献活動・教育研究活動の充実に関して、地域の支援を得て、
地域と共に歩む学術文化の拠点形成を行うための組織として、茨城
大学社会連携事業会を設置した。危機管理への対応及び予防等に関
する業務を処理するための組織として、危機管理室の設置準備を進
め、平成１７年４月１日付けで設置することを決定した。地域連携
活動の一元的な窓口、茨城大学社会連携事業会との連絡・調整、全
学的な地域連携活動を企画・実施し推進するための組織として、地
域連携推進本部の設置準備を進め、平成１７年４月１日付で設置す
ることを決定した。知的財産の創出及び取得のための啓発・広報活
動、管理、手続等の業務を処理するための組織として、知的財産部
門の設置準備を進め、平成１７年４月１日付で設置することを決定
した。学生サービス向上の観点から、水戸地区３学部における学務
事務の一元化について、水戸地区学生サービス向上検討委員会を設
置し、検討を開始した。 ※wks：adm：R240001資料より抜粋

② 業務の簡素化とＩＴ化を推進 ○ ペーパーレス化を推進するた Ⅲ 学報、広報誌、職員録及び規則等については、ＩＴを活用し冊子物 １
する。 め 積極的に既存のIT(情報技術) を廃止した。学内事務情報ツールの「ガルーン」を用いて全教職員、

を活用する。 が物品請求、予算確認、会議記録確認、会議通知、各種請求書式閲
覧、大学規則閲覧等を行うとともに、各部局等で会議録等の文書庫
として活用を開始した。両面コピーの励行によりコピー用紙の節減
を図るため、ペーパレス化の説明会を実施した。

本学では、経費削減の観点から平成14年度から導入した事務情報※
提供システム「サイボウズ・ガルーン」を利用してペーパーレス化
を推進することとして、教職員に対しサイボウズ・ガルーンの利用
促進の周知を図り、事務連絡等の利用、印刷物の削減等の推進を行
い、ペーパーレス化を推進した。財務会計システムの導入により、
物品等購入依頼者はパソコンから購入依頼が出来るようになり、物
品購入伝票等のペーパーレス化を図った。複写機メーカーによるペ
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ーパーレス化の説明会を、平成17年1月10日に実施した。 ※wks：f
in：R240002資料より抜粋

③ 事務等の業務の効率化を図る ○ 事務等の業務の効率化と費用 Ⅲ 労働安全衛生、雇用保険、労災保険の業務について、外部委託し効 １
ために、外部委託等を検討し、導 対効果を勘案した、外部委託等 率化を図った。年度計画は相応に達成された。中期計画は着実に進
入する。 の在り方を検討する。 行している。

※本学では、事務局各部等の業務を洗い出し 「国立大学法人茨城、
大学兼業許可基準」に基づき、教職員の兼業許可のうち届出をもっ
て許可したものとして扱うことができる基準等に関する取扱要領を
定めた。私事海外渡航について、従来の承認申請を要せず届出制と
し、その届出の受理は、部局長等に委任することとし、この届出は
休暇簿の承認と併せて行うこととした （休暇簿提出の際、備考欄。
に滞在国名、期間を記載 「業務日報」の活用による業務処理等の）
改善について、事務局各部等の業務を洗い出し、部課長事務長会議
で検討し、外部委託の在り方を検討した。外部委託の在り方の検討
結果に基づき、財務部における年度末の予算決算に係る業務を集中
処理するため、派遣職員を導入したことにより、財務部職員の時間
外労働が軽減した。 ※wks：adm：R240003資料より抜粋
※本学では、アウトソーシング検討部会を発足させ、業務の見直し
及び組織の見直しを行うとともに、アウトソーシング可能な業務を
検討した。アウトソーシング（外注化）については、法人化に伴い
新たな業務が増（労働安全衛生法関係など）となる部分は、外部業
者に業務委託するとともに、年間業務の繁忙期においては、正職員

、の増を行わないで派遣業などを活用して業務の平準化を行うことで
時間外労働の縮減、職員の健康保持などを行った。学長と財務部と
で、今後のアウトソーシングの在り方について、課題の洗い出しを
行い平成17年度の一部実施に向けての検討を行った。 ※wks：fin
：R320003資料より抜粋

ウェイト小計 ３

ウェイト総計 ２１

〔ウェイト付けの理由〕
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

教育および研究体制の強化、並びに法人運営の円滑化をを図り、特別の課題に関して
学長を補佐するために、学長特別補佐２人を新たに設置した。１人は中期計画の進行管
理と評価を担当、１人は研究振興と社会連携を担当する。

学長主導の運営を円滑に実施するため、学長の企画担当として、経営戦略会議と学長
補佐会議を新たに設置し、立案の迅速化精緻化を図った。学部長主導での学部運営を円

。滑に行うため、学部長補佐制度を設置した

学士課程教育組織（学部）と教員組織（学野）の分離を平成１７年４月１日に実施す
ることを決定し、関係規則の整備を行った。このことにより、学部の講座制を廃止し、
教員の一元管理を容易にした。学部教授会は学務に関する審議事項を学部教育会議に委
任し、学部教育会議を代議員制にすることで、教員の校務の軽減を図った。理学部と工
学部は平成１７年４月からそれぞれ３学科から１学科に、７学科から８学科に改組され
る。人文学部は平成１８年度に３学科から２学科への学科改組を決定した。

総合英語に３人の任期付教員を採用した。

第一期中期目標期間中に１０％の教員数を学長運用教員とし、教育・研究・業務運営
について全学的に必要性の高い部門への重点配置及び法人財政の健全化のための人件費
削減などに運用することが決定された。教育担当者として十分に資格があると認められ
る助手を対象に、学長措置で講師に昇進させる方策を講じた。

学部毎に教員評価部会を設置し、評価基準を制定して、勤勉手当の支給に係る勤務評
価を実施した。

法人としての新たな業務に対応するために事務組織の見直しを行い、平成１６年度中
には評価室と社会連携事業会を設置し、平成１７年度に知的財産部門と地域連携推進本
部を設置することとした。

学報、広報誌、職員録及び規則等については、ＩＴを活用し冊子物を廃止した。学内
「 」 、 、 、事務情報ツールの ガルーン を用いて全教職員が物品請求 予算確認 会議記録確認

会議通知、各種請求書式閲覧、大学規則閲覧等を行うとともに、各部局等で会議録等の
文書庫として活用を開始した。

全教職員の教育と研究の活動情報を集約し、データベース化して、点検評価に資する
ために、研究者情報管理システムを構築し、データを収集した。
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

① 外部研究資金の獲得増加に組織的に取り組む。
② 知的財産の増加を図りそれを有効に活用する。中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 外部資金の導入を奨励し、科 ○ 教員は科学研究費補助金等の Ⅲ 平成１６年度科学研究費補助金の採択額は、前年度に比べて増額 １
学研究費補助金等の競争的外部研 競争的外部研究資金の申請を積極 した。しかし、理系教員の申請率は飽和状態であり、文系・教育系
究資金の申請件数の増加を図る。 的に行う。 教員の申請率を上げることが課題であるため、平成１７年度以降の

申請件数の増加を図るべく説明会を実施し、周知徹底を図った。

※本学では、平成17年度科学研究費補助金説明会を9月30日に開催
した。参加者数182名。
平成15年度 現員数 589人 申請件数 359件（申請率61％）
採択件数 144件 交付金額 319,800千円
平成16年度 現員数 574人 申請件数 335件（申請率58％）
採択件数 161件 交付金額 361,400千円
上記のように、採択件数及び交付金額は伸びているが、申請件数は
減少している。 ※wks：fin：R310001資料より抜粋

② 受託研究・共同研究等によっ ○ 受託研究・共同研究等によっ Ⅲ 受託研究４２件１５４,０４８千円、共同研究７８件９７，５５２ １
て外部資金を獲得する。 て外部資金獲得を増やす。 千円、寄付金１７０件１３８,７６０千円であった。受託研究と共

同研究は前年度と同じレベル、寄付金は８％減であった。

※本学では、共同研究・受託研究等の受入件数の増を図るため、研
究者のシーズ一覧を提供するとともに、共同研究開発センターとサ
テライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーによる研究成果の
発表会、ひたちものづくり協議会及び茨城産業会議の研究室訪問、
研究成果企業化促進交流会、茨城大学・筑波大学・茨城高専・中小
企業合同技術交流会などあらゆる機会を通じて大学の研究紹介を行
い、外部資金の獲得を図ることとした。本学の「平成16年技術・ビ
ジネス相談分野一覧 （冊子版 「茨城大学研究情報データベース」 ）、
2004 （CD版）を作成し企業等へ配布した。これらは、本学と地域」
企業等が行う共同研究・受託研究・社会貢献事業の推進に利用され
ている。ひたちものづくり協議会（茨城県・日立市・日立製作所・
日立地区産業支援センター・茨城大学）のもとに7月に「ひたちも
のづくりサロン を設立した 研究会は 機械金属グループ 音」 。 、「 」、「
響・振動利用グループ 「回転電機グループ 「新エネルギーグ」、 」、
ループ 「ライフサポートグループ 「プラズマ・イオン利用技術」 」
研究グループ 「コンクリートグループ 「プラスチックグルー」、 」、
プ 「ソフトウエアグループ 「情報関係研究会 「電波環境適」、 」、 」、
応信号処理研究グループ 「人材育成グループ」の12の研究会が」、

。 、 。活動を開始した 研究会は 延べ12回行われ189名の参加があった
今後、この研究会はさらに幅広い分野に広がることが予想される。

※wks：pla：R310002資料より抜粋
※教育学部では、これまでに外部資金を獲得した研究課題等を調査
し、研究課題の開発を検討することとし、本年度に獲得した外部資
金調査を行い、外部資金獲得のための努力を要請した。研究課題の
開発の検討は進まず、本学部に潜在する「シーズ」を学外に明らか

、 「 」 。にするとともに 地域社会での ニーズ の開拓には至らなかった
※wks：edu：R310002資料より抜粋

※理学部では、理学には受託研究や、産業界との共同研究が困難な
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領域もあるので、理学部全体として基礎科学を支えていく方向性の
中で外部資金を組織的に獲得して行く必要があるとの認識から、理
学部中長期計画委員会、あるいは研究推進会議でグランドプランの
検討を開始した。理学部・茨城県・トリセンティテクノロジー社と

「 」 、の協同による公開授業で開始した 実践半導体講座 を実績として
通産省が構想している企業と大学とが一体となって技術を養成して
いくプロジェクトに応募して、外部資金を獲得する方策を準備して
いる。一方核燃料サイクル機構大洗工学センターとの連携に関する
協議を再開し、共同研究の可能性を追求しつつある。 ※wks：sci
：R310002資料より抜粋
※工学部と理工学研究科では、共同研究については、個々の教員と
企業とのつながりによって実施している事が多い。共同研究開発セ
ンターに寄せられる技術相談等を通して、新たな共同研究を開拓す
る努力が必要であるとの認識から、技術相談に積極的に対応する事
によって、新たな共同研究を数件増やすこととした。大学に寄せら
れる相談に対して、共同研究開発センター客員教授（コーディネー
タ）が対応し、共同研究へと発展した件数は4件あった。筑波大学
・茨城大学・茨城高専・中小企業合同技術交流会を2回開催した（7
月23日下館市、12月1日水戸市 。研究室見学会を2回開催し、研究）
シーズを紹介した（7月21日都市システム工学科、平成17年1月21日
電気電子工学科 。大学シーズを紹介する「研究情報集」に対し、）
これまで企業等から内容が難しくてわかりにくいという意見があっ
たため、教員に対し図・表等を加えた平易な表現を要請し、集めた
個々の研究情報を客員教授等が詳細に検討し、さらに具体的な変更
を求め 「研究情報集N0.2」を11月に発行した。 ※wks：eng：R3、
10002資料、wks：gse：R310002資料より抜粋

③ 知的財産の有効利用に努め、 ○ コストパフォーマンスを踏ま Ⅲ 新たな特許等の届出は２６件あり、その内大学帰属は１件であっ １
自己収入の増加を図る。 え、適切な知的財産管理を行う。 た。知財ポリシーを策定した。

※本学の発明件数は、平成11年度14件、平成12年度14件、平成13年
度27件、平成14年度33件、平成15年度41件と年々増加している。届
け出があった発明の審査は、発明の迅速な審査に対応するため、9
月から月の第1及び第3月曜日を定例開催することとした発明審査委
員会において、将来性、市場性などの検討を行い、機関帰属とする
か又は個人帰属とするかの判定を迅速に行った。その結果、機関帰
属に値するもの4件について「先行出願調査」を行った。16年度の
発明等に関する届出件数は、平成17年3月末現在26件で、殆どが個
人帰属であった。平成17年度から、共同研究開発センター内に設置
する知的財産部門において共同研究等契約締結の交渉をはじめ知的
財産戦略の企画・立案・マネージメントを行うために、知的財産に
関する専門的知識を持った人材を配置し、外部資金の受入れから研
究成果の活用に至る円滑な運営を目指し、外部資金獲得増を図るこ
ととした。また。外部資金の受入業務について、水戸地区・日立地
区・阿見地区の3地区の窓口を一つにし、入り口を明確にすること
とした。 ※wks：pla：R310003資料、wks：pla：R310002資料より
抜粋

ウェイト小計 ３
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
２ 経費の抑制に関する目標

① 運営経費を適正かつ効率的に配分し執行する。
② 定常的業務の収支状況を見直し、管理的経費の抑制等の改善を図る。中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 運営経費の適正かつ効率的運 ○ 適切な運用により、経費の節 Ⅲ 経費の節減を図るため、平成１６年度予算は対前年度比８０％と １
用を図る。 減と合理化を図る。 し、２０％は教育環境の整備等の重点的配分とした。

※本学では、平成16年度の運営費交付金の算定にあたっては、全体
経費の約1％にあたる約120,000千円が管理運営経費の見直し分とし
て節減された。定期刊行物の購読見直しを行った結果、対前年度約
１0％減程度の経費節減となった。大学の支出総額の約20％を占め
ている事業費等の物件費について、平成16年度の予算配分において
は、対平成15年度比80％で行い、残りの20％は学生のための教育環
境の整備（例えば、農学部の教室・教養教育が行われている共通教
育棟（水戸地区）の教室の全冷暖房化など）を行った。平成16年度
の運営の過程の中で、第一期中期計画期間中に良好な運営が行える
よう「第一期中期計画期間の茨城大学の財政運営基本計画」を策定
した。職員録の印刷による作成を取り止め、サイボウズ・ガルーン
による掲示とした。物件費等は、原則月1回の支払により振込手数
料の軽減を図った。光熱水料等の支払を、口座引落（振替）しによ
り手数料の軽減を図った。 ※wks：fin：R320001資料より抜粋

② 管理的経費の節減・合理化と ○ 一般管理費について、平成１ Ⅲ 電気料の契約方法の見直し、電話料については、契約の相手先の １
物品調達方法の見直しを図る。 ５年度を基礎として対前年度比１ 変更等を行い１％の効率化に対応した。

％の効率化を図る。
※本学では、平成16年度の運営費交付金の算定にあたっては、全体
経費の約1％にあたる約120,000千円が管理運営経費の見直し分とし
て節減されている。各部局においては、従来から光熱水料の節減に
努めているが、更に経費節減を図るため、対前年度比1％減を目標

、 、とした経費の節減について 当初配分の80％を配分することにより
節減計画を図った。 ※wks：fin：R320002資料より抜粋

○ 管理的経費の節減・合理化と Ⅲ 平成１６年度予算の８０％を配分することにより、管理的経費の １
物品調達方法の見直しを図る。 節減を図った。複数年契約等の調達方法の見直しを検討した。

※本学では、財務会計システムの導入により、物品購入依頼書等の
紙による依頼の必要がなくなった。物品調達の合理化のため、契約
基準の見直しを行い手続きの短縮化、簡略化を図ることとして、16
年度は500万円以下の場合は契約書の作成を省略することができる
ように契約基準を見直し調達手続きの短縮化、簡略化を実施した。
平成16年度における電気料については、工学部及び理学部に総合研
究棟2棟の新設があったが、大学全体での使用量をほぼ全年度並み
に抑えるとともに、契約の見直し（業務用電力から業務用季節別時
間帯別の2型に切り替え契約電力も1,600Kw⇒1,800kw（水戸地区）
により、支出総額を約3％削減した。電話料については、契約先、
契約内容の全面的な見直しを行い、平成17年2月末に新たな相手方
と契約を行った。平成16年度においては、約1ヶ月しか節減できな
かったが、平成17年度の大幅削減につながる。複数年契約の導入に
伴う事務の合理化について検討を行い、平成18年度以降の導入に向
けて作業を行った。この調達方法の見直し過程において、複数の業
者からのヒアリングにより、複数年契約導入の期待感を高めた。
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※wks：fin：R320002資料より抜粋

③ 業務を見直し、外部委託化を ○ 管理運営に係る業務の見直し Ⅲ 労働安全衛生法関係など法人化に伴う新たな業務増については外 １
行って経費の抑制を図る。 を図り、業務の効率化を推進する 部委託、繁忙期における業務については派遣業などを活用すること

とともに、費用対効果を勘案して により人件費の抑制を図った。
アウトソーシングのあり方を検討
する。 ※本学では、アウトソーシング検討部会を発足させ、業務の見直し

及び組織の見直しを行うとともに、アウトソーシング可能な業務を
検討した。アウトソーシング（外注化）については、法人化に伴い
新たな業務が増（労働安全衛生法関係など）となる部分は、外部業
者に業務委託するとともに、年間業務の繁忙期においては、正職員
の増を行わないで派遣業などを活用して業務の平準化を行うこと
で、時間外労働の縮減、職員の健康保持などを行った。学長と財務
部とで、今後のアウトソーシングの在り方について、課題の洗い出
しを行い平成17年度の一部実施に向けての検討を行った。 ※wks
：fin：R320003資料より抜粋

④ 歳入歳出と決算を分析し、学 ○ 歳入歳出と決算を分析し、学 Ⅲ 第１期中期計画期間中の「財政運営基本計画」を策定し、本学の １
内資源配分の改善を行って、経費 内資源配分の改善を行って、経費 財務基盤の安定化を図った。
の効果的運用を図る。 の効果的運用を図る。

※本学では、支出予算額については、原則として積算額の20％減で
配分し、残額については収入状況を見極めながら、効果的運用のた
めの追加配分を行った。平成16年度においては、抜本的な見直しは
できなかったが「財政運営基本計画」を策定し、その学内合意を取
り付け、平成17年度予算配分では、大幅な見直しを平成17年3月に
行った。 ※wks：fin：R320004資料より抜粋

ウェイト小計 ５
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
３ 資産の運用管理の改善に関する目標

① 資産の効率的・効果的運用を図るシステムを構築する。
② 知的財産の効率的運用を図る組織を整備し、運用を促進する。中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 大学の各種資産を効率的に管 ○ 講義室管理システムと実験室 Ⅲ 専用サーバ・ＵＰＳの整備・ＦＭを推進することにより講義室等の １
理するシステムを構築し、適正な 管理システムを充実する。 安定稼働を確保した。
活用と保全を図る。

※本学では、増築及び改修が十分でないこと、老朽化していること
などで、教室数が全体に不足している。そのため、既存の教室を有

。 （ 、 、効利用する必要がある 講義室予約システム 講義室の備品 席数
写真をシステムで公表、空き室は担当係にて予約 ）は水戸地区の。
構築は完了しているが、システムへの書き込みが複雑で利用に不便
であるため、サーバーの単独化を実施した。データ投入方法の改善
のためのシステムの改善は一部完了した。 ※wks：fin：R330001資
料より抜粋

○ 施設のスペースを有効活用す Ⅲ 施設の点検評価結果をデータ化を促進することにより、ＦＭ計画を １
るため、ＦＭ(ファシリティマネ 推進することにした。
ージメント)の計画を推進する。

※本学では、FM施設管理システムを水戸地区の10棟にて構築を完了
した。しかし、過去の建物の設計等のデータはあっても現状の点数
評価等のデータは皆無である。データ化する事で将来の改修、部屋
の用途替え等に役立つことから、データ投入の外注を推進すること
とした。 ※wks：fin：R330001資料より抜粋

② 校地・施設・設備等の利用状 ○ 校地・施設・設備等の利用状 Ⅲ 施設整備委員会を廃止し、学長が策定した全体プランを施設計画運 １
況を把握し利用改善を進め、全学 況を把握し利用改善を進め、全 営委員会で具体化することとし、全学共用の観点から各学部内に２
共用を推進する。 学共用を推進する。 ０％の全学共用施設を整備する方針のもと、学内施設整備計画の見

直しを行った。

※本学では、施設整備委員会を廃止し、学長が策定した全体プラン
を施設計画運営委員会で具体化することとし、全学共用の観点から
各学部内に２０％の全学共用施設を整備する方針のもと、学内施設
整備計画の見直しを行った。レンタルラボ等外部への貸し出しにつ
いて、理学部K棟の1，2階に場所は確保し、運用方針を策定した。
※wks：fin：R330002資料より抜粋

○ 施設・設備の有効活用を図る Ⅲ 外部機関への貸し出しが出来る共用スペースを準備し、レンタルラ １
ため、産学連携を促進し、外部 ボの貸し付けを始めた。
への積極的な貸付を行う。

※理学部及び理工学研究科では、レンタル室の管理運営については1
6年4月以降、理学部管理委員会（構成：学部長補佐、学科長、校舎
有効活用委員長、事務長）が行うこととし、基本的なレンタル施設
の管理運営方針を確認し、実施は、当面、学部長補佐に一任するこ
ととした。また、規則類については 「校舎有効活用委員会」にお、
いて、実施については「新棟特別委員会」において検討・実行する
ことにした 「校舎有効活用委員会」で審議したレンタル施設に関。
する規則・要項の最終確認を行った。ベンチャーラボ（2室 、プロ）
ジェク研究室（3室 、キャリアアップ研修室（2室 、国際研究員室） ）
（1室 、大学院講義室、インタビュースタジオ、10室中8室を使用）
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中。計画の80％（入居率）を達成している。 ※wks：sci：R122007
資料、wks：gse：R122007資料より抜粋

③ 知的財産を原則として機関所 ○ 知的所有権の取得と確保に取 Ⅲ 新たな特許等の届出は２６件、大学所有特許は１件である。 １
属とし、知的所有権の取得と確保 り組む。
に積極的に取り組む。 ※本学では、学内措置による 「知的財産室（仮称 」を設置するた）

め、副学長（学術担当 、学長特別補佐、共同研究開発センター長、）
工学部長補佐、研究協力・地域連携課長、同課専門員で構成する知
的財産に関する検討会を3回行った。その結果、①本学の基本方針を
決める必要があることから「知的財産ポリシー（案 」を作成する、）
②当初予定した学内措置による「知的財産室」は、人的配置などに
問題があるため、当面共同研究開発センター内に「知的財産部門」
を設け、全学の共同研究の契約などを処理できる体制とする2案に絞
って検討を重ねている。 ※wks：pla：R330003資料より抜粋

④ 知的財産活用のため知的財産 ○ 知的財産活用のため知的財産 Ⅲ 平成１６年度の企業との技術移転に関する相談件数は１０８件であ １
の企業化や技術移転を促進する。 の企業化や技術移転を促進する る。茨大発ベンチャー企業は平成１６年度に４件立ち上がり、総計。

７社となった。

※本学では、茨城県と連携して「茨城県商工労働部派遣コーディネ
ータ」を受け入れたが、当コーディネータは、産学連携による県北
中小企業の振興のための技術移転や技術相談などを丁寧に対応し、
精力的にこなした。また 「文部科学省産学連携コーディネータ」、
は、技術相談の対応や企業ニーズ調査のほかひたちテクノフェアの
研究発表会・展示会等を通じて技術移転の促進につとめた。経済産
業省補助金による「新産業創出コーディネート活動モデル事業」に
採択され採用された4名のコーディネータは、中小企業のための、1)
新事業実施のためのアドバイス、新たな経営資源への紹介・引き合
わせ、2)新事業実施のための交流会、研究会、研修会の開催、3)新
事業計画のための策定に資する調査、4)技術、試作品等の評価、5)
需要開拓等のための調査等の活動を行い、コーディネート活動を通
じてコーディネータの育成とモデル事例の蓄積を行った。ひたちも
のづくり協議会及び茨城産業会議と連携し、工学研究室訪問を2回実
施し、また、茨城産業会議との連携で農学部研究室訪問を1回実施し
た。この研究室訪問により、研究の成果を公表し技術移転に結びつ
けることを図った。共同研究開発センターとサテライト・ベンチャ
ー・ビジネス・ラボラトリーによる合同成果発表会を開催し、研究
成果を公表することにより企業化及び技術移転を図った。 ※wks：
pla：R330004資料より抜粋

、 。※理工学研究科では 15年度SVBLに非常勤研究員7名を配置してきた
16年度は本学におけるベンチャー起業を加速するため1名増員した。
16年度1年間でも学生2件（㈲表面デザイン研究所、㈲ラーニングア
イ）および教員による2件（㈲ルシオラ（稲垣助教授 、アドバンス）
トライフサポート㈱（増澤教授 ）の4件設立、その他特許、技術移）
転、IVBP活動、成果報告会2回、新産業創成特論で特許取得の演習、
海外派遣1件、海外招聘2件で、これらをSVBLのPD非常勤研究員が支
えた。 ※wks：gse：R131009資料より抜粋

ウェイト小計 ６

ウェイト総計 １４

〔ウェイト付けの理由〕
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Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

本学では、共同研究・受託研究等の受入件数の増を図るため、研究者のシーズ一覧を
提供するとともに、共同研究開発センターとサテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボ
ラトリーによる研究成果の発表会、ひたちものづくり協議会及び茨城産業会議の研究室
訪問、研究成果企業化促進交流会、茨城大学・筑波大学・茨城高専・中小企業合同技術
交流会などあらゆる機会を通じて大学の研究紹介を行い、外部資金の獲得を図ることと
した。本学の「平成１６年技術・ビジネス相談分野一覧 （冊子版 「茨城大学研究情報」 ）、
データベース２００４ （ＣＤ版）を作成し企業等へ配布した。これらは、本学と地域企」
業等が行う共同研究・受託研究・社会貢献事業の推進に利用されている。理学部・茨城

「 」県・トリセンティテクノロジー社との協同による公開授業で開始した 実践半導体講座
を実績として、通産省が構想している企業と大学とが一体となって技術を養成していく
プロジェクトに応募して、外部資金を獲得する方策を準備している。

（ ） 、平成１６年度は茨城県からの出向職員 客員教員 を共同研究開発センターに受入れ
共同研究の獲得に努めた。平成１７年４月 共同研究開発センター内に知的財産部門をに

設置し、共同研究等契約締結の交渉をはじめ知的財産戦略の企画・立案・マネージメン
トを行うために、知的財産に関する専門的知識を持った人材を配置し、外部資金の受入
れから研究成果の活用に至る円滑な運営を目指し、外部資金獲得増を図ることとした。
平成１６年度の企業との技術移転に関する相談件数は１０８件あった。茨城大学発ベン
チャー企業は現在７社である。

電気料・電話料の契約方法を見直し、物品調達方法の見直しを行って、経費の抑制を
図った。

第一期中期目標期間中の「財政運営基本計画」を策定し、人件費の削減計画を策定し
て、財務基盤の安定化を図った。

全学共用の観点から、各学部内に２０％の全学共用施設を整備する方針としている。
施設の学内共同利用や共同研究導入のために、レンタルラボを設置し、稼働率８割で運
営している。
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標
１ 評価の充実に関する目標

① 自己点検評価及び第三者による外部点検評価を厳正に実施して、その結果を大学の運営に的確に反映さ
せる。中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 大学の諸活動を対象とした点 ○ 茨城大学研究者情報管理シス Ⅳ 研究者情報管理システムを構築した。 １
検評価のシステムを改善するとと テムを構築する。
もに、点検評価のデータベース構 ※本学では、平成16年2月に点検評価委員会・情報システムWGにお
築を図る。 いて「情報の一元化とともに入力者の負担軽減を図るため、既存の

データベースを統合し、研究者データベースとして全学運用すべき
である 」との答申を行い、点検評価委員会で了承を得、総合計画。
委員会で報告を行った。本年度は工学部で先行試行を開始した研究
者情報管理システムを全学展開するべく、全学的なコンセンサスを
得た上で、先行データベースとの統合を行うために必要な項目の1/
3程度とし 「教員要覧」の統合化とJSTのReaD調査を対象に本シス、
テムの構築を12月までに行い、平成17年1月から「茨城大学研究者
情報管理システム」の全学運用を開始した。 ※wks：pla：R23000
5資料、wks：pla：R410001資料より抜粋

○ 茨城大学総合データベースの Ⅲ 総合データベースの構築のため、共通するリレーショナル環境を １
構築を検討する。 構築した。

※本学では、データベースの充実と組織に関する情報（教育、社会
貢献等）の収集、いわゆる「総合データベース」の構築が不可欠と
とらえ検討しているが、大学評価・学位授与機構による中期計画の
達成度評価や認証評価のための「大学情報データベース」の構築が
検討されており、これらにも対応しつつ、学内の教育、研究、運営
に関する網羅的なデータベースづくりが必要であり、これらに関す
る動向を見守りながら引き続き検討していく。現在、運営面に関し
ての情報収集は 「経営戦略情報システム （自己点検評価シート）、 」
において、また、研究面に関しては「研究者情報管理システム」が
本格運用開始に至っている 今後 教育面の情報収集について 教。 、 、「
育評価システム」を構築する必要があり、これらについて検討する
ため、副学長のもと全学検討タスクフォースを立ち上げ具体な検討
に入っている。 ※wks：pla：R410001資料より抜粋

○ 年度計画評価サイクルを構築 Ⅳ 年度計画のＰＤＣＡサイクルを中間と期末に実施した。簡素化が １
する。 課題である。

※本学では、中期目標・中期計画とその年度計画に対する実施記録
をワークシートに記録・蓄積し、外部評価への対応を視野に入れつ
つ、さらに改善していく必要があるととらえ 「経営戦略情報シス、
テム」を構築し、9月に運用を開始し、10月末に各部局からの中間
報告「P1 「P2 「P3 「D1」を求めデータ収集と整理を行い、学術」 」 」
担当理事等のチェックを行っている。また、本システムについては
各部局からの意見を取り入れ随時改良を実施した。また、全学とし
て評価を活かすためには、 毎年、必要なデータ等を収集し、得ら
れた評価や各種のデータを適切に解析を行うとともに全学に提供し
ていく必要から、平成16年度内にこれらを支援する組織「評価室」
を設置した。 ※wks：pla：R410001資料より抜粋
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② 運営評価・財務評価のための 未検討のため、16年度は年度計画 中期計画管理と年度計画業績評価のため、学長直属の評価室を設
監査組織を構築し、適正な監査を なし。 置した。
行う。

③ 評価結果を公表するとともに ○ 評価結果の公表や、社会各方 Ⅲ 評価室において 「経営戦略情報システム」をＨＰに構築し、評 １、 、
社会各方面からの意見を改善に導 面からの意見を改善に導入するシ 価データの公表を行った。
入する。 ステムを構築する。

※本学では、平成11年度以降に茨城大学が行ってきた、自己点検評
価、外部評価の報告書を「経営戦略情報システム」に収録し学内に
公開した。学外へのweb公開は、年度計画に係る自己点検・評価結
果を踏まえた、実績報告を公表するよう本学のホームページ上に開

。 、設することとしている 社会各方面からの意見の取り入れとしては
法人初年度ということから、まず現状の共通認識を得るため、大学
の運営状況等について詳細な分析結果を示す資料等を作成し（第Ⅰ
期中期計画期間中の茨城大学の財政運営基本計画 、教職員に説明）
を行うとともに、役員会、教育研究評議会、また外部の委員を含め
た経営協議会に諮り、適切な意見等を得られるよう環境構築を図っ
た。 ※wks：adm：R410003資料、wks：pla：R410003資料より抜粋

ウェイト小計 ４
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標
２ 情報公開等の推進に関する目標

① 教育研究や社会貢献等の活動状況と成果を広く社会に知らせるため、情報提供やＰＲを推進する。
② 大学法人の経営及び監査結果等を公表する。中
③ 大学キャンパスの環境改善への取り組みを学内外に公表する。

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 教育研究及び社会貢献等の活 ○ 県域のＮＨＫデジタル放送に Ⅳ 学生と教職員で構成するタスクフォースを結成し、ＮＨＫ県域デ １
動と成果について各種多様なメデ 協力し、各種多様なメディアを活 ジタル放送で月に１回、大学活動の放映を１０月から行った。大学
ィアを活用して情報を提供し、Ｐ 用して情報を提供し ＰＲを行う 行事を積極的にＮＨＫに提供し 数多くのイベントが放映された １、 。 、 （
Ｒを行う。 ０月以降で２０件を確認 。新聞各紙にとりあげられた成果情報は）

平成１６年度内に１６９件（約１２％増）を確認している。

※本学では、平成16年10月から茨城県域地上波デジタルテレビ放送
が開始されたことに伴い、学内に教職員、学生が協同して行うこと
を目的とした県域デジタルテレビ放送への協力組織（タスクフォー
ス）を設立し、今後の広報戦略の試金石を投じることとした。5月1
4日、28日、7月27日の3回にわたり放送局との打ち合わせ等を行う
とともに、全学タスクフォース立ち上げについて打合せ等を行い、
8月27日に茨城大学タスクフォース発足会を行った。9月17日に開催
された第1回企画会議で、10月に放送される「わいわいデジタル便
り：茨城大学編」の放映ビデオ作品を選定し、以後月1回の企画会
議を行いつつ、11月～平成17年3月まで学生によるビデオ作品が放
送された。また、学内における教育研究活動、特に、外部広報のた
めのきめ細かな情報の集約を行い、放送局、記者クラブ等へ情報提
供を行っている。 ※wks：pla：R420001資料より抜粋

② 教育、研究、社会活動等に関 ○ 教育、研究、社会活動等に関 Ⅲ 年報作成のため、研究者情報管理システムを構築した。理学部、 １
する各学部の年次報告書を作成 する各学部の年報を作成し、学内 工学部、農学部で年報を作成した。
し、学内外に公表する。 外に公表する。

※教育学部では、年報を編集・発行することを検討するため、将来
構想委員会と点検評価委員会の連携のもとで過去1年間（平成15年1
0月から16年9月まで）の教員の研究活動を調査し、本委員会で講座
・教室別に集計・取りまとめをした。また、平成17年1月に運用開

「 」 、始した 茨城大学研究者情報管理システム への必要情報の記入は
短期間であったにもかかわらず相当数の各教員が実行した。 ※wk
s：edu：R420002資料より抜粋
※理学部では、教育、研究、社会活動等に関する学部の年報を毎年
作成し、学内外に公表している。16年度は、平成15年度版の教育・

。研究年次報告原稿を平成17年2月に各教員が記入・登録を完了した
入力データをWeb用に編集し、配布CDを作成（約200枚）した。 ※
wks：sci：R420002資料より抜粋
※工学部では、平成15年度に初めて刊行された「茨城大学工学部年
報」は、平成15年度に構築された工学部データベースを利用して作
成したが、 平成16年度は工学部データベースを全学データベース
に拡張する作業を待った関係で、編集作業が大幅に遅れてしまった
ため、印刷を平成17年度早々に行うこととした。 ※wks：eng：R4
20002資料より抜粋
※農学部では、点検評価委員会（年報編集委員会）において年報Vo
l.3について検討し、詳細な年報執筆要領により原稿の執筆依頼と
電子媒体による7月末までの提出が要請され、点検評価委員長が印
刷原稿へ編集のうえ農学部年報Vol.3が9月1日付けで、発行され、
学内外に公表された。 ※wks：agr：R420002資料より抜粋
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※理工学研究科では、従来から工学系の成果は工学部年報に記載さ
れ、学内外に公表していた。昨年度と同じく工学部と一緒になった
年報を作成すべく準備した。 ※wks：gse：R420002資料より抜粋

③ 大学法人の各年度の経営及び 未検討のため、16年度は年度計画
監査結果等を公表する。 なし。

④ 広報や地域連携を充実させ、 ○ 広報や地域連携を充実させ、 Ⅲ 学内への広報（Ｃ-Ｍａｉｌ２号分 、学外への広報（百合の木２ １）
情報収集と情報発信を積極的に行 情報収集と情報発信を積極的に行 号分）とも学生の協力のもと充実した紙面を提供した。三の丸のイ
う。 う。 ンフォメーションセンターへの来訪者は５，９０４名であった。社

会連携事業会では地域連携のためにインターフェイス委員会を組織
し活動を始めた。地域連携推進事業の成果紹介「茨城大学からの発
信」シンポを３回行い、成果報告書を印刷配布して広報した。

※本学では、事務の合理化の観点から従来印刷していた学報をホー
ムページ上で公表し、広く学内外から閲覧できるようにした。平成
16年4月の国立大学法人茨城大学発足に際し、大学全体のホームペ
ージを刷新した。平成16年10月から茨城県域地上波デジタルテレビ
放送が開始されたことに伴い、学内に教職員、学生が協同して行う
ことを目的とした県域デジタルテレビ放送への協力組織（タスクフ
ォース）を設立し、9月17日に開催された第1回企画会議で、10月に
放送される「わいわいデジタル便り：茨城大学編」の放映ビデオ作
品を選定し、以後月1回の企画会議を行いつつ、11月～平成17年3月
まで学生によるビデオ作品が放送された。水戸駅に近い県三の丸庁
舎に「茨城大学インフォメーションセンター」を設置し、大学の教
育研究や地域連携事業の情報を発信している。平成16年度の来訪者
数は5,904名であった。茨城大学公開シンポジウムは、茨城大学か
らの発信として、Part3まで計画され、1)地域づくりのためのパー
トナーシップ、2)環境にやさしい農業推進シンポジウムー市民・行

「 」 、政・大学の 協働 による農・環境・食コミュニケーションの形成
3)茨城の豊かな水環境を守り、利用するためにと題して教育研究や
社会貢献等の活動報告が行われた。その際、県庁内の県政記者クラ
ブに出向き記者会見や説明を行い、新聞やテレビに事前に情報を提
供して取り上げてもらった。本学は地域とともに歩む学術文化の拠
点形成を目指しており、さらに幅広い地域との連携事業を進めるた
めに「社会連携事業会」を設立した。この会に大学外の意見や情報
収集をするために「インターフェース委員会」を、また、広報を普

「 」 。「 」 、及させるために 広報普及委員会 を設置した 会報 を作成し
寄附協力者及び茨城産業会議傘下の各企業・自治体等に配布して本
学の社会貢献事業の情報発信を行った。 ※wks：adm：R420004資
料、wks：pla：R420004資料より抜粋

⑤ キャンパスと施設の環境保全 ○ キャンパスと施設の環境保全 Ⅲ 学内環境の保全に対する取り組みの一環として、現状を把握する １
を図り、ＩＳＯ認証取得を計画す のための活動計画を立案する。 ために、以下の項目について、情報収集を行った。
る。 １．ごみの削減・分別収集の徹底、２．環境整備(清掃、植栽、建

物環境 、３．構内交通、駐車、駐輪、４．廃水処理、雨水利用、）
５．構内安全確保(警備、外灯 、６．エコ事業、エコエネルギー）
の導入
今後この情報の分析・整理を行い活動計画の策定に取り組みたい。

※本学では、大学としてISO認証取得は、社会の一員として又、地
域貢献としても必要とされるととらえ、16年度は活動計画の基とし
て何が課題であるかを検討した。検討の結果、1.ごみ削減・分別収
集の徹底、2.環境整備（清掃，植栽、建物環境 、3.構内交通，駐）
車，駐輪、4.廃水処理，雨水利用、5.構内安全確保(警備・外灯)、
6.エコ事業，エコエネルギーの導入などの問題点が明確になった。

※wks：fin：R420005資料より抜粋

ウェイト小計 ４

ウェイト総計 ８

〔ウェイト付けの理由〕
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項

教員の点検評価資料のデータベースとして、また、各学部の年報作成データベースと
して研究者情報管理システムを構築し、一般公開した。総合データベース構築のため、
共通するリレーショナル環境を構築した。

中期計画管理と年度計画業績評価のため、学長直属の評価室を教員２名事務職員１名
の体制で設置した。評価室を中心となって、平成１６年度年度計画のＰＤＣＡサイクル
を中間と期末に実施した。また、評価室は教員評価の業務を担当する。

学生と教職員で構成するタスクフォースを結成し、ＮＨＫ県域デジタル放送で月に１
回、大学活動の放映を１０月から行った。大学行事を積極的にＮＨＫに提供し、数多く
のイベントが放映された（１０月以降で２０件を確認 。新聞各紙にとりあげられた成果）
情報は平成１６年度内に１６９件（約１２％増）を確認している。

地域連携推進事業では、その成果を３回のシンポで市民に公開した。社会連携事業会
では地域連携のためにインターフェイス委員会を組織し活動を始めた。

学内広報誌「Ｃ-ｍａｉｌ」と学外広報誌「百合の木」をそれぞれ２号発刊し、大学情
報を学生および市民に広報した。
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標

① 施設整備に関する長期的な構想を策定し、計画的な施設整備・管理（施設マネージメント）を行う。
② 教育研究活動の要請に対応して、施設を重点的に整備する。中
③ 施設整備の財源確保に努めるとともに、トータルランニングコストに基づき施設を整備する。
④ 施設を効率よく運用するための体制を整備する。期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① キャンパス及び施設の運用管 ○ 水戸地区については、学内共 Ⅲ 施設の点検評価結果をデータ化を促進することにより、ＦＭ計画 １
理・保全と計画的整備を一括して 有施設及び大規模改修予定施設を を推進することにした。専用サーバ・ＵＰＳの整備・ＦＭを推進す
行う組織を整備し、効率的運用と 除き、ファシリティマネージメン ることにより講義室等の安定稼働を確保した。建物現状調査を実施
管理・整備及び点検評価・改善を トシステムを確立し、学内公開す し、改修年次計画を作成した。改修年次計画に基づき概算要求を継
行う。 る。 続する。建物入退出管理システムの現状調査を実施し、システムの

統合計画を作成した。システムを来年度構築予定である。

、 、※本学では 建物をデータ化することで色々な角度で分析が出来き
将来の新築・改修等がデータに基づき正確な方向が導かれるととら
え、FM施設管理システムを水戸地区10棟にて構築した。しかし、過
去の建物は設計等のデータはあっても現状の点数評価等のデータは
皆無であったため、改修予定建物のうち､評価の対象を今年度中に
決定した。 ※wks：fin：R510001資料より抜粋

② 必要な耐震診断及びその結果 ○ 老朽改修と耐震補強のため、 Ⅱ 期待していた理学部Ｂ・Ｃ棟の改修は採択されなかったが、これ １
に基づく耐震補強の実施計画を策 理学部Ｂ・Ｃ棟等の大規模改修に を始めとする改修年次計画に基づき概算要求を継続する。
定し、順次実施に努める。 努める。

※理学部では、平成13年度に「茨城大学の緊急整備5か年計画」を
、 。 「 」立て 順次整備を行ってきた 平成16年度は 緊急整備5か年計画

の最終年で、理学部のBC棟改修の概算要求書と理学部建物の点検評
価シートの作成を行った。しかしながら、17年度概算要求は採択さ
れなかった。 ※wks：sci：R510002資料より抜粋

③ 施設設備の省エネルギー化や ○ 施設設備の省エネルギー化や Ⅲ 電気容量の低減及び省エネルギー化は空調設備のガス方式化など １
。 、 。集約化、共同化を進める。 集約化、共同化を検討する。 で進んだ また 省エネルギー化のための集中検針の設計を行った

集約化や共同化は今後の課題である。

※本学では、平成15年度は、電気契約で水戸地区が1,600KWの契約
であった。これを16年度に1,800KWへの変更する必要があった。契
約種別の選定、変更（業務用電力から業務用季節別時間帯別２型に
変更）により、200KWのUPを行ったが、支出は前年並みに抑えられ
た。電話の契約も安定した通話が確保できれば安価な契約を考慮す
べきととらえ、電話会社の情報を収集分析し、3社に絞り込み、平
成17年2月末に平成電電へ切り替えた。これによりコストの削減が
見込まれたが、原油価格高騰のあおりを受けてこれらの努力が相殺
されてしまった。共通教育棟講義室の空調化を望む声が学生から強
かった。電気式とガス式空調のコストを比べ、さらに中央式と個別
化とを比較し、省エネルギーのため空調設備の個別化、ガス化を図
ることとした。共通教育棟2号館空調改修2階北側、3階及び4階北側
を改修した。これにより共通教育棟2号館の講義室は空調率100％と
なった。その他には、人文学部講義棟2階空調改修、工学部講義棟1
階空調改修、理学部G棟空調改修を行った。 ※wks：fin：R510003
資料より抜粋

④ 学習生活環境を整備し、学生 ○ 学部の施設整備に合わせて全 Ⅲ 平成１６年度の施設整備に於いては、学生のためのスペースとし １
用情報関連設備、図書館・談話室 学共用教育研究スペースを全ての て、４０５㎡を確保した。
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・集会場など学生のためのスペー 学部で２０％以上確保し、学生の 新営建物：環境リサーチ・ラボラトリー棟：１４５㎡
ス確保・拡充を図る。 ためのスペース拡充を図る。 （放送大学との合築棟）

既設建物：共 通 教 育 棟 １ 号 館：１５０㎡
既設建物：理 学 部 Ｃ 棟：１１０㎡

合 計 ４０５㎡

※本学では、環境リサーチ・ラボラトリー棟の「情報環境分析室、
145㎡」に学生スペースが確保された。共通教育棟1号館の改修（共
通教育棟1号館1階1室112㎡・2階38㎡(留学生対応) 、理学部C棟1）
階旧実験室改修2室110㎡によって学生対応スペースが確保された。

※wks：fin：R510004資料より抜粋
※人文学部では、A棟改修時に全学供用教育研究スペースの確保を
目指すこととしている。 ※wks：hum：R510004資料より抜粋
※教育学部では、施設改修整備の概算要求を勘案しつつ、全学的視
野から全学共用スペースの確保を検討している。 ※wks：edu：R5
10004資料より抜粋
※工学部では、建物には必ず、教員･学部学生･大学院生等が共通し
て使用できる共用スペースを設置するという基本方針を徹底し、本
学施設整備委員会に対しては、工学部キャンパスにおいてまだ未改
修の古い建物の改修、および福利厚生施設増築の必要性の認識を促
す。また、本年度も、文部科学省に対して施設整備概算要求資料を
提出した。 ※wks：eng：R510004資料より抜粋
※農学部では、学生のためのスペース拡充として総合体育館（体育
館・・課外活動施設）の新設要求をおこなった。 ※wks：agr：R5
10004資料より抜粋
※図書館では、6月11日の施設整備委員会において、施設課から施
設整備事業として図書館増築・改修が提起されたが、17年度概算要
求は耐震性を最優先することとなり、図書館増築・改修は採択され
なかった。 ※wks：lib：R510004資料より抜粋

○ ＩＴ化推進プロジェクトを立 Ⅲ ＩＴインフラの更新は、ＶＣＳで３０％進んだが学内ＬＡＮなど １
ち上げ、ＩＴインフラの充実・更 その他のものは更新できていない。理学部講義棟のＩＴインフラ整
新を図る。 備は１００％実施された。

※本学では、総合情報処理センター運営委員会の下、業務IT化施策
推進WGにおいて、各種業務のIT化への対応策の具体化を「茨城大学
におけるデータ共有・認証のあり方（最終答申 「茨城大学情報）」、
セキュリティポリシー案（最終報告 」に基づき検討を開始した。）
セキュリティポリシーの実施として 「茨城大学情報セキュリティ、
ポリシーダイジ ェスト （実施手順編 「茨城大学情報セキュリ」 ）、
ティポリシー （学内教育及び不正アクセス等に関する対応等）の」
具体的答申を行った。学生ポータルサイトの構築として、具体的な
方針・方策等をまとめた答申を作成した。教職員ポータルサイトの
整備として「ガルーン」の運用状況、全学運用への検討課題等の答
申し 「財務会計システム」について全学教職員による運用が行わ、
れるに至っており、人文学部については、学部オフィシャルサイト
として運用されるに至っている。平成17年度概算要求：研究推進経
費に大学の教育・研究支援情報の一元化と情報セキュリティに関す
る研究の推進として「学術情報局」設置の要求を行った。 ※wks
：pla：R510004資料より抜粋

○ 講義室の空調化を図る。 Ⅲ 平成１６年度講義室空調整備は下記の通り２，１１５㎡の整備を １
行った。
１．共通教育棟２号館：10講義室１，５９２㎡
２．人文学部講義棟：２講義室 １１８㎡
３．工 学 部 講 義 棟：３講義室 ４０５㎡

合 計２，１１５㎡
これにより共通教育棟２号館講義室空調率は１００％となった。

※本学では、共通教育棟講義室の空調化を望む声が学生から強かっ
たため、電気式とガス式空調のコストを比べ、さらに中央式と個別
化とを比較し、省エネルギーのため空調設備の個別化，ガス化を図
ることとした。共通教育棟2号館空調改修2階北側、3階及び4階北側
を改修した。これにより共通教育棟2号館の講義室は空調率100％と
なった。その他には、人文学部講義棟2階空調改修、工学部講義棟1
階空調改修を行った。 ※wks：fin：R510004資料より抜粋
※理学部では、理学部E340室（20平方m）をJABEE資料室とし、内装
等整備し、ロッカー・机を配置した。JABEE審査に備えて、試験答
案、レポート等の整理保存を開始した。講義室、実験室、研究室等
の活用度を調査（16年4,5月の使用実績）し、一層効率的な使用を
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目指すこととした。9月にE棟空調整備を、12月にG棟空調設備、G棟

、 、 。実験室壁の整備 E棟学生室の整備 及びGE棟什器類整備を行った
※wks：sci：R114002資料より抜粋

⑤ 運動施設の整備、更新、改善 ○ 課外活動施設(合宿研修所)の Ⅱ 大子合宿研修所の改修工事を行った。 １
を計画的に実施する。 計画的な改修を実施する。

※本学では、宿泊棟の床の痛みがひどく危険な状態だった大子合宿
、 ）研修所改修工事を予定し 平成16年度概算要求(平成15年要求提出

の営繕事業にて補助金を要求し改修を行い、12月末完成した。 ※
wks：fin：R510005資料より抜粋

⑥ 障害者対応の環境整備、建物 ○ 障害者対応の環境整備、建物 Ⅲ 図書館事務部の環境改善が実施された。キャンパスの環境保全に １
内外の環境保全等、社会的要請に 内外の環境保全、市民に開放する ついては、ゴミ処理、廃棄物整理、植栽手入れ、清掃など重点的に
配慮した施設整備と管理を推進す 空間を創出する。 行われた 障害者対応としては 環境リサーチ・ラボラトリー棟 平。 、 （
るとともに、市民に開放する空間 成１６年度完成 ５１０㎡）に男女各１カ所の多目的トイレを設置
を創出する。 し、さらに外部には身障者駐車場を２台分設置した。また市民開放

のラウンジも設置されている。

※本学では、身障者駐車場、スロープ未設置建物の確認、多目的ト
イレの改修と新設場所を調査し、環境リサーチ・ラボラトリー棟に
は男女各1カ所の多目的トイレと身障者駐車場2台分が設置された。
また、市民に開放する空間として、同棟にラウンジを設置した。
※wks：fin：R510006資料より抜粋

⑦ ３キャンパスの特色・特徴と 未検討のため、16年度は年度計画 建物の維持管理を計画的に行っており平成１７年度は、３，０７
地域性を示すデザインを策定し、 なし。 ０㎡を整備した。環境リサーチ・ラボラトリー棟を整備した。
キャンパス整備を推進する。

※本学では、建物の雨漏れ箇所が多数あり改修のため、平成16年度
概算要求（平成15年要求提出）営繕事業にて補助金を要求し、工学

、 、 、部物質工学科北東 都市システム工学科の2棟に加え 共通研究棟
表面処理研究棟の2棟と、水戸地区の教育学部A棟、C棟の防水改修
を行った。全学共用施設として環境リサーチ・ラボラトリー棟を新
営した。 ※wks：fin：R510007資料より抜粋

ウェイト小計 ８
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標
２ 安全管理と健康管理に関する目標

① 安全管理体制の整備・改善を進める。
② 労働衛生環境を良好に維持する。中
③ 危機管理体制を整備する。
④ 情報セキュリティ対策を講じる。期
⑤ 安全管理に係わる施設の整備・改善を図る。
⑥ 学生・教職員の健康を管理する。目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 労働安全衛生法に基づいた安 ○ 健康増進法に基づいて、禁煙 Ⅲ 本学は建物内は原則禁煙としており、例外として喫煙コーナーでの １
全管理体制の強化を図る。 教育の徹底、受動喫煙防止の対 喫煙を認めている。しかし、喫煙者への配慮と指導に課題が残って

策を行う。 いる。

※本学では、各キャンパスごとに分煙化を実行している。日立キャ
ンパスで「ポイすて禁止」がおこなわれ、また、分煙対策として講
義棟の1階に仕切りのある喫煙室が設置された。 ※wks：stu：R520
001資料より抜粋

○ 労働衛生環境を良好に維持す Ⅲ 教職員２名に衛生管理者の資格及び教職員７名に有害作業主任者の １
るための調査・企画・立案をお 資格取得取得させた。 労働安全衛生コンサルタントとの顧問契約を
こなうことができる専門的知識 結んだ。
を備えた教職員を育成する。

※本学では、教職員の労働安全衛生専門家育成のために、衛生工学
、 。衛生管理者資格取得講習を教職員2名に受講させ 免許を取得させた

教職員が作業環境測定士の資格取得講習を受講した。労働安全衛生
コンサルタント1名と顧問契約を結び、労働安全衛生法への対応や安
全衛生管理体制の強化を図った。 ※wks：adm：R520001資料より抜
粋

② 安全管理と労働衛生に係わる ○ 教職員・学生への安全管理と Ⅲ 安全衛生教育を水戸事業場で６回、日立事業場で１１回、阿見事業 １
教育訓練を実施し、教職員・学生 労働衛生に係わる教育訓練を実 場で１回実施した。
への安全管理の徹底と啓発を図 施する。
る。 ※本学では、4月から5月にかけて、全教職員に、産業医と衛生管理

者で労働安全衛生教育を行った。7月26日に附属学校園を除く全教職
員を対象に、産業医と衛生管理者で日常生活の健康管理とメンタル
ヘルスに関する講演会を行った。労働安全衛生コンサルタントによ
る安全衛生講習会を農学部、理学部、教育学部で実施した。講演会
内容は、労働安全衛生法の概要と4S-R運動（整理、整頓、清掃、清
潔、しつけ(規則)）についてであった。 ※wks：adm：R520002資料
より抜粋

○ 教職員・学生の安全管理の徹 Ⅲ 「茨城大学安全ガイドライン」を作成し、教職員・大学院生に配布 １
底と啓発のためのパンフレット した。各実験室訪問を行い、安全指導と教育を実施した。
を作成する。

※本学では 「国立大学法人茨城大学安全ガイドライン」を作成し、、
教職員・大学院生に配布して、安全衛生教育を実施した。労働安全
衛生コンサルタントと衛生管理者による実験室訪問を行い、教職員
及び学生に、安全指導と教育を実施した。 ※wks：adm：R520002資
料より抜粋

③ 安全管理に係わる施設、機器 ○ 安全管理に係わる施設、機器 Ⅲ ４Ｓ－Ｒ運動を進めた。週１回の構内巡視は計画的に実施された。 １
の整備、充実を図り、施設、機器 の整備、充実を図り、衛生管理 安全衛生のための施設改善も一定程度進んだが、改善箇所は残って
の定期的な点検を進める。 者の巡視による定期的点検を実 いる。全学的に作業環境測定を実施した。

施する。
※本学では、衛生管理者の週1回の構内巡視を実施し、巡視結果は各
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地区で安全衛生委員会に報告をした。局所排気装置、排ガス洗浄装

、 、 。置の定期自主検査は 平成17年2月に専門業者に依頼し 実施できた
クレーンの定期自主検査は、日立と阿見事業場にあり、各学部で保
守点検を専門業者に依頼し、クレーン規則に基づき実施した。 ※w
ks：adm：R520003資料より抜粋
※農学部では、茨城大学労働安全衛生診断結果の指摘に対応し、4S-
R運動（整理・整頓・清掃・清潔）を推進し、11実験室で完了した。
これらをモデル実験室として他の実験室管理者に開放し、4S-R運動
を推進していくこととした。 ※wks：agr：R520003資料より抜粋

④ 事故・犯罪の発生を迅速かつ ○ 事故・犯罪の発生を迅速かつ Ⅲ 水戸・日立・阿見の３キャンパスと附属学校園に計２１個の監視カ １
的確に把握するシステムを整備し 的確に把握するシステムの整備 メラを設置し、守衛や事務室等で監視するシステムとした。外灯を
て管理体制を確立し、防犯対策を に着手する。 増設した。守衛の巡回回数を増やした。水戸地区での入構警備時間
講じる。 を延長した。さらに、水戸地区構内警備業務委託の見直しを図ると

ともに、危機管理室を設置し、適格に対応できるシステムを構築し
た。

※本学では、学生意識調査で要望のあった外灯を複数設置すると共
に水戸地区5ヶ所を始めとして各所に監視カメラを設置し、事故、犯
罪の防止に努めた。警備員による構内巡回の回数を5回から6回に増
やした。水戸警察署の協力を得て、4月28日に「新入生のための防犯
オリエンテーション」を開催した。事故・犯罪の発生を迅速かつ的

、 、確に把握する組織作りについて検討を開始し 危機管理室を設置し
。また各部局においては緊急連絡網を整備し緊急の事態に備えている

※wks：fin：R520004資料より抜粋

⑤ 学内交通管理システムを構築 ○ 水戸キャンパスの学内交通管 Ⅲ 水戸構内の交通環境の改善を検討し、ＩＣカードを利用する交通管 １
し、交通安全対策を講じる。 理システム構築に着手する。 理システムの導入に向け、平成１７年４月から交通規制を試行する

ことにした。

※本学では、水戸キャンパス交通環境改善(試行)実施のための準備
を行った。学生，教職員ICカード化に対応した構内ゲートシステム
を検討した。 ※wks：fin：R520005資料より抜粋

⑥ 学内情報機器のネットワーク ○ 本学の教育・研究・業務に関 Ⅲ ＩＴ基盤センターの設置は概算要求で一部認められ、改組への計画 １
セキュリティ対策を定期的に実行 する情報の総合的管理運営と活 が固まった。情報セキュリティ対策は認証システムの強化など、改
する。 用を図り、学内情報のサービス 善が図られた。

を行うとともに、情報セキュリ
ティを確保する。情報管理組織 ※本学では、情報セキュリティポリシーの基本方針及び対策基準が
の整備充実を図るため、ＩＴ基 策定され、対策基準で規定されているネットワーク管理組織の体制
盤センターへの改組を企画する を整備するため、総合情報処理センターと図書館とを統合した学術。

、 。情報局IT基盤センターの設置として 平成17年度概算要求を行った
この要求が一部認められ、12月には設置準備委員会が発足し、組織
体制や業務内容等の検討が行われた。 ※wks：sre：R520006資料よ
り抜粋

⑦ 放射性物質の管理システムの ○ 放射性物質の管理システムの Ⅲ 放射線モニタリングを行うとともに安全教育を実施し、さらに定期 １
整備・充実を図る。 充実を図り、放射性物質の適切 的な保守を行い施設の安全性を確保するとともに放射線物質の在庫

な管理を行う。 管理を厳正に行った。

※本学では、理学部放射線同位元素実験室および阿見地区放射性同
位元素実験施設の2施設がある。16年度は、管理区域内の作業環境測
定及び放射線モニタリングについて、内部に有資格者がいなかった
ことおよび業務負担が非常に大きいことから、外部専門業者へ委託
し、4月から実施した。管理・監督のために、第一種作業環境測定士
（放射性物質）の資格を理学部より2名の教員が取得した。安全教育

、 、については 水戸地区は平成16年4月に放射線の基礎と安全取り扱い
放射線の人体影響、放射線に関する法令、放射線障害防止法に関す
る講義を行った。出席者60名。阿見地区も、従事者申請登録の者に
対してもれなく実施した。出席者114名 ※wks：adm：R520007資料
より抜粋

⑧ 学生・教職員の健康診断と事 ○ 学生・教職員の健康診断と事 Ⅲ 学生・教職員の健康診断と事後指導を行うとともに、生涯健康教育 １
後指導を行うとともに、生涯健康 後指導を行うとともに、生涯健 や運動習慣、栄養習慣の教育・指導を行った。
教育や運動習慣、栄養習慣の教育 康教育や運動習慣、栄養習慣の
・指導を行い、健康増進を図る。 教育・指導を行い、健康増進を ※本学では、学生(定期)健康診断について、電子掲示板、保健管理

図る。 センターホームページなどのいろいろなメディアを通じて健康診断
スケジュールを周知した。1年生、4年生の受診率が高く、2年次、3
年次の受診率は低く、70％であった。栄養習慣については、肥満学
生に対して管理栄養士による個別栄養指導を行った。運動習慣につ
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いては総合科目の講義のなかで教育・指導をおこなった。 ※wks：
stu：R520007資料より抜粋

⑨ 教職員・学生の一次救急や疾 ○ 保健管理センターのホームペ Ⅲ 保健管理センターのホームページを開き、応急処置についての情報 １
病に対応するための緊急マニュア ージを開き、応急処置について をシーズンごとに掲載した。
ルを整備し、そのための設備を整 の情報をシーズンごとに掲載す

、 、備する。 るとともに、ＳＡＲＳなどの緊 ※本学では 平成16年度に保健管理センターのホームページを開き
急情報を迅速に発信し、学生・ 疾病の予防、栄養・運動習慣、飲酒・喫煙習慣についての情報を定
教職員に周知する。 期的に発信した。ホームページには健康診断の日程、近隣の医療機

、 。関マップなどのほかに 役立つ健康情報や緊急医療情報を掲載した
※wks：stu：R520007資料より抜粋

⑩ 精神保健相談業務の連携を強 ○ 精神保健相談業務の連携を強 Ⅲ 学生・教職員に対し、精神保健相談業務を行い、心の問題を抱える １
化し、相談ネットワークを構築し 化し、相談ネットワークを構築 患者を教育・指導した。
て、効果的に機能させる。教職員 して、効率的に機能させる。教
を対象に研修会などを開催し、心 職員を対象に研修会などを開催 ※本学では、7月に教職員を対象としたメンタルヘルス研修会を水戸
の問題を抱える学生の教育・指導 し、心の問題を抱える学生の教 キャンパスで開催し、SCSによる配信を利用して、日立、阿見キャン
をサポートする。 育・指導をサポートする。 パスで同時開催した。工学部では、メンタルヘルスに関する書籍を

購入し、工学部保健室に配架した。工学部大学院生に対して「研究
生活におけるメンタルヘルスについて」のパンフレットの執筆を中
島名誉教授に依頼した。工学部では週２回のカウンセリングを行う

。 。ことができた 農学部では週1回カウンセリングを行うことができた
予防的介入として、入学時健康診断に合わせて、新入生全員に心理
テストをおこない、必要な学生に対してさらに精神科医、臨床心理
士による心理面接を行った。 ※wks：stu：R5200010資料より抜粋

○ セクシャルハラスメントに係 Ⅲ セクシャルハラスメント対策のため各学部で計８回講習会が行われ １
わる相談体制を強化する。 （７０３名参加 、その防止に努めた。セクシャルハラスメント防）

止ガイドラインを改定し、アカデミックハラスメントを加えたガイ
ドラインを作成した。各事業場単位でセクシャルハラスメント防止
キャンペーンを実施した。

※本学では、平成16年度のセクシュアル・ハラスメントの防止につ
いての研修会については、各学部年2回程度の実施を目標に実施し、
全学で計8回（外部講師6回）内部講師2回）の研修会を実施し教職員

。 、約703名が受講した セクハラ防止のキャンペーンの実施については
5月20日から21日にかけて各事業場において、セクハラ防止委員会の
委員が昼休みを利用して、学生にセクハラ防止のパンフレット、ワ
ッペンなどを配布しセクハラ防止の広報活動を行った。またセクシ
ュアル・ハラスメント対策委員会にガイドライン作成・検討するた
めのWGを設置し、ガイドラインの内容について検討を重ね「茨城大
学ハラスメント防止・救済・対策」ガイドラインを作成し教職員、
学生に配布（8,081冊）し、セクシュアル・ハラスメントの防止にお
いて厳守すべきガイドラインを周知した。 ※wks：adm：R520002資
料より抜粋
※保健管理センターでは、保健管理センターの精神科医師、臨床心
理士、看護師が担当し、セクハラの被害にあった学生・教職員のこ
ころのケアをおこなった。工学部相談室の防音設備を整備し、声が
外部にもれないようにした。 ※wks：stu：R5200010資料より抜粋

ウェイト小計 １３

ウェイト総計 ２１

〔ウェイト付けの理由〕
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標に関する特記事項

専用サーバ「講義室予約システム」を整備し、講義室の安定稼働を確保した。

放送大学との合築で環境リサーチラボラトリーが増築された。

空調設備の充実と省エネルギー化の双方を改善するため、空調設備のガス化方式への
転換を進めた。

学内予算により、共通教育棟２号館全館の空調化、共通教育棟の学務部施設整備、理
学部Ｅ棟Ｇ棟の空調化と環境改善、人文学部、工学部の講義室の一部空調化が実施され
た。

全学共用スペースを各学部施設内に２０％確保することを決定し、理学部ではその確
保が進んだ。

本学の全ての建物を禁煙とし、喫煙場所を指定して、健康増進に努めた。

「茨城大学安全ガイドライン」を作成配布するとともに、安全衛生教育を１９回実施
した。

安全衛生対策では、４Ｓ－Ｒ運動を進め、計画的に巡視を実施した。

セクシャルハラスメント防止ガイドラインを改定し、アカデミックハラスメントを加
。 、 、えたガイドラインを作成した また セクシャルハラスメント防止講習会を８回開催し

７０３名が参加した。

ＩＴ基盤センターの設置は概算要求で一部認められ、平成１７年度改組への計画が固
まった。情報セキュリティ対策はセキュリティポリシーの策定、認証システムの強化な
ど、改善が図られた。
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Ⅵ 予 算 （ 人 件 費 見 積 も り を 含 む 。 ） 、 収 支 計 画 及 び 資 金 計 画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
２０億円 ２０億円 該当なし

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊

急に必要となる対策費として借り入れすることも想定さ 急に必要となる対策費として借り入れすることも想定さ
れる。 れる。

Ⅷ 重 要 財 産 を 譲 渡 し 、 又 は 担 保 に 供 す る 計 画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 ○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画
重要な財産を譲渡し 又は担保に供する計画はない 重要な財産を譲渡し 又は担保に供する計画はない 該当なし、 。 、 。

Ⅸ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○ 決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の ○ 決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の
質の向上及び組織運営の改善に充てる。 質の向上及び組織運営の改善に充てる。 該当なし



- 99 -

茨城大学

Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 決定額（百万円） 財 源

総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金
・ 文京２）校舎 （４１６） ・ 文京２）校舎 （２２１） ・ 文京２）校舎 （２１１）（ （ （

４１６ ２２１ ２１１
・小規模改修 ・小規模改修 ・小規模改修

（注１）金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要 注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施 平成17年1月28日付け16文科施第338号 平成16年度国立大学法人施設
な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を 設・設備の整備や、老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追 整備費補助金の計画変更承認及び変更交付決定通知書により変更した。
勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。 加されることもあり得る。

(注２)小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算して
いる。

なお、各事業年度の施設整備費補助金については、事業の進展
、 、等により所要額の変動が予想されるため 具体的な額については

各事業年度の予算編成過程等において決定される。

○ 計画の実施状況等
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Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

教育職員については 中期計画をとおして教員数の適切な配置を行う 教育職員については 中期計画をとおして教員数の適切な配置を行う 「Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置、 。 ， 。
毎年度一定数の流動定員を計画すること等によって、必要な教育研究事 毎年度一定数の流動定員を計画すること等によって，必要な教育研究事 １運営体制の改善に関する目標 中期計画 」P71、参照③
業に任期付き教員を配置する。教員採用は公募を原則とする。適正な教 業に任期付き教員を配置する方策の検討に着手する。教員採用は公募を
員人事を行うために、教育に対する貢献度を重視し、研究や社会貢献と 原則とする。適正な教員人事を行うために，教育に対する貢献度を重視 「Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置

」 、同時に教育上の業績を含め総合的に評価する多面的な評価システムを構 し，研究や社会貢献と同時に教育上の業績を含め総合的に評価する多面 ３人事の適正化に関する目標 中期計画 P74① ② ④ ⑤ ⑥ ⑦、 、 、 、 、
築する。また、教員の研鑽の機会を積極的に計画する。 的な評価システムの構築に着手する。また，教員の研鑚の機会を積極的 75参照

事務系職員については、平成１５年度から実施している学内公募制度 に計画する。
をより充実した制度とし、人事交流での関係機関への出向についても、 事務系職員については，平成１５年度から実施している学内公募制度
この制度を利用し意欲を持って実力が発揮できる人材の活用を行う 又 をより充実した制度とし，人事交流での関係機関への出向についても，。 、
学生への支援業務などのサービス部門における人事配置は、学生ニーズ この制度を利用し意欲を持って実力が発揮できる人材の活用を行う。ま
に適応できるよう、定期的な研修制度を実施する。 た，学生への支援業務などのサービス部門における人事配置は，学生ニ
職員採用は、関東甲信越地区国立大学法人等職員採用試験を基本とし、 ーズに適応できるよう，定期的な研修制度を実施する。

， ，専門性の高いポストには、一般公募により年齢枠を撤廃した幅広い人材 職員採用は 関東甲信越地区国立大学法人等職員採用試験を基本とし
の採用を行う。 専門性の高いポストには，一般公募により年齢枠を撤廃した幅広い人材

職員の給与を含める処遇については､平成１６年度から評価を適正に実 の採用の方策の検討に着手する。
施し決定する。 職員の給与を含める処遇については，平成１６年度から評価を適性に

職員数の管理は､運営費交付金の予算管理に対応する適切な管理を行 実施し決定する。
， 。う。 職員数の管理は 運営交付金の予算管理に対応する適切な管理を行う

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み （参考１）１６年度の常勤職員数 ９５３人
５５，９１８百万円（退職手当は除く） また、任期付職員数の見込みを３人とする。

（参考２）１６年度の人件費総額見込み
９，３２５百万円（退職手当は除く）

（参考）

平成１６年度

（１） 常勤職員数 ９３８人

（２） 任期付職員数 １人

（３）① 人件費総額（退職手当を除く） ９,２０８百万円

② 経常収益に対する人件費の割合 70.59％

③ 外部資金により手当した人件費を除い ９,１９０百万円
た人件費

④ 外部資金を除いた経常収益に対する上 73.04％
記③の割合

⑤ 標準的な常勤職員の週あたりの勤務時間 ４０時間００分
として規定されている時間数
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（ 、 ）○ 別表 学部の学科 研究科の専攻等

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
． （ ）人文学部 人文学科 ４８０(名) ５３５(名） １１１ ４ ％

社会科学科 ９００ ９７８ １０８．６
コミュニケーション学科 ２００ ２４３ １２１．５

収容数は、上記から外国人留学生を除く －３０
人文学部 計 １，５８０ １，７２６ １０９．２

教育学部 学校教育教員養成課程 ８６０ ９７４ １１３．２
（うち教員養成に係る分野８６０人）
養護教諭養成課程 １４０ １５０ １０７．１
（うち教員養成に係る分野１４０人）
情報文化課程 ２４０ ２８０ １１６．６
人間環境教育課程 １６０ １８１ １１３．１

収容数は、上記から外国人留学生を除く －２７
教育学部 計 １，４００ １，５５８ １１１．２

理学部 数理科学科 ２８０ ３４５ １２３．２
自然機能科学科 ２６０ ３０７ １１８．０
地球生命環境科学科 ２８０ ３３９ １２１．０
(3年次編入学定員で外数) ２０ 内数（１４） ７０．０

収容数は、上記から外国人留学生を除く －２６
理学部 計 ８４０ ９６５ １１４．８

工学部 機械工学科 ３６０ ４５６ １２６．６
物質工学科 ３４０ ３９１ １１５．０
電気電子工学科 ２２０ ２９２ １３２．７
メディア通信工学科 ２００ ２６２ １３１．０
情報工学科 ２６０ ３４９ １３４．２
都市システム工学科 ２２０ ２９２ １３２．７
システム工学科 ２６０ ３４６ １３３．０

〃 （夜間主コース） ２８０ ３２８ １１７．１
(3年次編入学定員で外数) ９０ 内数（８８） ９７．７

収容数は、上記から外国人留学生を除く －７０
工学部 計 ２，２３０ ２，６４６ １１８．６

農学部 生物生産科学科 １８０ ２１６ １２０．０
資源生物科学科 １４０ １９４ １３８．５
地域環境科学科 １４０ １７７ １２６．４
(3年次編入学定員で外数) ２０ 内数（２０） １００．０

収容数は、上記から外国人留学生を除く －１３
農学部 計 ４８０ ５７４ １１９．５

学部小計 ６，４００ ７，６３５ １１９．２
(3年次編入学定員で外数) １３０ 内数(１２２) ９３．８

収容数は、上記から外国人留学生を除く －１６６
学 部 合 計 ６，５３０ ７，４６９ １１４．３

人文科学研究科 文化構造専攻 ６ １５ ２５０．０
（修士課程） 言語文化専攻 ６ ５ ８３．３

地域政策専攻 ２８ ２７ ９６．４
コミュニケーション学専攻 １０ １９ １９０．０

収容数は、上記から外国人留学生を除く －３３
人文科学研究科 計 ５０ ３３ ６６．０

教育学研究科 学校教育専攻 １０ １３ １３０．０
（修士課程） 障害児教育専攻 ６ ７ １１６．６

教科教育専攻 ６４ ６９ １０７．８
養護教育専攻 ６ ８ １３３．３
学校臨床心理専攻 １８ ２３ １２７．７

茨城大学

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

収容数は、上記から外国人留学生を除く －５
教育学研究科 計 １０４ １１５ １１０．５

理工学研究科 数理科学専攻 ６１ ６６ １０８．１
（博士前期 自然機能科学専攻 ６２ ６３ １０１．６

課程） 地球生命環境科学専攻 ６２ ８２ １３２．２
機械工学専攻 ６６ ９０ １３６．３
物質工学専攻 ５９ ５９ １００．０
電気電子工学専攻 ４２ ５０ １１９．０
メディア通信工学専攻 ４２ ５１ １２１．４
情報工学専攻 ４２ ４０ ９５．２
都市システム工学専攻 ３６ ４５ １２５．０
システム工学専攻 ９０ ９６ １０６．６
応用粒子線科学専攻 ２５ ３６ １４４．０

（博士後期 物質科学専攻 １９ １８ ９４．７
課程） 生産科学専攻 ２１ ４１ １９５．２

情報・システム科学専攻 ２５ ２２ ８８．０
宇宙地球システム科学専攻 １５ ３３ ２２０．０
環境機能科学専攻 １５ ２８ １８６．６
応用粒子線科学専攻 ９ １２ １３３．３

収容数は、上記から外国人留学生を除く －５１
理工学研究科 計 ６９１ ７８１ １１３．０

農学研究科 生物生産学専攻 ２２ ３２ １４５．４
（修士課程）生物生産科学専攻 １３ ２０ １５３．８

資源生物科学専攻 ３７ ６９ １８６．４
地域環境科学専攻 １３ １７ １３０．７

収容数は、上記から外国人留学生を除く －２５
農学研究科 計 ８５ １１３ １３２．９

大学院小計 ９３０ １，１５６ １２４．３
収容数は、上記から外国人留学生を除く －１１４

大 学 院 合 計 ９３０ １，０４２ １１２．０

［連合農学研究科：参加校］
［生物生産学専攻（博士課程 ］ ３２）
［生物工学専攻（博士課程 ］ １６）
［資源・環境学専攻（博士課程 ］ １２）

［連合農学研究科：参加校］合計 ６０ ６６ １１０．０

特殊教育特別専攻科 知的障害教育専攻 ３０ ２８ ９３．３

附属小学校 ７３６ ７１１ ９６．６

附属中学校 ４８０ ４７７ ９９．３

附属養護学校 小学部 １８ １９ １０５．５
中学部 １８ １２ ６６．６
高等部 ２４ １９ ７９．１

附属幼稚園 ３年保育 ９０ ９１ １０１．１
２年保育 ７０ ７０ １００．０

○ 計画の実施状況等
本学ではこれまで、外国人留学生数と編入学生数については定員充足率の外数と扱っていた。募集

要項の学部入学定員には留学生を含んでいない。入試時期も入試判定時期も留学生と一般入試では異
なっており、入学者数の調整は困難である。本学としては、平成１６年度の学部定員数には留学生数
は加えないこととして、入学者合否判定を行った。留学生を除くと、学部毎の凹凸はあるが、学部全
体としての充足率は１１４％である。
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大学院修士課程と博士課程については、研究科によって留学生数を定員充足率に加えるかどうかの
対応が異なっている。しかも年度によってその対応が違っており、今後統一の必要がある。留学生の
合格者が入学してくるかどうかの判断は難しく、特に人文科学研究科のように留学生数が定員数に占

、 。 。める割合が高い研究科では 充足率の変動が大きい 理系の研究科の充足率は全体で１１５％である
附属養護学校の定員充足率の不足は、小学部、中学部、高等部という経年的な変動の結果である。


